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「NILIM2026 国総研レポート 2026」とは

〇「NILIM2026 国総研レポート 2026」とは 

国総研の研究活動の理念、2025 年に進めてきた研究活動や成果および今後本格化しようと

する取り組みを幅広く紹介する、研究活動のいわゆる「総合カタログ」です。より詳細な内

容についてお知りになりたい場合は、研究紹介の中で示しております詳細情報等をご覧くだ

さい。 

＜表紙写真解説＞ 

 

 

① 下水道管路内を調査する自走式点検カメラ（下水道管路模擬施設） 

 

② 硫化水素による下水道管路内の腐食状況 

硫化水素によって下水道管が腐食すると道路陥没などの事故を招く恐れがあるため、管路内

を安全かつ効率的に調査し、異状を未然に発見することが重要である。国総研では「下水道

管路模擬施設」を設置して調査機器の性能検証等を実施することで、民間企業による技術開

発を促進している。 

 

③ 新東名高速道路での自動運転トラックの実証実験 

令和７年３月から新東名高速道路での自動運転トラックの実証実験を実施。国総研では、自

動運転トラック向け路車協調システム（合流支援情報、工事規制情報など）を開発・設置し、

システムの通信状況や情報提供された自動運転トラックの車両挙動を評価・分析し、自動運

転トラック向け路車協調システムの技術仕様の作成に向けた課題を把握した。 
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001

開かれた研究所を目指して 
～筑波の研究機関として～ 

 

国土技術政策総合研究所長 佐藤 寿延(博士(工学)) 

１．筑波研究学園都市のなりたち 

 1961年閣議決定の「官庁の移転について」にお

いて、｢機能上必ずしも東京都既成市街地に置く

ことを必要としない官庁の集団移転の速やかな

具体的方策の検討｣が記されたのが端緒です。そ

の後、国立試験研究機関の集中移転の議論が進み、

富士山麓、赤城山麓、那須高原、筑波山麓の４候

補地区から、1963年9月10日に、研究・学園都市の

建設地を筑波地区と閣議決定し、今日に至ります。 

 移転する国の43機関（旧建設省は、国土地理院、

土木研究所、建築研究所の３機関）は、46年前の

1980年3月に全て移転新設が完了しました。 

研究学園都市の建設については「高水準の研究

および教育の諸活動が相互に有機的連けいを保

ちつつ効率的に行われるとともに（以下略）」

（1973年4月27日閣議決定）とされており、研究教

育機関の集積の効果が高度に発現することが当

初から大きく期待されていました。 

これまでの国土技術政策総合研究所の歩みを

鑑みて、集積の効果を十分に発揮してきたかと言

えば、必ずしもそうとは思えません。他の研究機

関には集積の効果を活かしているところもあり

ますが、筑波全体については、今般の国際卓越研

究大学の認定におけるアドバイザリーボードの

「筑波研究学園都市の各研究機関との連携・協業

の戦略やその対象範囲、構想の実現に向けた道筋

には、‥‥実効性に懸念が残った」の指摘の通り

と思います。 

現在、私は筑波研究学園都市交流協議会の会長

の任にもありますが、このような指摘も踏まえ、

建設当初の初心に立ち返り、筑波全体の研究教育

の強化に向けた新たな組織体制の議論も進めて

いるところです。諸情勢下において、国土技術政

策総合研究所は開かれた研究所として、筑波全体

は大学を核としてどのように変わろうとしてい

るのか紹介します。 

２．持続可能な人材確保・育成に向けて 

 研究機関にとっては、人材が最も重要です。一

方で、採用環境は悪化しており、研究職の採用が

ままならないのが実情です（R8年研究職の新卒採

用は０です）。技術の継承が危惧されている分野

も既にあります。この状況が続くようであれば新

たな研究分野を開拓していくことも難しいと感

じています。長期的・持続的に人材を確保・育成

する仕組みが必要です。 

(1)連携大学院の設立（R9年4月開学予定） 

 筑波の他の研究機関では数十名の規模で研究

者の新規採用ができているところもあります。博

士課程の学生の研究指導を研究機関が直接行い

採用にも結びつけています。学生数が100名を大

きく超えている研究機関もあります。 

 これは、連携大学院という制度を活用していま

す。学位の発行と授業は大学側が担当しますが、

研究機関の研究者が大学教官に就任することに

より、博士論文執筆の指導を研究機関側が行う制

度です。1989年に埼玉大学と理化学研究所間で始

まり、全国の大学、研究機関に広まっています。 

 地元の筑波大学においては、1992年から始まっ
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ており、現在、31機関と協定を結び、研究機関の

研究者229名が大学教員（教授155名、准教74名）

に就任し、学外で508名の大学院生が研究指導を

受けています(R7.5.1時点)。筑波大学大学院生数

6906名(博士2703名、修士4203名)の１割弱と大き

な規模です。国総研としてはほぼ実績がないのが

実情です。多くの研究機関は、全国の大学（多い

ところでは75大学）、海外の大学とも協定を結び、

まさに世界中から若手研究人材を集めています。 

 研究機関にとっては研究力の強化、大学側には

博士の数の増加、研究の質の向上といったwin-

winの関係が構築されており、ドイツ、アメリカで

もこれ以上の規模で取り組みが進んでいます。 

 国総研においても、令和９年４月に筑波大学と

の連携大学院の開学を目指し、学生の募集を始め

たところです。 

(2)民間人材による質・量の研究体制の強化 

 例えば、産総研においては、研究職員2287名に

対して契約職員（ポスドク等）3217名（1対1.4）、

国総研は、241名に対して54名（1対0.21）と大き

な違いがあります。筑波の研究機関を比較すると、

1.0を超えるグループと、1.0を大きく下回るグル

ープに分かれているようです。  

官民連携の程度が大きく影響していると思い

ますが、AI、ロボティスクといった新しい技術の

導入が喫緊課題となっている現状を踏まえれば、

国総研においても、質・量ともに拡大していく必

要があると感じています。この春には、スタート

アップ企業から初めて研究員を派遣いただきま

す。時間はかかりますが、しっかり取り組みます。 

(3)高度な技術力をもつ民間人材の登用 

例えば、ダムは土日閉所の影響もあり、工期が

極端に伸びる傾向があり、労働等の制度面も含め

て検討し、解決策を見いだす必要があります。一

方、当研究所には施工に詳しい研究者がいないこ

とから、民間２社から高度な技術力をもつ者を1

月5日から招聘し、研究所の職員と机を並べて議

論を始めています。まずは、制度の運用、技術開

発における協調領域と競争領域の区分けなどか

ら始めますが、民間企業同士もリソースを提供し

オールジャパンとして集中し技術開発を行う体

制の構築の一助になればと考えています。技術開

発全体像を描き、実現に向け主導的な役割を果た

すことも国総研の役割と思います。まずは、ダム

から始め、順次分野を拡大できればと考えていま

す。 

(4)研究学園都市の「有機的連けい」の実現 

 筑波では、産・学・官が有するそれぞれの強み

を活かし、研究力強化と社会実装の加速化に向け、

新たな連携組織の動きが進んでいます。本格的な

議論は４月以降ですが、研究機関と大学との縦の

連携強化と研究機関間の横の連携の強化がポイ

ントになると考えています。研究機関と大学との

連携の強化は海外でも進んでおり、ドイツのマッ

クスプランク宇宙物理学研究所の所長は、所員の

40％が博士課程学生と話しています（2025.1.26

国研イノベーション戦略会議）。大学と研究機関

の融合というべきかもしれません。 

ロボット技術など、国総研だけでは十分に対応

できない分野については、他の機関との連携によ

る研究・技術開発の加速を期待しています。 

TXつくば駅前北東には、筑波大学が整備する

学・産の共同研究施設、北西には、科学技術の交

流を目的としたイノベーション拠点施設といっ

たハード施設の整備も予定されています。 

研究学園都市ができて約半世紀になりますが、

当初目指した「有機的連けい」のさらなる充実に

向けて大きく動き出していると思います。 

我が国において、科学技術が国家存立の基盤で

あることは、論を俟たないと思います。その中心

に位置付けられたのが筑波研究学園都市です。国

総研も開かれた研究所としてその一翼を担うべ

く、また、インフラ・住宅にかかる唯一の国の研

究機関としての役割を将来においても果たすべ

く、体制、機能の強化を図りたいと考えています。 
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巻頭クローズアップ

201

国総研の研究活動の最前線
～安全・安心で活力と魅力ある国土と社会の実現のために～

本誌では、国総研の研究活動の３つの重点分野ごとに、最新の研究活動を幅広く紹介

します。この中でも代表的な取り組みをクローズアップし巻頭で紹介します。

社会の生産性と成長力を高める研究

研究動向・成果をP.78から紹介

研究動向・成果をP.46から紹介

 P.５  産学との連携強化による技術開発

 P.６  八潮市道路陥没事故をふまえた下水道管路マネジメントの高度化

 P.７  波の打上げの要素を加味した高潮の予警報のための技術開発

 P.８  ヘリコプターから撮影した画像及びSfM/MVS技術を活用した河道閉

塞規模計測手法の実装に向けて

 P.１０ 道路構造物の維持管理のための技術基準類の充実に向けた取り組み

 P.１１ 2025年に発生した竜巻による建築物等被害の概要と被害発生メカニ

ズム解明のための研究

 P.９  路車協調によるレベル4自動運転の実現に向けた取組

 P.１４ openBIMを用いた設計から数量算出までの自動データ連携システムの

開発～「openBIM Awards 2025」最優秀賞受賞～

 P.１５ クルーズ船の制御性評価手法の検討：航行安全評価の迅速化に向けて

 P.１６ 空港におけるコンクリート構造物の生産性向上の検討

 P.１２ 適切な室内空気環境の確保と省エネの両立を目指して

 P.１３ “グリーンスローモビリティ”を活用した歴史的集落地の移動環境向上と地

域活性化技術の開発

国土を強靱化し、国民のいのちと暮らしをまもる研究

重点的に取り組む研究分野

研究動向・成果をP.100から紹介

１

2 

快適で安心な暮らしを支える研究３
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産学との連携強化による技術開発

-2

-1 1)

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001319.html

https://www.city.tsukuba.lg.jp/jigyosha/shigoto/1005138/1012899.html
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各研究部・センターからのメッセージ

101

連携深化による研究力の強化と人材育成 
 

 

研究総務官 星隈 順一(博士(工学)) 

（キーワード）  研究方針、産官学連携、連携大学院、人材育成 

 

１．国総研の研究方針に基づき振り返る 

国総研の研究方針は平成29年に策定されており、

その使命は「住宅・社会資本分野における唯一の国

の研究機関として、技術を原動力に、現在そして将

来にわたって安全・安心で活力と魅力ある国土と社

会の実現を目指す」こととなっている。そして、そ

の使命を果たすために国総研が目指していく姿とし

て３つの基本姿勢、さらには、これらの基本姿勢に

基づき根幹となる４つの活動を明示した構成となっ

ている（図参照）。この国総研の研究方針が検討・

策定された当時、私は熊本地震復旧対策研究室に所

属しており、この研究方針で示された内容を研究室

版のミッション・ビジョン・バリューとして整理し、

災害現場に設置された特性を生かした研究室運営の

基本としていた。 

図 国総研の研究方針とその構成 

このような国総研の研究方針の策定から8年が経

過した。その間には、熊本地震からの復旧に加え、

平成30年7月豪雨、令和元年東日本台風、令和6年能

登半島地震のような災害への対応、そして、令和7年

に八潮市で発生した下水道に起因する大規模な道路

陥没事故への対応など、国総研の組織的な技術力の

発揮が求められる場面が多々発生した。このような

災害や事故が発生した際、国総研では速やかに現地

に職員を派遣し、復旧への助言を行う。また、現地

調査を通じて被災メカニズムの解明を行い、その分

析結果（技術的根拠）に基づき、同様な事案の再発

を防止するための点検・対策の実施方法や技術基準

類の見直し等の社会実装を国土交通本省に提案する

ことで、技術政策に貢献してきたところである。 

一方で、インフラ施設の技術政策は施設を所管す

る部局ごとでマネジメントされており、また、国総

研の研究予算の8割超は国土交通本省の各部局を通

じて要求をし、査定を受けた上で配分を受けている

という性格もあり、研究活動の実施体制が縦割りと

なりやすいという特性がある。そのため、国総研で

は組織横断的に研究を実施する体制を構築し、現在

では「防災・減災」、「メンテナンス」、「インフ

ラDX」、「グリーン社会実現」の4つのテーマに対し

て研究推進本部を設置している。ただし、これまで

の研究推進本部の活動は各分野における最新の研

究動向や得られた知見の所内での情報共有や意見

交換が中心的となっているのも実情である。 

また、国総研の研究活動の下支えとなる環境整備

についても、研究計画の立案から成果の社会実装に

至るまでのプロセスをマネジメントする仕組み、研

究活動を通じた技術的知見の習得や博士の取得等

の国総研の特性を生かした人材育成、新たな技術的

各
研
究
部
・
セ
ン
タ
ー
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

各研究部・センターからのメッセージ

連携深化による研究力の強化と人材育成

- 20 -- 20 -



 

課題に対応するスケールの大きい実験施設の整備や

既存施設の機能維持や更新等、引き続き取り組むべ

き重要な課題があると認識している。 

 

２．科学技術政策の動向と国総研の取り組み 

こうした中、2026年度は、政府が策定する第7期科

学技術・イノベーション基本計画や国土交通省が策

定する第6期国土交通省技術基本計画等、国総研の研

究活動とも深く関係する基本計画が新たに始動する

年となる。これらの基本計画の策定に至るまでの議

論の経過、さらには、つくば市に集積している国土

交通省以外の省が所管する他の研究機関の最近の活

動状況に照らすと、国総研が従来から有している強

みを生かしつつ研究力をさらに強化していくために

は、次のような取り組みを組織的に推進していく必

要があると考えられる。 

①時代の流れや状況の変化を察知しながら、産学と

の連携を推進していくこと 

②研究開発から社会実装への牽引役としての役割を

果たすこと 

③これらの活動を通じながら技術政策の展開を見通

す行政力と技術的判断のできる現場力を併せ持っ

た研究者を育成していくこと 

 

３．産学との連携強化と社会実装への牽引 

国総研における産学の他機関との連携は、これま

では研究テーマに関する専門性を有する機関との共

同研究や委託研究を通じた連携が主流であり、研究

効率を高める方策として多数の実績を積んできてい

る。こうした中、近年、新たな技術やサービスを提

供するスタートアップが続々と誕生している。我が

国のイノベーション創出を促進する観点から、国土

交通の分野でも、スタートアップの有する先端技術

の社会実装の促進が図れるように支援することも求

められている。 

国総研におけるこれまでのスタートアップ支援と

しては、SBIRの枠組みの中での活動となっているが、

国総研の実施する研究開発においてスタートアップ

の有する先端技術をどのように取り込めるかについ

て、スタートアップとコミュニケーションをしなが

ら社会実装への道筋を立てることも、国総研の研究

力として求められると考えられる。また、このよう

な活動を通じながら、スタートアップの育成につな

げていくことも重要である。 

 

４．連携大学院を通じた人材育成 

連携大学院とは、研究機関の研究者が大学の教員

（教授又は准教授）としてその研究機関の研究環境

を活用しながら研究指導等を行う大学院教育の方式

である。筑波大学を例にとると、つくば市に集積し

ている研究機関を中心に229名の研究者が連携教員

となり、508名の大学院生の研究指導を行っている

（令和7年5月時点）。そして、連携大学院で博士の

学位を取得した学生は、指導を受けた研究機関に就

職したり、大学院で研究を続けたりする等、当該の

研究分野における専門家となって活躍している。 

国総研においても、職員が連携教員となり、連携

する大学へと出向いて学生の研究を指導助言する活

動を行ってきた実績はこれまでにもある。しかしな

がら、組織的な戦略をもって対応できていなかった

こともあり、国総研として連携大学院制度のメリッ

トを十分に得ることができていなかった面もある。 

そこで今後は、連携大学院の学生の研究活動の拠

点は国総研とし、連携教員として承認された国総研

職員の指導のもと国総研が保有する施設やデータ等

を活用しながら国総研の研究活動に取り組み、その

成果を学生が学位論文としてまとめることによって

連携協定を締結した大学から学位が授与される仕組

みへと深化させていきたい。そして、このような連

携大学院制度の運用を通じて、国土交通分野の技術

政策に加え、現場力と研究力を併せ持った人材の創

出につなげていきたいと考えている。 

 

５．おわりに 

他機関との連携は、「弱み」を「強み」に変えて

いく可能性を秘めている。リソースが限られている

中、効果的な連携深化を意識しながら国総研に期待

される役割が果たせるように取り組んでいきたい。 

各
研
究
部
・
セ
ン
タ
ー
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

- 21 -- 21 -



111

上下水道一体での地域課題の解決を目指して 
 

 

上下水道研究部長 小川 文章 

（キーワード）  上下水道、人口減少、中山間地、集約型、分散型、AB-Cross 

 

１．はじめに 

2024年4月に水道整備・管理行政が厚生労働省から

国土交通省等に移管された。また同年の1月には能登

半島地震が発生し、周辺の市町では多くの上下水道

施設が被災した。国総研では2024年4月に上下水道研

究部を発足させるとともに、水道研究室と能登上下

水道復興支援室（石川県七尾市）を新設した。さら

に2025年4月には、浄水処理・水道防災システム研究

官と浄水処理研究室（埼玉県和光市）を新設し、現

在、上下水道研究部では５つの研究室で上下水道の

研究を実施している。 

近年、上下水道分野では大規模地震や豪雨などの

自然災害による施設被害が頻発しているほか、2025

年1月には埼玉県八潮市で、下水道管の硫化水素によ

る腐食が原因とされる大規模な道路陥没事故が発生

した。さらには、人口減少や人口密度の低下により、

中山間地域や都市郊外部において、上下水道管路を

はじめ従来の集約型システムの維持管理が困難にな

りつつある。 

このため国総研では、部内の各研究室が一体とな

って、上下水道施設の防災力を高めたり、施設を適

正な規模で適切に維持管理していくための研究に取

り組んでいるところである。本誌面では、現在国総

研が取り組んでいるこれらの研究開発の事例につい

てご紹介する。 

 

２．住宅向け小規模分散型水循環システムの地域展

開実証研究1) 

中山間地などの人口減少地域では、上下水道施設

を従来の集約型システムから分散型システムへ転換

し、施設規模を適正化する必要性が指摘されている。

そのような中、2024年1月に能登半島地震が発生し、

能登地域の上下水道施設も大きな被害を受けた。こ

れを機に国総研では、国土交通省本省と連携し、上

下水道一体革新的技術実証事業（通称 AB-Cross）に

おいて、石川県珠洲市を実証フィールドとした各戸

向け小規模分散型水循環システムの地域展開実証事

業を開始した（図-1）。 

当事業で実証するシステムは上下水道施設への接

続を必要とせず、住宅単位で水循環を行う自律分散

型であり、上下水道財政の改善や人口動態に対する

柔軟な対応が期待されている。実証事業では、市内

の一般家屋10世帯程度にシステムを住宅単位で設置

して（写真-1）、一定期間の検証を行うとともに、

集約型と分散型のベストミックス計画手法を提案す

ることとしている。 

2025年末に設置を終え給水を開始しており、2025

年度末から2026年度にかけてシステムの継続運用を 

図-1 住宅向け小規模分散型水循環システムの構成 

写真-1 システム中の水処理ユニットの外観 
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行い、水量水質の安定性や施設の維持管理性につい

て検証するとともに、分散型システムの推奨エリア

の判定方法や可視化方法について、珠洲市を具体事

例として検討する予定である。 

 

３．中山間部における分散型水循環システムの実証

研究1) 

分散型水循環システムには様々な方式のものが存

在し、AB-Crossにおいては、長野県喬木村を実証フ

ィールドとした実証事業も実施している。 

実証するシステムは、地下水を井戸でくみ上げて

使用した後の雑排水を可搬型のコンテナ式浄水処理

ユニットで浄化し、飲料水を除く生活用水として循

環利用するものであり、し尿のみ既設浄化槽で処理

し排水する（図-2）。写真-2に示すユニットの台数

を加減することで地域の人口動態に柔軟に対応する

ことができる。2025年度末から2026年度にかけてシ

ステムの継続運用を行い、水量水質の安定性や遠隔

監視を含めた施設の維持管理性について検証する予

定である。 

図-2 可搬型コンテナ式浄水処理システムの構成 

写真-2 可搬型コンテナ式浄水処理ユニット 

 

４．災害被害等の軽減に資する水道・下水道施設の

機能復旧に関する研究2) 

能登半島地震では、被災した上水道と下水道の復

旧時期が合わず、長期間上下水道を使用できない地

域が見られた。国総研では、災害発生時の応急復旧

の迅速化を図るため、上下水道一体での応急復旧の

事例調査（図-3）やヒアリング・アンケート調査を

行い、被災状況に応じた効果的な応急復旧技術や方

策についてとりまとめるとともに、今後必要となる

技術開発項目について明らかにする予定である。 

図-3 上下水道一体の応急復旧事例の一例 

 

５．おわりに 

国総研では、水道整備・管理行政の移管に伴い、

上下水道に関する技術的課題や地域課題の解決に向

けて、部内５研究室が連携協力して取り組んでいる。

上下水道には類似した技術が多く存在し、規模に応

じた様々な技術も開発されていることから、それら

を適切に組み合わせることにより、全国各地の地域

事情に応じた最適な上下水道システムを構築できる

ものと考えている。 

人口減少が急速に進行する我が国においては、残

された時間が限られていることから、これらの研究

を迅速かつ着実に推進してまいりたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研ホームページ:上下水道研究部浄水処理

研究室 

https://www.nilim.go.jp/lab/efg/index.htm 

2) 国総研ホームページ：上下水道研究部水道研究

室 

https://www.nilim.go.jp/lab/edg/theme.html 
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河川・海岸分野の技術研究開発における 

産学官連携の深化に向けて 
 

河川研究部長 川﨑 将生 

（キーワード）  河川、海岸、ダム、技術研究開発、産学官連携 

近年、わが国では局地的大雨の頻発化、大規模広

域洪水の発生、さらに津波・高潮など多様な水災害

のリスクが顕在化している。こうした環境のもとで、

国総研河川研究部の技術研究開発に求められるのは、

学術的な意義のみならず、社会的ニーズに即応し、

現場で使える形へ迅速に実装する「実装力」である。

振り返ればこの約20年は、災害の発生を契機として

次々と浮き彫りになる新たな課題に対応するための

技術を、一心不乱に実用化してきた時代であった。 

 

【近年の研究開発を通じて得た教訓】 

2000年代後半以降、都市域を中心にゲリラ豪雨に

よる浸水被害が目立ち、2010年代には関東・東北豪

雨や西日本豪雨、東日本台風といった記憶と記録に

残る大規模水害が立て続けに発生した。この間のい

くつかの研究成果を挙げると、代表例の一つに高性

能レーダ雨量計ネットワークXRAINの実用化がある。

相次ぐ局地的大雨の被害を背景に、より即時性と高

解像度を有する降雨情報への要請が高まった。従来

は観測から配信まで10分以上を要し、空間解像度も

1kmメッシュであったが、XRAINでは配信遅延を1〜2

分へ大幅に短縮し、解像度を250mメッシュに高精細

化した。さらに、波長の異なる既存レーダを高性能

化・合成してネットワーク運用する技術を確立し、

全国をカバーする観測網へと拡張した。これにより、

求められた即時性と解像度を両立した降雨情報が防

災の基盤となった。 

大規模広域洪水では逃げ遅れが多数発生し、身近

な河川の氾濫危険度を住民や自治体にわかりやすく

伝達する必要性が課題として挙げられた。これを受

けて開発に取り組んだのがリアルタイム河川水位予

測技術である。従来は観測点の「点」情報が中心だ

ったが、上下流方向に連続する「線」情報として河

川の水位を推定して氾濫危険度を表示する方法を考

案し、実用的なシステムを試作した。現在の「水害

リスクライン」の原型である。 

ダム分野では、降雨予測情報を活用した事前放流

が本格化した。不確実性を有する予測情報をどう使

うか、生じうる損失にどう対応するのか、行政によ

る制度設計と相まって、各ダム上流域の予測降雨量

を時々刻々確認できる全国的なシステムを構築し、

事前放流ガイドラインに基づく運用につなげた。 

治水計画の分野では、文部科学省のプロジェクト

で整備された大規模アンサンブル気候予測データベ

ースd4PDFなどの気候モデルデータを分析し、気候変

動を踏まえた治水計画見直しの施策展開のカギとな

る、降雨量変化倍率の設定根拠の一つを提供した。

また、構造物分野では、東日本大震災を受けて、設

計対象の津波高を超え天端を越流した場合にも効果

を“粘り強く”発揮する海岸堤防の考え方が示され、

模型実験や解析を通じて得られた構造上の工夫に関

する知見を技術速報として迅速に提示した。さらに

東日本台風を踏まえ、河川堤防についても越水に対

して粘り強い構造の技術開発を行った。 

これらの取り組みは、社会的ニーズに即応するた

めの技術を実用化し社会に定着させるプロセスにお

いて、「単独では限界のある技術研究開発の実用性

と信頼性を高めるためには、産学官が役割を補完し

合うことが不可欠である」という教訓をもたらした。

すなわち、行政は現場課題の明確化と制度設計・運

用責任を担い、研究機関は長年の知見と検証能力を

基盤に、要求性能からモデル構築・評価までの体系

化を進める。民間企業や大学は先進的で創意工夫に

富んだ技術や施工性・経済性に優れた解決策を提示

する。それらが一体となって機能する体制を構築し

て技術研究開発を進めることの重要性が再確認され
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たものである。 

単独の組織では解けない課題も、境界を越えてデ

ータ・モデル・現場を結び付けることで解決のスピ

ードと質が高まる。加えて、開発した技術を現場に

適用し、得られた知見をフィードバックして改良を

繰り返す循環が重要であり、産学官連携はその駆動

力になり得る。 

 

【教訓を踏まえた最近の取組】 

この教訓を踏まえ、現在は技術研究開発における

産学官連携を一層強化している。例えば、越水に対

して粘り強い河川堤防構造の開発では、国総研独自

の検討によりブロックタイプの構造を先んじて提案

した上で、施工性やコスト面で優れる多様な構造案

を産学に広く技術公募した。提案された複数の構造

案のうち、有識者により評価された有力案について

は、国総研の大規模堤防模型実験水路を使用し、施

工・維持管理段階で想定しうる変状を意図的に付与

するなど、現場信頼性を高める観点からの改良検討

を民間企業等と共同で実施している。 

また、気候変動による海面水位の上昇等の影響に

直面する海岸分野でも、国総研の実験施設を活用し

て、離岸堤や人工リーフが今後も機能を発揮し続け

るための技術開発を民間企業と共同で実施している。 

河道設計の分野では、治水と環境の一体化を図る

べく、二次元・準三次元といった高次解析を用いた

動的設計への移行を目指し、標準手法、技術開発リ

クワイヤメント、観測技術・データ要件の明確化や、

数値モデル検証用の大規模水理模型実験データの公

開を行っている。（一社）建設コンサルタンツ協会

との研究会により、現場の実務課題・運用実態を反

映しながら、技術情報をリビングドキュメント形式

で整備しているほか、技術開発リクワイヤメントを

委託研究の公募へ接続する循環を構築している。 

さらに、流域デジタルテストベッドの整備を推進

している。流域データプラットフォーム経由で得ら

れる多様なデータを用いて、水理・水文解析、解析

結果の可視化、システム開発の試行をクラウド環境

で迅速に回すことで、産学官の試行錯誤の労力を大

幅に低減し、研究開発から実務への橋渡しを加速す

る。技術研究開発における産学官連携を促進する環

境整備の一環である。 

 

【産学官連携のより一層の深化に向けて】 

いま焦点となっているのは「流域総合水管理」で

ある。流域治水の深化に加え、水利用・環境との間

で相乗効果を引き出し、利益相反を丁寧に調整する

ことで、「被害の最小化」「水の恵みの最大化」「環

境の最大化」を同時に追求する構想である。ハイブ

リッドダムのように、治水容量と利水容量の柔軟な

相互運用を実現するには、予測・操作・合意形成を

つなぐ統合アーキテクチャが求められる。ダム操作

の自動化・遠隔化、複数ダムの集中管理、アンサン

ブル予測の活用、AIによる意思決定支援、いずれも

単独の組織では完遂しない、産学官の総力戦である。 

このように、今後、流域総合水管理の実現に向け

て、技術研究開発はさらに広がりと複雑性を増し、

産学官連携の一層の促進が必要になる。そのために

重要と考えられるのは、国総研が保有する国内最大

級の実験施設の共同利用や、検証データセット等の

技術情報を共有し、成果の再現性・比較可能性を高

めること、また、現場の安全を確保しつつリスクを

ある程度許容して、新技術の段階的導入を可能にす

る実証空間が確保されること、さらに、流域総合水

管理の効果と費用の見える化が、産学による技術研

究開発のインセンティブの面からも必要になってく

るものと思われる。 

頻発・激甚化する水災害、老朽化する社会資本、

人口減少という制約の中で、技術の実装速度とその

社会価値の最大化を目指さなければならない。産学

官が境界を低くし、データ・モデル・現場を結ぶ共

通言語と共通基盤を磨き上げる——その先に、強靭で

しなやかな社会の実現がある。国総研河川研究部に

おける河川・海岸分野の技術研究開発は、まさにそ

の推進力であり続けたい。 

 

☞詳細情報はこちら 

令和7年度 国総研講演会 セッション2 

流域総合水管理を推進する技術研究開発 ～産学と

の連携促進～ 

https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kouenkai/kouen

kai2025/koen2025/pdf/siryo/R7s02_kasen.pdf 

https://youtu.be/XSYJgBtnH_k 
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大規模土砂災害の対策に資する研究の推進 
 

 

土砂災害研究部長 桜井 亘(博士(農学)) 

（キーワード）  大規模土砂災害、気候変動、地震時土砂災害、複合災害、河道閉塞 

 

１．はじめに 

石川県能登地方に壊滅的な被害をもたらした令和

6年能登半島地震から2年が経過した。“里山里海”

という一次産業を主体とした人々の暮らしと穏やか

な自然が調和した景観美が広がる能登は、地震によ

り、山河の多くが無残にも崩れ土砂に埋もれ、さら

に追い打ちをかけるように、同年9月、未曾有の豪雨

時に流出した土砂により、多くの集落や美田が泥濘

に覆われ、地震と豪雨により多大な被害が生じた。

この様は正に、今後、逼迫する大規模地震や激化す

る豪雨による大規模土砂災害の危険性に晒される我

が国の地方、とりわけ中山間地域に共通する危機そ

のものである。これに対して、大規模土砂災害への

対策を進める決意を一層強く持ち、土砂災害研究部

の総力を挙げて、対策に資する研究を進めていく。

ここでは、この取り組みの一端を紹介する。 

 

２．気候変動に伴う豪雨の激化への対策 

(1)土砂・洪水氾濫への対策 

近年、豪雨時に斜面崩壊や土石流等により生産さ

れた土砂が、谷出口より下流部の河道まで流出し堆

積する結果、広範囲に土砂と泥水が氾濫する土砂・

洪水氾濫が頻発する傾向にある。これは、増大する

降雨量により大量に生産された土砂が、洪水流量の

増加と相まって、より大量かつ下流へ流出するため

である。国土交通省はこの対策を加速化するととも

に、土砂災害研究部では、必要な対策の研究を実施

している。対策で重要な点は、豪雨により生産され

た土砂が、河床変動を経てどの程度流出し、どこで、

どの程度氾濫するのかという点を、数値計算（シミ

ュレーション）により予測することである。これに

より、氾濫範囲を的確に予測し、効果的なソフト対

策と、必要な箇所に適切な規模の対策施設を配置す

る効果的なハード対策が可能となる。そこで、数値

計算の再現性に大きな影響を与える水・土砂の供給

条件の設定手法を明確にして、計算を行う整備局に

助言するなどの取り組みを実施中である。また、下

流まで流出し河床上昇を引き起こす土砂の堆積機構

を実験水路で明らかにし、数値計算モデルに反映さ

せ、再現性を向上する研究も実施中である。今後、

ハード対策に関して、数値計算を用いて効果的な砂

防施設配置計画を策定する手法を示す必要があり、

特に谷出口より下流の主要な対策施設である遊砂地

工について、具体的な設計手法を示す研究に取り組

む。さらに、土砂・洪水氾濫を引き起こす降雨波形

の特徴を分析することにより、土石流や斜面崩壊か

ら土砂・洪水氾濫に転じる境界を把握し、土砂災害

警戒情報等で避難する機会を逸した場合に「命を守

る行動を取る最後のタイミング」がどこにあるのか

を明確にする等、多くの人的犠牲を伴う危険性が高

い土砂・洪水氾濫に対するソフト対策についても研

究していく。 

(2)増大する生産土砂量への対応 

 気候変動による降雨量の増大に伴い、斜面崩壊に

より生産される土砂量も増加する。そこで、豪雨時

に多発する表層崩壊の生産土砂量を対象に、降雨量

や流域面積から経験的に推定する従来の手法に代え

て、これまで経験していない降雨への対応も見据え、

表層土の発達と降雨量の増加を斜面崩壊の物理的な

モデルに反映させた解析的に推定する手法について

研究を進めている。これまで崩壊事例が多い花崗岩

地帯を中心に検討を進めてきたが、今後は、異なる

地質が分布する地域への適用について、崩壊事例を

解析し、研究を展開していく方針である。 
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３．地震時の土砂災害対策 

(1)地震による土砂災害の定量的な危険性評価 

 土砂災害研究部では、地震時に、地形量や最大加

速度から相対的な斜面崩壊の危険性を評価し、崩壊

発生の可能性が高い斜面の抽出手法を確立した1)。

一方、地震時の土砂災害の対策には、相対的な危険

性の評価だけではなく、保全対象への影響を把握す

るため、崩壊土砂量や崩土の到達距離に基づく定量

的な評価が重要となる。そこで、過去の地震時に発

生した土砂災害の事例を解析し、崩壊面積や斜面勾

配等の地形量や地質、また最大加速度を用いて機械

学習により、崩壊土砂量を求めるモデルを構築する

とともに、崩土の到達範囲を推測する研究を進めて

いく。さらに、地殻変動量や斜面の比高・勾配など

の情報から、斜面崩壊の中でも河道閉塞を形成する

可能性が高い大規模崩壊を引き起こす斜面を速やか

に抽出する研究を進めていく。 

(2)地震とその後の豪雨による複合災害への対策 

 能登半島地震後、同年9月の豪雨時に、新規崩壊や

地震時崩壊斜面の拡大崩壊による複合災害が生じた

（写真）。これは、地震による亀裂が崩壊発生に影

響したためと考えられる。しかし、全ての亀裂が崩

壊に至るのではなく、過去の地震時では、多くの亀

裂が消滅に向かう一方、一部の亀裂が新規・拡大崩

壊に発達している。そこで地震で生じた亀裂を解析

し、亀裂の規模（延長や密度等）や位置が、その後

の崩壊の発生に与えた影響を把握し、亀裂の状況か

ら複合災害の危険が高い斜面を予測する研究を進め

る。また地震後の豪雨時に、土砂流出により生じる

被害の程度は、地震時の生産土砂の残存量やその位

置、また洪水流量など水理条件や流域面積、渓床勾

配等の地形条件等が影響していると考えられる。そ

こで、土砂流出に影響するこれらの条件を明らかに

し、複合災害の危険性が高い流域を抽出する研究を

推進する。 

 

４．河道閉塞対策の強化 

近年、豪雨や地震時に河道閉塞による土砂災害が

生じており、その対策が急務である。河道閉塞の対

策は、決壊までの限られた時間内に速やかに応急対

策を実施する必要がある。そこで、先ず河川流量の

変化から、河道閉塞の形成を速やかに把握する研究

を推進する。また能登半島地震では、同時多発的に

河道が閉塞し、一部はその後の豪雨時に決壊・消滅

し氾濫被害が生じた。一方、発災当時、これらの河

道閉塞に対して、現状やその後の降雨時の危険性を

網羅的かつ速やかに評価することが困難であり、効

率的な対策が実施できない箇所もあるなど、課題が

残った。そこで、同時多発的に生じる河道閉塞につ

いて、発災後、短時間にその形状等に応じて決壊の

危険性を評価し、優先度に応じた効率的な応急対策

を可能とする研究に着手する。さらに、実際の対策

を担う地方整備局の職員を対象に、河道閉塞箇所の

把握から効果的な対策手法まで導き出すナビゲーシ

ョンシステムの開発や、応急対策のマニュアルを作

成するなど、対策の支援も行っていく。 

 

５．おわりに 

今後、国土交通省砂防部と連携し、大規模土砂災

害対策の研究の推進と、速やかな成果の実装を図っ

ていく。また、土砂災害研究部の研究成果を活用し、

地方整備局の職員が実際の災害時の対策を効果的に

実施できるよう、研修や訓練などを通して、成果の

着実な普及にも努めて参りたい。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.204 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

0204.htm 

  
写真 複合災害；地震時の崩壊と豪雨による土砂流出 
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持続可能な社会の実現に向けた 

道路交通サービスの研究開発 
 

道路交通研究部長 吉田 秀範 

(キーワード)  持続可能、自動運転、自転車活用推進、脱炭素化、既存ネットワーク活用 

 

１．はじめに 

道路は、移動のためだけではなく、滞在や賑わい、

環境、防災など様々な面から機能を発揮しつつ経済

活動や生活を支える最も基本的な社会基盤である。

現在社会が直面している人口減少・高齢化、気候変

動、物流危機といった諸課題に対応し、道路ネット

ワークのあり方や、その上で提供される道路交通サ

ービスがどうあるべきかを考え、進化させていく必

要がある。 

道路交通研究部では、こうした社会動向や政府の

方針に対応して道路の持つ機能が最適かつ最大限に

発揮されるよう、国の機関として広域的・総合的な

視点から技術的・政策的な調査研究を実施し、その

成果の社会への普及や現場実務への技術支援等に努

めることで、安全・安心で持続可能な豊かな社会の

実現に貢献することが使命であると考えている。 

本稿では、道路交通研究部が行う取組のうち、持

続可能な社会の実現に向けた道路交通サービスの研

究開発の一部について紹介する。 

 

２．物流・移動サービスの自動運転実現に向けて 

物流や地域交通を担うドライバー不足が深刻化し

ており、これらサービスを持続的に確保するために

自動運転の実現が期待されている。政府では、2026

年度以降にレベル４自動運転トラックの社会実装を、

2027年度までにレベル４自動運転移動サービスを

100箇所以上とすることを目指している。 

車載センサの情報のみを用いて車両制御を行う自

律型の自動運転技術の開発が進む一方、車両単独で

は検知困難な事象が存在する箇所等で自動運転が継

続できるよう、道路からの情報提供や道路構造の変

更等を行い、その実現を支援する考えである。 

 道路交通研究部では、官民の共同研究等により、

道路と車両の通信により前方障害物や合流時の本線

車両の情報提供等を行う技術開発を実施してきた。 

2025年度からは、新東名高速道路において自動運

転トラックへの合流支援情報を提供するシステムの

実証実験を民間等と連携して行い、その有効性を確

認した。2026年度は、東北自動車道のより道路交通

環境が厳しい合流部での実証実験により検証を蓄積

し、路車協調システムの技術仕様を作成する予定で

ある。 

  

図-1 合流部手前を走行する自動運転トラック 

また、バス等による自動運転の移動サービスにつ

いて、2026年度には、全国で継続実施している実証

実験を評価・分析し、自動運転車両と他の利用者に

とって安全・快適な道路空間の整備手法ガイドライ

ン案のとりまとめ、交差点等での路車協調システム

の技術基準案の作成を行うことを予定している。 

 

３．自転車の利用促進に向けて 

移動手段に関する多様化も進み、自動車だけでな

く自転車や新しいモビリティ等に対応した安全な道

路空間の確保が求められている。特に自転車利用は

環境負荷低減、健康増進、混雑緩和に資するもので

あり、自転車活用推進法に基づく国の推進計画にお

いて自転車ネットワーク整備等により利用を推進す

ることとされている。 
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これまで道路交通研究部では、自動車、自転車、

歩行者が適切に分離された空間整備のあり方の調査

研究等を通じ、国の「安全で快適な自転車利用環境

創出ガイドライン」の作成に貢献してきた。 

2025年度は、限られた空間の再配分による整備事

例を分析し技術資料としてまとめるとともに、駐車

対策に関する実験を行い適切な対策手法を整理した。

2026年度は、自転車と歩行者の通行空間を分離する

縁石の形状等に関する構内走行実験を行い、適切な

境界部構造案を提示する予定である。 

  

図-2 自転車空間の駐車対策に関する実験の様子 

 

４．道路交通の脱炭素化に向けて 

 国として2050年までに温室効果ガス排出を全体と

してゼロとすることを目指す方針である。道路分野

においても、低炭素で持続可能な道路交通の実現に

向けた2025年4月の道路法の改正により、基本理念と

して脱炭素化の推進が明記され、国の道路脱炭素化

基本方針に基づき各道路管理者が道路脱炭素化推進

計画を策定する枠組みが導入された。具体的な対策

として、高速道路インフラのポテンシャルを活かす

取組、交通需要マネジメント、EV急速充電器の設置

促進などに取り組むこととしている。 

こうした各種の取り組みを効果的、効率的に進め

るためには、自動車交通によるCO2 排出量の推計や、

道路施策による CO2 排出量削減効果の推計・評価

を的確に行える手法を構築する必要がある。 

道路交通研究部では、これまでもガソリン車の走

行によるCO2排出係数を算出してきた。2025年度は、

ハイブリッド車、電気自動車の走行調査を行い、走

行時の燃費/電費特性の計測結果を元にCO2排出係数

を試算した。2026年度は、次世代自動車の普及を踏

まえてCO2排出係数を算定するほか、CO2排出量の推

計手法を作成し、各政策による道路利用のCO2排出量

と削減効果の試算を行う予定である。 

 

５．道路ネットワーク機能の最大限の発揮に向けて 

高度経済成長期以降、増大する交通需要に対応し

て早期に地域間をつなぐべく均質な道路ネットワー

ク整備を進めてきた。整備延長は増加した一方、人

口減少下の現代においても、都市部をはじめ空間・

時間的に偏在する渋滞の発生、災害時のリダンダン

シーや所要時間の地域格差といった課題がある。 

今後は、移動円滑性や防災性など様々な観点から

階層別にネットワークの評価と目標設定を行い、デ

ータや新技術を活用して交通容量増加や需要調整の

対策をきめ細かく進めることにより、既存ネットワ

ークの機能を最大限発揮させることが必要である。 

このため、道路交通研究部では、道路交通状況を

ICT活用等により効率的に把握・推計する手法の開発、

ネットワークを多面的に評価する指標の開発とその

目標水準に対応する道路幾何構造基準の検討、デジ

タル技術を活用して道路交通需要・供給をマネジメ

ントする手法の確立などに取り組むこととしている。 

2025年度は、道路交通センサスの実施に際してAI

画像解析による交通量計測ツールなどの導入・適用

拡大を図った。2026年度は、道路ネットワークの階

層性に応じて評価する観点の一つとして、移動円滑

性に係る指標・閾値案を作成する予定である。 

 

６．おわりに 

人口増加や需要増大に対応してインフラを整備す

る量の時代から、成熟社会において既存ストックを

有効に活用する質の時代に変わったといわれて久し

いが、利用の現状を踏まえると、取組を進める余地

が大きい。また、今後は人口減少、担い手不足がよ

り深刻化すること等を踏まえると、取組の方法を大

きく変える必要もある。今回、持続可能な社会に向

けた取組を取り上げたが、新たな技術や知見を活用

しつつ柔軟な発想で研究を進めていきたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 道路交通研究部ホームページ 

https://www.nilim.go.jp/japanese/organization/

koutsu/jkoutsu.htm 
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道路構造物研究部長 七澤 利明(博士(工学)) 

（キーワード）  災害時の道路通行機能、道路構造物、災害対策 

 

１．災害時の道路の役割、目標レベ

ルと実現方策 

国土交通省道路局が公表した

WISENET20501)では、道路に求められ

るサービスレベルの達成を目的とし

て高規格道路ネットワークを構築す

ることが唱われた。道路延長という

物理的な指標から、移動しやすさや

通行止めリスクといった「道路が提

供すべきサービスの水準」を指標と

して定義し、その達成を目標として整備を行うとい

う利用者視点での政策転換である。 

道路に求められるサービスその他の役割に基づく

目標の中で、道路構造物に大きな影響を及ぼすもの

として、災害時の目標レベルがあげられる。2024年

（令和6年）能登半島地震でも確認されたように、広

域的な被害が生じた際にすみやかに被災地にアクセ

スする道路の確保はその後の緊急活動や復旧に大き

な影響を及ぼす。災害時の目標レベルに関しては、

昨年6月に閣議決定された第1次国土強靱化実施中期

計画2)において「発災後概ね1日以内に緊急車両の通

行を確保し、概ね1週間以内に一般車両の通行を確保

することを目標」と提示されている。 

ここで、災害時の目標を実現していくためには、

新規路線の整備や既設構造物の補強によるハード対

策だけでは十分ではない。自然斜面の崩壊など外部

から道路構造に及ぼす影響も考慮して、UAVや衛星に

よる被災箇所の早期把握といったソフト対策技術の

開発・導入や、段差の解消・路上障害物の除去など

道路啓開をタイムリーに行うための資機材・体制の

整備など、多角的に対策を講じていく必要がある。 

これら多種多様な対策は、相互の関係や影響を考

慮して、系統的に実施していく必要がある。たとえ

ば図に示すように、災害後にアクセス確保が求めら

れる地点間を結ぶ複数のルートがある場合、まずは

各ルートの災害によるリスクの大小を評価し、リス

クが最も少ないルート、あるいは最小のコストで対

策が可能なルートを災害時の緊急輸送路として設定

する。こうした路線でも路面の段差や規模の小さな

土砂流入など何らかの通行障害が発生する可能性は

残るため、事前に資機材・体制を整えたうえで、発

災後の被災箇所の早期把握や啓開活動により、1日以

内の緊急車両の通行確保などを実現させることにな

る。ただし、たとえば2016年（平成28年）熊本地震

で国道57号を寸断させた斜面崩壊のような大規模な

被害が想定される場合には、発災後の通行機能を確

実に確保するため新たなルートの整備が必要となる。 

 

２．国総研の取組み 

国総研道路構造物研究部では、事前対策をはじめ、

発災後の初動対応から復旧に至るまでの各フェイズ

で必要となる様々な技術に関する調査研究を実施し

ている。災害対策に関する主な調査研究を表に示す

 

図 地点間を結ぶルートのリスク評価と対策（イメージ） 

□IC

交差点

交差点

△IC

橋梁
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構造物区間毎のリスク

リスクⅠ
リスクⅡ
リスクⅢ

地点間の道路のリスク

①構造物の補強

②被害の早期把握
③資機材・啓開体制構築
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とともに、いくつかの取組み例を以下に示す。 

道路トンネルに関しては、能登半島地震において

地山の大規模な変位により覆工コンクリートが崩落

し、長期の通行止めに至る事例が確認された。既設

のトンネルに対して、覆工崩落が生じやすい地質・

地盤条件を明確化してリスクを評価するとともに、

既設覆工への対策技術の開発が必要となっている。

このため、地震時の覆工崩落が生じやすい地質・地

盤条件と、既設トンネルに対する覆工崩落対策工に

求められる要件について検討を行っている。 

道路土工構造物に関しては、近年における大雨の

頻発化・激甚化に伴い、河川隣接区間での道路土工

構造物の洗掘により、道路の通行機能が長期にわた

り喪失する事象が頻発している。このため、洗掘被

害データから河川状況、土工構造物の状況及び道路

機能への影響を分析し、洗掘による被災リスクの高

い土工構造物の抽出条件を整理した。成果は道路土

工構造物定期点検要領に反映されている3)。 

災害発生後の対応に関しては、山間部などで広域

的な被害が発生した場合や夜間に災害が発生した場

合に、パトロール車両での目視による被災状況の早

期把握が困難となる。こうした課題への対応として、

汎用のUAVに搭載可能な被災箇所を自動抽出するAI

処理装置を開発している4)。災害発生時にUAVを自動

発進・航行させ、車両による緊急パトロールより早

く被災箇所・状況を把握するシステムの構築により、

道路管理

者による

災害対応

の迅速・

効率化が

図られる。

また、道

路構造物

の種類・

被災形態

に応じた

衛 星 SAR

画像の種

類・解析手法の検討も実施しており5)、夜間の災害時

などにおける衛星画像による早期の被災状況把握の

実現を目指している。 

このほか、道路橋に関する取組みについて、本レ

ポートにおいて記事を掲載している6)。 

 

３．おわりに 

国総研道路構造物研究部では、今後も多角的な観

点から国土強靱化に資する調査研究を実施し、技術

基準など施策への反映を通じて研究成果の社会実装

に取り組んでいく。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国土交通省：社会資本整備審議会道路分科会第

83回基本政策部会、資料3 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/conten

t/001758738.pdf 

2) 内閣官房：第１次国土強靱化実施中期計画 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyouji

nka/dai1_chuukikeikaku/honbun.pdf 

3) 国土交通省道路局国道・技術課：道路土工構造物

点検要領 

https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/t

enken/tenken-yoryo_202303.pdf 

4) 梅原剛・上仙靖：無人航空機を活用した被災箇所

のAI自動抽出システムの開発、第36回日本道路会議 

5) 梅原剛・上仙靖・徳武祐斗：小型SAR衛星を活用

した道路被災模擬事象の把握可能性に関する検証実

験、土木技術資料、令和6年12月号 

6) 白戸真大・今城由貴・西森聖人：道路橋の変位を

抑制するためのコンクリート構造物の衝撃載荷実験、

国総研レポート2026 P58 

表 災害対策に関する主な調査研究 

 

豪 雨地 震

■土工構造物における点検手法の検討
■トンネル坑口周辺における斜面災害への対策
に 関する研究

■既設土工構造物の機能回復に関する研究
■災害に対するリスク評価

■道路構造物の耐震対策技術に関する研究
■地震被害をふまえたトンネル（既設・新設）の設計に関する研究
■土工構造物における点検手法の検討
■地盤震動特性に関する調査、強震観測調査
■災害に対するリスク評価

事前対策
（防災）

■新たな事前通行規制基準の研究
（レーダ雨量計の活用、新たな雨量指標の検討）

予報

■地震被害推定情報の即時配信システムの運用、情報提供先の拡大
（スペクトル分析情報や強い揺れに曝されたCCTVカメラリストの配信）

■土木構造物の即時被害検知・強震モニタリング

初動体制発
災

■道路通行可否の把握技術に関する調査
（各種画像センサ、衛星、UAV等、プローブ情報の活用）

道路啓開

■洪水による洗掘等に対する道路構造物の
耐荷性向上に関する研究

■地震に対する道路橋基礎の耐荷性向上に関する研究
■地震被害を受けた斜張橋ケーブルの点検診断に関する研究
■復旧における新技術の活用（UAV,SAR等）

応急復旧

■洪水による洗掘等に対する道路構造物の
耐荷性向上に関する研究

■橋梁補修補強設計に関する研究
■既設土工構造物の機能回復に関する研究

■橋梁補修補強設計に関する研究
■トンネル補修補強設計に関する研究
■土工構造物の要求性能に応じた照査法に関する研究
■既設土工構造物の機能回復に関する研究

本復旧
（再度災害
防止）
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2) 内閣官房：第１次国土強靱化実施中期計画

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyouji 

nka/dai1_chuukikeikaku/honbun.pdf

3) 国土交通省道路局国道・技術課：道路土工構造

物点検要領

https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/t 

enken/tenken-yoryo_202303.pdf
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国土強靱化への建築研究部の取組 
 

 

建築研究部長 成瀬 友宏(博士(工学)) 

（キーワード）  建築物、国土強靱化、防災・減災、カーボンニュ—トラル 

 

１．はじめに 

令和5年6月16日に改正「強くしなやかな国民生活

の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法」が施行された。令和7年度までの「防災・

減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が終

了し、令和8年度からは「第１次国土強靱化実施中期

計画」が始まる。そこには、推進が特に必要となる

施策（全114施策）の内容・目標が設定されており、

これらに関連して建築研究部における防災・減災等

に関する取組の概要を紹介する。 

 

２．防災・減災に関する取組 

(1)大地震に対する取組 

令和6年能登半島地震では、石川、新潟、富山3県

で計470人が災害関連死と認定された(令和7年12月

25日時点)。避難生活の長期化による生活の質の低下

を防止するためには、大地震時においても建築物の

継続使用を可能とすることが求められる。そこで、

大地震に対しても「建築物が損傷しにくく修復しや

すい」という観点から耐震レジリエンス性能を有す

る鉄筋コンクリート(以下「RC」)造建築物の普及に

向けて、当該性能を評価する新たな手法の開発に取

り組んでいる(令和4～8年度)。 

 この地震では、RC造建築物の転倒被害が生じた。

杭基礎を有するRC造建築物で転倒が確認された最初

の事例で、杭基礎の短期荷重に対する設計指針が示

された1984年以前に建設されたものである。地震時

の杭の損傷や移動等による支持力の低下が要因とし

て推定されるものの現時点では不明であるため、そ

の解明と、現行基準の妥当性の検証と再発防止策の

検討を行っている。転倒した建築物の構造図面再現

のために現地調査を実施し、それに基づく構造解析 

 

図-1 航空レーザによる点群データを用いた輪島市

街地の地表面及び建築物の移動量・隆起量の分布 

 

を実施して構造特性の分析を進めた。今後、実験に

よる検討を実施する計画である（令和8～10年度）。 

 また、被災地の迅速な復旧・復興策の検討の支援

には、傾斜や沈下等の被害程度の大きい建築物の分

布状況を早期に把握する必要がある。この地震でも

被害は広範囲で確認され、状況把握のため様々な手

法が用いられたが、気候や時間帯、対象建築物の敷

地条件や立地等に応じた最適な手法は確立できてい

ない。そこで、建築物の被災判定を迅速に行うため、

航空レーザやUAVレーザ計測による点群データを用

いた被災建築物の損傷状況(傾斜角、沈下量等)の評

価手法の高度化に取り組んでいる(令和6～7年度、図

-1)。これまでに、この地震による輪島市内の被災建

築物を対象に、航空レーザ計測による点群データを

用いた損傷評価手法の精度が検証できた。 

(2)火災に対する取組 

地震後火災による建築物内在館者の人命安全の確

保も課題となる。そこで、不特定多数の者が利用す

る建築物（商業施設等）を対象に、高齢者・障がい

者・妊婦等の避難弱者の行動特性に基づいた避難安

全設計法の開発に取り組んでいる（令和6～8年）。

これまでに、火災時の避難経路選択に関するWEBアン 
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写真 ガス成分分析法による試験の例（塩ビ樹脂） 

 

ケート調査や煙環境下での視認性に関する実験等を

実施し、避難弱者の火災時の行動特性に関する基礎

データの収集を住宅研究部と共に実施した。 

 また、建築火災における主な死因は煙による中毒

死である。火災時の避難安全性を確保するためには、

出火室内の燃焼拡大に寄与する建築材料(内装材)の

燃焼ガス中の有害性ガスの生成を抑制する必要があ

る。防火材料のガス有害性を評価する現行の試験法

は、マウスの行動停止時間によりガス有害性を評価

する動物実験であるため動物愛護の観点からの課題、

パス/フェイルの定性的評価であること、実験従事者

の健康リスク、国際標準化への対応等の課題がある。

そこで、クリーンかつより高度で定量的な評価が可

能となる「ガス成分分析法」(写真) の導入に向けた

研究に取り組んでいる(令和7～9年度)。 

 

３．カーボンニュートラル(CN)実現に関する取組 

(1)環境配慮型コンクリートの利用拡大の取組 

 建築分野の主要材料であるセメン卜・コンクリー

トは国土強靱化においても重要な材料であり、かつ、

CNの実現にはその製造時におけるC02排出量の削減

が不可欠である。現在、民間等で開発が進められて

いる各種の環境配慮型コンクリートの建築物の主要

構造部等への利用促進が必要となるが、建築基準法

において建築物の主要構造部に使用できる材料は、

日本産業規格(JIS)に適合したものか、国土交通大臣

の認定を取得したものに限られる(建築基準法第37

条)。それらの多くは、現在、JIS適合材料ではない

ため、個別に大臣認定の取得が必要となる。しかし、

その審査に係る告示では、構成材料やその比率が通 

https://aippearnet.com/column/k
nowledge/bunbetsu-kaitai/

新築 解体 分別・回収

保管・再加工

リユース：
新材でなくリユース
材が使用されると建
材製造が抑制され
CO2削減に貢献

再利用
廃棄物

リサイクル
リユース材と比べ
荷重を受け持つよ
うな使い方が困難  

図-2 木質材料のリユースの概念図 

 

常のコンクリートとは大きく異なる材料が想定され

ていない。そこで、その審査に必要となる性能・品

質の評価項目・基準の検討を行った(令和5～7年度)。

さらに、今年度から部材・架構による構造性能の評

価法や耐久性(鉄筋腐食や体積変化等)の評価法の開

発に取り組んでいる(令和7～10年度)。 

(2)木材の利用拡大の取組 

 2050年CN実現には、炭素を固定する木材の建築物

への利用促進が必要である。建築研究部ではこれま

で非木造が多くを占める中高層建築物への木材利用

促進のための研究を進めてきた(総プロ「新しい木質

材料を活用した混構造建築物の設計•施工技術の開

発(平成30～令和4年度)」等)。さらにCNに資する循

環型社会を実現するためには、炭素固定された木材

(古材)のリユース（図-2）も不可欠である。しかし、

現行基準には、その品質を評価する方法がなく、客

観的かつ信頼に足る強度性能の評価が難しい。そこ

で、リユース木材の強度・劣化度・健全度の評価方

法を確立するための検討を住宅研究部と共に取り組

んでいる(令和7～10年度)。 

 

４．おわりに 

 建築研究部では、今後も国土強靱化を実現するた

めの技術政策研究とその社会実装に取り組んでいく。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1296 pp.5.3-74～5.3-90 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

1296.html 
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住宅・建築物のライフサイクルを通じた 

適正管理・性能向上への取り組み 
 

住宅研究部長 藤本 秀一 

（キーワード）  ライフサイクル、省エネ、カーボンニュートラル、適正管理、改修 

 

１．はじめに 

脱炭素社会の実現、本格的な人口減少・少子高齢

社会の到来等、住生活を取り巻く社会・経済状況の

変化を踏まえ、住宅研究部では住宅・建築物の適正

管理や性能向上等、安全・安心な住生活の実現に向

けた研究開発に取り組んできた。本稿では、住宅・

建築物のライフサイクルを通じた適正管理、性能向

上に向けた主な取り組みについて紹介する。 

 

２．マンションの適正管理等に向けた取り組み 

マンションは国民の１割以上が居住する重要な居

住形態となっているが、築40年以上のマンションが

全体の約2割（137万戸）であり、今後10年で2倍、20

年で3.4倍に急増することが見込まれている。また、

その住戸のうち世帯主が70歳以上は5割以上と、建物

と居住者の「２つの老い」が進行することとなる。

こうした高経年マンションの再生が重要な課題とな

っている。このため、マンションの新築から再生ま

でのライフサイクル全体を通して、その管理・再生

の円滑化等を促進するための改正マンション関係法

が令和7年5月に公布された。 

この改正マンション関係法では、区分所有法の改

正により、改修（共用部分の変更）や建替えをより

円滑に実施できる仕組みが整備されるとともに、多 

 

 

 

 

 

 

 

 

数決による区分所有建物の再生・区分所有関係の解

消を可能とする新たな仕組み（建物更新、建物敷地

売却、建物取壊し敷地売却及び取壊し）が設けられ、

マンション再生円滑化法では、区分所有法に基づく

これらの決議に対応した事業手続が整備された（こ

れらの措置は令和8年4月から施行）。 

住宅研究部では、これまでに「マンションの建替

えに向けた合意形成に関するマニュアル」「マンシ

ョンの建替えか修繕かを判断するためのマニュアル」

「改修によるマンションの再生手法に関するマニュ

アル」を作成し、国土交通省住宅局と共同で公表し

てきたところであり、今般の改正マンション関係法

を踏まえて、「改修によるマンションの再生手法に

関するマニュアル」と「マンション耐震化マニュア

ル」を「マンション改修マニュアル」として統合再

編し、技術的内容等を大幅に更新した。また「長期

修繕計画標準様式・長期修繕計画策定ガイドライン」

の改訂に向けた技術情報の調査・検討等にも取り組

んでいる（令和7～8年度）。 

 

３．省エネ推進・CN実現に向けた取り組み 

令和7年4月に改正建築物省エネ法が全面施行され、

すべての新築住宅・建築物について省エネ基準への

適合が義務化された。令和12年のZEB、ZEH水準への 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.仮設工事

9.6%

2.屋根防水

1.2%

3.床防水

1.7%

4.外壁塗装等

6.3%

5.鉄部塗装等

1.9%

6.建具・金物等

13.0%

7.共用内部

3.2%

8.給水設備

5.5%

9.排水設備

10.1%

11.空調・換気

設備

5.7%

12.電灯設備等

7.2%

13.情報・通信設備

2.7%

14.消防用設備

7.2%

15.昇降機設備

15.0%

16.立体駐車場設備

8.1%

17.外構・附属施設

1.6% Ⅰ.仮設

Ⅱ.建物

Ⅲ-1.設備

Ⅲ-2.設備

Ⅳ.外構・その他

写真-1 仮設ゴンドラによる外壁修繕 写真-2 外断熱改修による性能向上 図-1 超高層マンションの長期修繕計画期間

中の修繕工事費の割合  
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基準強化（新築）に加え、2050年カーボンニュート

ラル（CN）の実現に向けては、新築だけでなく既存

建築物においても、より一層の省エネルギー性能の

向上を図る必要がある。 

建築物の更なる省エネルギー化を達成するために

は、エネルギー消費性能に影響を与える外皮や設備

の設計仕様の実態を的確に把握し、有効な施策を講

じることが重要であり、この施策検討に必要な実態

データを収集することを目的として、住宅研究部で

は国土交通省住宅局と連携し、省エネルギー基準へ

の適合性判定プログラム（Webプログラム）の入出力

データの収集及び分析を平成30年度より実施してい

る。これらの成果は国総研資料（非住宅建築物の外

皮・設備設計仕様とエネルギー消費性能の実態調査

（省エネ基準適合性判定プログラムの入出力データ

の分析））として公表している。  

高い省エネ性追求の一方で、不特定多数が利用す

る事務所等では換気不足の状態が常態化しつつあり、

良好な室内環境の確保と高い省エネ性の両立も課題

となっている。建築物衛生法に基づく定期検査によ

れば室内CO2濃度の基準への不適率は、事務所で3割

以上に達している（コロナ禍期間を除く）。こうし

た状況を踏まえ、適切な室内空気環境を確保するた

めの空調換気設備計画の技術ガイドライン作成とと

もに、現在の建築物省エネ法では評価されていない

高度な換気風量制御等を有する設備の省エネ効果の

評価方法の開発を目的として、事務所ビル・学校等

における適切な空気環境の確保と省エネ評価に関す

る研究（令和7～9年度）に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存建築物の効果的な省エネ化に向けては、既存

オフィスビル等の省エネ化に向けた現況診断に基づ

く改修設計法に関する研究（令和4～6年度）に取り

組み、設備更新の機会を捉まえ、より効果の大きい

改修への誘導を目的とした現況診断及び改修設計に

関する技術的指針及び支援ツールの開発（表-1,2）

を行った。 

 

４．おわりに 

住宅研究部では、今後も住宅・建築物のライフサ

イクルを通じた、適正管理や性能向上の推進に取り

組んでまいりたい。 

☞詳細情報はこちら 

国総研資料 No.1336（非住宅建築物の外皮・設備設

計仕様とエネルギー消費性能の実態調査－省エネ基

準適合性判定プログラムの入出力データ（2024年度）

の分析－） 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

1336.htm 

 

現況調査方法

1 地域区分（選択） 所在地より選択

2 建物用途（選択） ヒアリングにより決定

3 計算対象部分の床面積 [㎡]

4 計算対象部分の空調対象床面積 [㎡]

5 開口部・建具の種類（選択）

6 開口部・ガラスの種類（選択）

7 ブラインドの有無（選択）

8 外壁・断熱材の種類（選択）

9 屋根・断熱材の種類（選択）

10 空調熱源の種類（選択）

11 空調熱源の定格能力（冷房、暖房） [kW]

12 主たる照明器具の種類（選択）

13 主たる給湯設備の種類（選択）

図面より算出

現地で目視確認
（不明であれば
既定値を使用）

入力項目

表-1 簡易現況診断法の調査対象項目 

項目 内容

①
最大空調負荷
の最適化

・各空調系統の最大空調負荷が平均して150W/㎡程度を下回
るように、外皮断熱の強化や全熱交換器の導入等の工夫を図
る。
・断熱化の検討は、実施しやすい部分から進める。建物によっ
て異なるが、一般的には開口部の断熱、屋根の断熱、壁の断
熱の順である。
・空調を行う室には全熱交換器を配置することを基本とする。換
気量は1人あたり30㎥/hで設定し、在室人数は実態に合わせて
設定する。

②
空調設備の選
定

・空調負荷計算の結果を基に空調機の選定を行う。
・冷房に比べて暖房の必要能力が極めて大きい場合は、寒冷
地仕様のエアコンやGHPなどの暖房能力の低下が起こりにくい
機種の選定も検討する。

・現状と同等の照度となるようにLED照明を選定する。
・事務室、会議室などには明るさセンサによる調光制御を導入
する。トイレ、階段、廊下は人感センサによる点滅/調光制御を
導入する。

・DCブラシレスモーターの一般換気扇を導入する。DCブラシレ
スモーターで対応が難しい風量の場合は、インバーター制御の
IE3モーターのファンを選択する。
・トイレには人感センサ、電気室・機械室には温度制御、屋内駐
車場にはCO制御を導入する。

・事務庁舎ビルについては、給湯需要は小さいため、小型電気
温水器や室内型瞬間湯沸かし器を選定する。

④
太陽光発電の
搭載量を検討

・建物の敷地内に導入できる最大限の太陽光発電設備容量を
検討する。

エネルギー消
費性能の評価

・改修後の一次エネルギー消費量を算出する。

省エネ性の分
析

・通常の設備更新とZEB化改修の省エネ効果、CO2削減効果等

を分析し比較する。

経済性の分析
・通常の設備更新とZEB化改修の工事費用、光熱費削減効果を
算出し、投資回収年数を求める。

STEP 5) ZEB化改修計画の取り纏め

STEP 1) 現状のエネルギー消費性能の把握

STEP 2) 標準的な設備改修設計の実施

STEP 3) ZEB Readyを目指した改修設計の実施

STEP 4) 省エネ性・経済性の評価

照明、換気、
給湯の機器選
定

改修設計の実施

No

4-1

4-2

3-2

3-1

③

表-2 外皮・設備の改修設計プロセス 
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大規模火災・水害リスクに対する 

都市の防災・減災に関する研究開発 
 

都市研究部長 勝又 済(博士(工学)) 

（キーワード）  大規模火災、大規模水害、都市の防災・減災 

 

１．はじめに 

近年、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の発

生の切迫性、気候変動に伴う豪雨災害の激甚化・頻

発化、林野火災の頻発化等、わが国における大規模

災害のリスクは増大傾向にある。2025年6月には第１

次国土強靱化実施中期計画が閣議決定される等、防

災・減災、国土強靱化の推進が求められている。 

本稿では、現在都市研究部において取り組んでい

る、都市の大規模火災対策、及び水害対策に関する

主な研究開発について紹介する。 

 

２．都市の大規模火災対策に関する主な研究開発 

（１）新技術を活用した火災・倒壊検知技術の開発 

大規模災害発生直後には、発災後の消防活動、避

難誘導、救出・救護活動、また復旧・復興活動のた

め、被害状況を迅速に把握する必要がある。 

そこで、人工衛星、ドローン、高所カメラ等の画

像データ、連動型火災警報器、SNSといった新技術を

活用することにより、火災や建物倒壊の箇所を早期

に検知し、その情報を地域住民や消防に周知し、初

期消火や早期避難を促すシステムの検討と、これに

よる地域の安全性向上効果の評価手法の検討を行っ

ている（図-1）。2025年2～3月に発生した岩手県大

船渡市の大規模林野火災等では、衛星の赤外線観測

データを解析し、場所ごとの延焼時刻や延焼方向等

の被害状況を推定することができた（図-2）。 

（２）ソフト対策の防災効果の評価技術の開発 

首都直下地震など大規模地震の発生確率が高まる

中、地震時等に著しく危険な密集市街地の解消、地

域防災力の向上に資するソフト対策の強化等が、住

生活基本計画（全国計画）、国土強靱化基本計画、

第１次国土強靱化実施中期計画等に位置づけられて

いる。従来の密集市街地対策は、道路・公園の整備、

老朽木造建築物の不燃化建替等のハード対策が中心

で、現行の密集市街地の防災性能評価も、これらハ

ード対策のみを評価する｢延焼危険性指標｣及び｢避

難困難性指標｣により実施している。感震ブレーカー

の設置による出火防止対策、消火器や可搬ポンプ等

による地域住民の初期消火行動等、いわゆるソフト

対策の効果は考慮されていない。 

そこで、ソフト対策の効果として、地域消火活動

図-2 衛星観測データに基づく被害状況の推計結果 

図-3 ソフト対策を考慮した防災性能評価の考え方 

火

::::::::::::::::: SNS等

高所カメラ

ドローン

航空機・衛星

ジオロケーション

信頼性の確認

データの標準化Webアクセス住民の
安全性
向上効果
の評価

システム試作

連動型
火災警報器

• 取得・共有データ項目
（想定）

– 火災の位置、（観測・予測）

– 延焼リスク分布

– 建物被害

– 道路閉塞箇所

– 渋滞箇所

– 通行可能道路ネットワーク

（移動手段別）

– 要救助者分布 etc.

住民、消防、自治体へ報知

出典：神戸市

©JAXA

火

:::::::::::::::::

図-1 新技術を活用した火災等の早期検知・周知技術 
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の各フェーズ、すなわち、①出火抑制（室内で出火

させない）⇒②火元での初期消火（室内で出火した

ら自分で消火する）⇒③地域の消火活動（早期に出

火を覚知して地域住民で協力して消火する）、の能

力が向上し、市街地火災に至る恐れのある地区毎の

出火率が低減することに着目することで、ハード･

ソフト双方の対策効果を考慮した総合的な防災性能

評価手法の開発に取り組んでいる（図-3）。 

（３）規制誘導手法による建替促進方策に係る研究 

建築基準法上、建築物の敷地は、幅員４ｍ以上の

道路に２ｍ以上の幅で接する必要がある。未接道敷

地や、幅員４ｍ未満の狭隘道路のみに接する敷地で

セットバック無しに建て替えることはできないため、

そうした敷地の集積する密集市街地では老朽建築物

の建て替えが停滞する傾向にある。 

建築基準法には、そうした敷地や道路幅員に係る

特例・緩和措置（建築基準法第43条に基づく特例許

可「43条許可」、第42条3項に基づく水平距離の指定

「三項道路」）が用意されている。これらの適否に

あたっては、地方公共団体は、その街区において確

保すべき安全面、衛生面等の市街地環境の性能を評

価した上で判断する必要があるが、評価手法が未確

立なため判断が難しく、それが一因となって密集市

街地で建て替えが進まないという現状がある。 

そこで、市街地環境性能の定量的評価手法を確立

し、接道制限の特例・緩和の適否判断のための技術

基準素案の作成に取り組んでいる。防火面では、街

区の道路幅員、道路延長、建物構造等の要素をパラ

メータとして、火災建物から道路への放射熱、建物

倒壊による道路閉塞などの影響を考慮して、街区内

の居住者が被害を受けずに地区外避難が可能な条件

について解析を行っている（図-4）。 

３．都市の水害対策に関する主な研究開発 

近年、気候変動に伴う豪雨災害が激甚化・頻発化

し、都市計画分野でも、立地適正化計画における防

災指針の策定など、水害対策の取り組みが進められ

ている。しかし、レベル２、すなわち1000年に１度

の極めて稀で激甚な水害を想定した現行のハザード

マップのみでは、避難以外の対策の検討が困難とな

る区域が市街地を広く覆う都市が多数存在するとい

う課題がある。一方、水害対策分野では、発生頻度

に応じた多段階の浸水想定図や内外水を統合した水

害リスクマップの作成・公表が取り組まれつつある。 

そこで、水害の頻発化に焦点を絞り、都市の主要

機能の継続と被害軽減の観点から、発生頻度に応じ

た段階的な対策目標を設定・実現することで水害に

対する都市の強靱化を図るため、都市の主要機能に

対する水害リスクの分析手法、地域特性に応じた対

策効果の評価手法、水害対策の計画立案と合意形成

手法、について技術開発を行っている（図-5）。 

 

４．おわりに 

都市研究部では、本稿で紹介した大規模火災・水

害対策を始め、国の防災施策・目標の実現に資する

研究開発に、今後も取り組んでまいりたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 令和７年度 国総研講演会「国土強靱化を支える研究の
最前線」講演資料・動画 
https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kouenkai/kouenkai20
25/koen2025/pdf/siryo/R7s02_toshi.pdf 
https://youtu.be/Ja8Th8m-JNw 

2) 国総研都市研究部ホームページ 
https://www.nilim.go.jp/japanese/organization/toshi
/jtoshi.htm  図-4 パラメータスタディでの街区の空間構成要素 

図-5 水害時の都市機能継続対策に係る技術開発 
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https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kouenkai/kouenkai20 
25/koen2025/pdf/siryo/R7s02_toshi.pdf
https://youtu.be/Ja8Th8m-JNw

2) 国総研都市研究部ホームページ
https://www.nilim.go.jp/japanese/organization/toshi 
/jtoshi.htm
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安全・安心の確保の取り組み 
 

 

港湾・沿岸海洋研究部長 中本 隆 

（キーワード）  利用可否判断、気候変動適応、国際コンテナ戦略施策 

 

我が国の暮らしや経済を支える港は、地震への「強

さ」、気候変動への「備え」、そして日本の「安定

した物流」を守るという3つの重要な役割を担ってい

る。当部では、港がこうした役割を着実に果たして

けるよう、能登半島地震などの現場から得られた教

訓の体系化や、気候変動への適応、さらには日本の

国際競争力向上につながる国際海上輸送に関する研

究活動を通じて、市民生活や経済活動の安全・安心

の確保に取り組んでいる。 

 

１．施設の利用可否判断の迅速化 

2024年1月に発生した能登半島地震は、石川県内の

港湾施設に甚大な被害をもたらした。具体的には、

岸壁の変位、岸壁背後の沈下、ふ頭用地の液状化・

沈下、舗装の亀裂などが広範囲で確認された。発災

直後の人命救助や緊急物資輸送を支えるためには、

これら被災した港湾施設の利用可否を迅速かつ的確

に行うことが必要になった。 

七尾港をはじめとする６港湾では、港湾法に基づ

き、港湾施設の一部の管理を国が実施した。それら

施設を効果的に利用できるよう、国総研及び港湾空

港技術研究所から専門家を派遣し、地元の北陸地方

整備局の職員とともに施設の被災状況調査を実施し

た。調査結果を関係者間で共有し、七尾港の矢田新

桟橋（耐震強化岸壁）では、損傷状況や求められる

用途（給水支援等）を照らし合わせ、「慎重な接岸」

や「重量物積載の制限」といった運用条件を付すこ

とで、「条件付き利用可能」との判断を下した。こ

の迅速な技術的判断により、海上保安庁の巡視船に

よる給水支援や自衛隊等の救急支援船の受け入れ、

さらには復旧資材の継続的な輸送を可能にするなど、

港湾機能の早期回復と被災地支援に寄与した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 輪島港 岸壁背後の沈下 

 

能登半島地震の経験を踏まえ、迅速・的確な利用

可否判断が不可欠であるという認識のもと、それま

でに得られていた利用可否判断の知見を体系化し、

2024年4月に国土交通省港湾局から「利用可否判断ガ

イドライン」が公表された。本ガイドラインでは、

被災施設の状況に応じた判断フローを明確にすると

ともに、迅速な判断のために不可欠な事前準備と発

災後の調査ポイント等を整理している。 

今後発生が想定されている南海トラフ地震などの

大規模広域災害では、被害が広範囲に及ぶことから、

限られた専門家では現地調査・確認に十分に対応で

きず、必要な利用可否判断に影響するおそれがある。

このため、国総研では港空研とともに、地方整備局

や本省と連携し、Webカメラ映像を活用した利用可否

判断の訓練を行っている。現地の映像を関係者間で

リアルタイムに共有し、ガイドラインに示された手

順に沿って、構造や事前の解析結果と照らし合わせ

ながら、判断に必要な事項を重点的に確認している。

シナリオに基づいた反復訓練を通じて、技術的知見

に基づいた迅速な利用可否判断を下せる体制の構築

を進めている。 
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図-2 現地調査・訓練状況 

 

さらに、設計段階からのアプローチとして、地震

後の施設の性能の定量的な評価や速やかに復旧・利

用が可能となるよう、復旧しやすさを考慮した設計

法の研究に取り組んでいる。 

 

２．気候変動への適応と緩和 

海に囲まれた我が国にとって、将来の海面上昇や

台風の激甚化は避けて通れない課題であり、港湾及

び沿岸域の持続的、安定的な利用を確保するための

対策が急務となっている。 

2024年4月、「港湾の施設の技術上の基準」が改訂

され、気象の状況及び将来の見通しを設計外力に反

映させることが新たに規定された。当部では、この

新たな基準を現場の設計実務に円滑に導入するため

の研究、技術的支援を進めている。 

将来の潮位の上昇、高波浪化に対応するためには、

それらを適切に予測、評価し、それに適応した施設

を整備する必要がある。地球温暖化対策に資する気

象予測データベース（d4PDF）を活用して、全国の主

要港湾における、再現期間に応じた波浪の波高比、

そして潮位の偏差の予測を実施した。 

また、2024年4月、港湾局より施設改修のタイミン

グや費用対効果を考慮した「気候変動に対応した港

湾の施設の設計事例集」が公表され、設計実務の具

体的な指針が提示されている。 

巨大地震に伴う津波や従来からの自然災害（台風、

高潮、高波）などの沿岸域でのハザードに対して、

その不確実性に対応するためには、膨大な数のシナ

リオ解析や解析モデルの信頼性検証が必要となる。

多数の解析や模型実験による検証を繰り返し、予測

精度の向上と不確実性の低減を通じ、より信頼性の

高い防災対策への取り組みを進めていく必要がある。 

また、港湾局が進める「命を育むみなとのブルー

インフラ拡大プロジェクト」の効果的な促進に向け、

藻場や干潟等の吸収源としての価値の定量化や炭素

貯留量の算定手法等の研究を進めている。これらを

通じて港湾空間における生態系保全と脱炭素化の両

面から、緩和策としての面も考慮しながら、施策の

着実な実装を技術面から支援している。 

 

３．国際的なサプライチェーンの確保 

わが国の経済・産業競争力を維持し、国民生活の

安定を確保するためには、世界の主要な経済圏を結

ぶ基幹航路の維持・拡大が不可欠である。この観点

から、港湾局では「国際コンテナ戦略港湾政策」を

推進し、京浜港および阪神港を対象に、高水準の港

湾サービスの実現を目指している。経済安全保障の

観点からも、欧米等の基幹航路が日本に直接寄港す

る体制を維持し、安定的なサプライチェーンの確保

が求められる。 

そのためには、荷主の経路選択行動を精緻に把握

することが不可欠であり、国際的なコンテナ貨物流

動解析を行うとともに、輸送コストや輸送時間の変

化と航路選択にかかる研究を進めている。港湾を単

なる物流の拠点としてではなく、ロジスティクスの

要、戦略的な社会基盤として捉えることが重要とな

っている。 

☞詳細情報はこちら 

1) ｢港湾施設の利用可否判断に係るガイドライン｣

をとりまとめ、令和7年4月、国土交通省港湾局 

https://www.mlit.go.jp/report/press/port05

_hh_000378.html 

2) ｢気候変動に対応した港湾の施設の設計事例集｣

の公表、令和7年4月、国土交通省港湾局 

https://www.mlit.go.jp/report/press/port05

_hh_000377.html 

3) 国土技術政策総合研究所資料（横須賀） 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/k

enkyusyosiryou.html 

バースサーベイヤーによる点検 

ドローンによる点検 

目視確認 

Webを通じた被災情報、 

調査結果の迅速な共有 

各
研
究
部
・
セ
ン
タ
ー
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

1)	 ｢港湾施設の利用可否判断に係るガイドライン｣ 

をとりまとめ、令和7年4月、国土交通省港湾局

	 https://www.mlit.go.jp/report/press/port05 

_hh_000378.html

2)	 ｢気候変動に対応した港湾の施設の設計事例集｣ 

の公表、令和7年4月、国土交通省港湾局

	 https://www.mlit.go.jp/report/press/port05 

_hh_000377.html

3) 	国土技術政策総合研究所資料（横須賀）

	 https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/k 

enkyusyosiryou.html
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空港を取り巻く課題解決に向けた取組み 
 

 

空港研究部長 勝谷 一則 

（キーワード）  空港技術基本計画、能登半島地震、リモートセンシング 

 

１．はじめに 

今般、空港の技術開発・実装に関する長期計画と

して2024年1月に策定された「空港技術基本計画」

（計画期間：2023年度から2032年度までの10年間）

が、「科学技術・イノベーション基本計画（第7期）」、「国

土交通省技術基本計画（第6期）」や「交通政策基本計

画（第3次）」の策定に合わせて改訂された。 

空港計画研究室、空港施設研究室、空港施工シス

テム室の3室と空港新技術研究官からなる空港研究

部では、同計画に示された空港を取り巻く課題のう

ち、国民の安全・安心の確保、効率的・効果的な整

備・メンテナンス、空港の持続的な発展に資する調

査研究に重点的に取り組むとともに、現場業務の支

援も行っている。 

 

２．本年度の各室が取り組んだ調査研究の成果 

空港の持続的な発展に資する調査研究として、イ

ンバウンドの増加や訪日外国人の国内周遊による

航空需要への影響を適切に表現するための航空需

要予測モデルの改善を進めている。具体的には、欧

州・北米からの訪日客を対象に複数国周遊の実態分

析を行い、その成果を運輸政策研究に投稿した1)。ま

た、GSE車両の自動走行化に関する研究では、これま

での成果が、羽田及び成田空港における自動運転レ

ベル4でのトーイングトラクターの運用開始（2025

年12月）に寄与した。これらの研究成果は、海外ジ

ャーナルAerospaceに前年に続き掲載された2)。さら

に、空港整備事業評価手法の高度化に向けて、これ

までの研究成果を踏まえ、「空港整備事業の費用対

効果分析マニュアル Ver.4（2006年3月策定）」が航

空保安システムの費用対効果分析マニュアルと合

わせて改訂されることとなる。 

効率的・効果的な整備・メンテナンスに資する調

査研究では、夏場に頻発する突発破損の抑制策、舗装

表面の変状に繋がる舗装内部の水による劣化を検出

する調査技術や、夜間の作業時間が短い空港で求め

られる施工時間・工期の短縮可能な材料・工法といっ

た課題の解決に取り組んできた。これらの成果につい

ては、土木学会において、以下の研究成果を発表した。 

 コンクリート舗装とアスファルト舗装の異種舗

装接合部におけるひび割れ抑制策の三次元FEM

解析結果3)と補修事例の調査分析結果4) 

 わだち掘れを抑制可能な特殊改質アスファルト

の使用にあたっての塑性変形抵抗評価方法5) 

 解析事例が殆ど無かった航空機脚荷重の自由縁

部荷重の応力傾向6) 

また、複数の空港で使用実績のある大粒径アスフ

ァルトコンクリートについて、使用実績の調査を行

うとともに、設計・工事における留意点を整理し、

空港土木施設設計要領（舗装設計編）を改正に向け

た準備を進めている。 

現場業務を支援する取組として、空港土木工事積

算基準や空港土木工事共通仕様書等の改定ととも

に業務システム（空港土木積算システムや空港舗装

巡回等点検システム等）の改良のほか、BIM/CIMプラ

ットホームを構築し試行運用を開始した。 

さらに、プレキャスト化の推進によるコンクリー

ト構造物の設計・施工・維持管理・更新の生産性向

上に資する事項立て研究を進めており、航空機荷重

に対応した標準規格化を取りまとめた。 

以上、各室・官による調査研究に加え、国土交通

省航空局、地方整備局、地方航空局、地方公共団体、

空港会社、コンセッション運営会社等からの技術相

談にも積極的に対応している。 
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 ３．今後の新たな調査研究 

今後の取組として、2つの調査研究を紹介する。 

一つ目の調査研究は、令和7年度補正予算に計上し

た「地震直後の空港舗装における迅速な点検方法の

研究」である。 

本研究は、令和6年能登半島地震による能登空港の

被災状況を踏まえ、本省航空局における滑走路損傷

対策の事前対策（能登空港と類似する新千歳、釧路、

函館、広島、高松、熊本、鹿児島の盛土7空港の耐震

照査と必要に応じて耐震対策の実施）と並行して、国総

研においても、その事後対策に取り組むものである。 

令和6年能登半島地震直後は、半島内の各種インフ

ラで復旧需要が高く、能登空港では復旧に向けた作業

員や資機材の確保に時間を要した（図-1参照）。また、

被災した滑走路舗装の点検において、局所沈下と段差

は目視で確認できるが、舗装の①勾配評価と②局所沈

下箇所の応急復旧範囲の特定が困難な場合に実施す

る構造評価は、機材を用いて実施する必要がある。 

こうしたことを踏まえ、地震直後の空港において機材

の確保が困難となる状況を想定し、調達しやすい機

材を用いて空港管理者が舗装の被害を速やかに把

握できるようにするための新たな研究に着手した。

具体的には、地震直後の滑走路の勾配の迅速な計測

方法と舗装構造評価方法を開発することにより、早

期復旧が可能となるもので、緊急輸送機や民間機の

早期運航再開に寄与するものと考えている。 

図-1 能登空港復旧タイムライン 

二つ目の調査研究は、同じく令和7年度補正予算

に計上した「リモートセンシングによる空港舗装の

路面評価方法の研究」である。 

 本研究は、新技術の導入促進による効率的・効果

的なメンテナンスに資するため、モービルマッピン

グシステム（MMS）・合成開口レーダー（SAR）衛星

をはじめとするリモートセンシング技術の空港舗

装での更なる活用を検討するものである。 

MMS（図-2参照）については、既に空港舗装の調査

で使用されているが、三次元データを十分に活用し

きれていない状況にあるため、三次元データを用い

た路面の平面的/局所的な劣化評価方法を検討する

ことにより、舗装の劣化状態のより正確な把握が可

能になると考えている。 

図-2 MMS（国土交通省HP） 

また、SAR衛星については、時系列で撮影した干渉

画像を解析することにより、現地に立ち入ることな

く路面の変形を評価す

ることが可能である

（図-3参照）。この特性

を活かし、地盤の沈下

観測や舗装の定期点検

測量の方法を検討する

こととしている。 

図-3 SAR衛星（国土地理院HP） 

 

４．おわりに 

今後とも、各室・官と共に、「空港技術基本計画」

に示された課題の解決に向けた調査研究に取り組

み、順次、成果につなげていきたい。 

 

☞詳細情報はこちら 

1)及び2) 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kukou/keik

aku/publications.html 

3),4),5)及び6) 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kukou/sise

tu/publications.html 
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AI前提社会のインフラマネジメントへ 
 

 

社会資本マネジメント研究センター長 高橋 伸輔 

（キーワード）  AI前提社会、共通データ環境（CDE）、BIM/CIM連携、フィジカルAI、GX・GI 

１．AI前提社会の到来 

私たちは今、インターネットの普及期に匹敵す

る、あるいはそれを超える社会的転換点に立ってい

る。インターネットは情報流通の構造を大きく変え

た。近年の生成AIサービスの急速な普及により、AI

は単なる検索や相談にとどまらず、膨大で複雑なデ

ータを横断的に扱い、状況を整理し、選択肢を提示

する存在となりつつある。数年以内には、多くの人

が日常的にAIを活用するようになり、「AI前提社

会」が到来すると考えられる。 

「AI前提社会」とは、一部の専門家だけがAIを使

う社会ではない。カーナビが運転の前提となってい

るように、判断や作業の多くでAIを活用することが

自然なものとなり、特別な操作を意識することなく

AIの支援を受ける社会を意味する。こうした環境の

もとでは、日常業務のあり方も変わる。議事録の作

成、企画や報告の原案作成、説明スライドのたたき

台づくりといった作業は、AIを前提とすることで大

幅に簡素化される。同時に、資料作成に費やしてい

た時間を、AIとの対話を通じた内容の精緻化や論点

整理などに充てることが可能となる。業務は単に効

率化されるだけでなく、質の向上へと軸足を移して

いく。AIは人間の判断を置き換える存在ではなく、

情報処理の前段階を根本から変える技術である。 

その役割を前提に、社会や業務の仕組みそのもの

を再設計することが求められている。個人の日常業

務だけでなく、組織内や関係者間の仕事の進め方も

変わる。現在進みつつあるデータ共有の延長線上

で、AIが提示する将来予測や影響分析を共有しなが

ら意思決定を行う、より戦略的な協働関係へと発展

していくことが想定される。近い将来、様々な判断

は、経験や慣例だけでなく、データに基づく複数の

シナリオを比較した上で議論されることが一般的に

なっていくだろう。このような将来像を見据えつ

つ、インフラマネジメントの分野では、計画・設

計・施工・維持管理の各段階で生み出されるデータ

を継続的に活用できる形でつなぐことが、AI活用の

前提条件となる。その基盤となるのが、今年度から

本格的に検討を進めている共通データ環境（CDE、

Common Data Environment）である。AI前提社会で

は、その活用を支えるデータ基盤が不可欠であり、

組織や制度の側がデータ共有を前提に設計されてい

る必要がある。 

社会資本マネジメント研究センター（以下、「当

センター」）では、設計のBIM/CIMと積算のデータ

連携に関する研究を進めてきた。設計モデルから必

要な情報を自動的に抽出し、積算へとつなげるこの

仕組みは、業務効率の向上にとどまらず、データが

部門や工程を越えて次の工程へ自然につながってい

く可能性を示すものだ。このような環境が整って初

めて、AIを前提としたインフラマネジメントは現実

的な選択肢となる。この取組は、国際的な評価

（「Open BIM Awards 2025」インフラ設計部門最優

秀賞）を受けるなど、世界的にも先駆的な取組とし

て位置づけられている。 

 

写真 ｢Open BIM Awards 2025｣授賞式の様子 
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２．フィジカルAIによる施工・維持管理プロセスの

変容 

当センターでは、画像情報やスマートフォンの映

像等から簡易に三次元データを生成する技術など、

AIを活用した研究を進めている。このようなAIを活

用した情報処理に関する技術開発は、民間も含めて、

設計や計画段階にとどまらず、施工や維持管理の各

段階で幅広く行われている。AIによる情報処理やデ

ータ連携が進んだ先に広がるのが、現実空間とAIが

融合するフィジカルAIの世界である。現場では重機

の自動化が進むだけでなく、これまで職人の方々が

担ってきた作業の一部や、そのための準備作業、資

材の運搬といった工程を、ロボットが補完的に担う

ようになる。さらに、安全性や制度面での条件が整

った範囲においては、夜間や休日にも限定的にロボ

ットが作業を行うことが可能となり、施工や維持管

理における時間的制約は、徐々に緩和されていく。 

これらの変化は、人手不足への対応にとどまらず、

作業環境の安全性向上や工程全体の安定化、災害時

の迅速な対応といった点でも重要な意味を持つ。 

フィジカルAIは、現場の負担を軽減する技術である

と同時に、インフラを継続的に支えていくための基

盤として、その役割を広げていくことになる。 

こうした取組は、施工や維持管理の効率化にとどま

らず、建設業全体の働き方や技術の継承のあり方に

も影響を与えていく。現場の知見をデータとして蓄

積・共有することで、分野や世代を越えた技術の継

承が生まれる。 

 

図 建設分野におけるフィジカルAI（イメージ） 

 

こうした考えのもと、当センターではフィジカルAI

の研究に着手しました。建設分野のロボット開発を

速やかに促進させるため、建設業界の協力を得て、

全体で学習用データを共通に蓄積するような体制や

データ仕様を構築してく予定である。 

 

３．GX・GIとDXを通じた次世代インフラマネジメン

トの構築 

インフラ分野の省人化や効率化に対応するインフ

ラDXの推進に加え、気候変動への対応が強く求めら

れている。当センターでは、DXの推進とあわせて、

GX（グリーントランスフォーメーション）やGI（グ

リーンインフラ）に関する研究を通じ、持続可能な

社会の実現に寄与するインフラマネジメントのあり

方を探求してきた。DXによってインフラの状態や運

用を的確に把握し、GX・GIの視点から環境負荷の低

減や長期的な持続性を考慮する。これらを統合的に

捉えることで、次世代インフラマネジメントの構築

が可能になる。当センターは、こうした取り組みを

通じて、建設業・インフラ分野の新たな姿を、着実

に形にしていく予定である。 

インフラを取り巻く環境が大きく変化する中で、

技術と制度、研究と実務をつなぐ役割の重要性は、

今後さらに高まっていくと考えている。当センター

では、AIが急速に進展する中で、その先に建設業が

どのような姿になるのかを見据えつつ、国内外の最

新動向や技術に関する情報の把握に努め、インフラ

マネジメントを通じた社会への貢献を継続していき

たいと考えている。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) プロジェクトCDEに関する検討（事業監理データ

連携基盤検討会） 

https://www.nilim.go.jp/lab/peg/13yuusikisya.h

tml 
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港湾分野のＩＣＴ新技術導入に向けた取組み 
 

 

港湾情報化支援センター長 小澤 敬二 

（キーワード）  i-Construction、国土強靭化、ICT、BIM/CIM、担い手不足、生産性向上 

１．はじめに 

i-Construction2.0や国土強靭化の推進施策とし

て取組んでいる港湾分野のICT新技術の導入に向け

た研究開発や業務を紹介する。なお、ご関心をお持

ちの方は、令和7年度国総研講演会アーカイブ（開催

報告）1)を合わせてご参照いただきたい。 

 

２．ICT新技術導入に向けた取組み 

(1) ICT施工・オートメーション化 

①マルチビーム測深による基礎工の出来形管理（国
総研資料No.13172)）

港湾分野で水深計測の効率化に活用してきたマル

チビーム測深技術について、基礎工の出来形管理へ

の適用可能性を検討した（図-1）。厳しい管理基準

等をクリアするために、基礎工表面の平坦性の評価

手法を確立し、2025年度から試行工事への適用が可

能となっている。 

図-1 マルチビーム測深の概念図（上）及び 
基礎工の計測結果例（下） 

 

②UAVによる消波工の出来形管理・維持管理・災害対
応（国総研資料No.13163)） 

消波工の出来形管理、点検、被災調査へのUAV計測

データの活用手法を検討した（図-2）。2025年度か

ら試行工事で適用が可能となっており、計測作業の

安全性、品質、生産性の向上が期待される。一方、

更なる生産性向上に向けて、引き続きの検討が必要

と考えている。 

図-2 UAVによる消波工（気中部）の被災状況把握
（緑色部分が被災と判定された部分） 

 

③衛星3次元測位による測深作業（国総研資料No. 
12784)、No.13355)） 

衛星3次元測位技術を水深の計測に活用する手法

の検討を推進している。現状では、検潮所等で観測

される潮位を用いて水深を補正する必要があるが、

衛星3次元測位を活用することで、地球楕円体を基準

とした高さでの直接計測が可能となり、測深作業の

生産性向上が期待されている。 

 

④作業船の自動・自律化施工 

図-3 グラブ浚渫船の自動運転の導入を促進するた
めの施工シミュレーター（開発中の概念図） 
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担い手不足、技術伝承等の課題解消を図るととも

に、港湾工事の生産性向上に向けて、作業船の自動・

自律化施工の促進・加速に向けた研究開発を推進し

ている。2025-2026年度には、BRIDGE（研究開発と

society5.0との橋渡しプログラム）スキームでグラ

ブ浚渫船を対象に社会実装を意識した重点的な検討

を進めている（図-3）。 

 

(2)BIM/CIMの活用 

①港湾整備BIM/CIMクラウドシステム6) 

国土交通省港湾局では、工事でのBIM/CIMの原則適

用を踏まえ､国の港湾工事・設計等業務において3次

元モデル情報の共有･閲覧を可能にする港湾整備

BIM/CIMクラウドシステムを構築・運用しており、そ

の運用保守業務を当センターが担務している。 

 

②BIM/CIM積算 

土木分野での取組みと連携して、港湾分野におけ

るBIM/CIMの3次元モデル情報を工事積算の数量とし

て直接活用するための手法の開発に取り組んでいる。

先行してコンクリート製のケーソン製作工に適用し、

順次、適用工種の拡大を目指している。 

 

③維持管理に着目した既存港湾施設の3次元モデル
作成（国総研資料No.13307)） 

 維持管理業務へのBIM/CIMの活用方策について検

討した。事業者のニーズに基づき、使用する3次元

モデル情報の詳細度を200として、モデル作成を簡

素化、効率化する手法を開発した（図-4）。現場 

図-4 詳細度300（上）と詳細度200（下）の比較
（桟橋上部工と係船柱） 

適用を期待しつつ、更なる研究開発のニーズ把握に

努める予定である。 

 

３．結び 

ICT新技術の導入に関しては、人口減少社会の到

来を意識した社会・業界からの強いニーズを背景

に、限られた時間、リソースの中で、適時の社会実

装が必要とされているものと認識している。そのた

め、私たちは、同じ課題に直面されている関係の皆

さま方から我々の取組みに対するご意見、ご要望を

幅広く伺い、それらを可能な限り研究開発に取り込

んでいきたいと考えている。今後とも、引き続きの

ご理解、ご協力を賜れますよう、この場をお借りし

てお願い申し上げる。 

 

☞詳細情報はこちら 

1)小澤敬二 港湾分野のICT新技術導入に向けた取組

み 国総研講演会アーカイブ（令和7年度開催報告） 

https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kouenkai/kouen

kai2025/koen2025/pdf/siryo/R7s01_kouwanjouhou.

pdf 

https://www.youtube.com/watch?v=_EGl7cHbVU0 

2)国総研資料 No.1317 マルチビーム測深を活用し

た基礎捨石均しの出来形管理に関する検討 
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1317.pdf 

3）国総研資料 No.1316 UAVによる消波工の形状把

握の出来形管理･維持管理･災害対応への適用性検討 
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1316.pdf 

4)国総研資料 No.1278 GNSS鉛直測位による港湾工

事における測深作業の効率化 ～最低水面モデルの

作成と海上地盤改良工における実地試験～ 
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1278.pdf 

5)国総研資料 No.1335 GNSS鉛直測位による港湾工

事における測深作業の効率化（その２）～深浅測量

及び浚渫工・床掘工等への適用～ 
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1335.pdf 

6)港湾事業におけるBIM/CIM適用に関する実施方針 
https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001880031

.pdf 

7)国総研資料 No.1330 維持管理に着目した既存港

湾施設の3次元モデルの要件設定及び簡易作成手法 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1330.pdf 
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1)小澤敬二 港湾分野のICT新技術導入に向けた取組

み 国総研講演会アーカイブ（令和7年度開催報告）

https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kouenkai/kouen 

kai2025/koen2025/pdf/siryo/R7s01_kouwanjouhou.

pdf

https://www.youtube.com/watch?v=_EGl7cHbVU0

2)国総研資料 No.1317 マルチビーム測深を活用し

た基礎捨石均しの出来形管理に関する検討

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks 

1317.pdf

3）国総研資料 No.1316 UAVによる消波工の形状把

握の出来形管理･維持管理･災害対応への適用性検討

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks 

1316.pdf

4)国総研資料 No.1278 GNSS鉛直測位による港湾工事

における測深作業の効率化 ～最低水面モデルの作

成と海上地盤改良工における実地試験～

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks 

1278.pdf

5)国総研資料 No.1335 GNSS鉛直測位による港湾工事

における測深作業の効率化（その２）～深浅測量及

び浚渫工・床掘工等への適用～

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks 

1335.pdf

6)港湾事業におけるBIM/CIM適用に関する実施方針

https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001880031 

.pdf

7)国総研資料 No.1330 維持管理に着目した既存港

湾施設の3次元モデルの要件設定及び簡易作成手法

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks 

1330.pdf
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老朽水道管路の点検、更新の 

効率化に関する検討 
(研究期間：令和６年度～令和８年度) 

上下水道研究部 水道研究室 

田隝 淳 藤井 都弥子 奥村 勇太 

（キーワード）  水道管路、老朽度評価、更新の優先順位 

 

１．はじめに 

日本全国の水道管路は、令和5年度時点で総延長

約75万 kmに達しており、このうち法定耐用年数で

ある40年を超過した管路は約19万 km（管路経年化

率25.3%）を占めている。また、同年度の水道管路更

新率は全国平均で約0.61％に留まるため、現行の更

新水準が継続した場合、20年後には管路経年化率が

約71％に達すると見込まれている。今後、老朽管の

増加が急速に進むことから、効率的かつ計画的な点

検、更新が不可欠である。 

そこで本研究では、水道事業体が管路の効率的な

点検、更新を実施する際に参考となる情報を提示す

ることを目的とし、管路の老朽度や漏水事故発生時

の社会的影響度など複数の項目を用いて優先的に点

検、更新すべき箇所や順序を評価するための考え方

を整理する。また、整理した考え方をもとに点検、

更新計画の策定方策を提示することとしている。 

 

２．水道管路の老朽度評価実施状況に関するアンケ

ート調査 

 優先的に点検、更新すべき管路を検討する際の1つ

の手法として、本研究ではまず管路の老朽度評価に

着目し、老朽度評価の実施状況等を把握するため、

全国の上水道（簡易水道事業、水道用水供給事業、

専用水道は除く）を経営する1,300事業体を対象にア

ンケート調査を実施した。 

なお、ここでの老朽度評価とは、「水道管路に関

する調査データ（腐食状況調査データ、管周辺土壌

の分析データ、漏水事故に関するデータなど）、管

路の埋設位置情報（管埋設図、管路データ（GISデー

タ））、管路の諸元（布設年度、管種など）、管路

の埋設場所の地形などのデータを解析することによ

り、管路ごとまたはエリアごとに管路の劣化程度や

漏水事故発生確率を定性的または定量的に予測する

こと」と定義した。 

図-1に給水人口規模別の老朽度評価の実施状況

を示す。回答した846事業体のうち老朽度評価を

「実施済み」と回答した事業体は150事業体であ

り、全体の20％に満たなかった。「実施済み」と回

答した割合は給水人口規模が大きいほど高く、給水

人口10万人未満の事業体では「未実施（今後実施予

定なし）」の割合が特に高く、今後の老朽度評価の

実施意向も低くなる傾向が見られた。 

「未実施（今後実施予定なし）」と回答した456

事業体を対象に整理した「老朽度評価を実施してい

ない理由（複数回答）」について図-2に示す。実施

していない理由を回答した453事業体の約半数が、

人手や予算の不足、適切な老朽度評価手法が分から

ないことをその理由として挙げており、評価手法の

選定にも苦慮していることが推測された。こうした

状況が、「今後の実施予定もない」という回答につ

ながっていると考えられる。また、「その他」で 

図-１ 老朽度評価の実施状況 
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挙げられていた意見として「老朽度を評価しても管

路更新の予算がない」、「鋳鉄管や石綿セメント管

を優先して更新している」、「メリット・費用対効

果・予測精度が不明で懐疑的」等があった。 

また、図-3に管路更新の優先順位を検討する際

に老朽度以外に考慮している項目について示す。老

朽度評価を実施している150事業体のうち無回答だ

った1事業体を除いたすべての事業体で老朽度以外

の項目も考慮しており、複数の項目を用いて更新の

優先順位を検討していることが明らかとなった。具

体的には、「重要度や漏水時の影響度」及び「管種

や管の埋設年数」は回答事業体の約80～90％で考慮

されており、これに次いで「耐震性や地盤条件」が

考慮されていた。 

 

３．様々な項目を用いた総合的な評価に関するヒア

リング調査 

アンケート調査において、管路更新の優先順位を

検討する際に老朽度以外の項目も考慮していると回

答した事業体のうち、22事業体を対象にヒアリング

調査を行い、具体的な評価方法等を整理した。 

老朽度以外の項目を用いた具体的な評価方法と

して、 

・水道施設更新指針等を参考に、管種や経過年数、

管種ごとの耐震性等の各項目に点数を付与して総合

点を算出し、この総合点を重要度・影響度と組み合

わせたマトリックス評価により優先順位を決定。 

・総合点による評価結果に、重要度・影響度のほか、

漏水履歴も組み合わせて優先順位を決定。 

・AIを用いた劣化予測と重要度を組み合わせた評価

など、AIの活用により優先順位を決定。 

など多様な方法が用いられていることが分かった。 

また、評価を行う際に苦労した点として、 

・マトリックス評価を行うにあたり、総合点や重要

度等の区分数や、各区分における点数範囲の設定に

時間を要した。 

・AIによる予測結果と、漏水履歴や更新が急がれる

管路（法定耐用年数を大きく超えている管路など）

との間で乖離があり、その調整に試行錯誤を重ねた。 

図-２ 老朽度評価を実施しない理由(複数回答) 

図-３ 管路更新の優先順位付けの際に 

老朽度以外に考慮している項目(複数回答) 

 

といった意見があり、評価にあたっての留意点とし

て整理した。 

 

４．おわりに 

水道事業体に対してアンケート調査及びヒアリ

ング調査を実施し、水道管路の老朽度評価の実施状

況や、更新等の優先順位を検討する際に考慮してい

る項目、具体的な評価方法等について整理した。今

後は、老朽度評価を実施していない多くの中小規模

事業体においても点検、更新の優先順位を検討する

際の参考となるよう、給水人口規模に着目した傾向

等について分析・整理していくこととしている。 

さらに、整理した結果を踏まえ、事業体が管路の

老朽度評価や複数の項目を用いた評価による点検、

更新の優先順位の検討、及び点検、更新の実施計画

策定の検討を行う際に活用できるガイドラインや事

例集の作成を進める予定である。 
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治水と環境が一体となった 

河道設計手法の検討 
(研究期間：令和６年度～) 

河川研究部 河川研究室 

松井 大生 田端 幸輔 小嶋 宝 瀬﨑 智之 

（キーワード）  予備設計、インパクト・レスポンス、設計案の照査 

 

１．はじめに 

水災害の激甚化・頻発化に対応するため、大規模

な河道掘削や樹木伐採が実施されている。事業の実

施に当たっては、流下能力を確保するだけでなく、

再堆積や樹木繁茂等が起こりにくい長持ちする河道

であること、さらに、河川環境を保全・再生・創出

すべき場の面積等の定量的な目標を満たす河道であ

ること等が求められる。そのため、多様な機能を総

合的に考慮した河道の設計が重要となっている。 

令和４年度より、国土交通省水管理・国土保全局

治水課、河川環境課が主催し、国総研や土木研究所

も参加した「河道設計勉強会」（座長：土木研究所

藤田理事長）が開催され、河道設計の進め方につい

て議論されている。この中では、河川整備計画等の

河道計画と、工事発注を目的とする詳細設計との間

で、事業区間の河道のおよその法線形状、断面形状

等を決定する“予備設計”を行うこととし、その枠

組みが整理されつつある（図-1）。 

予備設計の枠組みは、主に３つの段階で構成され

ている。「Ⅰ．現状の課題等の整理」として、改修

区間を含むセグメントを対象に、河道変化特性、環

境特性を確認し、将来の河道及び環境変化を想定し

河道管理上の課題を抽出する。「Ⅱ．河道の初期形

状の設計」として、目標とする河道を念頭に、河道

形状案を複数作成する。「Ⅲ．河道の設計案の照査」

として、施工直後の初期形状及び施工後の変化を予

測した河道に対して、設計の目標に応じた照査を行

い、総合的に河道の設計案を決定する。 

予備設計を実務に導入するにあたって、具体的な

手順や手法、留意すべき技術的事項等の整理が不十

分であるため、多自然川づくり等の実践で培ってき

たノウハウや近年の研究開発の成果を集約し、使い

やすい形で整理した技術資料が必要と考える。本稿

では、河道設計手法を整えるため、国総研と土木研

究所で連携して実施している取り組みを紹介する。 

 

２．整理すべき技術的課題とアプローチ 

(1)人為的インパクト・レスポンス関係の整理 

河道掘削等の人為的インパクトが加わると、河道

の物理特性が変化し、洪水によって河道がどのよう

に応答（侵食・堆積、植生繁茂等）したのかを調べ

た研究は数多くある。しかし、施工直後の事例が中

心で、洪水規模や河道特性の区分の異なる分析が混

在している。そのため現場では、例えば掘削の横断

形状の工夫が体系的に使い分けられず、基本原理や

ねらいが不明確な事例が散見される。 

そこで、人為的インパクトから７年以上経過した

事例を可能な限り収集し、横断形状の違い、堰の改

築や低水路の拡幅など、事例比較を行いつつ、河道

の応答を分析している。例えば、湾曲部の掘削の場

合、川幅水深比や湾曲度等に応じて応答が異なると

考えられ、設計にはそれら影響の定量評価が必要と

なる（図-2）。現象のプロセスを連関図で整理し、

主任研究官 
 

主任研究官 
（博士(工学)） 

 

研究員 
 

室長 
 

図-1 河道設計（予備設計）の枠組み 

Ⅰ．現状の課題等の整理

Ⅱ．河道の初期形状の設計

Ⅲ．河道の設計案の照査

河川調査
（河川の特性の把握）

河川計画
（方針作成・諸元整理）

河道計画
（概略設計）

河河道道設設計計
（（予予備備設設計計））

個別施設の設計
（詳細設計）

従来は、、、

・河道変化の予測が不
十分で、現況河道重
視の設計

・治水、環境、維持管理
等の総合的な観点で
設計できていない

河河道道のの作作りり方方のの流流れれ

×

・当該河道のこれまでの変遷を考察の上、現状及び将
来予測される課題を把握し、治水、利水、環境、維持管
理等の総合的な観点から検討・評価
・施工後の河道の変化を想定・予測し、河道を設計

 河道変化特性及び環境特性の確認
 今後の河道変化と生じうる課題の把握
 設計する範囲の設定

 河川改修のインパクトによる河道等の応答
と生じる課題の把握

 目標とする河道の設定
 河道設計案の作成

 照査の実施
 照査結果の評価
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既存の知見と照らしながら、河道特性に応じた分岐

条件や適用範囲を整理し、河道形状案作成や照査方

法の基礎資料としてとりまとめる予定である。 

(2)河道形状案の作成方法の整理 

予備設計においては、整理した河道特性や課題を

的確に反映した複数の河道形状案を作成し比較検討

することが求められているが、本命案を前提とした

形式的な比較に陥り、有効な評価ができていない場

合がある。また、形状案を作成する段階では、環境

と維持管理の容易性など、しばしばトレードオフと

なる条件の調整方法も確立されていない。 

このため、まずは、低水路幅や横断形状など河道

の基本的な要素について、治水、環境、維持管理の

容易性等の観点からの制約事項をセグメント別に重

要度を付けて整理している。さらに、トレードオフ

となる観点を中心に評価軸を設定し、十分なバリエ

ーションを持たせ、実質的な比較検討ができるよう

な形状案を作成する手順についても検討している。 

(3)河道の設計案の照査に関する検討 

今回導入する予備設計では、一定の洪水後の河道

変化も考慮した動的な設計を行う。具体的には、平

面二次元解析で将来の河道を予測し、流下能力の維

持、目標とする環境の保全・創出、取水の継続性な

ど、多面的な項目で“河道の照査”を行う。その具

体的な手順について、現在、検討を進めている（図

-3）。照査で用いる平面二次元解析には、河道計画

での準二次元解析のような明確な手法や手順の定め

がなく、特に解析モデルの検証方法や再現性の評価

基準が定まっていない。このことが、業務成果の品

質のばらつきにつながっている。このため、建設コ

ンサルタンツ協会河川計画専門委員会と連携の上、

数値解析技術に関する研究会1)を開催し、標準的な

照査手法等の整理を進めている。 

(4)照査等に必要な観測データ・観測技術の整理 

解析モデルの検証に必要な時空間的に高解像度の

観測データは、実務では十分に得られていない。観

測技術の開発は進んでいるものの、コストパフォー

マンスを含む客観的評価が不足し、河道計画や設計

の実務ニーズと十分に合致していないことが課題で

ある。このため、河道設計に必要な観測技術のリク

ワイヤメントを整理し、現状の技術評価や課題の整

理を行っている。今後、これを公表することで、民

間企業等による技術開発の促進を期待している。 

 

３．おわりに 

本稿で紹介した研究は、水管理・国土保全局にお

ける技術研究開発「議論を深めるテーマ」の１つに

選定されたものであり、関係機関で研究PTを構築し、

分担して進めている。例えば、河道形状案の作成方

策の検討及び観測データ・観測技術の整理は、土木

研究所が中心となり進めている。また、照査に関し

ては、前述の建設コンサルタンツ協会との研究会や

大学等への委託研究でも検討している。 

今回の予備設計の導入は、平成10年前後の新しい

河道計画検討の導入以来の大きな変化となる。産学

官のベテランから若手まで幅広い世代が参加した

“祭り”の雰囲気で取り組んでいきたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研河川研究室webページ 

https://www.nilim.go.jp/lab/fbg/tech/tech.html 

図-2 湾曲部内岸掘削後における再堆積事例 

 

図-3 河道設計における照査の流れ 
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現地観測値を用いた 

波の打上げ高算定方法の評価 
(研究期間：令和４年度～令和８年度) 

河川研究部 海岸研究室 

姫野 一樹 福原 直樹 柴田 亮  

（キーワード）  打上げ高、高潮、高波、予報・警報  

 

１．はじめに 

波の打上げ高は、海岸堤防の天端高の設定などの

施設設計に用いられるとともに、高潮・高波時の水

防活動においても重要な指標である。高潮の予警報

において沿岸に打ち寄せる波の影響を考慮するため、

国総研では、その実現に向けて「波浪うちあげ（打

上げ）高予測システム」を開発し、予測精度の向上

に取り組んでいる。 

 打上げ高予測の大まかな流れを図-1に示す。気象

庁の潮位・波浪予測値を元に、①打上げ高算定に適

した潮位・波浪を求め、②砕破点を求め、③打上げ

高を算定している。③打上げ高の算定にあたっては、

各海岸の地形等の特性を踏まえ、模型実験により得

られた算定方法を選択して予測を実施している。こ

れまで越波による浸水被害や痕跡値に対する検証

1)2)等を多く実施してきたが、現地で観測された打上

げ高に対する定量的な検証は少ない。 

そこで、本稿では、現地観測値を用いて打上げ高

算定方法の定量的な評価を試みた研究3)を紹介する。 

２．打上げ高算定方法の評価方法 

打上げ高の観測は、胆振海岸と宮崎海岸の計5地点

において、CCTVカメラにより得られた動画を用い、

高波浪時の計37回実施した。実際に海岸に打ち寄せ

る波は不規則性を有するため、個々の波の打上げ高

は異なる。そこで、動画から個々の波の打上げ高を

求め、20分間の打上げ高代表値として上位1/3 平均

打上げ高𝑅𝑅𝑅𝑅1 3⁄ 、上位50 %平均打上げ高𝑅𝑅𝑅𝑅50%を算出し、

各算定方法による打上げ高の算定値との対応関係を

評価することとした。観測地点近傍における観測期

間に近い時期の深浅測量から得られた断面図を用い

て、T.P.-10.0 mの海底位置から護岸法先までの海底

勾配を求めたところ、胆振海岸KP28.0が1/40程度、

その他の地点が1/80～1/60程度となっていた。 

観測地点の断面は一様な勾配ではないため、複雑

な海底地形を考慮できる改良仮想勾配法をベースと

した表-1の算定方法を評価対象とした。 

 

 

 

 

図-1 打上げ高予測の流れ 
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３．打上げ高算定方法の定量的な検証 

（１）上位50%平均打上げ高𝑅𝑅𝑅𝑅50%の比較 

中村ら及び加藤らの算定方法と観測した𝑅𝑅𝑅𝑅50%か

ら求めた相対打上げ高（𝑅𝑅𝑅𝑅50% 𝐻𝐻𝐻𝐻0′⁄ （換算沖波波高））

及び改良仮想勾配（cot𝛼𝛼𝛼𝛼，図-1参照）を波形勾配別

に比較したものの一例が図-2である。海底勾配が

1/80～1/60程度であった地点のプロット（胆振海岸

KP3.4及びKP8.1）は、加藤らの算定方法と概ね対応

する。一方、海底勾配が1/40程度であった胆振海岸

KP28.1のプロットは、中村らと加藤らの算定方法の

中間程度である。以上のことから、観測地点の海底

勾配が緩いと相対打上げ高が大きくなること、砕波

点から護岸法先までの海底勾配が1/60程度より緩い

場合は、加藤らの算定方法が観測値の𝑅𝑅𝑅𝑅50%と概ね対

応することがわかる。これは、加藤らの算定方法が

海底勾配1/100の海浜断面で計算した結果から得た

ものであり、その勾配に近い条件で適用性が高いた

めであると考えられる。 

 

（２）上位1/3平均打上げ高𝑅𝑅𝑅𝑅1 3⁄ の比較 

改良IFORMの算定式は、海底勾配に応じて入射波の

周期を補正することで算定精度が向上することが示

されている。そこで、周期補正した改良IFORMによる

算定値と観測値を比較した結果が図-3である。周期

補正を適切に考慮することで、二乗平均平方根誤差

は補正前の0.54から0.18に減少し、本手法が有効で

あることが確認された。 

 

４．まとめ 

既往研究と本研究で得られた知見から整理した打

上げ高算定方法の対応関係を表-2に示す。今回得ら

れた知見を検証がなされていない予測地点に展開す

るとともに、3D-LiDAR等の技術を用いた観測値のさ

らなる蓄積と算定方法の検証により、各予測地点の

精度向上に努めて参りたい。 

 

表-2 打上げ高算定方法の対応関係 

 

☞詳細情報はこちら 

1)himeno et al. (2025) ACCURACY VERIFICATION 
OF A REAL-TIME PREDICTION SYSTEM FOR WAVE RUNUP 

HEIGHTS 

https://icce-ojs-

tamu.tdl.org/icce/article/view/13958 

2)加藤ほか（2020）現地観測による2019年台風19号

接近時のうちあげ高予測の検証 

https://doi.org/10.2208/kaigan.76.2_I_841 

3)姫野ほか（2025）緩勾配海岸における現地観測結

果を用いたうちあげ高算定方法の評価 

https://doi.org/10.2208/jscejj.25-17157 

 

図-3 周期補正した算定値と観測値の比較（𝑅𝑅𝑅𝑅1 3⁄ ） 

 

表-1 比較対象の打上げ高代表値と算定方法 

打打上上げげ高高

代代表表値値  

比比較較すするる算算定定方方法法  砕砕波波指指標標  

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟏𝟏𝟏𝟏 𝟏𝟏𝟏𝟏⁄  改良IFORM(2019) Mase et al. 

(2013) 改良IFORM(周期補正)(2021) 

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓%  加藤ら(2020) 合田(1975) 

中村ら(1972) 

 

 海海底底勾勾配配ii  

観観測測値値  ii>>11//3300  11//6600<<ii<<11//3300  ii<<11//6600  

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟏𝟏𝟏𝟏 𝟏𝟏𝟏𝟏⁄  改良IFORM 改良IFORM（周期補正） 

𝑅𝑅𝑅𝑅50%の算定式で求まる打上げ高を定数倍 

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓𝟓% 中村ら 中村らと加藤ら

を内挿 

加藤ら 

 

 

図-2 算定方法と𝑅𝑅𝑅𝑅50%の比較（波形勾配0.01程度のケース） 
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河川氾濫はそれが届かない 

下水道浸水範囲にも影響を及ぼす 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

河川研究部 水害研究室 

中村 賢人 湯浅 亮 武内 慶了 

（キーワード）  流域治水、地域の浸水特性把握、内外水一体型氾濫解析 

 

１．あらゆる関係者の理解を共有するための基盤情

報がなお一層必要である 

豪雨による災害が激甚化する中、河川管理者・自

治体・住民等の河川流域全体のあらゆる関係者が協

働し、水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづ

くり等を行う、流域治水を推進している。 

流域関係者が、流域治水推進へ向けた取り組み内

容を抽出するためにはまず、実態に即した地域の浸

水特性を把握することが重要である。地域の浸水特

性を把握する方法の一つとして、洪水浸水想定区域

図1)（以下、浸想図）の浸水範囲や浸水深を用いるこ

とが挙げられる。浸想図は比較的簡易に入手可能で

あるが、想定最大規模等の大規模降雨を対象として

おり、また、主たる河川からの外水氾濫のみを考慮

したモデルを用いて作成されている。このことから、

流域治水推進へ向けた取り組み内容を抽出する際の

検討材料として、浸想図の使用は限定的となる。 

以上を踏まえ、本研究では、外水氾濫（主たる河

川以外も含む）と内水浸水による相互作用に着目し、

地域の浸水特性を実態に即してわかりやすく理解し、

共有するための基盤情報とその考え方を提示するこ

とを目的としている。 

 

２．内水と外水を一体的に解く 

本研究では、高知県高知市の約20km2の範囲を対象

とし、国分川水系久万川・紅水川・江ノ口川を含む

5河川、φ300mm以上の下水道、幅600mm以上の水路、

樋門・ポンプ場をモデル化し、内外水一体型の氾濫

解析モデルを構築した。 

地域の浸水特性を詳細に分析するため、水害リス

研究官 主任研究官 
 

室長 
 

図-1 エリア分割と各エリアの特徴 
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クマップガイドライン2)を参考に、降雨シナリオや

確率規模を変化させた15の降雨波形（表）を与えた

内外水一体型氾濫解析を行い、降雨シナリオ別・確

率規模別の浸水状況や浸水要因（外水・内水）を比

較し、浸水のしやすさや浸水要因、地形、排水系統

の違いに着目して地域を６つのエリアに分割した

（図-1）。その上で、観測史上最も浸水被害規模の

大きかった平成10年9月集中豪雨災害（以下、H10豪

雨）による降雨波形を与えた内外水一体型氾濫解析

による再現計算を行い、更に、森林の宅地化等によ

る山地部流出率増加を想定した計算を行った。 

 

３．河川からの氾濫水は、下水道を経由して、遠く

離れた内水浸水地域にも影響を及ぼす 

H10豪雨再現計算と森林の宅地化等を想定した計

算を比較した結果、主な氾濫要因が外水氾濫のエリ

ア（外水卓越エリア）のみならず、主な氾濫要因が

内水浸水のエリア（内水卓越エリア）も浸水範囲が

増大する結果となった（図-2）。この結果は、①流

出率増加に伴う河川の流量増加、②外水氾濫のボリ

ュームが増加、③外水卓越エリアにおいて下水道（下

水道幹線）に占める外水の排水流量が増加、④内水

の排水量が減少、という一連の外水と内水による相

互作用が要因である。これは、外水氾濫対策が、外

水が直接影響するエリアだけでなく、離れた内水卓

越エリアにも間接的に影響することを示しており、

地域の浸水傾向を把握した上で内外水の相互作用を

考慮した解析結果を分析することが、様々な関係者

の共通認識・機運を醸成するための“橋渡し”とし

て重要な実態的情報となり得ることを示した。 

 

４．今後の展望 

今後は本研究の全国展開に向け、地域の実態に即

した浸水特性をわかりやすく理解し、共有するため

の基盤情報とその考え方について、引き続き検討し

て参りたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第4版） 

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guide

line/pdf/manual_kouzuishinsui_1710.pdf 

2) 多段階の浸水想定図及び水害リスクマップの検

討・作成に関するガイドライン 

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guide

line/pdf/guideline_kouzuishinsui_2301.pdf 

 

表 降雨波形 

 

図-2 現況と森林の宅地化等による山地部流出率増加を想定した浸水深の差分 
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line/pdf/manual_kouzuishinsui_1710.pdf

2)	� 多段階の浸水想定図及び水害リスクマップの検

討・作成に関するガイドライン

	� https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guide 

line/pdf/guideline_kouzuishinsui_2301.pdf
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DAS観測による土石流 

計測の試み 
(研究期間：令和６年度～令和８年度) 

土砂災害研究部 砂防研究室 

海老原 友基 赤澤 史顕 鈴木 啓介 

（キーワード）  土石流、光ファイバーセンシング、DAS 

 

１．はじめに 

土石流イベント発生の検知にはワイヤーセンサや

CCTVが用いられる。しかし、ワイヤーセンサは一度

切断すると復旧までの期間に発生する土石流イベン

トを観測することができない欠点がある。CCTVによ

る監視は夜間や荒天時の判読が困難になる場合があ

ることが課題とされている。振動計による土石流イ

ベント検知の試みも行われているが、地震動等との

区別のための閾値の設定検討が各観測地点で必要で

あることが、課題となっている。また、これらは機

器設置地点における土石流イベントの検知であり、

土石流イベントの流下プロセスの計測には、複数箇

所に観測地点を設ける必要がある。 

近年、光ファイバーを活用した振動観測の報告が

なされており、土石流イベントに伴う振動観測への

適用の報告もなされてきている。本研究では、光フ

ァイバーを用いて振動を観測する技術である

Distributed Acoustic Sensing（以下DAS）による振

動計測データを用いることにより、土石流イベント

が河道を流下するプロセスの計測可能性について、

鹿児島県桜島の野尻川において検討した。 

２．DASの振動観測の概要と土石流イベントの概要 

 DASは光ファイバーのケーブルに外力よりひずみ

が生じた際にレイリー散乱光が変化する現象を利用

して振動を計測する技術である。光ファイバーの一

端にDAS計測システムを接続することにより観測が

可能となるため、普段使用していないものでも既設

の光ファイバー線（ダークファイバー）があれば大

がかりな工事をせず線的な振動観測ができるもので

ある。観測はLazoc社製のDAS計測システムを用いた。

システムを接続した光ファイバー線の全長は桜島砂

防出張所から野尻川8号堰堤までの約4,400m、測定間

隔約2.0m、ゲージ長10m、サンプリング周波数2,000Hz、

総観測点数2,500点の観測条件で実施した。そのうち、

光ファイバー線が河川の近傍を並行に敷設されてい

る、野尻川下流部に架かる野尻橋から野尻川1号堰堤

に至る区間約800mを解析対象区間とし、2024年9月22

日10時頃に発生した土石流イベントを検討対象とし

た。なお、この土石流イベントでは、今回の解析対

象区間よりも上流に位置する野尻川7号堰堤に設置

されたワイヤーセンサのうち、高さ60㎝に設置され

た1段目が切断されている。 

室長 研究官 
 

主任研究官 
(博士(工学)) 

図-1 区間 4の下流端到達時の CCTV映像。 
土石流の先頭部を赤丸で示す。  

図-2 対象範囲 
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３．検知時刻比較 

(1) CCTVによる土石流イベント目視判読 

大隅河川国道事務所が設置しているCCTVからの映

像により、土石流イベントの流下時刻を目視判読し

た。なお、土石流イベントの先頭部が到達した時間

を土石流イベント到達時間とした。 

(2) DASによる土石流イベント推定 

10時1分から10時25分までの期間で、解析対象区間

内の377地点のひずみ速度データについて、1秒毎に

RMS（二乗平均平方根）を計算した。ある判定時刻に

おいて、前10分間のRMS最低値に対し倍数を乗算した

値を閾値とし、前10秒間のRMS最低値が閾値を超過し

た時点を、観測地点の直近河道で土石流イベントが

流下したと仮定した。倍数は3倍から6倍まで1倍ずつ

変更し、それぞれで土石流イベント流下時刻を検討

した。 

(3) 結果と考察 

RMSの計算値例を図-3に示す。10時17分以前では

RMS値の瞬間的な増加を除き概ね一定である一方、10

時18分以降ではRMS値が急激に増大した。これは、

CCTVで目視判読された土石流イベント流下時刻（青

矢印）との比較や長時間RMS値の大きい状態が継続す

る特徴から、RMS値の急激な増加は土石流イベントの

流下に対応しており、10時18分が土石流の流下推定

時刻と考えられた（赤矢印）。なお、CCTV目視判読

と比較し1分程度早く土石流イベント流下が推定さ

れた。解析対象区間でのRMS計算による土石流イベン

ト流下時刻の推定結果を図-4に示す。上流区間から

下流区間にかけて時系列的に土石流イベントが推定

されたことから、RMS値の急増時刻を追跡する検討方

法により土石流イベントの流下時刻が追跡できた。

また、三角マーカーで示すようにCCTV目視判読を５

箇所で行った。それぞれの地点でRMS値による推定の

ほうが1分程度早く土石流イベント流下を推定され

た。 

 

４．まとめ 

DASによる振動観測結果についてRMS値で解析する

ことにより土石流イベントの流下過程を追跡できた。 

DASによる土石流イベント解析事例は数が少なく、

今後もデータ蓄積と分析が必要である。また、流下

方向に連続的に振動観測ができることを活かした土

石流イベントの推定技術の検討も今後の課題である。 

 

図-4 各地点における土石流イベント流下推定時刻  

区間4 区間3 区間2     区間1 

DAS推定（閾値倍率3倍） 
DAS推定（閾値倍率4倍） 
DAS推定（閾値倍率5倍） 
DAS推定（閾値倍率6倍） 
CCTV判読 

10: 

図-3 区間1上流端のRMS値時間変動。赤矢印は閾値倍
率4倍の流下推定時刻、青矢印はCCTV判読時刻を示す。 
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MEPS※による予測雨量の土砂災害警戒情報へ

の適用可能性の検討 
(研究期間：令和7年度) 

土砂災害研究部 土砂災害研究室 

潮見 礼也 瀧口 茂隆  

（キーワード）土砂災害警戒情報、MEPS、アンサンブル予測 

１．はじめに 

土砂災害警戒情報は、実績降雨量に概ね２時間先

の予測降雨量を加味した降雨量が、危険降雨量（以

下CL）に達した時に発表する。現在は土砂災害の見

逃し回避を重視して運用されているため、捕捉率が

高い一方で適中率が低いことが指摘されている。こ

の課題に対し、土砂災害の専門家からなる土砂災害

防止対策推進検討会では土砂災害警戒情報に対し、

アンサンブル予測等を活用しCL超過判断に確率論的

手法を導入することを検討するべきであるとの提言

がなされている。 

アンサンブル予測の一つとして、気象庁はMEPS（メ

ソアンサンブル予報システム）を公開している（表

-1）。このMEPSを活用することで、予測の確度や災

害の切迫度を考慮した、より高度な情報提供が可能

になると期待されている。 

そこで本研究では、土砂災害警戒情報にアンサン

ブル予測による複数の予測を活用した確率論的手法

を導入可能か検討するために、まずは、降雨の発生

要因や土砂災害の発生状況の異なる複数地域での降

雨イベントにおける

各アンサンブルメン

バーのCL超過の違い

等について調査する

こととした。 

２．検討手法 

（1）使用したデータ 

気象庁より提供を受けたMEPSの１時間ごとの予測

雨量、解析雨量及び土壌雨量指数の実況値と予測値

及び土砂災害警戒情報の発表電文を使用した。 

土砂災害の発生データについては、国土交通省が

収集している土砂災害の種類（地すべりを除く）、

発生日、位置情報を使用した。 

（2）対象降雨イベント 

警戒レベル5（大雨特別警報）が発表され、かつ土

砂災害が発生した降雨イベントの中から降雨要因

（台風・非台風）と土砂災害発生の時空間的集合度

合い（集中・散発）の観点から、代表的な4降雨イベ

ントを選定した（表-2）。 

表-2 対象降雨イベント 

 

 

（3）手法 

①災害発生の有無による超過メンバー数の違い 

まず、降雨イベント期間で土砂災害警戒情報が発

表された市町村を対象に、土砂災害発生市町村およ

び非発生市町村のグループに分類した。次に各市町

村内のメッシュごとにCLを超過するメンバー数を算

出した。CL超過メンバー数の算出には、計算開始時

刻までの実績値にMEPSの21メンバーの予測値をそれ

ぞれ加えてスネーク曲線を描き、CLと比較すること

でCLを超過するメンバー数（最大21メンバー）を1km

メッシュ毎に集計した。 

さらに、市町村内の超過メンバー数の最大値を抽

出し、各市町村ごとの最大超過メンバー数の分布図

を作成した。 

なお、使用するMEPSの計算開始時刻は、実際に土

砂災害警戒情報が発表される前に計算されていたも

のの中から、MEPSの解析開始から予測結果が公開さ

れるまでの所要時間を4時間と想定し、土砂災害警戒

情報発表時刻の4時間以上前の最も新しいものを用

いた。 

交流研究員 室長 

表-1 MEPSの諸元 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※メソアンサンブル予報システム 

MEPS

運用開始時期 2019年6月

予測時間 39時間

空間解像度 約５㎞

時間解像度 １時間

予測更新時刻 ４回（03,09,15,21JST）

アンサンブル数 21メンバー

災害が散発的に発生災害が集中的に発生

②長野県2019年10月災害①岩手県2019年10月災害台風

④長野県2020年7月災害③佐賀県2019年8月災害非台風
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②仮の基準値を設定した場合の確度の試算 

災害発生市町村と非発生市町村の超過メンバー数

をもとにMEPSを活用した土砂災害警戒情報発表の仮

の基準を設定した場合の確度を算出した。 

具体的には、各市町村を土砂災害発生市町村およ

び非発生市町村のグループに分け、それぞれの超過

メンバー数の平均値を算出した。その平均値を算術

平均した値（超過メンバー数）を、仮の基準値とし

て使用した捕捉率および適中率を現行の土砂災害警

戒情報と比較した。 

３．結果および考察 

（1）災害発生の有無による超過メンバー数の違い 

台風事例では、災害発生市町村において非発生市

町村に比べて超過メンバー数が多い傾向にあり、特

に災害が集中的に発生した岩手県の事例においては、

その傾向が顕著であった（図-1）。一事例の分析で

しかないが、このことは、アンサンブル予測を用い

ることで、集中的に発生する災害の予測の確度が向

上する可能性を示唆している。各メッシュの超過メ

ンバー数の分布の一例として、岩手県の事例を図-2

に示す。土砂災害が発生した沿岸域を中心に超過メ

ンバーが多くなっている。一方で災害非発生市町村

である金ケ崎町等においても超過メンバー数が多い

箇所が見られた。 

一方で非台風事例では、両事例ともに災害発生市

町村・非発生市町村で違いは見られなかった。これ

は、MEPの予測雨量は5kmメッシュであるため、空間

分解能の制約により局所的な降雨で生じる降雨分布

を十分に再現できていない可能性がある。 

（2）仮の基準値を設定した場合の確度の試算 

超過メンバー数に違いが見られた台風事例を対象

に、超過メンバー数を仮の基準（図-2の赤線）とし

た場合の捕捉率と適中率の結果を表-3に示す。 

その結果、長野県の事例では捕捉率が94%から75%

に低下したものの、両事例ともに適中率は大幅に向

上する結果となった。ただし、本検討では一連の降

雨期間のCL超過に対し暫定的に試算を行ったもので

あり、CL超過タイミングや災害発生時刻は考慮して

いないことに留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

本研究による検討の結果、台風に伴う降雨事例で

は土砂災害警戒情報の確度向上に寄与する可能性が

示された。一方、非台風性の局所的・前線性降雨で

は土砂災害の発生市町村と非発生市町村において違

いが見られなかった。今後MEPSよりも高解像度であ

る2kmメッシュのアンサンブル予測の提供が予定さ

れている。今後は、より高解像度の降雨予測データ

の導入等を通じて、非台風性降雨の土砂災害警戒情

報の確度向上の可能性について検証を進める。 

00

55

1100

1155

2200

災害発生
市町村

災害非発生
市町村

00

55

1100

1155

2200

①岩手県2019年10月災害

各
市
町
村
の

最
大
超
過
メ
ン
バ
ー
数

③佐賀県2019年8月災害 ④長野県2020年7月災害

各
市
町
村
の

最
大
超
過
メ
ン
バ
ー
数

災害発生
市町村

災害非発生
市町村

災害発生
市町村

災害非発生
市町村

災害発生
市町村

災害非発生
市町村
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図-1 災害発生・非発生市町村の超過メンバー数の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

超過メンバー数の 
仮基準 

（超過メンバー数9） 

超過メンバー数の 
仮基準 

（超過メンバー数15） 

①岩手県2019年10月の事例 

土砂災害発生箇所

土土砂砂災災害害警警戒戒情情報報（（実実績績））

発表

超超過過メメンンババーー数数

0

1 - 5

6 - 10

11 - 15

16 - 21

凡凡例例

図-2 各メッシュの超過メンバー数の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表-3 仮の基準に基づく捕捉率・適中率 

 

捕捉率 適中率
基準超過
メンバー数

捕捉率 適中率

①岩手県
2019年10月災害

100% 35% 9 100% 69%

②長野県
2019年10月災害

94% 38% 15 75% 67%

事例
現在の運用 仮基準の適用
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道路橋の変位を抑制するた 

めのコンクリート構造物の 

衝撃載荷実験 
(研究期間：令和７年度) 

道路構造物研究部 橋梁研究室 

白戸 真大 今城 由貴 西森 聖人 

（キーワード）  衝撃載荷実験、変位抑制構造、続発地震 

 

１．背景と目的 

大規模な地震において、橋桁を支える支承の変形

が過大にならないように、または、支承が破壊した

としても橋脚や橋台から橋げたが脱落しにくいよう

に、多くの道路橋で対策がされている。対策の一つ

に、橋脚・橋台上にコンクリートや鋼製の突起を設

置する方法がある。写真-1に示すように、令和6年能

登半島地震ではこれらの突起の中には実際に機能し

たものも見られ、損傷しながらも移動してくる橋桁

の落下を防ぐ役割を果たしている1)。 

一方で、写真-1のような損傷が生じると、その後

の地震動に対して橋桁の移動を拘束する能力が低下

してしまう。そのため、今後対策を行うときには、

できるならば、橋げたが脱落しないようにすること

に留まらず、能力を低下させない工夫の余地がある。 

そこで、国総研では、産学での技術開発を促進さ

せるために、突起の性能を評価するための標準とな

り得る試験方法を確立し得るかどうか、研究を進め

ることにした。 

２．研究概要 

 令和7年度の研究は、鉄筋コンクリート構造の大型

模型を用いた動的載荷実験と3次元動的非線形解析

からなる。 

実験装置と供試体を写真-2に示す。供試体は鉄筋

コンクリート構造で、マッシブな躯体と突起からな

る。写真-2に示すように、突起を躯体端部付近に設

置したものをケースA、躯体中央に設置したものをケ

ースBという。突起の平面寸法は550mm×500mm、高さ

は450mmであり、実際の様々な寸法の突起の1/3～同

程度のスケールに相当する。 

 

 

 

(a)突起取付部が損傷した事例 (b)突起が損傷した事例 

写真-1 コンクリート突起の損傷 

写真-2 実験装置と供試体 

実験では、橋桁を衝突させる代わりに、鋼製の錘

をガイドレールに沿って落下させる。落下高さは基

本的に、衝突時の速度が3.0m/s程度となるように、

0.46mとした。これは、地震動の速度応答スペクトル

の強度についての既往の研究や過去に国総研が行っ

たいくつかの橋の動的解析結果を参考に決めたもの

である。また、錘の重量は約5.6tとした。これは写

真-1のような突起の損傷例を複数収集し、破壊面を

仮定し、破壊により吸収されたであろうエネルギー 

室長 
(博士(工学)) 

主任研究官 
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写真-3 破壊の進展状況（ケースA） 

写真-4 破壊面（ケースA） 

吸収量を大まかに見積もった結果である約1万Jを超

えるように安全側に決めたものである。衝突させて

も損傷が見られない場合には落下回数を増加させて、

試験を繰り返す。 

写真-3に、ケースA（突起を躯体縁端に設置したケ

ース）での破壊の進展状況を示す。写真に時間表示

をしているとおり、破壊の進展は1/1000秒単位で起

きている。また、写真-4に、最終的に供試体に発達

した破壊面を示す。実験では、突起の定着部（躯体

側）にて破壊面が発達している。実際の橋でも、写

真-1(a)に例を示すとおり、突起の定着部が破壊した

例も見られている。 

弾性論で考えると応力は突起端部から45度方向に

分散されると考えられるが、実験では、写真-3に示 

すように、躯体上面の配筋に沿って破壊が進行し、

最終的に、写真-4に示すように、破壊面は約60度に

拡がった。図に、非線形の動的数値解析により、実

験のシミュレーションをした結果を示す。突起や躯

体はソリッド要素でモデル化している。赤色に近い

部分が、主応力が大きい領域である。数値解析でも、

ある程度、破壊の進行や形態が模擬できるようであ

る。ただし、実験と異なり、側面では、突起から下

45度方向にひび割れが伸びていくなど実験結果との 

図 数値シミュレーション結果（ケースA） 

写真-5 破壊面（ケースB） 

相違が見られ、今後、詳細な分析が必要である。 

突起を躯体中央に設置したケースBの実験終了後

の状態を写真-5に示す。ケースAとは異なり、突起部

本体に損傷が集中した。実際の橋でも、図(b)のとお

り、突起本体が損傷している例が見られている。 

３．今後の展望 

今回の実験の方法は、複数の破壊形態が再現され

ている点で、突起の性能を評価するための標準試験

案のベースにできる可能性がある。一方で、落下高

さや重さなどの初期値の設定方法、実験での境界条

件の処理方法については、検討の余地がある。産学

や道路管理者にこれらの知見を共有し、性能検証方

法としての確立、試験法やシミュレーションを活用

した新たなアイディアの導入に結び付けていきたい。 

☞参考文献 

1)国総研資料第1320号：令和6年能登半島地震土木 

施設被害調査等報告 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1320.htm 

参考動画）国総研YouTubeチャンネル 

https://youtu.be/F5SdcQgCC6c 
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レーダ雨量情報を活用した降雨時の 

道路管理手法の開発 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

道路構造物研究部部  道路地震防災研究室 

岡田 太賀雄 長屋 和宏 

（キーワード）  事前通行規制、レーダ雨量計、地上雨量計、XRAIN 

 

１．はじめに 

一般道路における大雨や台風による土砂崩れや落

石等の恐れがある特定の区間の管理では、降雨量等

の基準を定め、災害が発生する前に通行止め等の措

置を講じて道路利用者の安全を確保する「事前通行

規制」が実施されている。 

事前通行規制は、規制区間内に設置された地上雨

量計により降雨状況を把握し、基準値との比較によ

り規制の判断が行われているが、「点」情報である

ことから規制区間全体の降雨状況を捉えることはで

きない。一方、気象レーダによるレーダ雨量情報は、

アンテナから電波を放射し、雨雲（雨滴）が受けた

反射波を分析する原理で雨や雪の位置や降水量等を

観測することから、降雨を広域的な「面」で把握す

ることが可能である（図-1）。 

本稿では、道路の事前通行規制区間における降雨

状況の把握において国土交通省が運用するレーダ雨

量情報（XRAIN）を活用した道路管理手法を検討する

とともに、現場道路においてアラート情報の提供を

試行した結果の概要について紹介する。 

２．道路管理の現場でのXRAINの活用方法の検討 

XRAINを活用することで路線全体の降雨状況を把

握できるという特徴を踏まえた道路管理の現場での

活用方法の検討を行った。 

本取り組みは、XRAINによる観測情報を用いて地上

雨量計を補完するものであり、これまで降雨状況の

把握ができなかった道路区間全体の危険性を察知す

ることが目的としている。これは、通行規制を行う

基準雨量は、地上雨量計の観測履歴より設定された

ものであり、図-1に示すように区間内の降雨分布状

況に差異があり地上雨量計の値と異なる場合には、

XRAINの観測値をそのまま適用することはできない

と考えられるためである。 

XRAINの最大の特徴は広域的な「面」情報として降

雨状況を把握できることにある。これにより、道路

区間内の任意地点における降雨状況を定量的に把握

できるのみならず、道路区域外の降雨状況の把握も

可能になる。道路の通行に支障を及ぼす土砂流入等

は、必ずしも道路沿いごく近傍の斜面等よりもたら

されるわけではなく、道路区域外からの土砂流入や

斜面崩壊等の影響によるものも多く発生している。

XRAINを活用することでこうしたエリアを含む道路

沿線に幅を持たせた降雨状況の把握が可能となる。 

室長 主任研究官 
 

図-1 レーダ雨量情報（XRAIN）による降雨分布情報 
（令和4年8月5日5時時点：国道8号の被災箇所周辺） 

図-2 任意地点の降雨量把握の考え方 

国
土
を
強
靱
化
し
、
国
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
ま
も
る
研
究

1.

研究動向・成果

レーダ雨量情報を活用した降雨時の 
道路管理手法の開発

- 60 -- 60 -



 

沿線周辺の降雨状況も加味した道路沿線上の任意

地点における降雨量把握の概念を図-2に示す。道路

上の任意地点が属するメッシュを中心として、それ

を取り囲む2重のメッシュ（合計25メッシュ：

1,250×1,250m）の範囲で変状等が生じると道路上

の任意地点に影響を及ぼすと捉え、25メッシュ中で

観測した最大値をその地点の雨量とした。 

なお、XRAINは、高精度な雨量観測であり、一般的

に補正等は不要とされている。しかし、XRAINの観測

レーダの設置箇所と道路の位置関係から、観測精度

が道路区間内で相対的に異なる場合がある。そのた

め、地上雨量計の観測値を用いた補正（解析雨量化）

を行った。具体的には、地上雨量計の地点と同一メ

ッシュのXRAINとのそれぞれの観測値より補正係数

（補正比）を算出し、XRAINの他のメッシュの雨量を

補正した。補正係数の算出は、国土交通省の河川お

よび道路管理用地上の雨量計、気象庁アメダスの観

測値を用いるとともに、地上雨量計までの距離に応

じた重み付けをしている。 

３．XRAINによるアラート提供の試行 

上述のXRAINを活用した路線上の降雨量を用いて、

北海道開発局、北陸地方整備局、近畿地方整備局が

それぞれ管理する直轄国道の特定区間を対象として、

アラートを発出する試行を行った。試行では、対象

区間を0.1km間隔に区切った各地点で、前述の降雨量

を算出し、区間内の降雨を監視した。アラートは、

雨の降り始めを示すレベル1、降雨の増加を示すレベ

ル2、道路への土砂流出入等が懸念されるレベル3の

3段階で発出し、レベル1は従前より実施している地

上雨量計による降雨状況通知の最低雨量、レベル3は

当該区間の基準雨量、レベル2はレベル1と3の中間の

雨量とした。アラート発出は、区間内のいずれかの

地点で各レベルを超過した際にメール送信により行

った。ただし、一度の降雨で同レベルのアラートが

繰り返し発出されないよう、区間内で各レベルを超

過した際の通知は一度のみとした。 

また、メールによるアラート発出に加え、WEBアク

セスにより、図-3に示す規制区間周辺の降雨状況や

時間経過をマップやグラフで視覚的に把握できるシ

ステムを構築した。規制区間を8分割して分割範囲毎

に連続雨量の時間経過を示しており、区間内での降

雨状況の違いを定量的に確認することができる。 

図-3に示した試行箇所では、11月17日19時頃に地

上雨量計の観測値が基準雨量（100mm）に達したため

通行規制を行っている。一方、XRAINによる路線上の

降雨状況では、16時過ぎに基準雨量を超過している

箇所があり、道路管理者からは、区間内の危険性を

事前に把握でき、規制に向けた準備ができた等の意

見が出された。ただし、基準雨量をそのまま適用す

ると基準値を超過する機会が増加する結果となった。 

４．おわりに 

道路沿線の地上雨量計では捕捉しきれない局所

的・集中的な大雨が増加していることから、地上雨

量計を補完する情報としてレーダ雨量情報（XRAIN）

を活用する方法を提案し、実際の道路でアラート情

報提供の試行を行い、道路管理手法としての有用性

や課題を確認できた。今回提案した方法は地上雨量

計を補完する目的であるが、今後、事前通行規制に

地上雨量計に代わりXRAINを適用することも考えら

れる。その場合は、地上雨量計で設定された基準雨

量の再設定や、地点毎の基準雨量の設定方法等の検

討を進める必要がある。 

図-3 レーダ雨量監視システム 

基準雨量 

・気象レーダから得られる雨の分布を表示しています。 
・｢連続雨量｣の雨量分布を表示しています。 
・XRAIN＋地上雨量計を用いています。 

○：雨量観測所(道路) 

△：キロメートル標 

－：規制区間 

－：規制区間外の国道 
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燃焼ガス成分分析に基づく防火材料の毒性評価手法

の構築 
(研究期間：令和７年度～令和９年度) 

建築研究部  防火基準研究室       趙 玄素    鈴木 淳一 

（キーワード）  ガス有害性試験、ガス成分分析、防火材料 

１．はじめに 

火災時に発生する有害性ガスの拡散速度は火炎よ

りも速く、火災初期において避難者の命を脅かす大

きな原因である。2024年中の建物火災による死者数

(1,199人)のうち、一酸化炭素中毒・窒息を死因とす

るものが35.2%となっており、火傷(37.5%)に次いで

多い死因となっている（図-1）。 

現在、防火材料の大臣認定に係る性能評価におい

ては、発熱性試験などに加えガス有害性試験が定め

られている。ガス有害性試験は、22 cm角の材料片を

加熱して発生した燃焼ガスにマウスを曝露し、その

行動停止時間を基準値6.8分と比較することで有害

性を評価している（図-2）。 

動物実験の国際原則3Rの一つにReplacement（動物

を用いない代替法への置換）が挙げられている。ま

た、動物愛護管理法でも同様の規定が定められてい

る。以上を踏まえると、現行の動物実験については、

早急にマウスを用いない代替試験法の導入が必要不

可欠な状況となっている。 

燃焼生成ガスの種類や濃度は、加熱条件や酸素濃

度によって大きく異なることが知られている。しか

し、ガス有害性試験は、実際の火災での燃焼環境を

十分に再現できておらず、避難安全を評価すること

が困難である。加えて、試験装置の製造がすでに中

止されており、長期的に利用する試験法としての継

続性にも課題がある。さらに、動物愛護や実験従事

者の心身の健康リスクの点からも課題が指摘されて

いる。 

特に、ガス成分などに基づく定量的な評価が採用

されていないため、国際標準化への対応は困難であ 

図-1 建物火災の死因別死者発生状況 

（2025年度版 消防白書より） 

図-2 ガス有害性試験装置 

る。一方、代替手法であるガス成分分析法では、こ

れらの問題点を解決できる可能性が高い。しかし

ながら、ガス成分分析法による火災時生成ガスの

分析・評価には、高度な技術が必要となる。 

例えば、決められた手順で実施するだけでは正し

い結果が得られず、精度よく測定するためには、サ

ンプリング時の注意点や、測定で得られたスペクト

ルに基づく定性・定量分析に関する技術的知見や操

作方法への習熟が必要となる。そのため、国内では

火災時に生成するガスは複雑で測定が困難であった

ことや、技術的な難しさを背景として、ガス成分分

主任研究官 
(博士(工学)) 

室長 
(博士(工学)) 
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析法への移行が進んでこなかった状況にある。近年、

基礎研究による知見の蓄積、測定装置の整備、なら

びに測定技術の習得が進められ、ガス成分分析への

移行の可能性が見通せるようになりつつある。 

本稿ではガス有害性試験の高度化を目的として、

ガス成分分析を用いたガス有害性試験法の代替手法

について検討し、その結果を報告する。 

 

２．研究概要 

令和7年度はガス成分分析を用いたガス有害性試

験法の代替手法の確立という目的の達成に向けて、

3つのサブテーマを実施した。 

1つ目は、ガス成分分析法の分析精度を高めるため

の技術検討である。火災時に発生するガスの成分を

より正確に測定するため、新たにガスクロマトグラ

フィー（ガスを成分ごとに分離・分析する装置）を

整備した。これにより、従来使用していたFTIR（フ

ーリエ変換赤外分光光度計）による測定結果と比較

し、測定値の妥当性や正確さを確認した。また、測

定条件や手順のばらつきを防ぐため、ガス成分分析

法の実施マニュアルを作成した。 

また、測定結果の信頼性を確認するために、ISO

（International Organization for Standardization：国際標

準化機構）の技術委員会であるISO/TC92/SC1/WG5

が実施するISO 190211)に基づく国際ラウンドロビン

試験にも参加した。当該試験では、異なる国・機関

の試験機関が同一の試験体を用い、同一条件でスモ

ークチャンバー試験（SDC試験；図-3、図-4）を実

施し、FTIRによるガス成分分析を行うこととなる。

参加機関の分析結果を相互に比較することで、各試

験機関の測定精度や再現性が、最終的に評価される。  

本研究で実施した分析結果は、妥当であると評価さ

れ国際的な信頼性を有することが確認された。 

2つ目はガス有害性試験の火災進展段階の確認で

ある。代替手法の提案に向けて、ガス有害性試験の

燃焼条件を示す火災環境の換気条件が非常に重要な

要素となる。そのため、ISO19706に示される火災進

行段階について検討を行った。ガス有害性試験の火

災進行段階は2-3aに該当しており、燃料支配型燃焼

の火災成長段階からフラッシュオーバー前の換気支

配型燃焼となっていることが確かめられた3)。 

3つ目は、ガス有害性試験法とガス成分分析法の関

係の明確化のための、マウスの行動停止の毒性モデ

ルの作成である。マウスを用いたガス有害性試験お

よびSDC試験をそれぞれ実施し、両者の結果につい

て比較・分析した。具体的には、マウス試験におい

て行動が停止するまでの時間を評価指標とし、さら

に曝露後のマウスから血液サンプルを採取して、血

液中に取り込まれたガス成分の濃度を測定した。こ

れらの結果を、SDC試験におけるFTIR測定から得ら

れた有害性ガスの成分や濃度と比較することで、ガ

スの成分分析結果からマウスの行動停止を予測する

毒性モデルの構築を試み、両試験法の相関性を検討

した。 

 

３．おわりに 

今後、国際ラウンドロビンの結果やマウスの行動

停止の毒性モデルの詳しい検討結果などについては、

随時ISO規格や学会発表等で公開される予定である。

また、将来的にこの研究成果を活用してガス有害性

試験の代替手法を提案する予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) ISO 19021:2018, Test method for determination of 
gas concentrations in ISO 5659-2 using Fourier transform 
infrared spectroscopy. 
2) ISO 5659-2:2017, Plastics -- Smoke generation -- Part 
2: Determination of optical density by a single-chamber 
test. 
3) 福田泰孝、趙玄素、吉岡英樹、成瀬友宏：ガス有

害性試験の燃焼環境が該当する ISO 19706の火災進

行段階について,日本建築学会梗概集, 2025年9月 

図-3 SDC試験装置2) 図-4 SDC試験本体部分装置図2) 
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ＶＲ技術を用いた煙中での 

避難誘導灯の視認性評価 
(研究期間：令和６年度～令和８年度) 

建築研究部  設備基準研究室       山口 秀樹 

住宅研究部  住宅計画研究室       出口 嘉一 

（キーワード）  火災避難、視認性、VR 

 

１．はじめに 

火災時には煙の発生・滞留により、避難行動の手

がかりとなる誘導灯の見えやすさ（視認性）が低下

し避難安全性の確保が困難となる。煙環境下での視

認性を定量的に評価することは重要であるが、実空

間で煙を伴う被験者実験は実験空間の確保や条件の

再現が難しく、十分な知見が得られていない。本研

究の目的は、白色煙が支配的な火災初期段階を対象

とし、実空間を代替し得るVR実験環境の構築に関す

る知見を得ることである。実空間およびVR空間で通

路誘導灯の視認距離を指標に被験者実験を行い、VR

実験手法の有効性を検証した結果を紹介する。 

２．実環境およびVR空間の構築と視認性評価 

本研究では、実環境の実験空間として、直線通路

（幅1m×高さ2m×奥行10m）の端に誘導灯を設置し

た空間を用意した。通路上部には非常灯相当の明る

さを確保するためのダウンライトを設置し、また避

難行動を補助する目的で床面から0.9mの高さにライ

ン状の照明を連続配置した。一方、VR空間はモデリ

ングソフトウェアのBlenderを用いて三次元形状を

構築し、ゲームエンジンのGodot_v4.4.1を用いるこ

とで、壁等の反射率、照明強度、ならびに煙の散乱

特性を調整して作成した。なおVR空間の提示はヘッ

ドマウントディスプレイ(Meta Quest 3)を用いた。 

実空間およびVR空間それぞれで、煙濃度(Cs：1.0, 

1.5 (1/m))の2水準、ライン状補助照明の輝度(0，100 

(cd/m2))の2水準を被験者(60歳未満27名、60歳以上

28名の計55名)に提示した。被験者は通路の端から誘

導灯に向かって移動し、誘導灯の矢印の方向が判別

できた位置を回答した。 

実空間とVR空間での誘導灯が視認できる距離の違

いを箱ひげ図で示す（図）。グラフの右側のように

実空間とVR空間で視認距離の平均値(赤線で表示)や

回答のばらつきが同程度であり、実空間の代替とし

てのVR活用の可能性を示している。一方、左側のよ

うにVRでばらつきが大きい条件もみられた。これは

VR空間の提示を被験者の操作に応じて瞬時に生成す

る演算を行うにあたり、計算負荷軽減のため、VR空

間の計算を部分的に省略したことによるものと考え

られる。 

３．今後の展開 

 今回の比較実験により、煙環境を再現するVR空間

構築の基本的な知見を得た。今後は、視認性低下の

定量的な評価データを収集・整理するとともに、今

回得られた知見を活用し、実建物のVR空間による評

価手法の検討を行う。 

 

写真 実験空間（左：実空間、右：VR） 

Cs：1.5, ライン照明 0 cd/m2 Cs：1.5, ライン照明 100 cd/m2

 

図 実空間とVR空間での視認距離評価結果 

室長 
(博士(工学)) 

室長 
(博士(工学)) 
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沖ノ鳥島における環境配慮型 

コンクリートを用いた 

鉄筋コンクリートの耐久性実験 
(研究期間：令和７年度～令和８年度) 

建築研究部  評価システム研究室  材料・部材基準研究室 

三島 直生 土屋 直子 

（キーワード）  環境配慮型コンクリート、耐久性、沖ノ鳥島 

 

１．はじめに 

近年開発が進む環境配慮型コンクリートを用いた

鉄筋コンクリートの長期耐久性の評価を目的として、

日本の最南端に位置する沖ノ鳥島の過酷な自然環境

下で開始された長期暴露試験について紹介する。 

２．沖ノ鳥島の概要 

沖ノ鳥島は、北緯20度25分、東経136度04分に位置

し、東京から1,700km離れた我が国最南端の島である。

高温、多湿、塩害、強紫外線と、建築材料の耐久性

には過酷環境であることに加え、国内の通常の暴露

環境に対しては劣化促進環境とも位置づけられる。 

 

写真-1 沖ノ鳥島の遠景（国土交通省関東地方整備局

京浜河川事務所提供の写真に加筆） 

３．実験の概要 

表に、使用したコンクリートと鉄筋の組合せを示

す。ここで、CO2硬化型セメントとは、二酸化炭素と

反応して硬化するタイプのセメントで、事前に強制

炭酸化養生（CO2濃度80%）を実施した。また、塩害お

よび中性化の対策として、防食鉄筋を使用した。 

写真-2に、試験体の設置状況を示す。試験体は100

×100×200(mm)の角柱体とし、内部に鉄筋が埋め込

まれている。試験体の設置は観測所基盤（写真-1参

照）のコンクリートスラブ上とした。試験体の内2体

には温湿度計が埋め込まれており、年間を通じた内

部温湿度の履歴の計測も実施している。 

表 使用したコンクリートと鉄筋の組合せ 

コンクリート種類 鉄筋種類 

普通コンクリート 

(Fc(28)=43.5) 

普通鉄筋 

亜鉛めっき鉄筋 

エポキシ樹脂塗装鉄筋 

高炉セメントC種相当

を使用したコンクリー

ト(Fc(28)=33.5) 

普通鉄筋 

亜鉛めっき鉄筋 

エポキシ樹脂塗装鉄筋 

再生骨材コンクリート

M1種(Fc(28)=32.2) 

普通鉄筋 

CO2硬化型セメントを使

用したコンクリート 

亜鉛めっき鉄筋 

エポキシ樹脂塗装鉄筋 

［注］Fc(28)：材齢28日における圧縮強度(N/mm2) 

 

写真-2 沖ノ鳥島観測所基盤での試験体の設置状況 

４．おわりに 

長期暴露試験体の作製および沖ノ鳥島の観測所基

盤への設置を行った。環境配慮型コンクリートの長

期耐久性に関する技術は、将来のカーボンニュート

ラル社会の実現に不可欠な要素技術であり、主要な

建設材料として広範な活用が見込まれる。 

観測所基盤 
北小島 

東小島 

室長 
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安全な市街地形成のための避難 

困難性の評価手法に関する研究 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

都市研究部 都市防災研究室、都市計画研究室 

岩見 達也 木内 望     石井 儀光 

（キーワード）  水害、避難、シミュレーション、可視化 

 

１．はじめに 

都市防災研究室では他研究部・研究室の協力を得

て、災害時の円滑かつ迅速な避難確保を実現し、人

的被害を最小化するための研究開発を進めている。

とりわけ、水害時における浸水状況や避難者の身体

特性を考慮した避難シミュレーションに基づく市街

地の避難困難性評価手法の開発や、避難が困難な地

区における対策の検討において、行政と地域住民の

間の合意形成を支援するリスクコミュニケーション

技術の整備に取り組んでいる。  

近年の豪雨災害は激甚化・頻発化しており、流域

全体の治水対策と調和した形で、事前防災による安

全な市街地形成がこれまで以上に強く求められてい

る。一方で、災害発生時の状況を反映した避難実効

性の評価や、移転を含む住民理解の醸成に資する技

術は十分に確立されておらず、科学的根拠に基づく

評価手法と、住民にとって理解しやすい可視化・対

話手法の両方を統合的に整備する必要がある。こう

した課題認識のもと、本研究は「評価・可視化・対

話」の枠組みを構築し、実地域の状況に応じた避難

対策・移転検討を支えることを目指している。 

 

２．シミュレーションの条件･設定値の検討 

 まず洪水・津波を対象に、避難行動調査や

実験結果、自治体報告書などを網羅的に収集

し、避難開始判断、避難手段、経路選択、避

難先変更など、避難行動に影響する要因を体

系的に整理した。その後、年齢・性別・要配

慮性、移動手段、傾斜や障害物、昼夜の明暗、

浸水深・流速など、多岐にわたる避難状況特

性が移動速度や通行可否に与える影響を分析

し、シミュレーションに設定するパラメータ群を具

体化した。 

また、既往の避難行動モデルを整理し、規範型・

記述型という基本構造と、避難者発生、経路選択、

混雑、移動速度、環境影響などの要素モデルの特徴

を比較することで、夜間の避難遅れ、水深による歩

行困難、複合災害時の判断混乱などの行動実態につ

いて現状の避難モデルが対応できていないことを明

らかにした。加えて、実地域を対象としたケースス

タディにより、建物被害の空間分布や避難失敗場所

の推計を行い、対策優先度の抽出や評価指標の有効

性を確認した（図-1）。 

 

３．リスクコミュニケーション支援技術の開発 

現状の避難モデルの課題を解決した上で、シミュ

レーション結果を住民・行政双方が共有しやすい形

で理解するため、Unreal Engine 5と PLATEAU 3D 都

市モデルを活用した可視化プラットフォームを開発

した。ここでは、時系列浸水深、建物・地形データ、

避難者の位置時刻データ、降雨や明暗の変化などを

三次元空間で表示し、災害時の状況を直感的に把握

室長 研究官 
(博士(工学) 

室長 
(博士（工学)) 

図-1 各ケースの避難失敗人数と避難失敗率 
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できるよう設計されている。 

鳥瞰視点と一人称視点の切り替え、避難者のアニ

メーション表示、浸水データの補間処理、ハード・

ソフト対策の比較UIなどを実装し、自治体説明会や

住民ワークショップでの活用を想定した操作性と汎

用性を確保した。地形の滑らかさ補正、建物テクス

チャの解像度向上、明暗・天候表現の調整といった

高度化手順を整理し、国土交通省都市局の推進する

３次元都市モデルのPLATEAUとの連携も可能とする

ことで、他地域への展開を見据えている（図-2）。 

 

４．ケーススタディ・ワークショップ 

可視化プラットフォームの実効性を確認するため、

２つの地域を対象にワークショップを今後開催する。 

一つは、過去に内水と外水が連続して発生し、大

規模な浸水被害を経験した都市部である。ここでは、

複数の氾濫シナリオを用い、浸水拡大の過程を時系

列で理解し、避難開始の遅れが避難成功率に与える

影響を体感できる構成とした。参加者は、一人称視

点でアバターを操作し、条件が悪化した場面での避

難の難しさを実感し、対策の必要性を議論できる。  

もう一つは、過去に河川氾濫に伴う浸水が繰り返

され、家屋の被害や移転の検討が進められてきた沿

川の地域である。ここでは、想定降雨に基づく浸水

深や継続時間、家屋被害のシミュレーション結果を

可視化し、どの区域が特に危険性が高く早期対策を

必要とするかを共有する。高齢者世帯にとっての水

平・垂直避難の成立性についても理解を深められる。  

ワークショップにより、浸水の理解、避難の体感、

対策の比較という共通の流れを採用し、参加者の気

づきを収集してプラットフォームの改善に反映する。

それぞれの地域特性に応じて、都市部では人流や道

路網の複雑さ、沿川地域で

は住まい方や土地利用の課

題など、重点的に検証すべ

き視点を整理し、リスクコ

ミュニケーション支援技術

の実効性を高めていくこと

を目的としている（図-3）。 

①水害リスクと浸水状況の理解 

②避難困難性の体感（アバター操作） 

③水害対策効果の確認（赤は避難失敗者） 

図-2 可視化プラットフォームによる疑似体験 

 

５．おわりに 

本取組は、避難行動の科学的評価、可視化による

直観的理解、住民参加型対話の三者を統合すること

で、避難困難性の定量的把握から、対策の受容性評

価、移転を含む意思決定まで一貫して支援する枠組

みを提示した。今後は、他都市への展開を見据えた

「手引き」の作成を進めていく。  

図-3 水害リスクや避難困難性の理解促進・自分事化に向けたステップ 
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大規模火災の頻発とその特徴 
(研究期間：平成２８年度～令和７年度) 

都市研究部 都市防災研究室 

岩見 達也  

（キーワード）  市街地火災、山林火災、地震、強風、乾燥 

 

１．はじめに 

 近年、新潟県糸魚川市、令和6年能登半島地震での

輪島市、岩手県大船渡市の山林火災、大分市佐賀関

など、大規模火災が頻発している。表-1は最近10年

間で100棟以上の建物が焼損した火災を示している。

糸魚川市の火災より以前は大規模火災が発生するの

は（多数の火災が同時に発生し、消火活動が追いつ

かなくなる）地震時であるとの認識が広がっていた

が、地震時以外の大規模火災が目立っている。以下

では、これらの大規模火災に対して実施した現地調

査等を踏まえ、その特徴を整理する。 

 

表-1 2016年以降に発生したの大規模火災 

 年月 場所 焼損棟数 焼損面積 
1 2016.12 新潟県糸魚川市 147棟 約40,000 m2 
2 2024.1 石川県輪島市 約240棟 約49,000 m2 
3 2025.2 岩手県大船渡市 226棟 3,370 ha（山林） 
4 2025.11 大分県大分市 194棟 63,854 m2 
 

２．新潟県糸魚川市の火災 1) 

 火災は風速10 m/s以上の南風によって北方向へ大

きく燃え広がり、約40,000 m2の区域が焼損した。焼

損区域は1960年に全域が準防火地域に指定されたが、

それ以前に建築されたと見られる古い建物も多く確

認された。この火災では空撮映像が記録から15カ所

の飛び火地点が確認された（図-1）。 

 この15地点の多くの建物が昭和初期に建てられた

もので、火の粉が瓦の隙間から侵入して飛び火が発

生しやすい建築当時の古い仕様の瓦屋根であった。

このような古い木造建物が混在していたことが延焼

被害の拡大に大きく影響したと考えられる。 

 

３．石川県輪島市河井町の火災 2) 

 2024年1月に発生した令和6年能登半島地震では、

輪島市河井町において大規模火災が発生し、約240

棟が焼損した。地震時に伴う大津波警報が発表され

室長 
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図-1 糸魚川市大規模火災の延焼動態 
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図-2 輪島市大規模火災の延焼動態 
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た中で発生し、火災の覚知の遅れ、建物倒壊による

消防水利へのアクセス障害、津波や地盤の隆起に伴

う海や河川からの取水困難、津波を警戒しながらの

消火活動など、津波の危険のある地域での地震火災

対応の難しさが浮き彫りになった。 

 風速は大きくなかったが糸魚川市の火災を超える

規模の被害が発生した。この火災では延焼動態を把

握するために、報道映像のほか、SNSへの投稿情報が

利用された。図-2は空撮映像とSNS情報に基づいて推

定した延焼動態である。 

 

４．岩手県大船渡市の山林火災 3) 

 2025年2月に発生した岩手県大船渡市の大規模林

野火災では、山林だけでなく226棟の建物等が焼損し

た。特に2月26日の火災は雨が少ない乾燥状態で強風

が吹く中で発生し、八ヶ森で大規模な樹冠火となっ

て大量の火の粉が発生し、東方向に急速に延焼拡大

した。その過程で多くの建物が焼損したとみられる。

まとまった降雨があった3月5日まで延焼拡大が継続

し、鎮圧まで11日間、鎮火まで40日間を要した。人

工衛星データを元に推定した延焼動態を図-3に示す。 
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図-3 大船渡市大規模火災の延焼動態 

 

５．大分県大分市佐賀関の火災 4) 

 2025年11月に発生した大分県大分市佐賀関の市街

地火災も、乾燥と強風の条件が重なった中で、建物

が密集した地域で発生した。焼損範囲の時間変化は

十分解明されていないが、出火場所から市街地の東

端となる山林境界まで延焼した（図-4）。また図中

の北側と南側で飛び火とみられる孤立的に燃焼した

家屋が見られる他、この地域から約1.4km南東に海を

隔てた蔦島にも飛び火した。 

建物形状：基盤地図情報を元に修正
背景画像：地理院タイル

全焼：崩壊、骨組みのみ残る
全焼：壁の一部が残る
被害軽微
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図-4 大分市佐賀関火災の延焼範囲 

 

６．おわりに 

 近年発生した大規模火災は、地震時（輪島市）と

強風時（糸魚川市、大船渡市、大分市）に発生した

ものである。また、大船渡市及び大分市は強風と乾

燥という条件が重なっている。これらの条件での大

規模火災発生の危険性に注意が必要である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国 総 研 資 料  No.980 、 2017.7 、

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/t

nn0980pdf/ks098014.pdf 

2) 令和６年能登半島地震建築物被害調査等報告（速

報）、2024.10、https://www.nilim.go.jp/lab/bc

g/siryou/tnn/tnn1296pdf/ks1296_01.pdf 

3) 令和7年2月26日に発生した大船渡市林野火災に

おける建築物等の被害調査報告（速報）、2025.6、

https://www.nilim.go.jp/lab/bbg/saigai/R7/of

unatokasai.pdf 

4) 令和7年11月18日に発生した大分県大分市佐賀関

大規模火災における建築物等の被害調査報告告

（速報）、2025.12、https://www.nilim.go.jp/la

b/bbg/saigai/R7/oitakasaityousa.pdf 
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bcg/siryou/tnn/tnn1296pdf/ks1296_01.pdf

3) 令和7年2月26日に発生した大船渡市林野火災に
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速報）、2025.12、https://www.nilim.go.jp/lab 

/bbg/saigai/R7/oitakasaityousa.pdf
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情報処理技術を活用した 

機械設備維持管理情報の可視化 

に向けた検討 
(研究期間：令和５年度～) 

社会資本マネジメントセンター 社会資本施工高度化研究室 

武田 直人* 杉谷 康弘*      吉永 弘志  (*:写真掲載者) 

（キーワード）  機械設備、維持管理、ダッシュボード  

 

１．はじめに 

河川ポンプ設備や河川用ゲート設備は、洪水・高

潮等による浸水被害を防止するために設置され、国

民の安全と社会経済活動を支える重要な役割を担っ

ている。しかし、これらの設備は高度経済成長期に

集中的に整備されたものが多く、近年は老朽化が進

行している。一方、維持管理を担当する職員数は減

少傾向にあり、限られた人員で効率的な維持管理を

実施する必要が高まっている。 

従来は、点検結果や故障情報が紙帳票や既存シス

テムに分散して蓄積されており、担当者は情報の分

類・整理・集計に多くの時間を費やしていた。これ

らの課題を踏まえ、国総研では、維持管理情報の統

合と可視化を目的とした「機械設備ダッシュボード」

の開発に着手した。 

 

２．機械設備維持管理の課題 

 機械設備の維持管理は、点検、評価、整備・修繕、

更新等のサイクルで構成される。しかし、現状の運

用では以下の課題が顕在化している。 

・点検結果や故障情報の情報把握に時間を要する 

・時系列データのグラフ化など、手作業が多い 

・複数設備を俯瞰する仕組みが不足 

特に、担当者の分類・整理・集計作業が全体の約8

割を占めており、効率化の必要性が高い。 

 

３．情報統合と可視化のための構想 

現状分析の結果、維持管理情報の分散が作業負担

の主要因であることが明らかとなった。そこで、以

下の開発方針を設定した。 

・目的：システムに蓄積された情報を最大限活用し、

分類・整理・集計をPCで自動的に行い、設備

状態を瞬時に把握できる仕組みを構築 

・目標：作業時間の30％削減 

 

４．機械設備ダッシュボードの構築 

(1)BIツールを用いた可視化基盤の開発 

大量データの処理と可視化に適したBIツールを採

用し、機械設備ダッシュボード（図-1）を構築した。 

ダッシュボードは、維持管理システムCSVデータを

収集・集約し、「健全度・点検結果」「時系列傾向

（傾向管理）」「稼働状況」等を統合的に表示する。 

 

図-1 機械設備ダッシュボード（BIツール） 

さらに、地方整備局・事務所・年度・施設・装置・

部品などの単位で柔軟に絞り込みが可能であり、俯

瞰的な情報把握を実現した（図-2）。 

 

図-2 俯瞰的な維持管理情報把握（整備局単位） 
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(2)図面・設備情報の連携 

従来は2次元図面と台帳を別々に参照していたが、

ダッシュボードで図面と維持管理データを連動させ

ることで、設備構成の理解が容易になった。 

(3)効果 

分類・整理・集計作業を自動化した結果、作業時

間は70％削減され、担当者の負担軽減に大きく寄与

した。また、28施設・約4万行のデータを5秒で可視

化できるなど、処理性能も十分である。 

 

５．今後の展望 

(1)3次元モデルとの連携 

今後は、機械設備の3次元モデルをダッシュボード

に表示し、点検結果や健全度情報と連携させること

を検討している（図-3）。設備状態を直感的に把握

でき、点検・診断・更新計画の高度化が期待される。 

 

図-3 機械設備ダッシュボードと3次モデルの連携 

(2)時系列データの高度活用 

運転中に計測されるデータのうち、傾向管理項目

を時系列グラフとして、機械設備ダッシュボード上

に表示し、設備状態の変化をより精密に把握する機

能を追加する予定である。 

(3)自然言語処理による文章データの活用 

維持管理システムに大量に蓄積されている点検結

果の文章データを自然言語処理技術により分類・抽

出することで、異常兆候の早期把握や分析作業の効

率化が期待されたなかで、テキストマイニング技術

を用いた試行を行ったが、異常兆候の把握に直接活

用できる有用性は十分に得られなかった。 

一方、機械の維持管理に最適化された生成AIによ

る自然言語処理技術の試行では、文章データから異

常兆候を把握可能な内容を提示できることが確認さ

れた（図-4）。これにより、点検結果の効率的な分

析が可能となることの感触が得られ、文章データの

分析処理に向けた有効性を確認することができた。

この成果は、次で述べるマルチモーダルAIに発展さ

せるための重要な基盤となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 生成AIを活用したチャットボット 

(4)マルチモーダル情報融合による維持管理高度化 

既存システムに蓄積されている文章データ・数値

データ・画像・点群データ等を組み合わせたマルチ

モーダルAIにより統合的に分析し、単一データでは

捉えにくい故障兆候・異常傾向を抽出する新たな分

析手法の開発が可能となることが考えられる。これ

により維持管理のデジタル化における基盤技術の構

築が期待される。 

 

６．おわりに 

本研究では、分散していた機械設備の維持管理情

報を統合し、可視化基盤として機械設備ダッシュボ

ードを構築した取り組みを紹介した。今後は、3次元

モデル連携やマルチモーダルAIの導入により、維持

管理の高度化・効率化をさらに推進していく予定で

ある。老朽化設備の増加と人員減少が進む中、情報

統合と可視化を核とした維持管理のデジタル化は、

今後ますます重要性を増すと考えられる。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) ぽんぷ（河川ポンプ施設技術協会）No.72情報処

理技術を活用した機械設備に関する情報可視化

の取り組み（2024年9月） 
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大雪時に行う出控えの呼びかけなど 

移動抑制対策の効果試算 
(研究期間：令和４年度～令和７年度) 

社会資本マネジメント研究センター 建設経済・環境研究室 

布施 純* 富田 興二   
（*:写真掲載者） 

（キーワード）  大雪災害、ミクロ交通シミュレーション、移動抑制対策 

 

１．はじめに 

大雪による大規模な車両滞留は、地域住民の生活

に支障をきたすとともに、広範囲にわたり物流の停

滞を招く。さらに、ドライバーの生命に危険が及ぶ

おそれもある。そこで国土交通省では、「人命を最

優先に、幹線道路上の大規模な車両滞留を徹底的に

回避する」ことを基本的な考え方として、大雪時の

道路交通確保に向けた取組を強化している。 

国総研では、不要不急の外出や迂回を促す呼びか

け、計画的・予防的な通行規制など、ドライバーに

行動抑制を求める対策（以下「移動抑制対策」とい

う。）を対象として、その効果に関する研究を進め

ている。移動抑制対策により大雪時の交通量が減少

することは確認されているものの、その交通量の減

少がもたらす効果については、定量的な評価が十分

に行われていない。 

本稿では、大雪による大規模滞留が発生した実績

のある、国道8号（新潟県見附市内）を対象として、

冬期走行状況を再現するミクロ交通シミュレーショ

ンを構築し、交通量の減少がドライバーの時間的な

損失を抑制する効果を試算した結果を紹介する。 

 

２．シミュレーションの実施 

 本研究では、ミクロ交通シミュレーションソフト

VISSIMを用いて、4.8kmのシミュレーション区間を構

築した。大雪時の交通状況を再現するため、対象区

間の降雪や積雪状況に応じた「交通量と旅行速度」

の関係を分析し、この結果から車両挙動パラメータ

として雪の影響を「影響なし」「影響中」「影響大」

の3区分で設定した。 

分析対象ケースは、何も対策を行わない場合（対

策なしケース）、出控えの呼びかけを実施する場合

（出控えケース）、さらに呼びかけに加えて予防的

通行規制を行う場合（通行規制ケース）の3ケースと

した（図-1）。対策実施のタイミングは、シミュレ

ーション開始後1～3時間目を出控えの呼びかけ、3

時間目を予防的通行規制の実施時間とした。 

雪の影響度合いは、時間の経過とともに降雪が少

→多→なしと変化するものと仮定し、開始後1～2時

間目を「影響中」、3時間目を「影響大」、4～5時間

目を「影響中」、6時間目以降を「影響なし」とした。

ただし通行規制ケースでは、通行規制中に集中除雪

を行うと想定し、4時間目以降を「影響なし」とした。

この設定に基づき車両挙動パラメータを変更した。 

発生交通量は、移動抑制対策を実施するほど交通

の混乱が予測される状況を想定し、雪の影響が強い

時間帯と交通量の多い時間帯が重なるよう設定した。

また、実際の対策事例では、出控え等の解除直後又

主任研究官 室長 
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総交通量は

1.対策なしケース
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（出控えもあり）

総交通量は
1.対策なしケース

と同じ

15時台16時台17時台18時台19時台20時台21時台22時台23時台24時台

増
減

15時台16時台17時台18時台19時台20時台21時台22時台23時台24時台

増
減

15時台16時台17時台18時台19時台20時台21時台22時台23時台24時台

雪雪のの影影響響度度合合いい
（（走走行行速速度度にに与与ええるる雪雪のの影影響響））

影影響響ななしし影影響響中中
影影響響
大大

影影響響中中

交交
通通
量量

交交
通通
量量

交交
通通
量量

全てが遅れて出発

出控え
３割減出控え

２割減

出控え
10割減

全てが遅れて出発
出控え
２割減

雪雪のの影影響響度度合合いい
（（走走行行速速度度にに与与ええるる雪雪のの影影響響））

影影響響ななしし
影影響響
大大

影影響響中中

雪雪のの影影響響度度合合いい
（（走走行行速速度度にに与与ええるる雪雪のの影影響響））

影影響響ななしし影影響響中中
影影響響
大大

影影響響中中

図-1 シミュレーションケースのイメージ 
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は翌日に通常よりも交通量が増加する場合があるこ

とを確認している。出控えた交通がどのような条件

でいつ出発するのかは明確ではないため、本研究で

は、より厳しい条件として、出控えた交通の全てが

対策の解除後6時間以内に出発することとした。 

なお、大規模滞留の主因は事故やスタックである

と考えられるものの、その発生条件や確率が明確で

はないため、本研究では事故やスタックは発生しな

いものとした。 

効果評価では、各車両の走行時間、滞留長、滞留

発生時間を計測した上で、2つの損失時間を算出した。

1つめは、各ケースの走行時間から、滞留が発生しな

い交通量（1時間100台）における走行時間を差し引

いた値で、到着損失時間とした。2つめは、出発した

時刻から本来出発するはずの時刻（出控えを行わな

かった場合の出発時刻）を差し引いた値で、出発損

失時間とした。 

３．シミュレーションの結果 

シミュレーションソフトVISSIMでは、交通発生の

タイミングなどが設定した条件下でランダムに決定

される。このため、本研究では、各ケースについて

20回シミュレーションを実施し、その平均値を算出

した。なお、この結果は、ひとつの事例であること

に留意が必要である。 

図-2、図-3に滞留長及び滞留発生時間を示す。対

策なしケースでは、最大滞留長が約5.2km、滞留発生

時間は305分に達した。出控えケースでは、最大滞留

長は約1.7km、滞留発生時間は94分となり、大幅に短

縮された。通行規制ケースでは、規制解除後に滞留

が生じ、最大滞留長は約3.6kmとなったものの、滞留

発生時間は133分に短縮された。以上から、移動抑制

対策により最大滞留長は3～7割、滞留発生時間は約6

割短縮することが確認できた。 

図-4、図-5に、各車両の損失時間を合算した総到

着損失時間及び総出発損失時間を示す。総到着損失

時間は、対策なしケースの2,003時間に対し、対策を

講じた場合は約350時間となり、約8割短縮した。こ

れは、雪道滞留に巻き込まれる時間の短縮であり、

ドライバーの精神的・身体的な負担軽減になる。ま

た、社会的には滞留による非生産的時間の抑制にな

る。一方、総出発損失時間は、対策なしの0時間に対

し、対策を講じた場合は5,994～9,869時間へと大き

く増加した。これはドライバーが自宅等で待機する

時間であり、移動抑制対策のデメリットといえる。 

到着損失は運転中の拘束時間であるのに対し、出

発損失は一定の自由度を持つ待機時間であるなど、

両者は性質が異なる。これらの効果を評価する際に

は、時間の質の違いや評価者の立場を踏まえた評価

基準が必要であり、今後の検討課題となる。 

 

４．おわりに 

今後は、移動抑制対策による時間的損失の低減効

果を踏まえ、経済的損失の観点から評価を行う予定

である。また、出控えへの協力が得られやすい環境

を醸成するため、対策効果を分かりやすく示してい

くことが重要と考える。  

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

滞
留
長

(m
)

1.対策なし

2.出控え

3.通行規制33割割減減

77割割減減

 

305

94
133

0

100

200

300

400

1.対策なし 2.出控え 3.通行規制

滞
留
発
生
時
間

(分
)

66割割減減

図-3 ケース別の滞留発生時間 

2,003

320 359
0

1,000

2,000

3,000

1.対策なし 2.出控え 3.通行規制

総
到
着
損
失
時

間
（時

間
）

88割割減減

図-4 ケース別の総到着損失時間 
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防波堤の被災危険度に関する 

港湾スケールでの面的評価 

 
(研究期間：令和６年度～令和８年度) 

港湾・沿岸海洋研究部  港湾施設研究室 

神保 壮平 竹信 正寛 

 

（キーワード）  防波堤、気候変動適応策、対策優先度、面的評価、確率評価 

 

１．研究の背景と目的 

近年、気候変動の影響による海面上昇や台風勢力

の強大化に伴い、防波堤の安定性の低下が懸念され

ている。そのため、気候変動適応策の実施が必要で

あるが、一度にすべての施設に対して対策を行うこ

とはコスト等の観点から困難である。従って、将来

的に被災の危険性が高い脆弱な区間から優先的に対

策を講じることが合理的と考えられる。 

本稿では、防波堤の区間ごとの被災危険度を港湾

スケールで面的に評価する手法を紹介し、モデル港

湾を対象としたケーススタディの検証結果を示す。 

図-1 対策優先度の決定方法の概念 

 

２．防波堤の被災確率の空間的評価手法 

比較的大きな港湾では、防波堤の設計断面は区間

によって様々である。その上、各断面に対する波当

たりは地点によって異なるため、こうした面的な条

件の違いを考慮して安定性を評価する必要がある。 

また、防波堤の供用期間は一般的に50年である。

その50年で予測される気象条件は不確かさを含んで

いるため、確率的な評価を行うことが望ましい。 

この両者を同時に扱うことができる手法を開発し、

モデル港湾を対象として、防波堤の滑動に対する被

災確率を空間的に評価した。その評価結果を図-2に

示す。このように、設計断面や波浪条件の違いによ

って、同一港内でも地点ごとに被災確率が広く分布

していることが分かった。 

図-2 防波堤の被災確率の面的分布 

 

３．脆弱な区間の特定 

計算した被災確率を設計区間内で平均化し、区間

ごとの被災危険度を評価した結果を表-1に示す。区

間Ⅲ、Ⅳ及びⅨの一部区間は、他の区間と比較して

被災危険度が高く脆弱であり、安定性確保のために

優先的に対策が必要であることが明らかとなった。 

 

表-1 防波堤の区間ごとの被災危険度 

被災危険度 区間 

低い（0～30%） Ⅰ,Ⅱ,Ⅴ,Ⅷ,Ⅸ-堤頭 

中程度（30～70%） Ⅵ,Ⅶ,Ⅸ-先端 

高い（70～100%） Ⅲ,Ⅳ,Ⅸ-標準 
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再現期間に応じた潮位偏差の 

空間分布推定 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

港湾・沿岸海洋研究部 港湾・沿岸防災研究室 

本多 和彦 千田 優 水上 輝希 

（キーワード）気候変動、潮位偏差、極値統計 

 

１．はじめに 

近年の気候変動の影響により、台風の発生頻度は

減少すると予測されているが、台風の強度は強まる

と予測されている。そのため、気候変動による高潮

の影響評価においては、現在および将来の気候下に

おいて発生する台風や急速に発達する温帯低気圧と

いった気象擾乱に伴う潮位偏差について、同じ再現

期間（その潮位偏差が平均的に１回程度発生する期

間）を算定する極値統計において、長い再現期間を

対象とした算定において信頼性の高い解析手法を用

いる必要がある。 

また、潮位偏差に対する極値統計解析においては、

台風の移動経路、移動速度等には、サイコロの出る

目のような偶然的不確実性があり、極値統計解析の

対象地点によっては、この偶然的不確実性の影響を

強く受けるため、確率潮位偏差の空間分布を適切に

推定することが重要である。 

一方で、実務における潮位偏差に対する極値統計

では、候補とする分布関数の形状を決定するパラメ

ータである形状母数の値が数種類に固定されている

ため、確率潮位偏差の空間分布が不連続となる場合

がある。 

そこで、本研究では、確率潮位偏差の空間分布を

精度良く推定するための極値統計解析手法を提案す

るとともに、三大湾を対象とした高潮推算結果を用

いて、従来手法と本研究の提案手法による極値統計

解析結果と比較することで、本提案手法の有効性を

検証した。 

 

２．使用データ 

本研究で使用した潮位偏差の極値統計のサンプル

データは、本多ら（国総研資料No.1266）が実施した

三大湾（東京湾・伊勢湾・大阪湾）を対象とした高

潮推算結果をもとに台風毎の極値を抽出したもので

ある。この高潮推算に用いた台風トラックデータは、

地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測デー

タベース（database for Policy Decision making for 

Future climate change：d4PDF）から抽出され、過

去実験と将来実験から構成されている。 

 

３．従来手法による確率潮位偏差の評価 

従来の潮位偏差に対する極値統計では、波高に対

して用いられている分布関数への当てはめによる手

法が適用されることが一般的である。 

従来手法では、分布関数をグンベル分布、極値Ⅱ

型分布およびワイブル分布の３タイプとし、それら

の形状母数を数ケースに固定しているため、候補と

する分布関数は９種類と限定的である。 

そのため、地点毎に最適合の分布関数を選定した

場合、全地点で同種の分布関数が最適合と限らず、

隣り合う地点で選定される分布関数が異なり、確率

潮位偏差の空間分布が不連続となる場合がある。 

この一例として、東京湾を対象とした過去実験に

おける100年確率潮位偏差の空間分布を図-1に示す。

湾奥において等高線が不自然に折れていることが確

認できるが、ここが最適合として選定された分布関

数が不連続となっている箇所である。 

 

４．提案手法による確率潮位偏差の評価 

そこで、本研究では、従来手法において特に問題

となる形状母数の固定を解決するため、形状母数も

最適合の推定パラメータとして扱った。また、より 
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図-1 従来手法による確率潮位偏差の評価例 

 

極値理論と整合させるため、分布関数も一般化極値

分布、一般化パレート分布およびワイブル分布の３

タイプとした。 

また、従来手法でも用いられている一般的な極値

統計解析における適合評価においては、発生頻度が

多くサンプルデータ数が多い再現期間が小さい区間

への適合度が高くなってしまい、サンプルデータ数

が少ない再現期間が大きい区間の適合性が悪くなる

ことがある。 

しかし、設計で用いられている潮位偏差の再現期

間は、一般的に非常に長い年数となることが多い。

このため、本多ら（国総研資料No.1266）にならい、

適合性の評価指標として、長い再現期間に対する適

合度を向上させる手法であるTRD（Top Return Period 

Deviation）を追加し、50年以上の再現期間に対して

適用した。これにより、再現期間50年程度以上の適

合度の向上を図ることができる。 

本提案手法による確率潮位偏差の空間分布の評価

結果の一例として、東京湾を対象とした過去実験に

おける100年確率潮位偏差の空間分布を図-2に示す。

従来手法では湾奥において等高線が不自然に折 

 

図-2 提案手法による確率潮位偏差の評価例 

 

れていた事例（図-1参照）が改善され、また、長い

再現期間の適合度も向上したことが確認できた。 

 

５．おわりに 

本研究で提案した手法は、港湾・海岸施設の設計・

計画等において使用される設計高潮位に含まれる潮

位偏差の確率値について、その再現期間が非常に長

くても、適切に評価することが可能である。 

また、確率潮位偏差の空間分布においても適切に

推定することができることから，地点毎による潮位

偏差の偶然的不確実性を考慮して確率評価すること

が可能である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1333 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

1333.htm 

 

2) 国総研資料 No.1266 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

1266.htm 
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2) 国総研資料　No.1266

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn 

1266.htm
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空港の異種舗装接続部の 

補修事例の調査 
(研究期間：令和６年度～令和１０年度) 

 

空港研究部 空港施設研究室     河村 直哉   荒井 淳希       坪川 将丈 

（キーワード）  異種舗装接続部、バリッドスラブ、補修事例 

 

１．はじめに 

空港のコンクリート舗装とアスファルト舗装の

接続部では、アスファルトコンクリート層（以下、

アスコン層）の下にコンクリート製のバリッドスラ

ブを設置した構造が一般に採用される（図-1）。こ

のバリッドスラブ上のアスコン層でひび割れ等の不

具合が報告されており、対策を検討するために補修

事例を調査した。 

 

２．調査結果 

図面を入手できた31空港のうち9空港で接続部の

補修事例があった。補修された29断面と補修されて

いない36断面を収集し、接続部における3箇所のアス

コン層厚（図-1のT1～T3）に着目し、厚さごとの補

修有無の実績を整理した。 

図-2に、T1に着目した場合の補修断面数を示す。

T1が50mm以下の場合に補修事例が多かった。図-3に

は、T2に着目した場合の補修断面数を示す。T2が

250mm以下の場合に補修事例があった。T3についても、

T1、T2と同様の分析を行ったが、特徴的な傾向は確

認されなかった。図-4に、補修を確認できた時点で

の接続部の供用年数とT2の関係を示す。10年以内で

はひび割れの補修が多かったが、10年経過後では局

部打換えが多かった。 

 

３．おわりに 

本調査において、異種舗装接続部のアスコン層の

厚さのうちT1やT2が薄いと、その接続部の補修事例

が多いことが確認された。ひび割れ等の不具合を抑

制するためには、バリッドスラブ上のアスコン層を

厚くすることが重要と考える。 

☞詳細情報はこちら 

1)空港施設研究室HP: https://www.ysk.nilim.go.j

p/kakubu/kukou/sisetu/pdf/202509C.pdf 

主任研究官 
(博士(工学)) 

研究官 
 

空港新技術研究官 
(博士(工学)) 

 

 

図-1 接続部の断面イメージ 
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図-2 T1に着目した場合の補修断面数 
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図-3 T2に着目した場合の補修断面数 
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図-4 補修を確認できた時点の供用年数と 

 T2の関係 
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食料安全保障の観点からの 

下水汚泥由来リン回収技術 

に関する実規模実証研究 
(研究期間：令和4年度～) 

上下水道研究部  下水処理研究室 

重村 浩之*      清水 雅弘* 松橋 学* 石井 淑大* 

上下水道研究部  下水道研究室 松浦 達郎      (*:写真掲載者) 

（キーワード）  下水汚泥、肥料利用、リン回収 

 

１．はじめに 

我が国においては、化学肥料原料をほぼ輸入に依

存しており、肥料の主成分であるリンの原料である

リン酸アンモニウムについては、7割以上を中国から

の輸入が占めていた（財務省「貿易統計」（2021年

7月～2022年6月））。また、2021年半ば以降、肥料

原料の国際価格が高騰している。下水汚泥はリンや

窒素等の資源を含有しており、特にリンについては、

年間発生汚泥量約230万トン中に、約5万トンを含有

する等、下水汚泥ポテンシャルを活かした肥料利用

の拡大は、農林水産業の持続性に貢献するものとし

て期待されている。このような状況の中、2030年ま

でに、下水汚泥資源・堆肥の肥料利用量を倍増し、

肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利

用割合を40%まで拡大するという国の方針が示され

た。下水汚泥資源の肥料化は、大きくコンポスト化

とリン回収の2種類の方法で行われているが、リン回

収については、リン回収施設のコストが高い等の課

題により、6処理場での実施にとどまっている。 

 

２．B-DASHプロジェクトによるリン回収技術実証 

低コストかつ効率的な下水汚泥からのリン回収技

術の開発を図るため、国土交通省の下水道革新的技

術実証事業（B-DASHプロジェクト）により、実下水

処理場での技術実証事業を進めており、2026年2月現

在、表に示す4つの技術の実証事業が進められている。

また、これらの実証事業のいずれも、国総研から共

同研究体への委託研究として進められている。 

以下の技術のうち3件は、下水汚泥からMAPを回収

する技術である。MAPとは、リン酸マグネシウムアン

モニウムの略称で、肥料成分として利用可能である。

また、㈱フジタ・福山市等の研究体の技術は、炭化

物（バイオ炭）を用いてリンを回収するものである。

MAPとバイオ炭の一例として、写真を以下に示す。 

表 実証中の下水汚泥由来リン回収技術に係る 

B-DASHプロジェクト（2026年2月現在） 

研究体構成 実証事業名 

月島JFEアクアソリュー

ション㈱・横浜市 

MAPにより脱水ろ液から効率的にリ

ンを回収する技術に関する実証事業 

水ingエンジニアリング

㈱・神戸市 

消化汚泥から効率的にリンを回収す

る技術に関する実証事業 

㈱フジタ・福山市等 リン吸着バイオ炭によるリン回収お

よび炭素貯留技術の実証事業 

月島JFEアクアソリュー

ション㈱・福岡市等 

余剰汚泥からの高効率MAP回収シス

テムに関する実証事業 

 

写真 MAP（左）とバイオ炭（右） 

 

３．おわりに 

これら技術の実証を通じて、下水汚泥からのリン

回収の普及に貢献できるよう、取り組んで参りたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研下水処理研究室 B-DASHウェブサイト 

https://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.ht

m 

室長 主任研究官 
 

主任研究官 
 

研究官 
(博士(工学)) 

主任研究官 
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流域デジタルテストベッド 

の試験利用開始 

 
(研究期間：令和５年度～) 

河川研究部 水循環研究室 

小沢 嘉奈子* 諸岡 良優* 山地 秀幸* 黒沼 尚史* 

山本 陽子 竹下 哲也  (*:写真掲載者) 

（キーワード）  デジタルテストベッド、流域総合水管理、産学官連携 

 

１．はじめに 

国総研では、サイバー空間上の流域の実験場「流

域デジタルテストベッド（以下、テストベッド）」

の整備を令和5(2023)年度から進めてきた。テストベ

ッドは、流域に関する様々なデータを活用し、クラ

ウド環境上で技術開発や実証実験等を行うことで、

産学官連携による研究開発や現場実装の加速化を期

待するものである。整備の進捗に伴い降雨・地形デ

ータや解析環境、可視化ツール等の提供が可能とな

ったことから、令和7(2025)年10月より試験利用を開

始した。本稿では、国総研が整備してきたテストベ

ッドの概要と試験利用事例について紹介する。 

 

２．テストベッドの目的 

 令和7(2025)年6月の「流域総合水管理のあり方に

ついて（答申）」（国土審議会検討部会・社会資本

整備審議会検討小委員会）では、「治水に加え利水・

環境も流域全体であらゆる関係者が他者を尊重しな

がら協働して取組を深化させるとともに、流域治水・

水利用・流域環境間の「相乗効果の発現」、「利益

相反の調整」を図り、一体的に取り組むことで「水

災害による被害の最小化」、「水の恵みの最大化」、

「水でつながる豊かな環境の最大化」を実現させる

「流域総合水管理」を推進」することが示された。 

流域の治水・利水・環境の取組を一体的・効率的

に進めていくためには、流域の様々なデータの分析

に基づく施策立案・実行の意思決定や、それを支え

る技術開発を産学官連携で進める必要がある。 

このため、国土交通省では、流域データの収集・

分析の時間短縮やデータを活用した行政判断の促進

を目的に、クラウド上に「流域データプラットフォ

ーム」の整備を進めており、同プラットフォーム内

の流域データ（国管理109水系を対象）を活用できる

デジタルの実験場として整備したのが、テストベッ

ドである。 

 

３．テストベッドの基本構造 

テストベッドの基本構造を図-1に示す。流域デー

タプラットフォーム内にテストベッドの領域を設け、

テストベッド内の運用・セキュリティを司る「管理

機能」、降雨・浸水想定・人口・洪水予測データ等

の利用・可視化機能とともに、民間企業、地方整備

局・事務所、大学等研究機関が産官学で技術開発や

実証実験等を行う「開発利用環境」を構築している。 

流域データプラットフォーム内の複数水系の流域

データを活用することで、テストベッド内で開発し

た技術の他水系への横展開・実用性確認が容易とな

り、社会実装の加速化が期待される。 

研究官 
 

主任研究官 
(博士(工学)) 

主任研究官 主任研究官 
 

室長 
 

水防災システム研究官 
(博士(工学)) 

図-1 テストベッドの基本構造 
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４．テストベッドの試験利用事例 

テストベッドの試験利用事例を以下に示す。 

(1)河川巡視用 AIエージェントの試行 

 東京大学が開発した「ドローンの撮影動画から河

川巡視の日報作成を AI で支援するシステム」につ

いて、国の河川事務所の担当者が試行した際、テス

トベッドが活用された。 

 

(2)河川一時使用届オンラインシステムの横展開 

 荒川下流河川事務所では、河川区域内のマラソン、

撮影、ドローン等の利用の一時使用届の手続を web

サイト上で行うシステムを構築しているが、このシ

ステムを他の河川事務所でも横展開を試行する際、

テストベッドが活用される予定である。 

 

(3)流域治水の自分事化支援ツールの試行・横展開 

 特定都市河川法の制度を活用した流域治水の取組

を進めている大和川河川事務所や三重河川国道事務

所を対象に、奈良先端科学技術大学院大学が開発し

た XR 技術による水害リスクを直感的に把握できる

「流域治水の自分事化支援ツール」を試行した際、

テストベッドが活用された。（図-2） 

 

(4)治水計画説明資料の AI作成ツールの試行 

河川事務所職員が流域住民に対して河川整備計画

等の治水計画の説明に使用する資料を生成AIで作成

するツールを国総研がテストベッド内で開発し、三

重河川国道事務所の職員を対象に試行した。 

 

(5)治水評価指標の可視化の試行 

特定都市河川法の制度活用を検討している山国川

河川事務所では、テストベッドの機能である治水評

価指標（浸水想定、人口等）の可視化機能について

流域住民への説明時に試行した（図-3）。 

 

(6)SAR衛星を用いた河川水位把握の試行 

国総研では、SAR 衛星画像と流域データプラット

フォーム内の地形データを用いて、河川水位把握技

術の開発をテストベッド上で行っている（図-4）。 

 

５．おわりに 

今後は、現場業務を補助する建設コンサルタント

の業界団体とも意見交換を行い、地方整備局・河川

事務所・建設コンサルタントの業務の省力化・質向

上に資するテストベッドを目指し、整備・運用に取

り組む予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 流域デジタルテストベッドWEBページ 
https://www.nilim.go.jp/lab/feg/dtb/dtbindex.htm 

図-2 流域治水の自分事化支援ツール 

浸水想定 人口

図-3 治水指標可視化機能の試行 

図-4 SAR衛星を用いた河川水位把握の試行 

2.

社
会
の
生
産
性
と
成
長
力
を
高
め
る
研
究

研究動向・成果

https://www.nilim.go.jp/lab/feg/dtb/dtbindex.htm

- 80 -- 80 -

https://www.nilim.go.jp/lab/feg/dtb/dtbindex.htm


413

 

『道路データプラット 

フォーム』の公開と今後 

の展望 
(研究期間：令和５年度～) 

道路交通研究部 道路研究室 

伊原 岳宏 尾崎 悠太 瀧本 真理 

土肥 学        関谷 浩孝 

（キーワード）  xROAD、DX、道路データプラットフォーム、ビッグデータ、交通量、ETC2.0 

 

１．はじめに 

国総研では、国土交通省道路局と協同して、道路

利用のサービスの質を高め、国民生活や経済活動の

生産性を向上させること等を目指し、「xROAD(クロ

スロード)」と称して道路管理・行政手続きのDXを推

進している。xROADの一環として、データ連携の基盤

となる「道路データプラットフォーム」1)（以下、

「道路DPF」）を整備し、2025年5月に一般公開した。

本稿では道路DPFの概要･特徴及び高度利用について

紹介する。 

 

２．道路データプラットフォームの概要･特徴 

 道路DPFは、交通量や旅行速度等の道路関係のデー

タを円滑に利用できる環境を道路管理者や一般に広

く提供することで、道路管理者の業務の効率化のみ

ならず、他分野も含めたデータ連携や民間の新技術

の開発・活用を促進することを目的としている。 

ここで、道路DPFのシステム構成を図-1に示す。こ

れまで各道路管理者においてそれぞれ管理・公開さ

れ、データの様式等も種々であった道路関係のデー

タをAPI等により収集し、各データをデジタル道路地

図と紐付けることにより、データ同士の連携を可能

にしている。さらに、連携したデータ群を扱うため

の個別アプリケーションの開発・導入により、道路

管理の高度化及び効率化が可能である。また、公開

可能なデータの一部をオープン化することで、民間

での利活用や民間による個別アプリケーション開発

などのオープンイノベーションが期待される。道路

DPFの利用にあたっては、後述の「ポータルサイト」

及び「道路データビューア」にてデータの活用イメ

ージを掴んだのちに、個別アプリケーション開発等

の高度な利用へ展開していくことを想定している。 

「ポータルサイト」は、道路DPFの概要や公開して

いるデータの概要、閲覧可能なデータへのリンク等

を確認できるカタログサイトであり、「道路データ

ビューア」は、道路DPFで連携されているデータを地 

※将来的には民間開発アプリケーション、民間データ等も順次追加を検討

接 続

接 続

データ

交通量

ETC2.0

諸元

DRM

道路基盤
地図等
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連
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基本アプリケーション「道路データビューア」

個別アプリケーション（コンター図作成ツール等）

個別システム

データをAPI接続で連携し
•可視化
•地図上での重ね合わせ

等

•データベースの紹介
(仕様、ダウンロード先・API等)

•アプリケーションの紹介
•新着情報

等

掲載
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• DB仕様書
• WebAPI 等

•仕様書
•ソースコード 等
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※WEBブラウザで動作

※WEBページで公開

交通量（観測地点）

旅行速度（ETC2.0）
※色は交通量や速度の大小を示す

 
図-1 道路データプラットフォームの構成（左）と道路データビューアの表示イメージ（右） 
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表 2025年5月に一般公開したデータ一覧 

データの名称 データの内容 

交通量データ☆ 直轄国道の観測機器より集計した交通

量 

旅行速度データ ETC2.0プローブ情報を道路区間毎に統

計処理した旅行速度 

OD 令和3年全国道路・街路交通情勢調査の

自動車起終点調査結果 

点検DB ｢全国施設点検データベース｣に登録済

の道路構造物の諸元や点検結果等（無

料公開分） 

道路属性データ 重要物流道路の指定の有無等 

DRM-DB 全国デジタル道路地図データベース

（主要道路の位置、接続の状況、基本

属性等（無料公開分）） 

☆：APIを公開しているデータ 

 

図-2 個別アプリケーションの表示イメージ 

（上：旅行速度コンター図作成ツール、下：ダッシュボード） 

図上に重畳して表示できるシステムである。 

「道路データビューア」では、一般公開開始時点

で、交通量データ、旅行速度データ、自動車起終点

調査結果、道路構造物（トンネル、橋梁等）の点検

結果、重要物流道路の指定の有無、デジタル道路地

図等が表示でき、特に、交通量データ（5分間値）は、

約25分前の情報を速報値として取得でき、従来のデ

ータ集と一線を画すリアルタイム性を有する（表）。

その他、地図上での距離･面積の計測や、利用者自ら

作成したベクタデータ（GeoJSONファイル）を重畳し

て表示する機能も備えている。これにより、場面に

応じたデータを組み合わせることができ、道路管理

の高度化が期待されるほか、道路分野以外の任意の

データを組み合わせることができるため、新たなデ

ータ活用の広がりが期待されるものである。 

道路DPFのシステムのうち、これら「ポータルサイ

ト｣及び｢道路データビューア｣の一部を一般公開し

ている。今後は、｢道路データビューア｣にて、主要

渋滞箇所、特車通行許可不要区間、交通事故統計、

ロードキル発生状況等を追加で表示可能となる等、

連携するデータを拡充していく予定である。 

 

３．道路データプラットフォームの高度利用 

道路DPFでは、連携するデータのAPIの仕様を公開

することで、ユーザーのニーズに応じた個別アプリ

ケーションの開発が可能となることを目指している。

これまでに、任意の地点の時間帯別の旅行速度を確

認可能な「旅行速度コンター図作成ツール」を開発

し、国土交通省内向けに公開しており、旅行速度の

みならず渋滞の起点となる可能性を示すボトルネッ

ク指数を表示することができる。その他にも、地図

上で選択した交通調査基本区間における交通量や旅

行速度等をグラフ化し、一覧表示する機能を有する

「ダッシュボード」（仮称）を開発中である（図-2）。 

 

４．おわりに 

本稿で紹介した以外にも道路関係のデータは数多

あることから、引き続き道路DPFにおける連携するデ

ータの拡充、API仕様の公開やアプリケーションの開

発等を進め、道路DPFが各道路管理者や民間事業者等

のニーズに寄り添った様々なデータを作成・活用で

きるツールとなるよう整備を進めていく。また、道

路DPFの整備等を通して、道路管理業務の高度化のみ

ならず、道路利用者の安全・安心の確保や利便性向

上につながるよう、xROADを推進していく。 

☞詳細情報はこちら 

1) 道路データプラットフォーム ポータルサイト 

https://www.xroad.mlit.go.jp/ 

2) 道路データプラットフォーム データビューア 

https://view.xroad.mlit.go.jp/ 
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自動運転トラック向け 

路車協調システムの開発 

 
(研究期間：令和５年度～) 

道路交通研究部 高度道路交通システム研究室 

中川 敏正  山本 大貴  松原 朋弘 鈴木 大健 

 

（キーワード）  自動運転トラック、路車協調システム、実証実験  

 

１．はじめに 

近年、物流件数の増加やドライバー不足の深刻化

等により、輸送能力の不足が懸念されている。こう

した中で、持続可能な物流を確保していくためには、

少ないドライバーでも物流サービスの提供が可能な

環境整備を進めていく必要がある。自動運転は、輸

送の省力化・無人化に寄与し、これらの社会課題の

解決に大きく貢献することが期待されている。一方、

高速道路での大型車の自動運転については、車両特

性上の理由により、合流部での本線合流や道路前方

の支障物の回避など、車両単独では走行上のリスク

を軽減することが困難な場面がある。そのため、国

総研では、高速道路での安全・円滑な自動運転の実

現のための道路インフラ側からの情報提供（路車協

調）について、様々な研究を行っている。 

本稿では、国総研が開発した自動運転トラック向

け路車協調システムと当該システムの実現性を検証

するための実証実験の概要を紹介する。 

 

２．自動運転トラック向け路車協調システムの開発 

 国総研では、官民共同研究により普通車を対象と

した路車協調システムを開発してきた1)。具体的に

は、高速道路の合流部付近での本線車両の情報を合

流車に提供する「合流支援情報提供システム」、道

路前方の路上障害情報を本線車に提供する「先読み

情報提供システム」である。一方、大型車は加速性

能が低いことや車線変更に長い走行距離を要するこ

とから、普通車向けのシステムでは、安全・円滑な

自動走行の支援をすることは困難である。 

そこで、国総研では、普通車向けの路車協調シス

テムの技術仕様をもとに、大型車の車両特性を踏ま

えた自動運転トラック向け路車協調システムを開発

し、技術仕様を取り纏めた（図-1）。特に以下の点

について、普通車向けシステムを改良している。 

① 大型車は加速性能が低く、延長が短い連結路で

は加速による速度調整は難しいことから、連結

路での速度調整方法を「減速調整」に変更【合

流支援情報提供システム】  

② 大型車は車線変更に長い走行距離を要するため、

路上障害事象を起点とした情報提供位置を明確

化【先読み情報提供システム】 

 

図-1 自動運転トラック向け路車協調システム 

 

３．新東名高速道路での自動運転トラック実証実験 

(1) 実験概要 

前章で開発した自動運転トラック向け路車協調シ

ステムの有効性を検証するため、新東名高速道路で

の実証実験を実施した。ここでは、合流支援情報提

供システムに関する実証実験の概要を紹介する。実

験箇所は、新東名高速道路の浜松SA（上り）、遠州

森町PA（下り）、駿河湾沼津SA（下り）の合流部で
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ある。本線の路側に車両検知センサ、連結路の路側

に情報提供施設を設置した（図-2、図-3）。センサ

検知区間は、国総研が作成したシステムの技術仕様

をもとに設定した。情報提供施設は、車両検知セン

サが検知した本線車の速度、位置、車間時間等の情

報を0.1秒間隔で自動運転トラックに提供した。 

 

図-2 機器配置レイアウト（浜松SA（上り）） 

   

図-3 合流支援情報提供システムの機器 

（左：車両検知センサ、右：情報提供施設） 

(2) 実験結果 

自動運転トラックの速度と加速度の事例について、

図-4に示す。横軸は高速道路の合流部（ハードノー

ズ）からの距離であり、マイナス側は連結路、プラ

ス側は加速車線及び本線である。本線合流区間（合

流開始から合流終了までの区間）での自動運転トラ

ックの加速度は、合流支援ありでは加速度の絶対値

とばらつきが小さい。自動運転トラックへ合流支援

情報を提供し、より適切なタイミングで加速を開始

した結果、本線合流開始時に適切な速度を維持でき

ていたことが示唆される。 

次に本線後方車の回避行動の発生状況を図-5に示

す。回避行動とは、自動運転トラックの本線後方車

が自動運転トラックを回避するために行った車線変

更である。回避行動の発生割合は合流支援ありでは

4%であり、合流支援なしに比べて大きく低下してい

る。自動運転トラックへ合流支援情報を提供するこ

とにより、自動運転トラックが本線交通流に影響の 

 

 

図-4 自動運転トラックの速度と加速度の例（上：

合流支援あり、下：合流支援なし） 

 

図-5 回避行動の発生割合 

 

少ない形で本線合流ができたことが示唆される。 

 

４．おわりに 

本稿では、自動運転トラック向け路車協調システ

ムと実証実験の概要を紹介した。引き続き、国総研

では国内外の政策担当者、研究者、事業者等と協力

して、持続可能な物流の確保に資する自動運転トラ

ックの早期実現に貢献していきたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国土技術政策総合研究所：次世代の協調ITSの実

用化に向けた技術開発に関する共同研究報告書、国

総研資料、No.1245、2023. 
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用途規制の特例許可実例 

に係る人流ビッグデータによる 

来訪客数の推計に関する研究 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

都市研究部 都市計画研究室     

安藤 亮介        勝又 済            石井 儀光  

楠 拓也          上山 貴之 

（キーワード）  建築基準法第48条ただし書き許可、用途地域、人流ビッグデータ、交通量推計  

 

１．はじめに 

近年の人口減少・高齢化等の進行に伴い、住宅地

におけるコンビニエンスストア（以下、「コンビニ」）

やコワーキングスペース、福祉施設、病院など用途

地域で制限されている建物用途の立地ニーズが増加

している。これら建物用途の立地は、建築基準法第

４８条ただし書に基づき、特定行政庁が当該施設の

立地による周辺市街地への環境影響（交通、騒音、

振動等）や公益性を事前に審査し、許可（以下、「特

例許可」）を行うことにより可能である。 

この特例許可の手続きの一環として行われる公聴

会や建築審査会では、一般的に交通混雑や交通危険

に関する意見が多い。しかし、特に交通面において

は、中小規模の施設を中心に、立地の影響評価に必

要な、建物用途毎の利用者交通特性に係る信頼に足

るデータが未整備であるため、申請者（事業者）、

審査側（特定行政庁）双方において、時間・費用・

手間がかかり、結果として特例許可の運用が硬直化

する傾向がある。 

本研究では、用途地域における立地規制の特例許

可に係る申請･審査を効率化し、地域ニーズに即した

施設の円滑な立地を実現すること目的として、近年

利用可能性が高まっている人流ビッグデータを活用

し、建物用途ごとの来訪客数の推計手法を検討する。 

 

２．特例許可の実態調査 

 住居系用途地域において、特例許可がどのような

施設に対して行われているのか、全国的な傾向を把

握するため、全国の特定行政庁を対象にアンケート

調査を実施した。その概要を表-1に示す。 

アンケート調査の結果、特例許可案件の施設種別

としては、コンビニが突出して多く(22件)、次いで

自動車修理工場(8件)、調剤薬局(6件)、事務所(5件)、

コインランドリー(4件)が多くなっていることがわ

かった。 

表-1 アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人流ビッグデータと実測調査の比較 

３.１ 使用データと実測調査対象施設の選定 

 アンケート調査の結果を踏まえ、本研究では来訪

客数を推計する施設用途の対象として、まずは特例

許可の実績数が最も多く、全国的に一定のサービス

が提供されていると考えられるコンビニを選定した。 

特例許可により立地したコンビニの来訪客数を把

握するため、本研究では人流ビッグデータを使用す

る。使用するデータは携帯電話の GPS 位置情報デー

タであり、全国の任意のエリアや施設に対する詳細

な通行・滞在人口を取得可能な「KDDI Location 

室長 
(博士(都市・ 
地域学)) 

研究官 
 

研究官 
(博士(工学)) 

主任研究員 
(博士(工学)) 

都市研究部長 
（博士（工学）） 

調査対象団体
東京特別区以外の限定特定行政庁を除く全特定行政庁
３０７団体

調査期間 令和6年5月30日～令和6年6月28日

調査媒体 電子メールによる配信・回収

調査対象案件

下記の全ての条件に該当する特例許可案件
①．平成30年度～令和4年度の期間に建築基準法第48条
ただし書に基づく許可を受けたもので、審査の過程で交通
面の影響※が課題となった案件
②．対象施設について、住居系用途地域に敷地の一部でも
立地する案件
③．対象施設の延べ床面積が1,000㎡以下の案件

※ 当該建築物の出入り交通に起因する、騒音、振動、交通
安全、交通負荷、駐車アイドリング、ヘッドライト、排気ガス、
不特定多数の往来等

調査項目 特例許可施設の用途、住所、許可年月日等

回答率 100%（該当なしを含む）

該当案件数 82件
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Analyzer 国内居住者版（以下、「KLA」）」を活用する。 

KLA により取得された来訪客数の推計値の妥当

性を確認するため、現地における来訪客数の実測調

査を行った。実測調査の対象は、最も特例許可の件

数が多い用途地域である第一種低層住居専用地域に

立地するコンビニの許可実例のうち、特定行政庁へ

のアンケート調査において審査の過程で交通面の課

題があったと回答のあった 21 施設を抽出した上で、

周辺人口等の立地条件を考慮して３施設を選定した。

実測調査は 2024 年 11 月 7 日（木）、または 14 日

（木）の午前７時～翌日午前７時の 24 時間、各施設

の敷地出入口に調査員を配置し、交通手段別に来訪

客数をカウントした。 

 

３.２ 人流ビッグデータと実測調査結果の比較 

実測調査の結果と、KLA による来訪客数の推計値

を比較した。KLA の推計値は、国勢調査の夜間人口

と当該調査区における au のスマートフォン利用者数

の比率により拡大され、算出されている。また、20歳

未満は集計対象とされていないため、１日の来訪客数

の推計値では実測値と誤差が大きい可能性がある。そ

こで本研究では、①実測調査実施日、②実測調査実施

日前後２週間の日平均、③１年間の日平均の３パター

ンの KLA推計値と実測調査の平日来訪客数を比較す

る。比較結果を表-2に示す。この結果から、１年間の

日平均の来訪客数推計値が、実測値に最も近いことが

確認された。ただし比較件数は３施設のみであり、統

計的な精度はないため、あくまで参考値として捉える

必要がある。 

 

４．来訪客数の推計モデルの試作 

KLA により推計された来訪客数を目的変数とし

て、コンビニの来訪客数の推計モデルを試作する。サ

ンプル数を確保するため、３.１で抽出した審査の過

程で交通面の課題があったコンビニ 21 施設に、交通

面の課題が特になかったコンビニ 10 施設を加え、合

計 31 施設を分析対象とした。説明変数としては、施

設周辺の人口・居住環境に関する変数、交通環境に関

する変数、及び用途地域指定に関する変数から選定し 

表-2 各施設の人流ビッグデータと実測値の比較一覧 

 
表-3 コンビニエンスストア来訪客数の推計モデル 

 
*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01   

重回帰分析を行った。 

その概要を表-3に示す。一定の説明力を持ったモデ

ルは構築されたが対象サンプルが少ないことから、今

後は追加のサンプルを確保し、モデルの妥当性及び汎

用性を高めていく必要がある。 

 

５．まとめ 

本研究では、コンビニを対象として、人流ビッグ

データを活用して建物用途ごとの来訪客数を推計す

る手法を検討した。実測調査と人流ビッグデータの

推計値を比較した結果、１年間の平均値等を参照す

ることが妥当である可能性が示唆された。また、来

訪客数の推計モデルの試作を行ったが、サンプル数

が限られていることから、今後はモデルの精度向上

を図るとともに、他の施設用途についてもモデル構

築等を進めていく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研 都市計画研究室HP 

https://www.nilim.go.jp/lab/jbg/landuse.html 

施設A 施設B 施設C
A 実測値（人/日） 1,231 655 1,298
①KLA推計値（人/日）
(実測調査実施日) 1,811 548 905

②KLA推計値（人/日）
(実測調査実施日前後2週間) 1,288 1,271 1,297

③KLA推計値（人/日）
(1年間日平均) 1,236 893 1,176

①／A 1.47 0.84 0.70
②／A 1.05 1.94 1.00
③／A 1.00 1.36 0.91

日来訪者数

実測値と人流
データの比率

変　数 標準偏回帰
係数 VIF

周辺3km圏内の夜間人口 0.492 2.473 ** 3.503
立地場所の指定容積率 -0.397 -2.880 *** 1.679
周辺の小学校の有無 -0.240 -2.032 * 1.239
前面道路交通量（最大値） 0.360 2.835 *** 1.427
来訪者の居住地からの平均距離
（KLAデータより算出） -0.550 -3.927 *** 1.737

幹線道路（県道以上の道路）
までの距離 -0.273 -2.025 * 1.605

周辺3km圏内の低層住居専用地域
（第一種、第二種）面積割合 -0.319 -1.863 * 2.593

周辺3km圏内の住居地域、
準住居地域面積割合 0.423 2.882 *** 1.904

周辺3km圏内の準工業地域、
工業地域、工業専用地域面積割合 -0.453 -3.350 *** 1.622

定数項 - 5.571 *** -

t　値

自由度調整済みR2乗：0.661   モデルの適合度 P<0.001
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将来人口・世帯予測ツールVer.３ 

（世帯予測実装版）の公開 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

 

都市研究部 都市計画研究室           安藤 亮介 

都市研究部                           勝又 済 

（キーワード）  将来人口、将来世帯数、予測ツール、令和２年国勢調査 

 

１．はじめに 

国総研では、研究の一環として作成した「小地域

（町丁・字）を単位とした将来人口・世帯予測ツー

ル」を2017年1月に公開し、コンパクトシティ形成に

向けた立地適正化計画、都市計画マスタープラン、

地域公共交通計画の策定等に活用いただくなど、多

くの方々にご利用いただいている。 

本ツールについては、これまで令和２年国勢調査

に基づく人口予測のみに対応したものを公開してい

たが（図-1）、2025年６月に、世帯予測にも対応し

たVer.３（世帯予測実装版）を作成、公開した（Ver.

１は平成22年国勢調査結果、Ver.２は平成27年国勢

調査結果に対応）。今回の改良においては、これま

でのユーザーからの要望を踏まえ、新しい機能を追

加した。本稿では、その主な機能の概要を紹介する。 

 

２．将来人口・世帯予測ツールVer.３（世帯予測実

装版）の主な特長 

Ver.３（世帯予測実装版）では、世帯数の予測に

加えて、予測計算や、Microsoft Excel上での予測結

果の簡易マップ表示を、複数市区町村について一括

して実施することが可能となった（図-2）。また、

昨今の実状を踏まえ、外国人人口の推移や分布が確

認できるよう改良した（実績値のみ）。地理情報シ

ステム（GIS）でも活用することができ、予測結果に

ついては100ｍメッシュへ配分が可能であるが、今回、

都市計画区域では「工場」を除いた建物用地にメッ

シュ配分ができるように改良を行っている（従前は

工場のメッシュにも人口を配分）。 

今回の改良により、今後、各種計画の新規策定や

見直しにおいて、最新の将来世帯予測や広域の将来

推計結果を考慮した検討が可能となった。本ツール

については、引き続き、国勢調査の実施に合わせた

更新や、ユーザーからの要望を把握した改良を検討・

実施してまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研 都市計画研究室HP https://www.nili

m.go.jp/lab/jbg/depopulation.html 

2）記者発表資料 https://www.nilim.go.jp/lab/j

bg/pdf/press/kisya20250602_1.pdf 

部長 
(博士(工学)) 

主任研究員 
(博士(工学)) 

図-2 複数市区町村の予測結果の簡易マップ表示 

図-1 予測結果に基づく人口ピラミッド 
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2）記者発表資料　https://www.nilim.go.jp/lab/

jbg/pdf/press/kisya20250602_1.pdf
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技術提案・交渉方式 

適用工事における効果分析 

 
(研究期間：令和４年度～) 

社会資本マネジメント研究センター 社会資本マネジメント研究室 

 田嶋 崇志    遠藤 弘気    長崎 裕幸    松田 奈緒子 

（キーワード）  入札契約方式、技術提案・交渉方式、ECI、効果分析  

 

１．はじめに 

平成26年6月の「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律（品確法）」の改正により、仕様の確定が困

難な工事において、技術提案の審査及び価格等の交

渉により仕様を確定し、予定価格を定めることを可

能とする技術提案・交渉方式（図-1）が新たに規定

された。 

平成27年6月には、「国土交通省直轄工事における

技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」が策定さ

れ、令和8年1月末現在、国土交通省直轄の50工事（港

湾・空港除く）に技術提案・交渉方式が適用されて

いる。技術提案・交渉方式の活用により、施工者の

提案を活かした効率的な施工技術の活用や、施工段

階でのリスク発現の抑制等、建設生産性向上への寄

与が期待される。一方、技術提案・交渉方式の実際

の適用効果については、十分に整理されているとは

言い難い。特に、定量的な効果の分析については、

標準的な設計で工事を実施した場合を仮定し、これ

に対してどの程度効果があったかを分析する必要が

あるため、工事完成図書等から効果を把握すること

は難しい。本稿では国土交通省直轄工事における技

術提案・交渉方式適用工事において、アンケート調

査を用いた効果分析を行った結果について報告する。 

２．調査方法及び対象 

（１）アンケートによる定性的効果把握 

技術協力業務が完了し、既に国土技術政策総合研

究所でヒアリング等を実施した工事21件（橋梁4件、

橋梁補修8件、トンネル2件、砂防3件、河川構造物4

件）を対象に、技術提案・交渉方式のマクロ的な効

果の把握を目的とし、図-2の左列に示す設問につい

て、発注者と施工者へアンケート調査を実施し、調

査結果の比較等を行った。 

 

（２）アンケートによる工期短縮効果の定量的把握 

技術提案・交渉方式の適用により、どの程度の工

期短縮効果があったかを工事完成図書等から定量的

に把握することは難しいため、施工者へのアンケー

ト調査によって推計した。また、その推計結果の妥

当性の確認のため、規模が技術提案・交渉方式と同

程度の総合評価落札方式において発生したリスクに

よる工期延期日数を調査した。 

対象は、技術提案・交渉方式では、(１)のアンケ

ート調査と同様の21工事とした。総合評価落札方式

では、技術提案・交渉方式と同様の規模、工種の39

工事（橋梁工事10件、橋梁補修工事17件、トンネル

工事9件、ダム工事3件）を対象とした。 

 

３．技術提案・交渉方式アンケート結果 

（１）アンケートによる定性的効果把握 

調査結果を図-2に示す。 

契約変更・手戻りの回避の設問については、施工

者で全体の76％、発注者では全体の56％が、契約変

室長 
 

主任 
研究官 

研究官 交流研究員 

 図-1 技術提案・交渉方式 
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更・手戻りが抑制できたと回答している。 

工期短縮の設問については、施工者で全体の71％、

発注者では全体の60％が、技術提案・交渉方式を採

用したことにより、工期が短くなったと想定できる

と回答している。「施工者側からの施工方法変更の

提案、作業効率を考えた仮設備の提案等が採用され

たことにより、工期短縮に繋がった」等の意見が挙

げられた。一方で、工期短縮がなされなかった理由

として、「不可視部分の追加補修や、工事着手後の

地元要望による再検討により、工程遅延が発生した」

といった意見も挙がった。 

適用効果の設問については、施工者で全体の81％、

発注者では全体の56％が技術提案・交渉方式を適用

しなければ実施が難しかったと回答した。「工事難

易度が高い工事において、標準設計ではリスクが発

生して施工が出来なくなり、工事一時中止になって

いた可能性が高い」という意見が挙げられた一方、

「関連工事の遅れの影響があり技術提案・交渉方式

を有効活用できなかった」という意見も挙がった。 

 

（２）アンケートによる工期短縮効果の定量的把握 

技術提案・交渉方式適用工事における工期の短縮

日数及び総合評価落札方式における工期の延伸日数

を工事規模別に整理した。なお、工期短縮・延伸の

基準は、当該工事が総合評価落札方式適用工事と仮

定し、標準案により工事が円滑に進んだ場合とした。 

技術提案・交渉方式の工期短縮日数と総合評価落

札方式の延伸日数の平均値を表-１に示す。なお、平

均値は各工事での短縮日数の合計を工事件数で除し

た値である。結果を見ると、技術提案・交渉方式を

適用したことにより、標準設計から施工日数を、平

均で79日短縮出来たと回答している。また、工事費

30億円以上の工事では平均で129日短縮出来たと回

答しており、工事費30億円未満の工事（平均54日）

に比べ、短縮日数は大きい。 

また、参考として総合評価落札方式の工期延期の

結果をみると、技術提案・交渉方式よりも大きな値

となっており、技術提案・交渉方式の適用による工

期短縮の効果は過大な結果ではないと推察される。 

技術提案・交渉方式では、設計段階から施工者が

関与することにより、施工者の知見やノウハウや知

見を施工に反映することが可能であるため、総合評

価落札方式で起こり得るリスクに対して事前に対策

し解決出来ていると考えられる。 

 

４．まとめ  

今回の調査の結果により、技術提案・交渉方式の

工期短縮や手戻り回避の効果を把握することができ

た。また、技術提案・交渉方式でないと実現が難しか

ったという意見も多く確認された。あくまでアンケ

ート調査による数値ではあるものの、工期短縮効果

について、定量的な数値も把握できた。今後はこれ

らの効果等を国総研資料にとりまとめる予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 深田桃子他：技術提案・交渉方式における適用

効果の分析，第42回建設マネジメント問題に関

する研究発表・討論会 講演集 

https://www.nilim.go.jp/lab/peg/img/file2226.pdf 

図-2 アンケート結果一覧 

表-1 延べ工期延伸・短縮日数 

調調査査
対対象象

設設問問概概要要設設問問

施工者総合評価落札方式で実施した場合より、
契約変更、手戻り等が抑制できたか

契約変更・
手戻りの回避 発注者

施工者総合評価落札方式で実施した場合より工
期が短くなったと想定できるか工期短縮 発注者

施工者技術提案・交渉方式を適用しなければ、
実施は難しかったと想定できるか適用効果 発注者
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定置式水平ジブクレーン施工での 

現場打ちコンクリート工事にお 

ける生産性向上効果の評価 
(研究期間：令和３年度～令和７年度) 

社会資本マネジメント研究センター社会資本システム研究室 

山口 悟司 市村 靖光 堤 達也  

（キーワード）現場打ちコンクリート工事、定置式水平ジブクレーン、生産性向上 

 

１．はじめに 

 少子高齢化の影響もあり施工を担う建設技能者が

減少傾向の中、社会資本の整備・更新・復旧等を担

う建設業の生産性向上は喫緊の課題である。 

コンクリート工ではプレキャスト化による生産性

向上が取り組まれているが、なお残る現場打ちコン

クリート工の生産性向上手法の検討が重要である。 

本稿では、現場打ちコンクリート工事を対象に、

欧州で多用されている現場に常設し、専用のオペレ

ーターを不要とする定置式水平ジブクレーン（以下、

ジブクレーン）での実工事の作業状況及び現場代理

人の意見を踏まえ、ジブクレーンと移動式油圧クレ

ーンを比較して、生産性向上や工程短縮効果の評価

を試みた。 

 

２．ジブクレーンの特徴 

 ジブクレーンの概要を図-1、主な特徴を表-1に示

す。 

移動式油圧クレーンと比較した特徴としては、施

工期間中に現場に常設し、国家資格を持つオペレー

ターを必要としない点である。このため、ジブクレ

ーン施工の場合、普段は人力で運搬する軽量物を含

めて技能者自らが作業時間中の任意の時間に運搬で

きる。結果として作業の前倒しや人力運搬の縮減等

により現場作業の効率化を図ることができる。 

 

３．生産性向上効果の評価 

移動式油圧クレーンとジブクレーンの労働生産性

を比較するため、近隣での同じ現場条件、同一の構

造物における両者の施工データを取得し、分析した。 

公益財団法人日本生産性本部では、投入量に労働

者数もしくは労働者数に労働時間を乗じた総労働時

間を、生産量に物量または新たに生み出した付加価

値額を用いて、生産量を投入量で除したものを労働

生産性としている。本稿では生産量を設計数量、投

入量を工事日報入力システムで集計した工種別の総

労働時間とした。 

主任研究官 特任研究官 
 

室長 
 

①常設

③無線操作

④揚程・干
渉軽減

②運転操作が容易
（技能者操作）

 

図-1 ジブクレーンの概要 

 

表-1 ジブクレーンの主な特徴 

項目 概要
①常設 設置期間中は現場に常設

②運転操作が容易
（技能者操作）

天井クレーンと同様に、水平稼動
（横行）と垂直稼動（巻き上げ/下
げ）とを独立して操作でき、ジブ傾
斜変更なく容易に操作可能。特別教
育のみで操作可能

③無線操作 リモコンで操作

④揚程・干渉軽減
ジブが傾斜しないため、クレーンを
設置したい箇所の近傍に障害物が
あっても、据え付け可能。  

 

2.

社
会
の
生
産
性
と
成
長
力
を
高
め
る
研
究

研究動向・成果

定置式水平ジブクレーン施工での 
現場打ちコンクリート工事における 
生産性向上効果の評価

- 90 -- 90 -



 

鉄筋工の労働生産性比較結果を図-2に示す。図-2

にて横軸は移動式油圧クレーンでの労働生産性、縦

軸はジブクレーンの労働生産性であり、黒点線の場

合、生産性は同等を示す。ジブクレーンの方が移動

式油圧クレーンよりも生産性が高い傾向が見られた。 

 

４．工程短縮効果の評価 

移動式油圧クレーンでの施工では、クレーン手配

日数を縮減するため、重量物運搬や作業準備を行う

工種切り替え日等に限定し、クレーンを手配するこ

とが多い。一方、ジブクレーンは現場に常設するた

め、施工中常に使用できる。 

図-3にジブクレーンと移動式油圧クレーンの手配

日数の違いによる、翌日作業に用いる資材運搬の前

倒しで生じる工程短縮効果の考え方を示す。図-3の

両頭矢印の区間がクレーン手配日である。 

図-3で示す工種Bの作業前の運搬は、移動式油圧ク

レーンの場合には、2日目にクレーンを手配しないた

め、3日目に運搬を行うこととなる。一方、ジブクレ

ーンの場合には、工種Aの作業後(2日目)に運搬する

ことで、3日目は運搬作業無しで施工できるため、移

動式油圧クレーンに対して工程が短縮すると考えら

れる。 

国土交通省北海道開発局より2024年に発注された

ジブクレーンを使用する現場打ち函渠工事を対象に、

工程短縮効果を試算した結果を表-2に示す。翌日作

業に用いる資材運搬は施工日数104日のうち8日で確

認され、その運搬時間である工程短縮効果は5.5時間

であった。 

 

５．おわりに 

本研究は「多能工施工によるコンクリート躯体工

等の土木現場施工の生産性向上に関する共同研究」

の一環として実施したものである。現場打ちコンク

リート工事の生産性向上に向けて、今回整理した定

量的効果に加えて、施工・施工管理における定性的

な効果や課題、適用現場条件等について共同研究報

告書としてとりまとめる予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 定置式水平ジブクレーン活用の手引き(案) 

https://www.nilim.go.jp/lab/pbg/jib/Jib-crane-

guide_Ver1.00.pdf  

2) 土木学会論文集第81巻23号25-23136  

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscejj/81

/23/81_25-23136/_article/-char/ja 
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図-2 労働生産性比較（鉄筋工） 

１．移動式油圧クレーン

２．ジブクレーン

工種A 工種B 工種B

1日目 2日目 3日目 4日目

工種A 工種A 工種B 工種B

5日目

工種A

クレーン手配日 クレーン手配日

ククレレーーンン手手配配日日（（常常設設））

前前日日準準備備 → 工工程程短短縮縮にに寄寄与与

B
準

備

B
準

備

ジブクレーンでのB準備運搬が

ないため作業無し

B準備運搬を3日目に実施した

ことによる工程遅延

 

図-3 工程短縮効果（翌日作業に用いる資材運搬） 

表-2 工程短縮効果試算結果 

（翌日作業に用いる資材運搬） 

日付 工種
運搬
回数

運搬資材種類
工程短縮
効果(h)

日数，工
程短縮効
果　合計

7月4日 鉄筋 4 鉄筋 0.50
7月5日 鉄筋 2 鉄筋 0.25
7月8日 鉄筋 8 鉄筋 2.00
7月9日 鉄筋 4 鉄筋 1.25

7月10日 鉄筋 3 鉄筋 0.50
7月11日 型枠 1 端材 0.25
7月25日 型枠 6 型枠板 0.50

9月23日 型枠 3 型枠板，型枠
補強材

0.25

8日，

5.50h
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画像から簡易に三次元 

データを生成するAI技 

術の検証 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

社会資本マネジメント研究センター 社会資本情報基盤研究室 

堀口 和希 山口 知記 池田 武司  

 

（キーワード）  3D Gaussian Splatting、AI、SpotLessSplate  

 

１．はじめに 

3次元の形状をデジタルデータで表したもの（以下

「3次元データ」という。）は、関係者間の相互理解

や意思決定を円滑化し、建設事業全体のプロセスの

効率化と生産性向上が図られるため、近年広く活用

されている。一方、3次元測量に基づく3次元データ

作成には、専用の機材と技能、時間を要し、災害時

など急を要する場面では取得が困難な場合がある。 

本研究では、河川や国道及び周辺構造物等の３次

元データ作成を想定し、スマートフォンやドライブ

レコーダーなど身近な機器を用いて3次元データを

簡易に生成可能なシステムの構築を目的とした。こ

のために、高品質で高速に処理可能とされる新技術

の3D Gaussian Splatting（以下、「3DGS」という。）、

視覚的な「もや」を除去するSpotLessSplats（以下、

「SLS」という。）という技術を用い、画像から3次

元データを生成するAI技術の検証及びプロトタイプ

システム構築に取り組んだ。 

 

２．画像から3次元データを生成する技術 

(1）SfM-MVSと3D Gaussian Splattingについて 

画像から3次元データを生成する技術には、SfMが

ある。三角測量の原理で元の画像を撮影したカメラ

の位置と向きを算出して疎な点群を生成する。また、

SfMの結果から密な点群を得る技術としてMVSがある。

SfM-MVSの利用は、画像約1000枚で処理時間が1日程

度必要となり、リアルタイム性に欠ける課題がある。 

これに対し、元データとして画像を用いるのは同

じだが、異なる技術として、3DGSがある。従来の手

法がメッシュやポリゴン等で形状を再現するのに対

し、3DGSは、3次元ガウス分布としてラグビーボール

のような回転楕円体（3D Gaussian）を空間上に複数

配置することで視点の変化に応じた自然な外観を再

現する。元データの画像からSfMを用いカメラ位置と

視線方向を取得して3D Gaussianを配置し、その中の

色分布や不透明度等を最適化して3次元データを生

成する（図-1）。また、任意の視点に対し生成され

た3次元データを射影（Splat）することでその視点

からの画像が生成可能であり、元データの画像枚数

が少なくても対応できるとともに、3DGSは各点をガ

ウス分布として処理するため、SfM-MVSと比べ高品質

で処理速度が速いとされる。 

 

図-1 3DGSの処理の流れ 

 

(2)SpotLessSplats（SLS）について 

3DGSでは、動画撮影時に動いている物体や光の変

化などがある場合、生成されたデータに「もや」の

ようなものが生成される問題がある。 

SLSはこの「もや」対策として考案された手法であ

り、事前学習した各種対象物の汎用的な特徴データ

及び正常値と外れ値のフィルターを用い、3DGSで生

成される推定値と特徴データとの誤差が最小になる

よう3次元データの生成を行う。加えて、生成AIであ

るStable Diffusionを使い物体の輪郭を推測するフ

ィルターを作り、より的確な「もや」の除去を行う。 

室長 
(博士(工学)) 

主任 
研究官 

 

研究官 
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３．技術の適用検証について 

(1)検証用のシステム 

2.で述べた3DGSとSLSの両技術を適用し、検証用の

画像データ（動画）から3次元データを生成する検証

用システム（諸元等は表-1の通り）を構築した。 

(2)実行結果 

道路と周辺構造物を生成対象とし、国総研構内の

道路を正面から撮影した動画（図-2）を用い、構築

した検証用システムの稼働試験を行い、3次元データ

を生成した。また、比較のため、SfM-MVSによる生成

も行った（図-3, 4）。任意視点での生成状況確認の

ため、道路脇の建造物を正面から見た構図とした。 

処理速度では、約1日かかるSfM-MVSに対し、図-4

に示す3DGSは画像約1000枚（100fpsで10秒）を3～4

時間程度で処理可能であり効率的な処理を確認した。 

また、生成した3次元データの品質では、図-3は図

-4より大きく乱れが生じており、これは元動画の画

角が進行方向と平行だったり一方向からのみ撮影さ

れた影響が大きく現れたためと推測される。また、

図-4を見ると、空の部分に「もや」があり視認性が

弱く、SLSによる改善が余り見られない結果となった。 

 

図-2 元動画の切り抜き 

 

図-3  SfM-MVS（構造物を正面から見た構図だが元

動画と同様の画像になってしまっている） 

 

図-4 3D Gaussian Splatting（SpotLessSplats） 

 

表-1 主なデータ諸元やソフトウェアなど 

ｼｽﾃﾑ Webｼｽﾃﾑ(HTMLﾍﾞｰｽ） 

動画ｻｲｽﾞ 150MBまで 

(GoPro の100fpsで約10秒想定) 

動画形式 mp4, mov, mpeg2, wmv 

動画の 

処理範囲 

「動画開始何秒後」から 

「何秒間処理」を利用者が指定 

ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ ｼｽﾃﾑよりｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ ﾃﾞｰﾀ出力先から任意保存 

ﾃﾞｰﾀ出力先 共有ｽﾄﾚｰｼﾞ(職員のみｱｸｾｽ可能） 

他に用いたｿ

ﾌﾄｳｪｱ 

動画切り出し：FFMpeg 

SfM実行  ：COLMAP 

 

４．まとめ 

3DGSの適用により、道路や周辺構造物の形状を正

確に把握する観点から、SfM-MVSと比較し、処理速度

と品質が向上した。 

 一方、3DGSの精度を向上させる技術としてSLSを利

用したが、「もや」の除去など視認性に目立った改

善は見られず、原因として、元動画が一方向からの

撮影のみで不十分だったことなどが考えられる。 

この結果を踏まえ、今後は撮影方法についても検

証を行い、より精度の高い3次元データが生成できる

撮影手法を模索する必要がある。また、見栄えや精

度の改善について、定量的な評価方法についても提

示できるよう検証を進めていく。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 土木技術資料 令和7年11月号 pp.50-51 

https://www.pwrc.or.jp/mokuji2025.html#m011 

2) 建設電気技術 2025技術集 pp.1-6 
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モーダルシフトの受け皿としての 

国内空コンテナ流動の把握に関する検討 
(研究期間：令和７年度～令和８年度) 

港湾・沿岸海洋研究部  港湾システム研究室 

鈴木 諒 小川 雅史   

 

（キーワード）  空コンテナ、港湾統計、モーダルシフト 

 

１．はじめに 

近年は物流の2024年問題に対する解決策の一つと

して海運へのモーダルシフトに一層の注目が集まっ

ている。本分析は、いままであまり注目されてこな

かった海上輸送における輸送余力の一部としての空

コンテナ流動に着目し、政策支援情報の提示を目的

として、国内港湾間空コンテナ流動OD表の作成を含

めた実態把握を進めている。 

 

２．国内空コンテナ貨物量の概況 

 港湾統計より、2023年の我が国港湾における内貿

コンテナ取扱貨物量（実入り・空別）を図-1に示す。

実入りコンテナは2,337千TEU、空コンテナは2,048千

TEUとなり、港湾における内貿コンテナ取扱貨物量の

うち、空コンテナは実に約５割に上る。 

 

３．国内港湾間空コンテナ流動OD表試作の検討 

港湾統計からは、2港間における移出及び移入の貨

物流動が分かる。2港間における貨物輸送は、図-2に

示す関係性が成り立つため、港湾統計における移出

側港湾及び移入側港湾の記載貨物量は理論上一致す

る。しかし、実際には様々な要因によって移出側と

移入側での記載貨物量に差異が生じているデータが

存在しているなどの課題もある。国内港湾間空コン

テナ流動OD表の試作に先立ち、このような課題を解

消するための事前処理（図-3）も必要であるため、

国内空コンテナ流動の正確な把握に向け、課題の洗

い出しと対応策の検討を進めている。 

 

４．今後に向けて 

国内港湾間空コンテナ流動OD表の試作を進め、わ

が国の空コンテナ流動の特徴を明らかにするととも

に、モーダルシフト促進に向けた示唆を得るための

検討を進めて行きたい。 

室長 
(博士(工学)) 交流研究員 

 
図-3 データ不一致の事前処理フローの例 

NO YES

YESNO

移出及び移入側港湾の
記載貨物量が一致

移出及び移入側港湾
のうち片側の

記載貨物量がない

移出及び移入側港湾のうち
「大きい方」を採用

移出及び移入側港湾のうち
記載がある貨物量を採用

「大きい方」

一致している
記載貨物量を採用

一一致致不不一一致致（（片片側側００））不不一一致致（（差差異異あありり））

 

 

図-2 2港間における貨物輸送イメージ 

 

A港 B港100
TEU

移入側港湾
移入として
100TEU記載

移出側港湾
移出として
100TEU記載

 

図-1 内貿コンテナ取扱貨物量（実入り・空別） 
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欧州・北米からの訪日客を対象とした 

複数国周遊の実態分析 

 
(研究期間：令和６年度～) 

空港研究部 空港計画研究室 

岩崎 幹平 黒田 優佳 

（キーワード）  航空需要予測、インバウンド、複数国周遊  

 

１．研究の目的と背景 

国総研が構築した航空需要予測モデル（以下、「国

総研モデル」という。）のうち、欧州・北米からの

入国者を予測するサブモデルについては出発国と日

本の指標のみを用いている。一方でこれらの地域か

らの訪日客については、東アジア等の周辺国・地域

にも訪問している可能性が考えられることから、当

該周遊に関する指標の必要性について検討するため、

2012年から2019年にかけての国際航空旅客動態調査

（以下「当該調査」という。）を用いて周遊の実態

を分析した。 

 ここで当該調査は出国旅客（日本人・外国人）及

び成田国際空港・東京国際空港・関西国際空港を利

用する乗継旅客を対象に，毎年8月及び11月頃に1回2

日～1週間程度，調査員による面接調査または被調査

者自らの記入により実施されているサンプル調査で

ある。外国人については日本から海外へ旅行する外

国人に調査を行っている。このため，２．の訪日客

数は当該調査における外国人の出国者の合計値とな

る． 

 

２．分析結果 

(1)複数国周遊の状況 

欧州・北米からの訪日旅客について、当該調査を

用いて複数国周遊の状況を分析したのが図-1及び図

-2である。 

欧州からの訪日客は2012年から2019年にかけて約

2.7倍、北米は約2.5倍に増加している。こうした中

で複数国周遊する旅客の割合は欧州が約3～4割、北

米が3～5割で推移していた。 

 

図-1 欧州からの複数国周遊を行う訪日客数及びそ

の割合の推移 

 

 

図-2 北米からの複数国周遊を行う訪日客数及びそ

の割合の推移 

 

(2)日本出国直後の訪問地域・訪問国 

（1）の複数国周遊する旅客について、「日本出国

直後の訪問国」がどの国・地域となっているかを分
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析したのが図-3及び図-4である。 

図-3及び図-4において、「訪問国なし」は複数国

周遊しているものの日本出国直後の訪問国はなく、

日本入国直前に日本以外の国・地域を周遊している

旅客である。 

欧州居住者については図-3に示すとおり、「訪問

国なし」以外、つまり複数国周遊する旅客のうち日

本出国直後に他の国・地域に周遊する割合は約8～9

割となっており、日本出国直後に東アジアを訪問す

る割合が約3～4割となっている。また、東アジアの

中で周遊する国・地域としては韓国が最多となって

いる年が多い。  

北米居住者については図-4に示すとおり、「訪問

国なし」以外、つまり複数国周遊する旅客のうち日

本出国直後に他の国・地域に周遊する割合は約8～9

割となっており、日本出国直後に東アジアを訪問す

る割合が約4～5割となっている。また、東アジアの

中で周遊する国・地域としては概ね4か国・地域に均

等に分かれている。 

 

 

図-3 欧州居住者の複数国周遊のうち日本出国直後

の訪日客数・割合及びその内数としての東アジアに

周遊する訪問国・地域別の訪日客数・割合の推移 

 

図-4 北米居住者の複数国周遊のうち日本出国直後

の訪日客数・割合及びその内数としての東アジアに

周遊する訪問国・地域別の訪日客数・割合の推移 

 

３．本研究成果の意義と今後の展開 

本分析により、訪日客のうち欧州居住者について

は約3～4割、北米居住者については約3～5割が日本

を含む複数国を周遊していることが確認できた。ま

た複数国周遊するケースのうち、日本出国直後に他

の東アジアの国・地域を訪問する割合が欧州は約3

～4割、北米は約約4～5割となっていることが確認で

きた。 

今後はこうした複数国周遊が日本を主目的に訪問

し、併せて他の国を周遊しているのか、または他の

国を主目的に訪問し、併せて日本に周遊しているの

かといった複数国周遊の目的・背景、またコロナ禍

後の最新データを活用した周遊状況の把握等につい

てもさらに調査し、国総研モデルの改善について検

討していきたい。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 「運輸政策研究」投稿論文 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/tpsr/28/0

/28_TPSR_28R_03/_article/-char/ja 
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空港におけるコンクリー 

ト構造物の標準化に関す 

る検討 
(研究期間：令和５年度～) 

空港研究部 空港施工システム室 

畑 伊織      坂井 優太       久保田 皐       諸山 晃輝 

（キーワード）コンクリート構造物の標準規格化、空港コンクリート構造物、プレキャスト化 

１．はじめに 

 2024年の建設業就業者数（477万人）は、1997年の

ピーク時より約30%減少している。建設業の生産年齢

人口の減少が進む中、建設現場における生産性向上

は重要な課題であり、i-Construction2.0を推進して、

生産性向上を図ることが不可欠となっている。 

 i-Construction2.0による生産性向上の取組みと

して、プレキャスト製品の活用が求められており、

国土交通省では、コンクリート生産性向上検討協議

会（平成28年3月～）にて、「規格の標準化」などが

議論されている。 

 

２．空港分野におけるコンクリート構造物の標準規

格化について 

空港分野では、施設の新設が減り、既存施設の改

良が増加している。また、空港の工事は、航空機の

運航が終了する深夜から早朝にかけての短時間で行

われることが多く、作業時間の制約からもプレキャ

スト化が強く求められているが、標準的な規格がな

いため、コンクリート構造物の標準規格化の取組み

が喫緊の課題となっている。 

よって、本稿では、令和5年度から3カ年で実施し

ている空港におけるコンクリート構造物の標準規格

化の検討概要について紹介する。 

 

３．対象構造物の抽出、標準断面の設定 

(1)標準規格化対象構造物の抽出 

標準規格化の対象構造物は、地下又は地表に設置

される排水施設（ボックスカルバート、U型側溝）を

基本とし、空港の一般的な施設レイアウトにおいて

航空機荷重等に対応する必要がある構造物を抽出し

た。以下の図-1は、滑走路・誘導路周辺の対象荷重

の考え方であり、本検討の対象構造物は、荷重が航

空機荷重（W荷重）又は航空機一時荷重（W’荷重）、

またケース１・２に該当する構造物である。これに

より抽出した構造物は、ボックスカルバート・U型側

溝・共同溝等となった。 

 

 

 

 

 

図-1 滑走路・誘導路周辺の対象荷重の考え方 

(2) 土被り、内空断面による標準断面の設定 

既往の設計事例や荷重条件を収集・整理し、標準

規格化に適用する標準断面を土被り、内空断面毎に

設定した。さらに材料条件（コンクリート設計基準

強度、鋼材等）及び構造照査に使用する安全係数に

ついても整理を行った。設定した標準断面（表-1）

を以下に示す。 

表-1 既往の設計事例をもとに設定した標準断面（抜粋） 

  

構造物 設計荷重 土被り 内空幅 内空高さ
・型式 （m） （m） （m）

ボックス ①航空機荷重 0.4 2.5 2

カルバート 1
②ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰ荷重 0.4
③航空機荷重 0.4 1 1

1
④ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰ荷重 0.4

側溝 ⑤航空機荷重 － 0.6 1.5
(U型側溝) ⑥ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰ荷重

⑦航空機荷重 － 0.4 1.5
⑧ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰ荷重

※ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰとは、空港等で航空機や貨物をけん引する車両

研究官 研究官 
 

係長 室長 

ケース１ ：地下道・共同溝等、航空機が逸脱した場合、構造物が破壊又

は損傷することにより、航空機の損傷や人命に危害が生じるお

それが大きい構造物 

ケース２ ：マンホールや貯水槽等、航空機が逸脱した場合、構造物の破

壊等が航空機に大きな損傷を及ぼさず、空港機能に大きな影響

を及ぼさない構造物 
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４．航空機荷重に対応した標準断面の設計 

(1)構造照査による標準断面の設計 

 上記で設定した標準断面より、構造照査により検

討する断面諸元（部材厚・コンクリート設計基準強

度・設計配筋）を複数作成した上で、類似する断面

諸元を以下の方針で集約し、標準断面を設計した。 

・設計配筋が同一の断面は、施工性・経済性が優位

となる断面（部材厚が薄い、またはコンクリート設

計基準強度が小さい断面）に集約。 

・設計配筋のうち、最大鉄筋径の鉄筋以外で1 部位

のみ配筋が異なるものは、設計配筋が類似するも

のとして、施工性・経済性が優位となる断面に集

約。 

表-2に断面比較検討の事例を示す。 

表-2 断面比較検討 

 

 

(2)プレキャスト製品化に向けた関係者ヒアリング 

 標準規格化対象構造物のプレキャスト製品化を推

進するため、プレキャスト製品の標準図を作成する

こととし、作成にあたり注意点等を関係者にヒアリ

ングを実施した。その内容は、以下のとおり。 

・ヒアリングでは、代表的な断面案を例示しつつ、

経済性、施工性等に関係する断面諸元の要素を

確認した。例えば、1 ユニット当たりの重量が

大きいと輸送コストが高く、施工性も悪化する

ことが推測されるが、その他、材料調達や製作

過程、施工機械による据付等の視点で経済性、

施工性等の優劣に影響する要素の有無とその内

容を確認した。 

・また、製作の可否や作成費の確認を行った。特に作

成費は、製品を作成する設備が企業ごとに違いが

あるため、標準断面に不可欠な要素であるかの確

認を行い、不必要な要素については排除すること

に注意しながらヒアリングを実施した。 

 

５．標準図集・BIM/CIMモデルの作成 

標準図集は、合計29個の断面について標準断面図、

設計条件、参考数量を記載し、設計・施工の実務に

資するものとなる記載を心掛けた。 

 また、BIM/CIM モデルの仕様は、外形の詳細形状

を表現した詳細度300を基本モデルとして作成し、さ

らに、代表的な断面のみ鉄筋の配筋を示した詳細度

400のモデルを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 標準図(上段)及びBIM/CIMモデル(下段) 

 

６．おわりに 

 本検討については、今後、航空局が策定している

空港土木施設設計要領への反映を予定している。広

く空港関係者に使用いただくことで、実務において、

例えば気候変動による雨量の増加により排水構造物

を改良する際に使用されるなど、将来にわたる安全・

安心な空港施設の提供に寄与することを期待してい

る。 

詳細度400(配筋を表現) 詳細度300(外形を表現) 
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港湾工事における衛星3次元測位の 

実用化に向けた調査研究 
 

(研究期間：令和４年度～) 

港湾情報化支援センター  港湾業務情報化研究室 

辰巳 大介 

（キーワード）  衛星3次元測位（GNSS測位）、最低水面モデル、潮位補正 

 

１．調査研究の目的 

深浅測量や浚渫工等の港湾工事では、水深を正確

に計測することが不可欠である。水深は、港湾ごと

に定められた最低水面の高さを基準とするが、計測

時の水面は潮汐の影響を受けるため、船の位置と験

潮所で潮位が同一であると仮定し、験潮所の潮位観

測に基づいて潮位補正を行う（図上段）。 

しかし、現行の潮位補正では、施工現場の近傍に

験潮所が無い場合、臨時の験潮器の設置が必要とな

る。さらに、地震・津波等により験潮所が被災し、

また、大規模な地盤変動が生じた場合は、最低水面

の再測量・再設定が必要である。 

 

 

 

図 現行の潮位補正（上段）とGNSS測位（下段） 

本研究は、陸上工事で利用が進められている衛星3

次元測位（GNSS測位）を港湾工事へ導入し、潮位補

正作業の効率化を図り、また、災害発生時でも継続

的に潮位補正が実施できることを目的とする。 

 

２．調査研究の手法及び結果 

GNSS測位で計測される鉛直位置は、地球楕円体を

基準にした高さである。船の位置における最低水面

の楕円体高が分かれば、験潮所の潮位観測を用いず

に最低水面基準の水深を算定できる（図下段）。 

深浅測量に関しては8ヶ所の現場、施工管理・出来

形管理に関しては、浚渫工・床掘工・地盤改良工・

基礎捨石工の4工種を対象に合計10ヶ所の現場で、実

証試験を実施した。実証試験の結果、現行の潮位補

正とGNSS測位の間で、水深や作業船の鉛直位置の計

測結果の差が、平均して概ね0.1m以内に収まること

を確認した。今後は、モデル工事等を通じて現場適

用の課題を検討し、マニュアル・要領類を作成する

必要がある。 

本研究は、国交省港湾局が主催した「港湾工事に

おける衛星測位活用に向けた検討会」の成果をとり

まとめたものである。また、最低水面モデル（最低

水面の楕円体高のモデル）は、海上保安庁から提供

いただいた。ここに記して、深甚なる謝意を表する。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1335 59 p. 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1335.pdf 
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水中の病原ウイルス濃度レベルを予測する 

ソフトセンサーの開発 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

上下水道研究部 浄水処理研究室 

門屋 俊祐*  島﨑 大         増田 貴則  (*:写真掲載者) 

 

（キーワード）  ウイルス、濃度レベル、クラス分類予測 

 

１．研究背景および目的 

気候変動に伴う降雨の激甚化は、合流式下水道越

流水や野生動物糞便等の環境水への流入増加を招き、

高濁度原水を発生させる。高濁度原水中には病原微

生物（細菌、原虫、ウイルス）が含まれる可能性が

あることから、水道事業体は給水栓水の安全性を維

持するために、濁度管理や残留塩素濃度の管理を徹

底する必要がある。しかしながら、諸外国とは異な

り、我が国ではウイルスに対する水道水の安全性の

基準が設けられておらず、検出機器の導入及び人材

確保に係る負担もあり、ウイルスの“常時”監視を可

能とする水道事業体は現状では少ないと考えられる。 

本研究では、水質及び気候条件等の入手が容易な

情報をもとにウイルス濃度“レベル”を予測可能なモ

デルを構築することで、環境水中のウイルスの監視

を補助することが可能なツールの開発を目的とした。

ウイルス濃度の多寡に応じて分類した”レベル”とし

て予測することで、測定データに含まれる誤差が予

測モデルに与える影響を低減することを試みた。 

 

２．研究方法 

（１）データ収集 

関東圏の下水道が整備された水域において糞便汚

染実態調査を実施し（2021-2023年）、取得したデー

タをモデル構築に供した。本研究における予測対象

は、ヒトへの病原性を示すアイチウイルス（AiV）及

び糞便汚染指標であるトウガラシ微斑ウイルス

（PMMoV）とした。ウイルス濃度とともに測定され

た濁度等の水質情報及び降雨量等の気象情報の計12

を説明変数とした。 

（２）データ生成とウイルス濃度レベル 

 モデルの汎用性の正確な評価には多数のデータが

必要なため、各変数の確率分布から乱数を発生させ

仮想データを生成した。主成分分析により、仮想デ

ータが降雨や濁度等の環境条件によって分類され

（図-1）、元データの特性が仮想データに保持され

ていることを確認した。ウイルス濃度データは、確

率分布のパーセンタイル値をもとにLow（L）、Middle

（M）、High（H）の３クラスに分類した（図-2）。 

 
図-1 仮想データセットの特性の可視化 

 
図-2 確率分布に基づくウイルス濃度レベルの 

３クラス分類 

研究官 
(博士(工学)) 

室長 
(博士(工学)) 

浄水処理・水道防災 
システム研究官 
(博士(工学)) 
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（３）クラス分類予測と性能評価 

 クラス分類アルゴリズムとして、サポートベクタ

ーマシン（SVM）、ランダムフォレスト（RF）、

XGBoost（XGB）を適用し、最適なアルゴリズムの

特定を試みた。さらに、相互作用項（例：変数a ×変

数b）の追加により予測精度が向上するか検証した。 

 モデルのデータへの適合度と予測精度をそれぞれ

評価するため、データをモデル構築用データ及び評

価データにあらかじめ分割した。本研究では、“高

い”濃度レベルを“低い”と誤判定された際（偽陰

性）に罰則が課される予測精度指標Recall（1に近い

ほど高い予測精度を示す）を採用した。 

 

３．結果および考察 

 最良な予測モデルの基準は、予測精度指標が訓練

及び評価データでともに1に近く（その差が小さいと

なお良く）、また、水利用にかかる感染制御という

観点から、特にレベルHの予測性能が高いことが望

ましい。以上を踏まえると、AiV、PMMoVともに相

互作用項を適用したRFが現時点で最良のモデルと

言える（表-1、2）。レベルL、Mの評価データに対

するRecallの値は0.5 ~ 0.6であるが、感染リスクが高

いことが懸念されるレベルHの予測に対しては0.7程

度と高いRecall値を示したためである。 

 

表-1 AiVに対するRecall値（訓練/評価） 

 

 

表-2 PMMoVに対するRecall値（訓練/評価） 

 

 

 予測精度は説明変数の種類を増やすことにより改

善する可能性がある。水道事業体においては常時監

視する水質項目を増やすことは困難と考えられるが、

地域の感染流行状況等の疫学情報を説明変数として

取り込むことは有用かつ実現可能と考えられる。ま

た、より多くのデータ数が利用可能であれば、高度

な機械学習アルゴリズムへの適用が可能となり、予

測精度の向上が見込まれる。 

 本研究は環境変数を用いたウイルス濃度”レベル”

の予測可能性を評価したものであり、将来予測性に

ついては十分な検討はなされていない。しかしなが

ら、気象予報値や各種水質項目を予測するモデルの

出力値等と本研究で示したモデル構築方法を組み合

わせることで、将来のウイルス濃度“レベル”予測

モデルの構築が可能となる。ただし、気候変動影響

が年々変化する場合、新たなデータセットを入力す

るなどモデル更新を定期的に実施する必要がある。

今後は適切な更新頻度も含めて検討を進めていく。 

 

４．結論 

水質及び気象データを説明変数とした環境水中の

ウイルス濃度“レベル”予測モデルの構築を行い、

RF+相互作用項モデルが現段階で最良の予測精度を

示した。予測精度の一層の向上のためには、他に入

手が可能な情報を説明変数として利用検討すること

が第一ステップとなると考えられた。 
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年度技術研究開発推進費により遂行された。 
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「道路空間再配分による 

自転車通行空間の 

整備事例集」の刊行 
(研究期間：令和６年度～) 

道路交通研究部 道路交通安全研究室 

藤田 裕士 森澤 亮太 山下 英夫 大橋 幸子 

（キーワード）  自転車通行空間、道路空間再配分、路上駐停車対策  

 

１．はじめに 

自転車は、買い物や通勤、通学など日常生活にお

ける身近な移動手段として親しまれている。 

自転車通行空間を整備する際は、自動車の規制速

度と交通量等を目安に、自転車道、自転車専用通行

帯、車道混在のいずれかの整備形態を選定すること

とされている（表-1）。 

しかし、整備済延長の９割超が車道混在であり、

その中には、幅員の確保が困難であることを理由に

暫定形態として選定されたものもあるなど、既設道

路において、新たな用地買収を要さずに自転車道や

自転車専用通行帯を整備するためには、空間再配分

の検討が重要になってくる。 

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライ

ン」（2024年（令和6年）6月 国土交通省道路局・

警察庁交通局）では、空間再配分の検討例を提示し

ているが、具体的な検討や合意形成の進め方が分か

らず、悩みを抱える実務者が多い。 

そこで、国総研では、道路空間再配分により自転

車通行空間を整備した先行事例を調査し、「道路空

間再配分による自転車通行空間の整備事例集」とし

てとりまとめたので、その概要を紹介する。 

表-1 基本的な整備形態2)を参考に作成 

   

自転車道 自転車専用通行帯 車道混在 

速度50km/h超 左記及び右記以外 速度40km/h以下、かつ 

自動車交通量が4,000台以下 

 

２．「道路空間再配分による自転車通行空間の 

整備事例集」の概要 

「道路空間再配分による自転車通行空間の整備事

例集」は、調査した12事例それぞれについて、基礎

情報等（表-2）を紹介するとともに、各事例の主な

工夫等について掲載している。 

 

表-2 事例の基礎情報等の構成 

①基礎情報（整備形態、再配分内容、管理者等） 

②空間再配分の検討経緯・背景等 

③空間再配分の合意形成プロセス 

④位置図、整備前後の写真・平面図・横断図 

 

３．自転車通行空間の確保に関する工夫等 

 今回調査した事例では、自転車通行空間の幅員確

保のために、車線数の変更、車線や路肩の幅員の変

更、歩道幅員の変更、植栽帯の縮小等を行うにあた

って、様々な工夫が行われていた。 

(1)車線数の変更 

 車線数の変更（写真-1）をする際は、①方向別交

通量の調査に基づく混雑度や交差点需要率の算出、

②車線数を減少する社会実験等、各事例とも周辺地

域での渋滞が発生しないこと等を検証していた。 

 

整備前 

 

整備後 

写真-1 車線数を変更した事例 

 

主任研究官 交流研究員 主任研究官 室長 
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(2)車線や路肩の幅員の変更 

 車線や路肩の幅員を変更する際は、道路構造令の

規定に基づき必要最小限まで縮小するだけでなく、

車両の規制速度の変更(40km/hから30km/h)について

警察と協議するなど、自転車の車道走行に対する安

全対策の検討も併せて行われていた。 

(3)歩道幅員の変更 

歩道幅員に余裕があるものの自転車利用者と歩行

者の輻輳が課題となっている区間においては、歩道

幅員を変更（写真-2）し、縁石等による通行空間の

分離が行われていた。 

(4)植栽帯の縮小 

 植栽帯を縮小（図-1）する際は、①住民アンケー

トや検討会での議論、②樹木医による調査を行い移

植や伐採を判断等、各事例とも丁寧な対応が行われ

ていた。 

 

４．自転車通行空間整備に関する工夫等 

 アンダーパス部など、スピードが出やすく、自転

車同士のすれ違い時の危険性が高い箇所に自転車道

を整備する際、自転車道の一方通行規制を行うとと

もに逆走防止対策の看板を設置するなどの工夫が行

われていた（写真-3）。 

また、路上駐停車需要が高い路線に自転車専用通

行帯を整備する際には、貨物車専用の駐停車スペー

スを併設するとともに、ゴム製ポールを設置するな

どの工夫が行われていた（写真-4）。 

その他、自転車道を整備する際に、自転車のペダ

ルと干渉しにくい縁石の採用や縁石に反射材を設置

して夜間の視認性を向上させる工夫（写真-5）や、

電線共同溝の地上機器を通行の支障にならないよう

歩道と自転車道の間に設置する工夫（写真-6）など

が行われていた。 

 

５．おわりに 

本事例集をきっかけに、道路空間再配分による自

転車通行空間整備の取り組みが全国に拡がることを

期待したい。 

 

 

整備前 

 

整備後 

写真-2 歩道幅員を変更した事例 

 

整
備
前 

 

整
備
後 

 

図-1 植栽帯を縮小した事例 

 

 

写真-3 一方通行自転
車道の逆走防止対策の
看板 

 

写真-4 駐停車スペー
スを併設した自転車専
用通行帯の整備事例 

 
写真-5  縁石形状や 
視認性を工夫した自転
車道整備事例 

 
写真-6 電線共同溝の地
上機器を歩道と自転車道
の間に設置した事例 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1347 

道路空間再配分による自転車通行空間整備事例集 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1

347.htm 

2) 安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 

https://www.mlit.go.jp/road/road/bicycle/pdf/g

uideline.pdf 
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次世代自動車の普及を見据えた自動車 

走行時の二酸化炭素排出係数の試算 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

道路交通研究部 道路環境研究室 

根津 佳樹 橋本 浩良 

（キーワード） 次世代自動車、ハイブリッド車、電気自動車、二酸化炭素、排出係数 

 

１．はじめに 

国土交通省では、道路分野の脱炭素化に向けて、

渋滞対策などに取り組み、二酸化炭素（以下、「CO2」

という。）排出量の少ない速度や加減速での走行の

実現を図ることとしている。 

国総研では、旅行速度別に排出量を定めたCO2排

出係数（以下「排出係数」という。）を作成し、走

行特性に応じたCO2排出量の把握に使用されている。 

近年、ハイブリッド車や電気自動車といった次世

代自動車の普及が進んでいる。次世代自動車は従来

のガソリン車より燃費性能が向上しており、特に電

気自動車は車両から直接はCO2を排出しない。その

ため、現在使用されている排出係数は、次世代自動

車の走行特性を反映できていない。 

そこで本研究では、次世代自動車の走行特性を反

映した排出係数の作成に取り組んでいる。本稿では、

作成に向け排出係数を試算した概要を紹介する。 

 

２．走行調査による燃費・電費特性の把握 

排出係数の試算を行う対象は、乗用車とした。走行

特性である燃費・電費特性の把握のため、ガソリン

車、ディーゼル車、ハイブリッド車及び電気自動車

の車種区分別に車両を選定し、図-1の区間で走行調

査を行った。なお、ガソリン車とディーゼル車は燃

費特性が類似する点などから、1つの車種区分とする

こととし、以降両者を合わせてガソリン車と表記す

る。 

車両の選定は、車両重量帯やメーカーなど燃費・電

費特性が異なると想定される分類ごとに、車種別の

普及状況等を踏まえて行った。結果、ガソリン車25

台、ハイブリッド車20台、電気自動車4台を選定した。 

走行調査では、排出係数の試算に必要な速度、加速

度、燃料及び電力消費量などのデータを1秒単位で取

得した。 

取得データより、ガソリン車、ハイブリッド車、電

気自動車の別に、旅行速度別の燃料消費量及び電力

消費量を燃費・電費特性として整理した。具体的に

は、車両別の取得データを、加速度帯別に分類し、

主任研究官 
 

室長 
(博士(工学)) 

 

 

図-1 走行調査を行った区間（地理院地図を基に作成） 

常磐自動車道（上り）
（規制速度110km/h区間）

常磐自動車道（上り）
外環自動車道
（内回り）

一般国道4号（上り）

首都高速6（下り）

 

図-2 燃費・電費特性の整理結果（高速道路走行時）左からガソリン車、ハイブリッド車、電気自動車 

0.2

0.1

0.0
0 20 40 60 80 100 (km/h)

(L/km/t)

0.2

0.1

0.0
0 20 40 60 80 100 (km/h)

(L/km/t)

0.20

0.15

0.10

0.05

0.0
0 20 40 60 80 100 (km/h)

(kWh/km/t)

燃
料
消
費
量 

燃
料
消
費
量 

電
力
消
費
量 

3.

快
適
で
安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
研
究

研究動向・成果

次世代自動車の普及を見据えた自動車 
走行時の二酸化炭素排出係数の試算

- 104 -- 104 -



 

分類ごとに速度と燃料及び電力消費量の関係式を推

計した。旅行速度別に、走行状態を仮定した走行モ

ードの、1秒ごとの挙動に推計した関係式を当てはめ、

車両別、旅行速度別の燃費・電費特性を得た（図-2）。

高速道路と一般道路では、同じ旅行速度でもCO2排

出量が異なると想定されるため、道路別に整理した。 

結果、ハイブリッド車はガソリン車と比べ、20km/h

以下で燃料消費量が小さくなることを確認した。 

 

３．排出係数の試算 

燃費・電費特性の把握結果を基に、排出係数を試

算した。現在使用されている排出係数は、走行時に

車両から直接排出されるCO2を把握する「Tank to 

Wheel」（図-3）の範囲で算定されている。電気自動

車は、走行時は車両からCO2を排出しないものの、消

費電力の精製時にはCO2を排出する。そのため、

「Tank to Wheel」の範囲で排出係数を試算すると0と

なり、エネルギーの生産過程を含めたCO2排出量の

把握が困難となる。 

そこで本研究では、エネルギーの生産過程を含め

た図-3の「Well to Wheel」の範囲で、排出係数を試

算した。なお、「Well to Wheel」の内、「燃料採掘」

は主に海外であることから、国内でのCO2排出量を

把握する観点で除外し、「燃料精製」から「走行」

の範囲で試算した。 

具体的には、ガソリン車、ハイブリッド車は、走

行時の燃料消費量に、単位燃料あたりの燃焼時の

CO2排出量を乗じて「走行」のCO2排出量を算定した。

算定結果に、「燃料精製」から「走行」の範囲を考

慮した換算係数を乗じた。電気自動車は、走行時の

電力消費量に、単位電力あたりの発電時のCO2排出

量を乗じて「燃料精製」のCO2排出量を算定した。算

定結果に、「燃料輸送」、「燃料供給」の範囲を考

慮した換算係数を乗じた。 

試算した結果（図-4）、いずれも旅行速度の向上

とともに概ね60km/hまでは、排出係数は減少するこ

とを確認した。車種区分別では、ガソリン車、ハイ

ブリッド車、電気自動車の順で排出係数が大きいこ

とを確認した。特に、電気自動車は各速度帯でガソ

リン車の概ね半分以下であった。高速道路と一般道

路を比較すると、ガソリン車、電気自動車は、両者

に大きな差はなかったものの、ハイブリッド車は両

者で乖離が確認された。引き続き、ハイブリッド車

の高速道路と一般道路で乖離している要因の分析に

取り組む。 

４．おわりに 

本研究では、次世代自動車の普及を見据えた走行

時のCO2排出量の的確な把握に向け、次世代自動車

の走行特性を反映した排出係数の試算を行った。引

き続き、他の車両を用いた調査を行い、排出係数の

算定に取り組む。算定結果を用いて、道路施策によ

るCO2排出量の削減量などを的確に把握する手法を

整理し、マニュアルとしてとりまとめる予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 根津佳樹、橋本浩良：次世代自動車の普及を見据

えた「Well to Wheel」の考え方を参考とした自動

車走行時の二酸化炭素排出係数の提案、第53回環

境システム研究論文発表会 論文集、Vol81、
No26、2025 

2)道路環境研究室ホームページ 
https://www.nilim.go.jp/lab/dcg/kadai4-

chikyu.html 

 

図-4 「Well to Wheel」による排出係数の試算結果 
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図-3 「Tank to Wheel」と「Well to Wheel」の関係 

赤枠が今回の試算範囲を示す 

（税制全体のグリーン化推進検討会資料を基に作成） 

国外 国内
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低炭素コンクリートに係る 

性能（構造・材料性能等）の 

評価法の開発(研究期間：令和７年度～令和10年度)  
建築研究部  構造基準研究室 材料･部材基準研究室 

向井 智久 小原 拓      土屋直子 

（キーワード）  低炭素コンクリート、構造性能、材料性能、類似コンクリート  

 

1．研究目的 

本研究課題は、近年の低炭素社会の実現に寄与す

ることを目指しており、具体的には低炭素コンクリ

ートを用いた建築物の評価方法を検討するものであ

る。低炭素コンクリートの開発状況として、セメン

ト量を低減したもの、セメントを用いないもの、二

酸化炭素を吸収させたものなど、多くの種類のコン

クリートが民間事業者を中心に精力的に開発されて

いる状況にある。このような状況に対して、国土交

通省においては「環境配慮型コンクリートを利用し

た建築物に関する規制の在り方について」の報告書

1）をまとめ、低炭素コンクリートを利用した建築物

に関して、現行の鉄筋コンクリート造基準（以下、

「RC造基準」という。）を適用可能な材料と、それ

とは異なる新たな基準が必要な材料の考え方を明確

化する方針2）が示された。具体的にはコンクリート

材料の基本分類として、普通コンクリートに対して

①同等のもの、②類似のもの、③異種のものの3つに

区分されている。本研究課題では、上記の②類似コ

ンクリートを研究対象としており、当該コンクリー

トは普通コンクリートとは材料物性がやや異なり、

その結果、構造性能評価が現行基準の方法をそのま

ま使用できないものである。そこで本研究において、

材料性能（強度発現性や耐久性等）と構造性能（構

造部材および架構の剛性強度等）の評価方法を明ら

かにすることを目的としている。 

室長 
(博士(工学) 

主任研究官 
(博士(工学)) 

主任研究官 
(博士(工学)) 

 

 

図-1 本規定の全体像 
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2．実施内容 

2.1 材料性能に関する検討 

まず、近年民間等で開発されている材料を、普通

コンクリートに対して①同等のもの、②類似のもの

および③異種のもの、に分類した。加えて、開発状

況・部材製造の可能性を調査し、材料実験・構造実

験の対象とできる材料を検討した。 

実験の対象とする材料は、次のア）イ）を構成材

料とする2つとした。ア）産業副産物と高アルカリ溶

液、イ）産業副産物とアルカリ粉末材と水。なお、

産業副産物はいずれも、コンクリート用フライアッ

シュおよびコンクリート用高炉スラグ微粉末 （いず

れもJIS材）とし、骨材および水はJIS A 5308に適合

するもの、とした。ただし、次の2.2に示す縮小1/2

スケールの梁及び柱部材実験においては、骨材最大

径を13mmとした。 

次に、目標とする強度を得るための調合を検討し

て選定した。なお、耐久性に関する実験を行う。 

 

図-2 材料の例 

 

2.2 構造性能に関する検討 

構造性能に関する検討においては、2.1節に示す2

種類の低炭素コンクリートを使用し、鉄筋と組み合

わせた部材実験を行う。部材実験等を通じて、以下

の3点について実施・検討する。 

①破壊モードや材料強度等を変数とした類似コンク

リートを用いたRC部材の試験体を製作し、構造実験

を実施等により技術的な知見を収集。 

②架構レベルでの構造実験の実施等により技術的な

知見を収集。  

③上記実験データを用いた構造部材の強度剛性評価

手法の設定方法の検討を実施 

部材実験は、縮小1/2スケールの梁及び柱部材を対

象とした。梁部材は、曲げ降伏後のせん断破壊及び

せん断破壊を想定した全2体とし、柱部材は、主筋比

及びせん断補強筋比を変数とする全2体を製作する。

図-2に梁試験体SH1の配筋図を例として示す。梁部材

は断面が300×450mm、柱部材は断面が400×400mmと

した。 

構造部材実験と並行して、収縮量を確認するため

の要素試験を実施する。収縮試験は、100×100×400

の直方体試験体を製作し、収縮量を計測する。また、

100×100×1100mmの直方体を製作し、断面中央に鋼

材を配置し、拘束を模擬した要素試験体を製作する。

さらに、付着要素試験体及び圧縮・割裂供試体も製

作し、材料の力学的性能を確認する。 

 

図-3 梁部材試験体SH1 

 

3．まとめ 

本課題は低炭素コンクリートの内、類似コンクリ

ートを対象として、その材料性能と構造性能を評価

する方法の構築を目的として、現在までに実施して

いる課題の進捗概要を示した。 

 

☞詳細情報はこちら 

1）国土交通省：環境配慮型コンクリートを利用した建築

物に関する規制の在り方について報告書、令和6年8月  

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/

001759043.pdf 

2）国土交通省：低炭素型のコンクリートを用いた部材へ

の 鉄筋コンクリート造基準の適用可否の 判断基準に関

する基本方針、令和7年4月 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jut

akukentiku_house_tk_000195.html 

 

190 190 200
240 190 190

上スタブ下スタブ

150 190 190 230 190 15050 50

30 30

1200

190

45
0

25
定着板

190 190 190 190 190

650

13
00

650

190 190 200
240 190 190

上スタブ下スタブ

150 190 190 230 190 15050 50

30 30

300 1200

45
0

50
50

190

45
0

25
定着板

50 100 100 50

35
0

17
5

17
5

190 190 190 190 190

650

13
00

650

78

3.

快
適
で
安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
研
究

研究動向・成果

1）国土交通省：環境配慮型コンクリートを利用した建

築物に関する規制の在り方について報告書、令和6年8月
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木造住宅の長寿命化に 

資する外壁内の乾燥性能 

評価に関する研究 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

建築研究部 材料・部材基準研究室 酒井 優太           松林 道雄   

建築研究部 評価システム研究室 三島 直生 

（キーワード）  木造住宅、通気層、断熱層 

 

１．はじめに 

脱炭素社会を実現するためには、「高い省エネ性

能への誘導」や「中・大規模木造共同住宅」等の普

及促進が重要である。また、炭素貯蔵効果の高い木

造住宅については、建築物の耐久性を確保し、長寿

命化を図ることも求められる。木造住宅の構造体で

ある木材は湿潤環境下で劣化（腐朽等）が生じやす

い。そのため、材料部材基準研究室では外壁の断面

構成や仕様等に応じた乾燥性能の評価法について研

究を進めている。 

本稿ではそれらの研究の内、送風散水試験と外壁

通気層の乾燥性能評価実験について報告する。 

 

２．送風散水試験 

 サイディングや換気部材等から雨水が浸入し、外

装材や通気層の構成部材が含水する。その状態で日

射により、外装材の温度が上昇すると、その水分が

透湿防水シートを通過し壁体内で結露するなどし

て、劣化リスクとなる恐れがある。そこで写真に示

す送風散水試験を行い、通気層への雨水浸入量の測

写真 送風散水試験 

定を行った。健全なサイディングでは風速30m/sとい

った強風下においても嵌合部からの雨水侵入は確認

されなかった。一方で、実際に７年程度使用されて

いたサイディングではホットメルトの劣化やサイデ

ィングの反りにより、風速10m/sといった弱風化にお

いても嵌合部からの雨水浸入が確認された。 

 

３．断熱層の乾燥性能評価試験 

高省エネ基準に適合させるための付加断熱や中・

高層木造住宅で必要となる防火被覆を施した外壁は、

水蒸気が一旦浸入すると乾燥しにくい場合があり、

早期劣化のリスクが高まる恐れがある。そこで想定

される外壁仕様に対して乾燥性能の評価実験を図に

示す通りに行った。標準仕様の排湿速度と比べて、

付加断熱仕様では排湿速度が低下する傾向があるも

のの、劣化リスクの評価に際しては、雨水浸入量の

低減も考慮した総合的な評価が必要となる。 

 

図 断熱層の乾燥性能評価実験の概要 
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実験条件
風速：10,20,30 (m/s)
流量：1,2,4(L/m2)

研究官  
(博士(農学)) 

室長 
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カーボンニュートラル実現 

に向けたコンクリート系 

新材料に関する調査 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

建築研究部 材料･部材基準研究室 評価システム研究室 

土屋 直子* 三島 直生* 松林 道雄   (*:写真掲載者) 

 

（キーワード）  省CO2に資するコンクリート、新材料、建築物への適用  

 

１．はじめに 

カーボンニュートラルの実現に向けて、省CO2に資

するコンクリート系新材料の開発が進んでいる。例

えば、ゼロセメント系のものやCO2を吸収させた材料

を用いたものなど、通常のコンクリートに類似した

材料等である（図-1）。なお、コンクリート系新材

料は、一般名称ではなく、本課題での呼称であり、

JIS A 5308に適合する混和材大量置換型などは対象

ではない。コンクリート系新材料を建築物の基礎や

柱、梁、壁等の構造耐力上主要な部分等に使用する

場合、建基法第37条2号の大臣認定の取得による使用

が効率的であるが、現行の大臣認定に係る告示基準

では、コンクリート系新材料を想定していない。ま

た、大臣認定を適切かつ効率的に行うために必要と

なる性能・品質の評価項目・評価基準が不明である。 

そこで、コンクリート系新材料の建築物の構造耐

力上主要な部分等（基礎・壁・柱・梁・床板等）へ

の使用を促進するため、建基法第37条に基づく大臣

認定の取得を可能とするための調査および検討を行

った。 

 

２．研究方法 

次の3段階で調査し、検討した。(1)コンクリート

系新材料の基本的な材料物性等の整理、(2)コンクリ

ート系新材料の基本性能の評価実験、(3)鉄筋コンク

リート用建築材料とするための評価指標の検討 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 コンクリート系新材料のイメージ図 

および課題と目的 

表-1 （a）構成材料の例 

a）JIS R 5210+JIS A 6206+JIS A 6201 
b）JIS R 5211+CO2を固定化した材料 
c）JIS A 6206+アルカリの粉末 
d）JIS A 6201+アルカリ溶液  
e）省CO2セメント(セメントの製造段階での省 CO2) 
f）硬化段階での CO2吸収型のセメント 
g）モルタル（3Dプリンタ用） 

 

（b）製造方法・供給方法 

製造等 材料の例 備考 
PCa c) JIS A 6206+アルカリの粉末 

d) JIS A 6201+アルカリ溶液 
f)硬化段階でのCO2吸収型のセメント 
g) 3Dプリンタ用モルタル 

特殊な養生や養生

のコントロールが

必要。生コン工場

の設備では製造が

困難。 
生 コ

ン 工

場 

a)JISR5210+JISA6206+JISA6201 
b)JISR5211+炭酸塩 
c) JIS A 6206+アルカリの粉末 
e)省CO2セメント(セメントの製造段階

でのCO2吸収) 

生コン工場での設

備で製造が可能で

あり，特殊な施工・

養生を行う必要が

ない。 
現 場

練り 
g) 3Dプリンタ用モルタル 
h)解体現場プラント再生骨材 

施工現場での製造

作業が必要。 
 

主任研究官 
(博士(工学)) 

室長 
（博士（工学）） 

室長 
(博士(社会工学)) 

 

現行の大臣認定に係る告示基準では上記のよ

うなコンクリート系新材料を想定していない。 

コンクリート系新材料の建基法第37条に基づ

く大臣認定の取得を可能とするための調査お

よび検討を行った。 
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３．コンクリート系新材料の基本的な材料物性等の

整理 

(1)コンクリート系新材料の特徴および生産方法の

分類 

 各種コンクリート系新材料について、文献調査や

開発企業等へのアンケート・ヒアリング調査により、

概要、使用（想定）箇所、構成材料（表-1(a)）、  

CO2排出量・固定量、構成材料の品質管理、製造・供

給方法 （表-1(b)）、基本的な材料物性 （力学性能、

耐久性能等）等の情報を収集し、整理した。 

(2)基準法第37条でコンクリートとして認められる

ための要件の抽出・整理 

コンクリートとして認められるための要件（通常

のコンクリートが当然に有するべき常識的な性能）

を施工性能、力学性能、耐火性能、耐久性能ごとに

抽出・整理した。 

 

４．コンクリート系新材料の基本性能の評価実験 

３．を踏まえて、普通コンクリート(N)、高炉スラ

グ微粉末を大量に使用したコンクリート(BC+BFS)、

ジオポリマーコンクリート(GP)を選定し、３.(2)を

踏まえ、試験体を製作して試験を実施した。結果の

一例として、図-2に圧縮強度と材齢の関係（凡例の

R5,R6は実施年を示す）、図-3に静弾性係数と圧縮強

度の関係（図中の黒色曲線は既往知見の関係式）、

図-4に線膨張係数、図-5に中性化試験結果、図-6に

乾湿繰り返しによる埋込み鉄筋の腐食促進試験結果

を示す。 

 

５．鉄筋コンクリート用建築材料とするための評価

指標の検討 

(1)通常のコンクリートとコンクリート系新材料の

性能・品質の比較 

 ３．の整理結果および４．の試験結果を用いて、

コンクリート系新材料の性能が通常のコンクリート

と同等かを確認した。図-2～4のように標準的なコン

クリートの傾向が明らかで同等性の判断が可能な性

能がある一方、図-5に示す促進中性化試験ではGPの

試験結果はアルカリ性能が強すぎるために呈色反応 

 

を示さず、従来の試験方法が適用できない可能性が

示された。 

(2)建築基準法への適合を判断するために必要とな

る性能・品質の評価項目・評価基準の検討 

 以上を踏まえ、コンクリート系新材料の建築基準

法第37条への適合性の判断に必要となる性能・品質

の評価項目および基準を検討した。 

６．おわりに 

本研究は、建築分野のセメント・コンクリートに

おけるCO2排出量の削減を通じ、2050年カーボンニュ

ートラルの実現に寄与するものと考える。 

☞詳細情報はこちら 

1)コンクリート系新材料の構造躯体への適用のための評

価指標に関する研究 その1 基本的な材料物性，製造方法

および特徴の整理, 日本建築学会大会学術講演梗概

集,pp.165-166, 2024 

2)コンクリート系新材料の構造躯体への適用のための評

価指標に関する研究 その2 基本性能の評価実験,日本建

築学会大会学術講演梗概集, 2025 

3)省 CO₂に資するコンクリート系新材料の材料試験方法

に関する調査, コンクリート工学年次論文集、日本コンク

リート工学会,2025 

 

 
 

図-2 圧縮強度と材齢の

関係 
 図-3 静弾性係数と圧縮

強度の関係 

 

図-4 線膨張係数 

 

  
 

N            GP 

図-5 促進中性化試験による

結果 （促進8週） 

   
      N            GP 

図-6 腐食促進試験結果（乾湿繰返しサイクル10回） 
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復興初期段階における 

災害公営住宅の整備必要 

戸数の推計手法 
(研究期間：令和７年度～令和８年度) 

住宅研究部 住宅計画研究室 

内海 康也 出口 嘉一 

（キーワード）  災害復興支援、災害公営住宅、重回帰分析 

 

１．はじめに 

大規模災害が発生した場合、相当数の被災者が住

まいを失い、被災者の生活の再建および地域の復興

のために、住まいの再建を適切かつ迅速に推進する

ことが必要となる。この中で、所得が低い等により

自力での住まいの確保が困難な世帯に対しては、災

害公営住宅の整備等が行われることとなる。 

この災害公営住宅の整備に当たっては、整備戸数

を適切に計画することが重要である。公営住宅の戸

数の推計は、住まいの再建に関する住民意向調査の

結果に基づいて行われる。しかし、復興の初期段階

において、被災市町村は、復興ロードマップの具体

的な検討や、復興関連事業を実施するための予算編

成等のため、住民意向調査の結果が得られていない

にも関わらず、災害公営住宅の整備戸数を何らかの

形で推計する必要に迫られることが少なくない。 

そこで本研究では、復興初期段階において災害公

営住宅の整備必要戸数の概数を推計するための手法

を開発する。具体的には、①復興初期段階において

利用可能なデータを整理した上で、②重回帰分析を

行い、災害公営住宅の整備必要戸数の概数を推計す

るための簡便な数的モデルを提案する。これらによ 

 

表-1 対象とする災害 

り、大規模災害からの円滑な住まいの復興に資する

基礎資料を取得することを目的とする。 

２．手法 

本研究においては、過去の大規模災害を対象にデ

ータを収集し、重回帰分析によるモデル構築を行う。 

対象とした災害は、おおよそ30年のうちに発生し、

激甚災害に指定されたものとした（表-1）。 

収集データは、(a)災害公営住宅の整備状況に関す

るデータ、(b)被害状況に関するデータ、(c)応急仮

設住宅の整備状況に関するデータ、(d)被災市町村に

おける被災直前の世帯・住宅の状況に関するデータ

である。被災後に復興に取り組む市町村の立場から

見てみると、(b),(c)は被災後、復旧・復興全体にと

って必須の情報であり、復興初期段階においては一

定の精度の情報がすでに整理されていると見込まれ

ること、(d)はすでに公開されている情報であること

から、データ入手は容易であり、推計に利用するデ

ータとして望ましいと考えられる。 

また分析対象は表-1の災害を被災した市町村のう

ち、災害公営住宅を整備した63市町村（5災害、８都

道府県、40市、19町、4村）である。この際、特段の

事情を有する市町村等は分析から除外した。具体的

には、①福島県の市町村、②災害公営住宅の整備戸

数が住家被害（全壊戸数）を上回る市町村、③災害

公営住宅の整備戸数が特に小さい市町村である。 

３．分析 

主要なデータ項目についての要約統計量を表-2に

示す。これを見ると、激甚災害という括りであって

も、市町村別に見ると災害による被害の規模の差が

大きいことがわかる。例えば災害公営住宅整備戸数

災害名 発生年月日 災害種類
災害公営住
宅の供給戸

数
阪神・淡路大震災 1995年1月17日 地震 26,102
新潟中越地震 2004年10月23日 地震 336
東日本大震災 2011年3月11日 地震 30,107
熊本地震 2016年4月14日 地震 1,715
平成30年7月豪雨 2018年6月28日～7月8日 豪雨 312

主任研究官 
(博士(工学)) 

室長 
(博士(工学)) 
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について見ると、中央値が181戸であるのに対し、最

大値は約１万６千戸と大きな開きがある。これを踏

まえ、以降では各データに対数正規分布を仮定する。 

図は、災害公営住宅整備戸数と全壊戸数を市町村

別にプロットしたものである。市町村別の全壊戸数

は、阪神・淡路大震災や東日本大震災の沿岸市町村

において大きく、これら市町村では災害公営住宅の

整備戸数も大きくなっている。全壊戸数が比較的小

さい市町村についても共通した傾向が見られ、被害

規模の大きさと災害公営住宅整備戸数とにおいては、

強い相関関係がある。 

以上を踏まえ、災害公営住宅の整備必要戸数の推

計モデルとして、以下の式を得た。 

 

表-2 データ項目別要約統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑦𝑦𝑦𝑦 = exp(0.698 × log(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧) + 0.204 × log(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘)

− 0.666) 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧：全壊戸数、𝑁𝑁𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘：応急仮設住宅整備戸数 

 

この推計モデルの調整済み決定係数は約0.895、偏

回帰係数はいずれも優位であり、一定の実用性を有

するものと考えられる。ただし、モデルはあくまで

過去の災害を踏まえたものであるため、実際に災害

公営住宅の整備戸数を見積もる場合には、災害の規

模や種類、市町村特性等を踏まえ、過去の整備の具

体例も参照した上で検討することが望ましい。 

４．今後の展開 

本稿では復興初期段階における整備戸数の推計手

法について述べたが、今後は、より初期の段階にお

いて、同様に応急仮設住宅数の概数を推計する手法

の検討、ならびに、より後期の段階における意向調

査結果を踏まえた推計手法について検討を進める。 

☞関連情報はこちら 

1) 国総研住宅計画研究室HP 

https://www.nilim.go.jp/lab/ibg/index.htm 

N 平均値 中央値 最小値 最大値
災害公営住宅 63 774.46 181 10 16389
全壊住家 63 3532.33 672 19 61800
半壊以上住家 63 8965.98 3030 200 139643
応急仮設住宅 63 2070.33 757 41 29178
民間賃貸住宅居住世帯 63 14056.48 2733 39 194644
65歳以上の世帯主 63 7226.81 3225 297 59353
戸建て住宅居住世帯 63 25667.06 11731 1265 191106

図 市町村別災害公営住宅整備戸数および全壊戸数 
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外断熱改修後の 

マンション維持管理 

に関する実態調査 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

住宅研究部 住宅ストック高度化研究室 

牧 奈歩      宮田 征門  

（キーワード）マンション、省エネ改修、外断熱、維持管理、アンケート調査 

 

１．はじめに 

マンションのストック総数は2024年末時点で約

713.1万戸に達している。これらの経年マンションの

多くは躯体断熱性能が低く、建物の長寿命化やカー

ボンニュートラルの実現に向けて、省エネ性能を向

上させる改修の推進が急務となっている。しかし、

外断熱工法などを用いた断熱改修は外壁等の仕様が

変わるため、管理組合が導入を検討する際には、工

事コストや省エネ効果のみならず、長期的な維持管

理に対する不安が障壁となることが多い。  

そこで本稿では、外断熱改修を実施した事例を対

象として、改修後の外壁の維持管理状況や修繕計画

の実態調査をもとに、今後の円滑な省エネ改修推進

に向けた基礎的知見を提示する。 

 

 

 

 

 

 

２．調査概要 

外断熱改修マンションにおける改修後の外壁修繕周

期の設定状況や今後計画している修繕の内容、日常

的な外壁の維持管理方法等を把握することを目的 

に、アンケート調査を実施した。調査概要は、表-1 

表-１ 調査概要 

調査方法 

①～③のいずれかの方法で実施 
①管理組合へ調査票を郵送 

②管理組合等に調査票をメール送付 

③調査票を設計者に送付し、設計者から管理組合へ依頼 

実施期間 2025/12/1（月）～2026/1/8（木） 

調査設問 12問（小設問23問） 

回答/配布数 ３４/４９ （回収率：69.8％） 

に示す通り。調査対象は、国総研で把握している外

断熱改修マンション64件のうち、改修実施を公表し

ているものや、設計者等を通じて管理組合の協力を

得られるもの49件とし、34件の回答を得た。 

 

３．調査結果 

（１）調査対象マンションおよび外断熱改修工事の概要 

 回答が得られたマンション及び外断熱改修工事の

概要は図-1のとおり。なお、所在地や建築時期、改

修時期の分布は、改修事例全体(64件)と概ね同様で

あった。外断熱改修から10年以上経過している事例

は18件（52.9％）あり、半数以上を占めている。外

断熱施工箇所は外壁全面が30件（88.3％）を占め、

うち20件は屋上も施工し、6件は床下もしくは基礎も

施工している。また、外壁の外断熱改修工事の工法

は、湿式が27件（79.4％）で大半を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任研究官 
(博士(ﾃﾞｻﾞｲﾝ学)) 

室長 
（博士（工学） 

 

写真 躯体の外断熱改修を実施したマンション 

図-1 マンションおよび外断熱改修工事の概要
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（２）外断熱改修後の大規模修繕の周期 

外断熱改修後の大規模修繕等の計画を位置付ける

長期修繕計画は、30件（89.2％）が作成済み及び作

成中であった。 

外断熱改修後の大規模修繕の実績及び計画は図-2

に示す通り。外壁修繕を含む大規模修繕の実績があ

る事例は５件あり、修繕周期は外断熱改修後10～20

年と幅がある。20年目に外壁を修繕した事例は、当

初30年の周期で修繕を長期修繕計画に位置付けてい

たが、損傷等により20年目に部分修繕を行っている。

このように部分修繕を行っている事例は、部分修繕

後10年を目処に次回の大規模修繕を長期修繕計画に

位置付け、外壁の状況を再確認して具体的な修繕時

期や範囲を決定することとしている。 

外断熱改修後の最初の大規模修繕を計画している

事例は18件ある。そのうち14件は13～20年の周期で

外壁の汚れの洗浄・補修や塗装等の修繕を計画に位

置付けている。また、外壁の状態やその他の修繕工

事の予定を踏まえて修繕周期の延伸を検討している

事例も2件みられた。また、大規模修繕を計画してい

ない事例は7件あり、その中には外断熱改修後16年経

過しているものもある。 

大規模修繕* 件数 修繕内容 件数  修繕周期（実績）：10～20年＊ 

・外断熱の部分修繕が中心（3件） 

・うち2件は、10年後に外壁修繕を計画 

・ただし、外壁の全面チェックを踏まえて具体的

な修繕を検討 

・外断熱の増打ち例もあり 

実績 
あり 

6 

外壁修繕 
を含む 

5  

-を含まない 1  

  

計画 
あり 

18 

外壁修繕 
を含む 

14  
修繕周期（計画）：13～20年 

・外断熱の汚れ洗浄・補修を計画 8件 

・周期延伸予定 2件 -を含まない 4  

計画 
なし 

７ - -  
※2件は長計なし．うち１件は、予定はないが

一部の居住者は修繕希望 

不明 ３ - -  ※2件は長計作成中．1件は長計なし． 

計 34     

 

（３）外断熱改修後の維持管理上の気付き 

①断熱材の破損と対応（図-3） 

「破損したことはない・知らない」が21件（61.8％）

と最も多く、次いで「外壁面（１階）」が9件（26.5％）

であった。破損があったという13件のうち、11件は

修繕・修復・応急処置をしたと回答している。断熱

材が露出するような破損の場合は損傷した断熱材を

切り取り新たな断熱材を施工し、表面のみの破損の

場合は再塗装により修復している例が多い。また、

傷のつきやすい箇所に、金属パネル・ガードパネル

を設置した事例も2件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②美観上の気づきと対応（図-4） 

美観上気になる点について「特になし」が19件

（55.9%）で半数以上を占めた。汚れ等があると認識

している場合、「汚垂れ」が11件（32.4％）、「黒

ずみ・カビ等の汚れ」が９件（26.5％）であった。

外断熱改修から10年以上経過している事例で、汚れ

があるという傾向が見られる。 

美観上の観点で気になる部分がある事例のうち約

半数は、修繕・修復・応急処置をしている。「高圧

洗浄」を実施した事例が４件あるが、うち１件は高

圧洗浄により逆に色落ちしたとの回答があった。 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

外断熱改修を実施したマンションを対象に、改修

後の維持管理状況等を調査した。外断熱改修を契機

とした修繕周期の見直しや、改修後の維持管理を踏

まえた修繕周期の延伸を見据える動きが確認された。

また、外壁の破損や美観上の汚れの発生状況は比較

的少なく抑えられており、課題が発生した場合は補

修等の対応をしているものもみられた。 

以上より、外断熱改修は長期的な維持管理の合理

化を踏まえたうえで計画することが重要であること

が示唆された。 

図-4 美観上気になる点（複数回答） 

図-3 断熱材の損傷（複数回答） 

61.8%(21)

2.9%(1)

26.5%(9)

5.9%(2)

8.8%(3)

2.9%(1)

5.9%(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

破損したことはない・知らない

階段室廻り

外壁面（１階）

外壁面（２階以上）

開口部（住戸部分）廻り

共用廊下

その他 n=34

破
損
あ
り

57.6%(19)

33.3%(11)

27.3%(9)

9.1%(3)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特になし

外壁面の汚垂れ

外壁面の黒ずみ・

カビ・緑色の汚れ等

その他
n=33

汚
れ
等
あ
り

＊外断熱改修直後に、外断熱以外の外壁の計画修繕を実施した例は「計画あり」に含む 

図-2 外壁改修後の大規模修繕の実績・予定 
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適切な室内空気環境の 

確保と省エネに向けた 

空調換気システムの実証実験 
(研究期間：令和７年度～令和９年度) 

住宅研究部 建築環境研究室 

赤嶺 嘉彦 浅岡 凌 

（キーワード）  室内空気環境、省エネルギー、空調換気システム 

 

１．はじめに 

長時間を過ごす建物の中で「空気」を意識するこ

とは少ない。暑い・寒いといった温度の不満は感じ

やすい一方で、空気そのものの質については見過ご

されがちである。Covid-19の世界的流行は換気の重

要性を強く認識させた出来事として記憶に新しいが、

その沈静化以降も「空気」に対する意識が持続され

ているとは言い難い。 

住宅とは異なり、事務所や学校、病院などの非住

宅建築物では、個人の判断で換気設備の起動や窓開

けを行うことは難しく、適切に設計・施工された空

調換気設備を的確に運用することが基本となる。し

かしながら、後述する室内空気環境の実態を踏まえ

ると、必ずしも適切な空気環境が維持されていると

は言えないのが現状である。 

そこで、国総研では令和７年度から「事務所ビル・

学校等における適切な空気環境の確保と省エネ評価

に関する研究（令和9年度まで）」を開始し、適切な

室内空気環境を確保するための空調換気設備計画の

技術ガイドラインの作成、及び、高度な換気風量制

御技術の省エネルギー性能評価手法の開発を進めて

いる。ここでは、室内空気環境の実態を示し、研究

の一環として実施している空調換気システムの実証

実験について紹介する。 

 

２．室内空気環境の実態 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律で

は、多数の人が利用する建築物の環境衛生を維持す

るため、定期検査により、温度、相対湿度、気流（風

速）、一酸化炭素、二酸化炭素、浮遊粉塵が実測さ

れ、基準値を満たしているか確認される。 

図-1は、定期検査によって室内の二酸化炭素濃度

が基準値である1,000ppmを超えた場合の「不適率」

の割合を示したものである。二酸化炭素そのものの

人体に対する直接的な毒性はほとんど無いが、濃度

が上昇すると眠気や集中力低下を引き起こし、生産

性に影響を与える。 

図-1を見ると、コロナ禍の対策期間（2020年以降、

2023年5月に5類移行）を除くと事務所では1/3以上が

不適合となっており、十分な換気がなされていない

ことがわかる。特に2000年以降は、不適率の増加が

顕著であり、その一因として建築物の省エネルギー

の観点から空調換気設備の運転が抑制されているこ

とが挙げられている。 

このような換気不足を放置してしまうと、パンデ

ミックなどの非常時だけでなく、平常時においても

執務環境の悪化やシックビル症候群などの社会問題

が発生する恐れがある。 
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図-1 室内二酸化炭素濃度基準の不適率 

室長 
(博士(工学)) 

研究官 
(博士(工学)) 
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３．実証実験の概要 

実証実験は国総研立原庁舎内の実証実験棟（写真）

において実施している。本建物は元々共同住宅の実

験棟であったが、間仕切壁等を撤去し、1つの住戸を

1つの仮想事務室としている。空調対象は2階と3階の

6室で、中央式空調システムを設置している。 

図-2に空調換気システムの概要を示す。本システ

ムは、暖冷房負荷に応じて各室の給気風量（SA）が

変化する変風量制御を採用している。中央式空調シ

ステムは、ファン、ダンパー、冷温水コイル、フィ

ルター、ダクト等で構成されるが、その具体的な構

成は設計者の判断に委ねられる。 

そこで本実験における空調換気システムは、図-2

の赤色で示す排気側（EA）及び外気導入側（OA）の

ファンとVAVユニット（風量自動調整ダンパー）、さ

らにCO2センサーについて、有無及び制御方法を任意

に設定できるようになっており、多様な装置構成に

おける検証が可能になっている。なお、CO2センサー

は建物内の二酸化炭素濃度に応じて換気量を調整す

るCO2濃度制御に用いるものであり、この制御につい

てもVAVユニットによる風量制御やファン回転数な

ど、複数の方式が再現可能になっている。 

図-3は、EAファンのみを回転数固定運転（それ以

外の赤色の装置はなし）とした場合の風量の時系列

変化を示したものである。本来一致すべき排気風量

（EA）と外気導入量（OA）に約1,000㎥/h程度の差が

生じている。この差分は、建物の隙間等からの意図

しない空気の流入（漏入）によって補われており、

適切な換気が確保されていない状態である。このよ

うな装置構成は実務においても採用され得るもので

あり、このような実証データを踏まえ適切な換気設

計及び運用の重要性を周知していく必要がある。 

 

４．おわりに 

室内空気環境の実態と実証実験の概要について紹

介した。適切な室内空気環境を確保するためには、

適切に設計・施工された空調換気設備を的確に運用

することが重要となる。実証実験を踏まえ、技術ガ

イドラインの作成等を進めていく予定である。 

Room 203
HVAC Equipment

Room 202 Room 201

Room 303 Room 302 Room 301

 

実験棟北側 

 

空調機械室     202室 

写真 実証実験建棟の概観 

R. 203 R. 202 R.201 R. 301 R.302 R. 303

OA

EA

CO2 Sensor

: VAV unit (Variable Air Volume Unit)

: Fan

Air Handling Unit

: Manual damper
 

図-2 空調換気システム概要 

（赤色の装置は有無や制御を任意に設定可能） 
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図-3 風量の時系列変化 
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カーボンニュートラルに資する 

リユース木材活用のための研究開発 

 
(研究期間：令和７年度～令和１０年度) 

住宅研究部  住宅生産研究室            荒木 康弘 

建築研究部  材料基準研究室             酒井 雄太 

（キーワード）  カーボンニュートラル、木材リユース、集成材 

１.研究の背景と目的 

近年、脱炭素社会への移行が世界的に進む中で、

木材は環境負荷の小さい建築材料として改めて注目

されており、木造建築の推進や木材利用の高度化が

進められている。その中でも過剰な森林伐採を防ぎ、

建物の解体・燃焼によるCO2の排出を抑制することが

できる、木質材料のリユースへの期待が高まってい

る。具体的な事例として、2025年日本国際博覧会で

使用されたCLTが、会期終了後に解体され、別の建築

物へ再利用される方針が示されている。また、2024

年6月国土交通省により、JASに適合するクロスラミ

ネイティッドティンバー（CLT）および集成材が、性

能や品質が損なわれていないことが確かめられた場

合、JASに適合するものとして、別の建築物の構造部

材として再利用することが可能になることが明確に

示され1)、制度面からもリユースが後押しされる環

境が整いつつある。 

一方で、実際にリユースを普及させるためには、

使用後の木質材料がどの程度性能を維持しているか

を適切に評価する必要があり、性能が低下していな

いことを簡便に確認する方法の確立が重要である。

特に、集成材のリユースについては十分な検討が行

われていない。そのため、総合技術開発プロジェク

ト「カーボンニュートラルに資する新技術の導入促

進のための研究開発」のテーマの１つで集成材の強

度・劣化度・健全度を適切に評価する方法を開発を

行っている。 

２．研究内容と今後の展開 

 リユース材の使用環境として屋内と屋外を想定し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 木質材料のリユースの概念図2) 

 

一定期間荷重を負荷した材料の構造性能や健全度を

確認する。R7年度は、屋内環境で、建築基準法で想 

定する長期荷重を負担した木質材料（横架材・柱材）

の構造性能を確認する実験を開始した。R8年度以降

は屋外環境で、建築基準法で想定する長期荷重を負

担した材料の構造性能及び劣化の程度を確認する実

験を実施予定である。また、リユース木材の活用方

法に関する事例収集や新たな活用方法の提案を行う

予定である。 

☞参考文献 

(1)国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）：構造部材

として使用したCLT等を別の建築物の構造部材として再利

用する場合の建築基準法における取扱いについて, 国土

交通省住宅局参事官付事務連絡, 2024.6.28 

(2)https://www.nri.com/jp/knowledge/publication/reg

ion_202501/files/000040515.pdf 

室長 
(博士(工学)) 

研究員 
(博士(農学)) 

リリユユーースス材材とと比比
べべ荷荷重重をを受受けけ持持
つつよよううなな使使いい方方

がが困困難難  
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リサイクル 

https://aippearnet.com/column/knowledge/bunbetsu-kaitai/ 

新築        解体      分別・回収 

保管・再加工 
リリユユーースス：：新新材材ででななくく
リリユユーースス材材がが使使用用ささ

れれるるとと,,建建材材製製造造がが抑抑
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都市・まちづくりと連携した 

バス輸送システム計画ガイドライン 
(研究期間：平成31年度～令和６年度) 

都市研究部 都市施設研究室 

小笠原 裕光      新階 寛恭  

（キーワード） 基幹的交通軸、バス輸送システム、BRT、都市交通計画、立地適正化計画、ウォーカブル 

 

１．はじめに 

持続可能な都市構造を実現には、コンパクト・プ

ラス・ネットワークの考え方のもと、基幹的交通軸

の形成が重要である。 公共交通軸のひとつである

BRT等のバス輸送システムは、LRTや地下鉄等と比較

し、初期投資が少なく、短期間で導入でき、路線再

編が柔軟に行える特長がある。 路面走行のため、歩

行者空間や沿道土地利用との調和が図りやすい。こ

れらの相乗効果により、利用者のライフスタイルに

対応した都市交通の実現が期待される。 

しかしながら、世界水準のBRT等の国内における導

入事例は限られており、都市・まちづくりと連携し

た計画手法についても十分に整理されていない。 

そこで本研究は、基幹的交通軸を成すバス輸送シ

ステム導入時の、都市・まちづくりとの連携による

効果的な都市交通計画の手法を明らかにすることを

目的とした。平成31年度～令和6年度にかけ、国内外

の事例の収集・分析を、自治体インタビュー・アン

ケート調査、現地踏査等の方法により実施した。国

内外62都市（国内39都市、海外10カ国23都市）の先

進事例をまとめた成果は、自治体職員に向けた実務

のガイドライン1)として公表した（令和7年6月）。 

本稿では、ガイドラインの重要な考え方と計画手

法のポイントを紹介する。 

２．都市における基幹的交通軸 

 基幹的交通軸は、都市構造を形成する重要な要素

となる。都市軸は、①中心地区から伸びる線状で、

②様々な都市機能が高密度に集積する③連続的に繋

がっている「空間」である。人々の移動量が多く、

移動ニーズも多様なため、高頻度かつ信頼性の高い

交通サービスの供給が求められる。図-1 の通り、そ

の役割・機能を果たせるサービスが、幹線（基幹）

的な交通軸となり、交通拠点や支線・端末交通等と

都市全体のネットワークを形成する。基幹的交通軸

の実現が都市軸への機能集積を促進させ、更に移動

の需要量が創出され、公共交通も持続可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  都市構造と基幹的交通軸（BRT等）の概念図 

   －都市機能と公共交通ネットワークの関係－ 

 バス輸送システムを交通軸として活用する際には、

前提として、専用・優先レーンの整備やバス停の配

置、車両数の確保や連節車両の導入、運行管理の高

度化等が重要である。これにより、従来のバス輸送

システムと比較して速達性、定時性、輸送力の面で

より高い性能を発揮することが可能となる。また、

性能水準だけでなく、フランスのBHLS（Bus with High 

Level of Service）のような、サービスクオリティ

（利用者満足度）を評価する観点も取り入れる。 

３．目指すべき、まちとバス交通の姿 

利用者視点から、都市・まちづくりと連携した基

幹的交通軸を成す魅力あるバス輸送システムを実現
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するため、以下の4つの重要な観点を整理した。 

（１）信頼できる（reliable） 

定時性、高頻度運行を確保し、積み残しなく必ず

乗れ、運行情報や運賃が明解で、支払いも容易など、

安心して利用できる交通サービスを提供する。 

（２）魅力的（enjoyable） 

車両と停留所や情報案内施設周辺とのトータルデ

ザインによるまちとの親和性のある環境整備、車内

の快適性の確保など、車両としての存在感があり、

目的地に早く行くことができ、移動そのものが楽し

く魅力的な体験となることを目指す。 

（３）歩行者中心（walkable） 

バス停周辺が、周辺施設と一体的で待つことも苦

にならない（活動先・時間・気候）ことも含めて、

歩行者空間との連携を図り、ウォーカブルな居心地

が良く歩きたくなる沿道を形成する。 

（４）アクセス性が良い（accessible） 

多様な都市機能へ相互にアクセスしやすく、交通

拠点との接続性を高めるとともに、誰でもバス車両

に乗り降りがし易い環境を整備する。 

４．計画手法におけるポイント 

国内外事例について、計画への位置付け、都市構

造や交通ネットワークとの関係、推進体制、バス輸

送システムと環境の要素技術、時間軸での進め方等

の観点から分析した結果を元に、バス輸送システム

の導入計画段階で取り入れるべき5つのポイントを

明らかにした。実施には、自治体における都市計画

部局と交通政策部局の連携による推進が必要である。 

（１）計画間連携と明確な目標設定 

 都市計画マスタープランは10～20年、都市・地域

交通戦略は5～10年、地域公共交通計画は5年とそれ

ぞれの計画期間があり、役割や時間軸の違い、計画

間連携を意識し明確な目標とともに基幹的交通軸を

位置付ける。将来に渡る継続性・安定性を確保しつ

つ、柔軟な路線変更等が可能で短期施策も組みやす

いバス交通の利点を活かしたプランニングを行う。 

（２）持続可能な都市構造の誘導 

 立地適正化計画において都市機能誘導や居住誘導

と連動させ、公共交通軸の、路線、駅・停留所の位

置、サービスレベル等を測地的・具体的に記載する。 

（３）まちぐるみの協働体制構築と現況分析 

 関係者が一堂に会する協議組織の場を活用し、自

治体が主体的になり、多様な主体の利害関心や役割

を想定した協議を重ね、公共交通を地域や社会への

投資と捉えた共通の課題意識、目標設定のもと、重

複事業を束ねるなど、一丸となって施策を進める。 

（４）バス輸送システムと周辺環境要素の工夫 

 図-2 に示す（Ａ）走行環境（Ｂ）車両（Ｃ）停留

所（Ｄ）運行・情報システム（Ｅ）運賃収受（Ｆ）

トータルデザイン（Ｇ）交通結節機能（Ｈ）端末モ

ビリティ（Ｉ）まちづくり連携と、それぞれの要素

技術について、期待できる効果や導入難易度（法的・

協議的・費用的）のバリエーションがあることを認

識し、地域に見合ったサービス向上を目指す。 

（５）サービスクオリティの段階的な向上 

着実に事業を推進していくためには、公共交通ネ

ットワーク形成とまちづくり計画の進展の時間軸で

の整合性が重要である。（４）の要素技術は、社会

受容性も鑑み、モビリティ・マネジメントといった

生活者とのコミュニケーション手法も取り入れ、段

階的かつ総合的に改善を図る姿勢が重要である。 

 
図-2 軸を形成するバス輸送システムと要素技術 

５．おわりに 

詳細な解説や優良事例、計画時チェックリスト、

合意形成のポイントをガイドラインで紹介している。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料No.1323都市・まちづくりと連携し基幹的交通

軸を成す魅力あるバス輸送システムの計画ガイドライン 
https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1323.htm 
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ＡＩを利用した緑視率の効率的な計測 

に関する技術開発 
(研究期間：令和６年度～令和８年度) 

都市研究部  都市開発研究室 

大橋 征幹 阪田 知彦 

（キーワード）  緑視率、画像認識、AI 

 

１．はじめに 

緑視率とは、人が目にする緑の量を把握するため

の指標として、地上で撮影された写真の中に写って

いる緑（植物）の割合を示したものである。地方公

共団体では、都市緑地法第4条に基づく「緑の基本計

画」等の策定において、緑視率を緑被率（空中写真

から求める緑地面積の割合）と同様に都市の緑の状

況把握や目標設定の指標として用いてきた。 

しかしながら、緑視率の調査には、画像編集ソフ

トを使って大量の現地調査写真を１枚1枚人の手で

緑の範囲を塗りつぶして面積を求めるという非常に

手間のかかる膨大な作業が必要であり、この作業コ

ストが緑視率調査を実施する上での大きな課題とな

っていた。ここでは、この問題を解決し、より多く

の地方公共団体が緑視率を活用できるようにするた

めの技術開発について紹介する。 

 

２．技術開発の概要 

国総研では、AIの画像認識技術（セマンティック

セグメンテーション）を利用して、従来、人が行っ

ていた写真から緑の範囲を塗りつぶす作業を瞬時に

自動で行うことのできるツール「AI緑視率調査プロ

グラム」の開発1）を進めている（図-1）。 

このAIは、複数の地方公共団体の協力を得て、実

際の調査で使用された写真をもとに作成した学習用

データセットを使用してAIの学習を行っており、実

用性の高い精度を確保している（図-2）。 

また、開発中のものを試行版として地方公共団体

等へ提供２）し、フィードバックを反映しながら改良

を加え、社会実装を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 AIが瞬時に緑視率を算出 

 

 

 

 

 

図-2 AIと人の手による緑視率の比較 

 

３．今後の予定 

本ツールの正式版は、2027年の公開を予定してい

る。また、住民協働調査等を考慮し、パソコンでも

スマートフォンでも利用できるWebアプリの開発を

進めている。さらに、緑視率の標準化や効率的に広

域を調査する方法の提案、緑視率を用いた緑の評価

方法の整理等を行い、国総研資料として取りまとめ

ていく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1)大橋征幹：AI緑視率調査プログラムの改良，日本

建築学会大会学術講演梗概集 , 環境工学 I, 

pp.1931-1932, 2025.9 

2) 国総研 都市開発研究室ホームページ 

https://www.nilim.go.jp/lab/jeg/green.html 

主任研究官 
 

室長 
(博士(工学)) 
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社会ニーズの変化や老朽化に伴う 

都市公園の再整備 
(研究期間：令和５年度～令和７年度) 

社会資本マネジメント研究センター 緑化生態研究室 

山岸 裕 小島 孝文 

（キーワード）  都市公園、再整備、集約・再編 

 

１．研究目的及び経緯 

全国で約11万箇所ある都市公園のうち、設置後30

年以上経過したものが令和４年度末時点で約６割を

占めており、公園施設の老朽化が進んでいる。その

一方で、少子高齢化社会の到来など、社会の変化に

伴って、都市公園に求められる機能・ニーズは多様

化し変化してきている。  

そのため、国総研では、令和５年度より、全国の

地方公共団体を対象に都市公園の再整備や再編・機

能分担の事例等について調査し、その手法等につい

て体系的に整理し、基本的なあり方を示すための検

討を進めている。 

 

２．事例調査及び調査結果のとりまとめ 

令和５年度から７年度にかけて、都市公園におけ

る再整備に関する検討の基礎資料とするために、主

に、以下の３つの項目に関して文献調査及び公園管

理者等に対してヒアリング等により事例調査を行い、

都市公園の再整備等に関する要点や留意点等の整理

を行った。  

(1)所管する都市公園の再整備計画調査 

地方公共団体が所管する都市公園全体を対象に再

整備についてガイドラインや計画等を作成し公表し

ている地方公共団体の事例を抽出し、その記載内容

の特徴について調査した (表-1)。 

ガイドライン等の記載項目は、主に、①計画の位

置づけ、②基本的な考え方、③再整備対象公園の設

定、④再整備公園の優先順位または評価方法の考え

方、⑤利用者ニーズの把握、⑥維持管理、⑦具体的

なコスト、⑧再整備スケジュール等についての記載

が見られた。その他、⑨公園施設長寿命化事業との

連携による再整備が必要な街区公園の位置づけ、⑩

都市計画公園・緑地の長期未整備公園の見直しにつ

いての記載も見られた。 

(2)複数の都市公園間での再編・機能分担調査 

複数の都市公園間の再編・機能分担の手法を整理

するため、再編・機能分担を実施している地方公共

団体を抽出し、対象とする都市公園、事業経緯、プ

ロセス、事業概要、事業効果・課題等について調査

を行った(表-1)。 

再編・機能分担が行われた都市公園は、ほとんど

の地方公共団体で誘致距離圏が狭く、公園機能（施

設）が限られる小規模公園であった。その理由とし

ては、公園間の誘致距離圏や公園機能の重複などが

挙げられた。 

再編・機能分担の検討手順としては、誘致距離圏

が重複する場合における、①再編などの公園配置の

再検討と②重複する公園機能（施設）の再検討につ

いて整理している自治体が多かった。 

重複する公園機能（施設）を再編するにあたって

は、いくつかの公園機能型に分類（遊び型、健康づ

くり型、スポーツ型、休養型、自然型、コミュニテ

ィ型、防災型など）して、それぞれの都市公園で分

担すべき機能を付与している事例がみられた。 

(3)再整備調査 

個別の都市公園における再整備の事例を、立地、

公園規模、再整備の背景、事業手法などから、偏り

がないように抽出し、(2)と同様の調査項目について

の調査を行った(表-2)。  

その結果、都市公園の再整備の事例をその目的から

表-3のように分類整理した。また、再整備の進め方

の例を表-4のとおりとりまとめた。 
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 新宿区では「新宿中央公園魅力向上推進プラン(平 

成29年9月)」に基づき、早期実現を目指す取り組み、

中期的な取り組み、長期的な取り組みに分け、順次

再整備を進めている。これは、表-4の④方針の策定

に該当すると考えられ、再整備の構想・基本計画等

を策定し整備した事例である。 

事業の効果として、ホームレスが多くいる樹木が

うっそうとして薄暗い公園などのイメージが 、再整

備後は良くなった、明るくなった等の意見が増えた

等の回答が得られた。ちびっこ広場再整備の再整備

前後の開放的な新エントランスの創出の写真を示す。 

写真 新宿中央公園ちびっこ広場再整備前後の写真 

【新宿区提供】 

 

３．成果の活用 

今後、これらの調査結果及び都市公園における再

整備の海外事例調査や財源確保等のためのネーミン

グライツやCSR活動の受け入れ等の調査結果をもと

に、再整備及び再編・機能分担等を検討している地

方公共団体の取り組みを支援し、都市公園の利活用

向上・機能発揮に貢献する技術資料としてとりまと

める。 

整備前 整備後 

表-1 再整備計画等の 
調査対象事例一覧 

表-2 再整備調査の対象公園一覧 

①老朽化及びニーズの変化に伴う再整備 
②公園の魅力向上に向けた再整備（都市のシンボルとなる 
拠点の公園、大規模運動施設の整備ほか） 

③地域課題の解決に向けた再整備（防犯対策、子育て支 
援・高齢者対応、防災機能向上） 

④他事業との一体的な再整備（周辺地域や周辺公共施設 
整備（小学校、保育園、児童館）との一体的な整備） 

表-3 都市公園の再整備事例の目的分類 

表-4 再整備の進め方の例 
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ブルーインフラの広域的な 

効果の評価に向けた海生生 

物のネットワークの可視化 
(研究期間：令和２年度～) 

港湾・沿岸海洋研究部  海洋環境・危機管理研究室 

 玉上 和範    秋山 吉寛   内藤 了二     岡田 知也 

（キーワード）  ブルーインフラ、遺伝子分析、血縁度、ネットワークの可視化 

 

１．はじめに 

近年、カーボンニュートラル実現への貢献や生物

多様性による豊かな海の実現を目指し、ブルーイン

フラ（藻場・干潟等及び生物共生型港湾構造物）の

拡大が推進されている。ブルーインフラは持続的な

生物の生息場となることが期待され、その整備では

従来の整備箇所の効果だけでなく、生物の移動によ

り形成される生息場のネットワークによる広域的な

環境への効果も評価することが重要である（図-1）。

本研究では、内湾の一般的な巻貝（ホソウミニナ）

を対象に、本種の遺伝子分析結果に基づく血縁度か

ら生息場のネットワークを可視化する検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．方法 

東京湾16か所の生息場においてホソウミニナを採

取して遺伝子分析を行い、血縁度を計算した。生息

場のネットワークを可視化するために、血縁度の値

に基づいた生息場間の連結強さCs1)（評価対象とす

る生息場と、その周辺との生息場との間のつながり

の強さを個別に示す値）を定義して算出した。 

３．結果 

東京湾16か所の生息場における各生息場間の連結

強さCsを定量化することができた。最も湾奥に位置

する江戸川河口（ED、図-2の赤丸）を起点とした生

息場間の連結強さCsの空間分布を見ると、Csは自生

息場内で最も高い値を示したものの、周辺の生息場

との間では生息場間の距離が近いほどCsが高くな

るといった明確な傾向は見られなかった（図-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の展望 

今後は、生息場間の距離に依存しない生息場間の

連結強さに影響を及ぼす因子を明らかにし、この因

子に着目したブルーインフラの広域的な環境への効

果を評価する手法を開発する予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1332 pp.1-77 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks

1332.pdf 

交流 
研究員 

主任研究官 
(博士(地球環境科学)) 

主任研究官 
(博士(工学)) 

 
図-1 生物の移動によるブルーインフラの広域

的な環境への効果が及ぶ範囲のイメージ 

生物の
移動範囲

干干潟潟A

干干潟潟B

干干潟潟C

護護岸岸B

護護岸岸A

アアママモモ場場

整備
箇所

整備
箇所

 

図-2 EDを起点としたホソウミニナの生息場間の

連結強さCsの空間分布 

室長 
(博士(工学)) 
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1332.pdf

- 123 -- 123 -

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks1332.pdf
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks1332.pdf


448

 

2024年に導入された 

新しい舗装強度指標PCRの各国対応状況 
(研究期間：令和７年度) 

空港研究部 

坪川 将丈 

（キーワード）  PCR、ACR、ICAO 

 

１．はじめに 

2024年にICAOが導入した空港舗装の新しい強度指

標であるPCRの公示について、日本及び各国の対応を

記録することを目的として本稿を執筆した。本稿で

使用する略称は以下のとおりである。 

・ICAO： 国際民間航空機関 

・Annex 14： 国際民間航空条約第14附属書 

・ACR： 航空機分類等級 

・PCR： 舗装分類等級 

・ACN： 航空機等級番号 

・PCN： 舗装等級番号 

・AIP： 航空路誌 

・AIP Amendment：航空路誌改定版 

・NOTAM： ノータム（航空情報） 

 

２．空港舗装強度の公示方法 

ICAOが制定するAnnex 14には、条約締結国の空港

が遵守する必要がある様々な事項が示されているが、

その一つにACR-PCR法による空港舗装強度の公示が

ある。具体的には以下のように規定されている。 

 ACRは航空機が舗装に及ぼす影響を示す指標であ

る。算出方法はICAOが定めており、Annex 14の下位

文書である Aerodrome Design Manual Part 3 – 

Pavements 3rd Editionに示されている。航空機製造

者は自社が製造する航空機のACRを、当該航空機の重

量等の特性が記された文書で公示している。 

PCRは空港舗装の強度を示す指標である。ACRと異

なり、算出方法は各国の航空当局に委ねられている。

日本のPCR算出方法は国土交通省航空局の【舗装強度

の公示方法について】に示されている。空港管理者

は自空港のPCRをAIPで公示している。 

空港管理者は、図に示すようにPCR≧ACRであれば、

当該航空機の通常運航が可能と判断することとなる。 

航空機脚荷重
↓

ACRが800

舗装厚
↓

PCRが
1000

舗装厚
↓

PCRが
750

PCR1000 ＞ ACR800
【運航可能】

PCR750 ＜ ACR800
【運航不可】【重量制限運航】
【オーバーロード運航を許可】

航空機脚荷重
↓

ACRが800

 

図 ACR-PCR法による運航可否判断 

 

このACR-PCR法は、ICAOが2024年11月28日から適用

を開始した新しい方法である。これより前は、1981

年11月26日から43年の長きにわたりACN-PCN法が用

いられていた。しかしながらACNの算出方法は、各国

の現行の空港舗装設計法のコンセプトとは大きく乖

離している等の問題があった。そこでICAOは、ACR

の算出に舗装構造解析手法の一つである多層弾性解

析を用いる、新しいACR-PCR法への移行を決定した。 

ICAOはPCR適用開始日の4年前である2020年に

Annex 14の8th Editionを一部改定したが、ACR算出

方法の詳細を確定し公開したのは、当初予定から遅

れた2022年となった。 

空港新技術研究官 
(博士(工学)) 

22..66  SSttrreennggtthh  ooff  ppaavveemmeennttss  
Applicable as of 28 November 2024. 

 
2.6.2 The bearing strength of a pavement 
intended for aircraft of apron (ramp) mass 
greater than 5700 kg shall be made available 
using the aircraft classification rating - 
pavement classification rating (ACR-PCR) 
method by reporting all of the following 
information: 
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３．日本の対応 

2024年のACR-PCR法への移行に対応するため、著者

は2021年から2年間、ICAOが定めた新しいACR算出方

法と日本の空港舗装設計法の違いを分析し、日本の

標準的なPCR算出方法を構築した1)。 

PCR適用開始日のおよそ1年2か月前である2023年

10月、国土交通省航空局は【舗装強度の公示方法に

ついて】を改定し、PCRの算出及びAIPの変更手続き

が必要となる旨を空港管理者へ周知した。その後、

空港管理者は自空港の滑走路・誘導路・エプロンの

PCRを算出し、AIPの変更手続きに着手した。その結

果、2024年のPCR適用開始日から、日本国内の全ての

空港のAIPでPCNに代わりPCRが公示された。 

 

４．各国の対応 

PCR適用開始日から半年が経過した2025年4月、著

者が各国の代表的な空港のAIPをWEBで確認したとこ

ろ、PCRが掲載されている空港は稀であり、依然とし

てPCNが掲載されていた。そのため、北米・アジア大

洋州・欧州のうち，WEBでAIP、AIP AmendmentやNOTAM

が閲覧可能であった65の国・地域について調査を行

った。その結果、2025年4月にAIP等でPCRが確認でき

たのは表に示す18の国・地域（27.7%）であった。以

下では調査結果の概要を記す。 

 

表 北米・アジア大洋州・欧州のうち 

2025年4月にPCRが確認された国・地域 

北米 アメリカ 

アジア 

大洋州 

中国、香港、日本、マレーシア、韓国、

シンガポール、台湾、タイ、ベトナム 

欧州 

アルバニア、ベルギー、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、エストニア、ルクセンブル

ク、オランダ、北マケドニア、イギリス 

 

表に示した18の国・地域のうち、日本と同様に国

内の大部分の空港でPCRが公示されていたのは、アジ

ア大洋州の一部の国・地域に限られていた。特に欧

州の多くの国・地域では、首都圏の空港のみがPCR、

他の空港はPCNのままとなっていた。PCR適用開始日

までに自国のPCR算出方法の構築が間に合わなかっ

たためと考えられるが、この大きな原因は以下であ

ると推測している。 

 舗装強度指標の改定は43年ぶりであり、各国で

長年使用されてきたPCN算出方法に関する技術

的な文献が残されていない。 

 ACR-PCR法では多層弾性解析が必要であるため、

空港舗装の設計や評価において日常的に多層

弾性解析等の構造解析が用いられていない場

合は対応に時間を要する。 

 

また、PCNやPCRの末尾には、算出方法の性格を示

す記号【T】または【U】を付すこととなっている。

【T】は舗装厚や舗装設計法を基礎とした技術的な方

法で算出されたことを表す。【U】は過去に当該空港

を使用したことのある航空機の最大のACRをもって

当該空港のPCRとするような経験的な方法であるこ

とを表す。PCNの公示では多くの空港が【T】であっ

たが、PCRの公示から【U】に変更された空港が多か

った。また【T】としてはいるものの、現時点でACR

が最大級であるA350-900型機のACRをもってPCRとし

たと推測される空港も複数確認された。これも前述

のように、自国の空港舗装設計法を基礎としたPCR

算出方法の構築が間に合わず、暫定的に経験的な方

法によるPCRを公示したものと推測している。 

 

５．おわりに 

日本のPCR算出方法の詳細1)や、かつて用いられて

いたPCN算出方法の詳細2)は、著者がこれまでに調べ

た限りの過去の経緯とともに、以下の国総研資料に

掲載している。 

☞詳細情報はこちら 

1) 坪川将丈：空港舗装のPCR算出方法の研究、国総

研資料、No.1256、2023． 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn

/tnn1256.htm 

2) 坪川将丈、伊藤謙作、水上純一、齊藤泰：空港

舗装のPCN算出方法の改定に関する検討、国総研

資料、No.604、2010． 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn

/tnn0604.htm 
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	 �https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn 

/tnn1256.htm

2)	� 坪川将丈、伊藤謙作、水上純一、齊藤泰：空

港舗装のPCN算出方法の改定に関する検討、国

総研資料、No.604、2010．

	� https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn 

/tnn0604.htm
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グリーン社会実現に向けた研究の 

推進・連携 

 
(研究期間：令和５年度～) 

グリーン社会実現研究推進本部 

  佐藤 寿延 大城 温          山地 秀幸 

（キーワード）グリーン社会、総合技術開発プロジェクト、環境研究機関連絡会、気候変動適応、研究連携 

 

１．グリーン社会実現研究推進本部の活動 

国総研では、「国土交通省環境行動計画」に基づ

く環境研究を組織横断的に推進するため、「国総研

グリーン社会実現研究推進本部1)」（以下「グリーン

本部」）を2023年7月に設置した。グリーン本部は、

国総研内の横断的な研究推進と、外部の研究機関と

の連携の２つを活動の柱としている。 

 

２．国総研内の組織横断的な研究の推進 

グリーン本部では、環境に関する政策・研究の動

向等を中心に情報共有や意見交換等を行っている。 

また、グリーン本部事務局が調整役となり、組織

横断的な研究プロジェクトの立ち上げに取り組んで

いる。具体的な成果として、国土交通省の「総合技

術開発プロジェクト2)」として「カーボンニュートラ

ルに資する新技術の導入促進のための研究開発」が

2025年度から開始されたところであり（図）、2026

年度からは「都市機能継続のための戦略的水害対策

技術の開発」が開始される予定である。 

 

３．外部の研究機関との連携 

(1) 環境研究機関連絡会 

環境研究機関連絡会に参加する12機関が開催した

「研究交流セミナー3)」（2025年11月）に今回も国総

研が参加し、企画部の大城インフラ情報高度利用技

術研究官が 「建設分野における循環経済・自然再興

に資する国総研の取組」について発表するとともに、

各機関からの参加者と「循環経済と自然再興実現」

をテーマにディスカッションを行った（写真）。 

(2) 気候変動適応に関する研究機関連絡会議 

気候変動適応法に基づき設置された本連絡会議で

は、参加機関の研究者等による「気候変動適応の研

究会」の研究発表会4)が毎年開催されている。2025年

12月の研究発表会では、河川研究部水循環研究室の

山地主任研究官が「気候変動による降雨時空間分布

の将来変化と流域デジタルテストベッドの活用」と

題して発表を行った。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研グリーン社会実現研究推進本部 

https://www.nilim.go.jp/japanese/organization/

gx_honbu/indexgx.htm 

2) 総合技術開発プロジェクト（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000124.html 

3) 第7回環境研究機関連絡会研究交流セミナー 

https://kankyorenrakukai.nies.go.jp/seminar_07/ 

4) 令和7年度気候変動適応の研究会 研究発表会 

https://adaptation-platform.nies.go.jp/ccca/co

nference/2025/1216/index.html 

【本部長】 
所長 

【事務局】企画部 
インフラ情報高度利用技術研究官 

 
写真 研究交流セミナーでのディスカッション 

河川研究部水循環研究室
主任研究官 

 
図 「カーボンニュートラルに資する新技術の導入

促進のための研究開発」の実施体制 
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1) 国総研グリーン社会実現研究推進本部

https://www.nilim.go.jp/japanese/organization/ 

gx_honbu/indexgx.htm

2) 総合技術開発プロジェクト（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000124.html

3) 第7回環境研究機関連絡会研究交流セミナー

https://kankyorenrakukai.nies.go.jp/seminar_07/

4) 令和7年度気候変動適応の研究会　研究発表会

https://adaptation-platform.nies.go.jp/ccca/co 

nference/2025/1216/index.html
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災害対応の支援

301

災災害害時時のの技技術術支支援援活活動動及及びび TTEECC--FFOORRCCEE 等等専専門門家家派派遣遣 

１．国総研の技術支援活動 

国総研は、災害発生時に被災地の地方公共団体や

地方整備局等からの要請に応じて、各分野の専門的

知見を有する職員を専門家として派遣し、要請者を

支援する被災状況調査や技術的助言を行っている。

中でも、特異な被災事象等に対する支援活動は、国

土交通省緊急災害対策派遣隊 TEC-FORCE の「高度技

術指導班」として位置づけられており、いち早く被

災地へ出向き、被災状況調査、高度な技術指導、被

災施設等の応急措置や復旧の方針検討等にあたって

いる。 

２．TEC-FORCE の増強と多様な主体との連携強化 

TEC-FORCE は平成 20 年の発足以来、様々な災害に

おける現場対応を積み重ねてきている。一方、激甚

化・頻発化する水災害や南海トラフ地震等の大規模

広域災害に対応するためには、これまでの経験を踏

まえた災害対応力の引き上げが求められる。ついて

は、令和 7 年 6 月 4 日の「災害対策基本法等の一部

を改正する法律」の公布・一部施行を受け、TEC-

FORCE の増強と行政機関・民間企業・学識者などの

専門性を持った多様な主体との更なる連携強化が

図られた。具体的には、TEC-FORCE 予備隊員、TEC-

FORCE パートナー、TEC-FORCE アドバイザー、都道府

県等との連携、の４つの枠組みが創設され、被災自

治体等への新たな支援体制が構築された。 

特に、TEC-FORCE における国総研の位置づけとな 

っている「高度技術指導班」の関連では、被災地に

おいて大学などの学識者から速やかに技術的助言

を受ける「TEC-FORCE アドバイザー制度」が新たに

創設された。TEC-FORCE アドバイザーは、学術的知

見や地域特性に関する知見を背景に助言するもの

であり、幅広い分野の多くのアドバイザーを予め委

嘱することで、被災現場にいち早く駆けつける等の

即時的な対応が可能になる。 

３.令和７年の派遣実績 

令和７年の実績を表に示す。令和７年は、国総研

職員の派遣に至るような災害が比較的少なく、延べ

３２人・日の専門家を派遣した。 

本派遣のうち「令和 7 年 8 月 6 日からの低気圧と

前線による大雨」では、TEC-FORCE「高度技術指導班」

として専門家を派遣し、本活動に対して、令和 8 年

3 月に国土交通大臣表彰を受けた。 

また、技術支援活動ではないが、9 月 18 日（木）

につくば市内で発生した竜巻では、（国研）建築研

究所、気象庁 気象研究所と合同で現地調査を実施

した。その結果については、連名で記者発表すると

ともに 9 月 19 日につくば市危機管理課、9 月 29 日

に五十嵐つくば市長に報告した。 

国総研の災害時活動状況は、ホームページに掲載

している。 

http://wwwdisaster.nilim.go.jp/saigaitaiou/sa

igai.index.html  

 

つくば市五十嵐市長への報告 TEC-FORCE による道路橋の被害状況調査の様子 

(令和 7 年 8 月 6 日からの大雨） 
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表 令和 7 年専門家の派遣実績 

●令和 6 年能登半島地震 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

土砂災害研究部 砂防研究室 室長 鈴木 啓介 1/20 

建築研究部 
構造基準研究室 室長 向井 智久 1/30～1/31 

部長 長谷川 洋 2/17, 2/24～2/25 

●令和 6 年 10 月 23 日に宮崎県延岡市で発生した急傾斜地の崩壊 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

土砂災害研究部 

土砂災害研究室 室長 瀧口 茂隆 2/7 

土砂災害研究室 主任研究官 金澤 瑛 2/7 

土砂災害研究室 研究官 大槻 聡志 2/7 

土砂災害研究室 交流研究員 村木 昌弘 2/7 

道路構造物研究部 道路基盤研究室 室長 桑原 正明 2/7 

●令和 7 年 8 月 6 日からの低気圧と前線による大雨（TEC-FORCE） 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

道路構造物研究部 
構造・基礎研究室 室長 藤田 智弘 8/11 

構造・基礎研究室 主任研究官 上原 勇気 8/11 

●令和 7 年台風 12 号 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

土砂災害研究部 

砂防研究室 室長 鈴木 啓介 8/21 

砂防研究室 主任研究官 赤澤 史顕 8/21 

砂防研究室 交流研究員 大盛 泰我 8/21 

●令和 7 年台風 22 号、23 号 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

土砂災害研究部 
土砂災害研究室 室長 瀧口 茂隆 10/17～10/19 

土砂災害研究室 主任研究官 岸本 優輝 10/17～10/19 

●大分県大分市の火災 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

住宅研究部 住宅計画研究室 室長 出口 嘉一 11/20～11/22 

都市研究部 都市防災研究室 室長 岩見 達也 11/20～11/22 

●青森県東方沖を震源とする地震 

部・センター、課室及び役職 氏 名 派遣期間 

建築研究部 構造基準研究室 主任研究官 三木 徳人 12/13 

※派遣者欄の所属・官職は派遣時 
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地域特性の変化に適応する 

フレキシブルな水道・下水道 

技術に関する研究 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

上下水道研究部  能登上下水道復興支援室 

山上 訓広 辻 公房  

（キーワード）  地震対策、人口減少、計画フレーム、水道・下水道技術 

 

１．はじめに 

令和6年能登半島地震(以下、能登半島地震)では、

多くの水道・下水道施設が被災し、早期復旧が急務

となった。しかし、人口減少が見込まれる地域で原

形復旧した場合、将来的に過大な施設を保有する恐

れがあり、非効率な運転となることが懸念される。 

本研究は、原形復旧による早期復旧と、地震の影

響による将来人口変動を踏まえた技術導入や運用改

善を含めた施設規模見直しを両立させ、計画フレー

ム設定手法の確立を図ることを目的としている。 

本稿では、石川県輪島市をモデルケースとした将

来人口推計のシナリオ設定事例について報告する。 

２．研究方法 

2024年１月から2025年12月までの住民基本台帳か

ら、地震後約2年間の輪島市人口の自然・社会増減を

把握した。このうち、社会減は一定期間続くものと

仮定し、2025～2044年の人口推計を上位・中位・下

位の3シナリオで設定した。なお、社会減は復興の進

展に伴い段階的に緩和されるものと仮定した。また

輪島市復興まちづくり計画を参考に、発災から2030

年までを“復旧期”、それ以降を“復興期”とした。 

３．研究結果 

設定した計画フレームのイメージを図に示す。 

・上位：国立社会保障・人口問題研究所による将来
推計人口（以下、社人研推計人口） 

・中位：地震による社会減の継続を踏まえつつ、復
旧・復興に伴う社会減の緩和を考慮する。 

・下位：地震による社会減の継続を踏まえるが、復
旧・復興に伴う社会減の緩和を考慮しない。 

中位シナリオでは復旧期で社会減が収束し、復興

段期から社会増へ転換することを確認した。 

これらシナリオに基づき、将来人口変動を踏まえ

た施設規模見直しの必要性を定量的に評価するため、

将来給水量及び将来下水量の推計、区域見直し、施

設再編計画検討等の参考となる基礎資料を整備した。 

図 計画フレームのイメージ 

４．まとめ 

本研究では、災害復旧事業において、原形での早

期復旧を前提としつつ、持続可能性の観点からは、

人口の増減変化に適応できる施設規模の設定と設備

導入が必要であるため、能登半島地震後の輪島市の

人口動態を踏まえた将来人口推計を3シナリオ整理

した。地震前の将来予測を越える急激な人口減と復

旧・復興に合わせた段階的な人口回復を検討シナリ

オとして設定した結果、公営住宅の整備を含めた復

旧・復興事業の進捗に応じた避難住民の帰還見込み

を考慮することも重要であることが明らかになった。  

本研究で得られた成果は、被災後、中長期的に変

化する地域の実情にあった合理的な施設再構築を検

討するための基礎的な知見として、人口減少を見込

む自治体の持続性、強靱化、再構築に関する計画策

定の推進に寄与するものと考えられる。 

室長 主任研究官 
 

上位シナリオ

人口 発
災

復興期 年度復旧期

★

下位シナリオ

中位シナリオ
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小型SAR衛星を活用した 

ダムの観測に関する調査 
(研究期間：令和7年度) 

河川研究部 大規模河川構造物研究室 

三尾 奈々恵    櫻井 寿之 関 颯士 久住 晃平 

 

（キーワード）  ダム、小型SAR衛星、コンクリートダム  

 

１．はじめに 

ダムの安全管理においては、地震発災後の迅速な

点検が必要である。令和6年能登半島地震において一

次点検は96基のダムが対象となり、複数のダムにつ

いては、道路寸断等の影響によりダム管理者がダム

に近づくことができない状況が暫く続いた。このよ

うに、大規模地震発生後にはダム周囲の被災状況に

よってはダムの点検に時間を要する場合がある。  

上記の課題を解決する一つの手法として、筆者ら

はダムの安全管理においてSAR（合成開口レーダ）衛

星の活用の検討を進めている。これまで筆者らは、

ALOS-2等の大型SAR衛星や小型SAR衛星を用いたダム

の安全管理に関する検討を行ってきた。  

令和7年度はコンクリートダムを対象に小型SAR衛

星を活用した観測の検討を実施しており、本稿では

その結果の概要を紹介する。また、衛星SARデータを

効果的に活用するために構築した可視化ツールにつ

いても紹介する。 

 

室長 研究官 
 

研究員 交流研究員 
 

 

図-1 大山ダムの航空写真 
図-3 大山ダムの反射強度画像 

図-4 下筌ダムの反射強度画像 図-2 下筌ダムの航空写真 
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２．小型SAR衛星によるコンクリートダムの観測 

観測は、重力式コンクリートダムの大山ダム（堤

高99m、水資源機構管理）とアーチ式コンクリートダ

ムの下筌ダム（堤高98m、国土交通省九州地方整備局

管理）を対象に実施した。それぞれのダムの航空写

真を図-1、図-2に示す。図中には、ダムの安全管理

（計測の基準点や計測点としての役割）への活用の

検証のため設置したリフレクターの位置も示してい

る。観測結果の電波の反射強度画像を図-3、図-4に

示す。大山ダムは、衛星：Strix2、観測モード：Staring 

Spotlight2、太陽同期軌道により観測を行い、下筌

ダムは、衛星：QPS-SAR、観測モード：Spotlight、

傾斜軌道により観測を行った。大山ダムは、天端の

ラインを捉えられていることがわかる。下筌ダムは

堤体下流面のキャットウォークと考えられる複数の

強い反射を確認できたが、この画像から天端を瞬時

に判別することは難しい。この複数の強い反射はキ

ャットウォークと水面で二回反射を起こし、上流側

に倒れ込んだものと考えられ、急峻かつ水面が近い

場合に生じる現象であると考えられる（図-5参照）。

以上より、堤体が湾曲かつオーバーハングしている

アーチ式コンクリートダムについては、撮像方向や

角度などの影響が複雑に組み合わさり、堤体のライ

ンの判別が難しい場合がある事がわかった。一方で、

重力式コンクリートダムにおいては、撮像条件によ

っては、撮像データから堤体の状況を読み取ること

が出来る可能性があることがわかった。 

 

３．可視化ツールの構築 

過年度の検討結果を踏まえて、衛星の解析結果を

視覚的にわかりやすく表示するため、可視化ツール

の検討および構築を行った。ここではフィルダムで

の検討結果を示す。可視化ツールは国土交通省水管

理・国土保全局が整備している流域データプラット

フォームの中のデジタルテストベッドにおいて構築

した。構築した画面を図-6に示す。ダムの3次元地形

情報の上に衛星で計測した変位の情報を重ね合わせ、

堤体のどこに変位が生じているかを示している。ま

た、側線をクリックすると、断面図等の関連情報の

登録も可能であり、ダムの貯水池とその周辺斜面も

含めて包括的に情報を得ることが可能である。これ

まで独立していた情報を一つのツール上に集約し、

比較を行うことでダムの安全管理における効果的な

情報活用への寄与が期待される。 

 

４．おわりに 

小型SAR衛星を用いてコンクリートダムを観測し

た結果、天端や貯水池および周辺斜面の情報を把握

することが可能である一方で、堤体上下流面につい

ては状況の判別が難しい場合があることが示唆され

た。また、衛星データや測量データを効果的に活用

するための可視化ツールを構築した。 

今後は、コンクリートダム堤体等の反射強度差分

解析等の定量的な評価を進め、それらの結果を踏ま

えた技術資料を作成する予定である。可視化ツール

については、ダム管理者が活用できるように、利用

ルールの整備や活用手順書の作成を行う予定である。 

図-5 アーチ式コンクリートダムによる 

二回散乱のイメージ 

図-6 可視化ツールのデモンストレーション画面  

※赤系の色ほどフィルダム堤体の沈下量が大きいことを示す 
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国の機関や地方公共団体等からの技術相談の対応状況

１．はじめに 

国総研では、国の機関や地方公共団体等に対し、

政策実施・事業施行に関する様々な技術支援を実施

している。その一環として、国総研が知見・ノウハ

ウを持つ住宅・社会資本分野における技術的な相談

に対しての助言や専門家の派遣を継続的に行ってき

ている。以下では、技術相談の受け付け体制と2025

年の実績を紹介する。 

２．国総研技術相談窓口の概要 

 国総研では、国土交通省内や地方公共団体からの

急を要する相談に対応できるように、一元的な「国

総研技術相談窓口」（以下、「技術相談窓口」とい

う）を2014年12月から設置し、国総研が担当するあ

らゆる分野・施設に関する相談事項をワンストップ

で受け付けている。相談者は、代表のメールアドレ

スにメールを送付することで相談を行うことができ

る。なお、技術者が気軽に問い合わせることができ

るよう、各分野の専門家の顔が見える窓口とし、国

総研パンフレット（https://www.nilim.go.jp/lab/

bcg/siryou/youran.htm）やホームページ（https:/

/www.nilim.go.jp/lab/bbg/tec-soudan/）で周知し

ている（図-1）。 

図-1 国総研技術相談窓口 

また、港湾・海岸・空港施設分野では、施設の着

実かつ効果的な整備及び維持管理を支援するため、

各地方整備局からの技術相談窓口として国立研究開

発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術

研究所と連携して、「港湾技術センター」及び「久

里浜ＬＣＭ支援総合窓口」を設置している。 

３．技術指導の実績 

2025年1月～12月の分野別の技術相談の対応件数

は表-1のとおりである。分野別では河川分野が639件

と、最も多かった。合計では1904件と、2024年と比

較してほぼ同等の結果となった。技術相談窓口の設

置から約10年が経過し、国土交通省内や地方公共団

体における技術相談窓口の認知度は向上していると

考えられる。 

表-1 分野別技術相談対応件数（2025年1月～12月） 

分野 件数 

上下水道 129 

河川 639 

土砂災害 111 

道路 184 

建築・住宅・都市 72 

港湾・沿岸海洋 343 

空港 148 

社会資本マネジメント等 278 

合計 1904 

４．おわりに 

 本稿では、国総研が実施する技術相談窓口の取り

組み概要と2025年の実施結果について報告した。技

術相談への対応が新たな研究課題の抽出につながる

場合もあり、相談する側、相談を受ける側の双方に

メリットがある取り組みであるといえる。引き続き、

地方公共団体等で発生した問題に迅速かつ的確に対

応できるよう、取り組んでまいりたい。 
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道路トンネル坑口部に 

おける斜面災害の 

特徴に関する調査 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

道路構造物研究部 構造・基礎研究室 

藤田 智弘 大﨑 義保 藤原 茜 久保田 海帆 

（キーワード）道路トンネル、斜面災害、トンネル坑口部、土石流  

 

1．はじめに 

近年、道路構造物の境界部付近での変状が交通機

能に著しい障害を及ぼした事例が見受けられる。道

路トンネルにおいては、豪雨等によりトンネルの坑

口周辺で斜面災害が発生し、通行止めとなる事例例え

ば1)が発生している。 

本研究では、斜面災害の発生リスクの高い既設ト

ンネル坑口部の抽出精度の向上や、新設トンネルの

坑口位置の選定における留意点をより充実させるこ

とを目的に、道路トンネルの坑口部における斜面災

害の特徴を調査した。 

 

2．道路トンネル坑口部における斜面災害の特徴 

2.1 被災坑口部のトンネル進入形式 

道路トンネル技術基準（構造編）・同解説2) では、

図-1に示す地形とトンネル軸線の関係（以下「トン

ネル進入形式」）について、⑤谷部進入型は「自然

災害が発生しやすい」と解説されている。また、②

斜面斜交型と③斜面平行型も、道路横断方向に広く

斜面を持つため、この二つのトンネル進入形式も自

然災害が発生しやすい位置関係にあると考えられる。 

そこで、②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷部

進入型を自然災害が生じやすいトンネル進入形式と

位置づけて整理した。対象は直轄管理の道路トンネ

ルのうち、山岳工法で建設された1,538トンネルとし

た。なお、①斜面直交型、②斜面斜交型及び③斜面

平行型は斜面の等高線との交差角度から、④尾根部

進入型と⑤谷部進入型は等高線の形状から区分した。 

全1,538トンネルのトンネル進入形式を分類した

結果、自然災害が生じやすいと考えられるトンネル

進入形式（②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷部

進入型）は全体の約４割であった。 

一方で、対象の道路トンネルのうち、過去10 年間

にトンネル坑口部で斜面災害が発生したことを国総

研が把握している16施設のトンネル進入形式を整理

すると、自然災害が生じやすいと考えられるトンネ

ル進入形式（②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷

部進入型）が被災坑口部の約6割を占めていた(図-2）。 

このことから、自然災害が生じやすいと道路トン

ネル技術基準（構造編）・同解説に示されている⑤

谷部進入型だけでなく、道路横断方向に広く斜面を

持つ②斜面斜交型と③斜面平行型を含めても、斜面

災害の発生割合が高いことが確認された。 

室長 主任研究官 
 

研究官 交流研究員 

図-2 過去10年で斜面災害が発生した 

トンネル進入形式 

 

図-1 トンネル進入形式と災害要因となる斜面のイメージ 

（文献2）の図に追記） 
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2.2 被災坑口部における防災カルテの作成状況 

過去に実施された道路防災総点検で対応が必要と

評価された箇所については、防災カルテが作成され

ている。そのため、防災カルテを確認することで、

斜面災害リスクを把握することが可能である。さら

に、近年、地形測量では、航空レーザ計測にもとづ

くDEMから微地形表現図を作成し、高精度な地形判読

を行うことが可能となっている3)。 

そこで、トンネル坑口部における斜面災害のリス

クを精度よく把握するうえでの、防災カルテの確認

と微地形表現図による地形判読の併用の有効性を検

証した。なお、本研究では、近年の斜面災害のうち

最も被災履歴の多い土石流による災害を対象とした。 

まず、土石流が生じたことを国総研が把握してい

る10箇所の坑口部を対象に防災カルテの作成状況の

確認を行った。その結果、防災カルテの作成状況は、

被災坑口部10箇所のうち6箇所が「カルテ作成済だが

土石流については未着目（以下「未着目」）」また

は「カルテなし」であった(図-3)。 

 次に、「未着目」または「カルテなし」とされて

いる6箇所について、微地形表現図を用いて簡易な危

険箇所の評価を行った。このとき、トンネル坑口付

近の沢地形（以下「沢地形部」）について、平成18

年度道路防災総点検4)に準じ、土石流が懸念される

条件の一つである沖積錐の有無を確認した(図-4)。

その結果、6箇所中3箇所で明瞭な沖積錐が確認され

た。 

このことから、防災カルテを確認することに加え、

微地形表現図を用いた地形判読を行うことで、トン

ネル坑口部における斜面災害のリスクをより精度よ

く把握できる可能性があることが示唆された。 

 

3．おわりに 

本研究では、トンネル坑口部の斜面災害の特徴に

ついて調査した。その結果、自然災害が生じやすい

と示されている谷部進入型だけでなく、道路横断方

向に広く斜面を持つ斜面斜交型と斜面平行型を含め

ても、斜面災害の発生割合が高いことが確認された。

また、土石流により被災した坑口部（全10箇所）の

うち4箇所で防災カルテが作成されていた。さらに、

別の3箇所では防災点検カルテが作成されていない

が、微地形表現図を用いた地形判読から土石流が懸

念される条件の一つである沖積錐が確認された。 

このことから、既設トンネルに対してはトンネル

進入形式と防災カルテの確認に加え、微地形表現図

を用いた地形判読を行うことで、斜面災害リスクを

より精度よく把握できる可能性が示唆された。また、

トンネル新設時においても高精度に地形を把握した

うえで路線計画を行うことで、供用後の斜面災害リ

スクが大きく変化することが考えられる。 

今後も効果的かつ精度を高めたトンネル坑口部の

リスク評価ができるように研究を進めていきたい。 

☞詳細情報はこちら 

1)横浜国道事務所HP： 

https://www.ktr.mlit.go.jp/yokohama/yokokoku

_index201.html 

2)（公社）日本道路協会：道路トンネル技術基準（構

造編）・同解説、2003.11 

3) 国土交通省道路局国道・技術課:三次元点群デー 

タを活用した道路斜面災害リスク箇所の抽出要領 

（案）、2021.10 
4) 国土交通省 道路局国道・防災課：道路における災        

害危険箇所の再確認について、2006.9 

図-3 被災坑口の沢地形部における 

防災カルテの作成状況 

 

図-4 地形判読による沖積錐（土石流堆）の分布範囲 
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道路舗装のライフサイクル 

評価に向けた全国調査の 

開始 
(研究期間：令和７年度～令和９年度) 

道路構造物研究部 道路基盤研究室 

桑原 正明 若林 由弥 工藤 竜二 山本 尚毅 

（キーワード）  道路舗装、ライフサイクル、全国調査 

 

１．はじめに 

道路舗装の技術基準である「舗装の構造に関する

技術基準」（以下、「技術基準」）は2001年に策定

され、従前の材料や構造を指定する「仕様規定」か

ら、規定された性能指標を満足する構造であれば材

料や構造について問わない「性能規定」へと大きく

転換した。これにより、耐久性の高い新材料や舗装

に新たな性能を付加する構造などの新技術の導入促

進が期待された。特に昨今では、2050年カーボンニ

ュートラルの実現に向けて2025年10月に道路法が改

正され、道路の構造の原則として脱炭素化の推進等

への配慮が位置づけられ、舗装分野においても低炭

素な材料等の活用が求められている。 

一方、技術基準策定から現在に至るまで、実際の

現場において新技術の活用が十分に進んでいないこ

とも課題となっている。こうした課題を受け、国土

交通省では技術基準の改定に向けた検討を進め、

2025年8月に開催された社会資本整備審議会第26回
道路技術小委員会にて、改定の方向性が示された。 

技術基準の主な改定のポイントの1つとして、舗

装の設計時に、供用中の当該舗装の性能を設定し、

各性能に対し、修繕等によりその性能を回復させる

ことが望ましい状態に到達するまでの期間として

「性能保持想定期間」を算出することで、合理的に

ライフサイクルを評価する枠組みを構築する（図-1）。

これにより、ライフサイクルコストやライフサイク

ルCO2の観点で優れた舗装構造が設計時点で評価さ

れやすくなる。しかし、新技術をただちに評価する

ためには、材料試験などの室内試験の結果から舗装

の劣化を予測する設計手法が必要であり、現時点で

は十分に確立した方法が構築されていないため、早

急な検討が求められている。 
今般、新技術を評価可能な設計体系の再構築に向

けた国総研の取り組みの1つとして、2023年度より、

様々な条件の直轄国道の同一区間を対象に、定期的

に路面性状等のデータを取得する「定点調査」を開

始したので、調査の目的や内容について紹介する。 
 
２．定点調査について 

(1) 定点調査の目的 

現在の舗装の設計体系においては、舗装構造の決

定にあたり、路床支持力と大型車交通量のみを変数

としている。このため、例えば温度や水分といった

地域特性による作用や材料強度などの材料特性など

を十分に設計に反映できていない。また、現在の舗

装の設計は盛土や原地盤などの土工部上の明かり部

の舗装を対象としており、橋梁上やトンネル内の舗

装については、構造の設計手法が示されていない。 
さらに、設計で考慮している損傷の種類が少ない。

 

社会的に許容されない状態
（管理瑕疵に問われるおそれ）

舗装の性能を回復させることが
望ましい状態（性能回復推奨状態）

舗装の性能が
著しく低下した
状態

各性能

供用期間

供用に伴う
各性能の低下

舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重
を十分支持することが出来ない状態
または
走行に不安を感じるおそれがある状態

性能が十分発揮されて
いる状態

性能回復推奨状態まで性能が保持されると想定する期間
（性能保持想定期間）

修繕等により
各性能の回復

 
図-1 ライフサイクルを考慮した舗装の設計 

室長 
 

主任研究官 主任研究官 交流研究員 
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現在の設計体系では、アスファルト系の舗装につい

ては交通荷重に起因するボトムアップひび割れが、

コンクリート系の舗装については、コンクリート版

の横ひび割れが主に考慮されており、実際の管理の

現場で修繕の判断基準となっているわだち掘れや平

たん性（IRI）が修繕すべき状態になるまでの期間

は直接考慮されていない。 
上記の課題に対し、直轄国道の同じ区間を継続し

て調査し、劣化の進行をモニタリングすることで、 
・どのような舗装にどのような損傷が生じるのか 
・その損傷の主要因となる作用は何か 
などについて整理し、設計に反映することが定点調

査の主な目的である。 

(2) 定点調査の内容 

表-1に定点調査の実施区間数を示す。調査対象区

間は、各地域の新設または修繕後間もない路線から、

土工上のアスファルト舗装及びコンクリート舗装、

橋梁上のアスファルト舗装、トンネル内のコンクリ

ート舗装の区間をそれぞれバランスよく選定し、こ

れらの区間を5年で1巡するよう、追跡調査を実施す

る。 

表-2に定点調査の調査項目を示す。調査は主に交

通規制を行わず車両で走行しながら実施するものと、

各道路管理者の協力のもと交通規制を実施し、規制

内で舗装の変状を詳細に調査するものに大別される。 

交通規制なし調査では、舗装の表面の状態を確認

するための路面オルソ画像取得と舗装内部の滞水状

況を確認するための電磁波レーダ調査を実施する。

交通規制有り調査では、詳細なひび割れ発生状況を

把握するためのひび割れ展開図、車線縦横断方向の

凹凸を確認するための縦横断プロファイル、コンク

リート舗装における主要な水の侵入口である目地材

の劣化状況、舗装全体の支持力を示すたわみ量、路

面とタイヤの間のすべり抵抗値、路面の粗さを示す

きめ深さについてそれぞれ実施する。図-2に横断プ

ロファイルの測定結果の一例を示す。 
 

３．おわりに 

今回紹介した定点調査は2023年より調査を開始

したばかりであり、いずれの区間も新設または修繕

後間もない区間であるため、現時点で目立った損傷

は生じていない。引き続き調査を継続し、調査で得

られた結果をふまえ、現場で優れた新技術を採用し

やすくなる設計体系の再構築に向けて、検討を進め

ていく。 

 

表-1 定点調査の実施区間数 

地域 
土工部 橋梁 ﾄﾝﾈﾙ 

計 
As Co As Co 

北海道 1 1 3 2 7 
東北 2 3 1 1 7 
関東 3 0 2 3 8 
北陸 1 2 3 2 8 
中部 3 1 2 2 8 
近畿 2 1 1 2 6 
中国 2 2 2 2 8 
四国 2 2 2 2 8 
九州 3 2 2 2 9 
計 19 14 18 18 69 

As：アスファルト舗装、Co：コンクリート舗装 

表-2 定点調査の調査項目 

調査項目 土工部 橋梁 ﾄﾝﾈﾙ 
As Co As Co 

交通規制 
無し調査 
（300m） 

路面画像 ◯ ◯ ◯ ◯ 

電磁波レーダ - - ◯ - 

交通規制 
有り調査 
（100m） 

ひび割れ展開図 ◯ ◯ ◯ ◯ 
横断プロファイル ◯ - ◯ - 
縦断プロファイル ◯ ◯ ◯ ◯ 
目地材の劣化状態 - ◯ - ◯ 

たわみ量 ◯ ◯ - ◯ 
すべり抵抗値 ◯ ◯ ◯ ◯ 
きめ深さ ◯ ◯ ◯ ◯ 

As：アスファルト舗装、Co：コンクリート舗装 
 

-30
-25
-20
-15
-10
-5
0
5

10
15
20
25
30

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

高
さ

(m
m

)

幅員（mm）路肩側 中央分離帯
 

図-2 取得データの例（横断プロファイル） 
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AIS非搭載作業船の動静把握手法構築と 

運用実態に関する分析 

 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

港湾・沿岸海洋研究部  港湾計画研究室 

 

佐々木 友子 山本 雅久 安部 智久 

（キーワード）  作業船、船舶動静、ヒアリング 

 

１．はじめに 

海上工事時のCO2排出量の削減など作業船運用の

効率化に向けた運用実態把握、津波発生による作業

船漂流時における速やかな位置情報把握等、作業船

の位置情報取得には一定の需要があるものの、作業

船はAIS（自動船舶識別装置）が搭載されていないも

のが多いことから位置情報把握が難しい。今般、情

報通信機器を用いて作業船の位置情報取得を試み、

海洋土木建設会社に対するヒアリングとあわせて運

用実態を分析したので紹介する。 

 

２．作業船の動静把握手法 

今回は既存のGPSクラウドサービスを活用した。機

器設置状況は写真のとおりで、船内の窓際に置ける

サイズであり、本船より電源供給を受けることで電

池交換の手間も無い。当該サービス利用コストは14

千円／台／年

程度（導入初

年、機器購入

の初期費用含

む）である。 

 

３．作業船の運用実態に関する分析 

作業船7船の湾内における動静を対象とし、位置情

報を取得した。取得した日時・位置情報をもとに航

跡図を描画した例を図に示す。各船のデータ取得率

は概ね99%程度と高い水準であった。一方、想定され

る本来の係留位置から乖離がみられた観測値もあり、

7船のうち最大で800m強の乖離が存在した。 

各作業船の基地港と作業エリアとの行き来を確認

したところ、基地港が最も遠方である作業船は直線

距離が40km弱、移動に4,5時間程度要していた。仮に

この基地港最遠作業船が、基地港が最も近傍であっ

た作業船と同位置に係留場所を確保できた場合、直

線距離で往復約60km、移動所要時間が往復約7時間程

度、ひいては燃料消費量や費用が削減できることに

なる。海洋土木建設会社5社に対して作業船の係留場

所に関する課題を把握するために別途ヒアリングを

実施したところ、現場近傍の係留場所の不足、現場

遠方で確保せざるを得ないことから現場までの曳航

が必要、その結果として費用と工期が増加、との意

見があり、今回の動静把握結果はこれらの実態を示

すものである。 

lkm 2km0km基地港

注)図中の時刻は当該位置情報の取得時刻を表す

作業エリア

 

図 航跡図描画例 

 

４．おわりに 

今回使用した機器は想定される場所から乖離した

観測値も混在していたことから、航行安全や衝突回

避を目的とした使用には課題があるものの、冒頭に

示した用途等に対しては低コストでの実現が期待で

きると考えている。 

 

主任研究官 
 

研究員 
 

室長 
(博士(工学)) 

注）本写真は一部加工している

写真 機器設置状況 
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国総研ホームページの閲覧傾向の分析 
 

企画部        

高橋 宏幸 

（キーワード）  ホームページ、アクセスログ、国総研資料 

 

国総研では、研究方針、研究課題、研究成果、イ

ベント情報等の情報発信のため、ホームページを開

設している。今回、ホームページによる情報発信を

効果的に行うための参考とするため、アクセスログ

により閲覧傾向の分析を行ったので報告する。 

 

１．過去５年間における閲覧件数の推移 

 2021年1月～2025年12月における国総研ホームペ

ージへの閲覧件数は、少ない月で約120万件、多い月

で240万件超であった。閲覧件数の年平均は過去5年

で増加傾向にある。 

国総研では報告書やデータ等の詳細な情報をpdf

形式やxlsx形式で公表することが一般的であること

を踏まえ、ファイル形式別の閲覧件数を集計した。 

htmlファイルの閲覧件数は2023年の平均79万件か

ら2024～2025年は平均60万件台に減少しているが、

pdfファイル等（xlsx等を含む）の閲覧件数は2023年

に平均75万件、2024年に平均90万件、2025年に平均

109万件と過去3年間で増加傾向にあることがわかっ

た。 

pdfファイル等の閲覧が多くなっていることが近

年の傾向である。 

 

図-1 2021～2025年の閲覧件数 

２．国総研資料等の公表時からの閲覧件数推移 

国総研では、研究成果の中で学術的価値が高いも

の、政策の企画・立案に資するもの、公表する価値

があると認められる調査、試験、観測等の成果を国

総研資料・国総研研究報告・プロジェクト研究報告

（以下「国総研資料等」という。）としてとりまと

め、ホームページにpdfファイルを掲載している。 

 2019年公表の国総研資料等37件について、公表か

ら6か月ごとの月間平均閲覧件数を集計したところ、

公表から7～12か月後、又は、13～18か月後に閲覧件

数がピークとなり、その後減少する傾向が見られた。 

ただし、閲覧数の減少は一定程度で止まり、その

後は大きく変わらない傾向が見られた。公表から67

～72か月（5.5～6年）経過後も、約2/3の資料は月間

平均200件以上の閲覧があることがわかった。また、

37件中3件は67～72か月（5.5～6年）経過後も閲覧数

が月間1500件以上あることがわかった。 

公表から長期間経過後も一定程度の閲覧件数が継

続していることは特徴的であると言える。 

 

 

図-2 2019年公表の国総研資料等37件の 

 月間閲覧件数推移（公表から6か月ごとの平均） 
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※折れ線は各報告書の閲覧件数 
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３．接続環境別のアクセス割合 

国総研ホームページには、検索エンジンの情報収

集Botなどプログラムによるアクセスも行われてい

る。通常のホームページ閲覧とは傾向が異なる可能

性があるため、アクセスログのUser-Agentに含まれ

る文字列により、PC・モバイルによるアクセス、Bot

等によるアクセスを分類し集計した。なお、User-

AgentでPC・モバイルによる閲覧と見えても実際には

プログラムによる場合もあることに注意する必要が

ある。 

2025年1月～12月のログを分析したところ、htmlフ

ァイルでは31%、pdfファイル等では56%がBot等によ

るアクセスであることがわかった。 

Bot等による情報収集はhtmlファイルが中心であ

ると一般的に言われているところ、pdfファイル等の

方がBot等のアクセスの割合が高いことは特徴的で

あると言える。 

表-1 接続環境別アクセス割合 

  PPCC,,モモババイイルル  BBoott等等  そそのの他他  

html 66% 3311%% 3% 

pdf等 43% 5566%%  1% 

また、2025年1月～12月における閲覧件数上位5件

の国総研資料等について、接続環境別のアクセス割

合を集計したところ、資料によってPC、モバイル、

Bot等のアクセス割合が大きく違うことがわかった。 

表-2 国総研資料等の接続環境別アクセス割合 

（2025年1月～12月における閲覧件数上位5件） 

  PPCC  モモババイイルル  BBoott等等  そそのの他他  

プロジェクト 

研究報告① 
16% 7711%%  13% 0% 

国総研資料① 9944%%  3% 3% 0% 

国総研資料② 6% 2% 9922%%  1% 

国総研資料③ 7711%%  11% 17% 0% 

国総研資料④ 6655%%  19% 16% 0% 

 

４．閲覧件数の多い国総研資料等の傾向 

国総研資料等のうち、2025年1月～12月において最

も閲覧件数の多かったプロジェクト研究報告①

（2012年2月公表）について分析を行った。 

 

報告書のうち閲覧件数が特に多いのは「遊戯施設

の事故事例」（参考資料12）であった。 

図-3 プロジェクト研究報告①の閲覧件数 

また、「遊戯施設の事故事例」の閲覧について、

接続環境とリンク元（リファラー）別の集計を行っ

たところ、モバイル端末で、Google等の検索サイト

経由で閲覧する割合が多いことがわかった。 

表-3 「遊戯施設の事故事例」の 

接続環境・リンク元別アクセス割合 

  リリンンクク元元  

検検索索HHPP  省省外外HHPP  国国総総研研HHPP  不不明明  

PC 11.6% 0.3% 0.3% 3.3% 

モバイル 6622..77%%  0.4% 0.1% 7.7% 

Bot等 0.0% 0.0% 0.0% 13.2% 

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 

※「遊戯施設の事故事例」の総閲覧件数に対する割合 

モバイルでの閲覧は夜間及び週末にかけて多くな

るほか、ジェットコースター、観覧車等の事故など

を調べていることがアクセスログのクエリー文字列

によりわかることから、遊園地に行くために検索し

ている方が一定程度いる可能性がある。 

また、閲覧件数の多かったその他の国総研資料に

ついても、リンク元が不明であるものを除くと、検

索サイト経由で閲覧される割合が多かった。 

 

５．効果的な情報提供の検討の必要性 

研究成果等の情報提供は、国総研の重要な役割の

一つである。アクセスログ等の分析を通じてホーム

ページ閲覧の実態を把握し、情報提供の内容及び方

法について検討、改善していくことが重要である。 

「遊戯施設の事故事例」（参考資料12）の閲覧件数 

報告書のその他の資料の閲覧件数  
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１．はじめに  

国総研の研究方針に、基本姿勢として「広く産学

官との技術の連携・融合を図り、新たな技術展開を

目指す」、研究の心構えとして「自らの強み･弱みを

認識した上で、外部とも連携して効率的な研究体制

を構築」を掲げており、産学等の技術や異分野の知

見を有効活用することにより研究の効率化と質の向

上を図っている。 

 

２．関係行政機関との調整・連携事例  

 政策展開に直接つながる研究を本省等関係行政機

関との連携のもとで多数実施している。その中でも

特に大規模な研究課題の例として、総合技術開発プ

ロジェクト（総プロ）と行政部費事項立て予算によ

る研究がある。総プロは、建設技術に関する重要な

研究課題のうち、特に緊急性が高く対象分野の広い

課題を対象に、行政部局が計画推進の主体となっ

て、産学官の連携により総合的、組織的に研究を行

うものである。行政部費事項立て予算による研究

は、国総研が財務省から直接査定を受け、新たな政

策の創出につながる総合的な研究を行うものであ

る。令和7年に実施した研究をそれぞれ表-1、表-2

に示す。 

この他にも、過去には研究成果の実装に向けた社

会実験を自治体等と実施した例がある。 

 

 

 

 

３．民間・大学等との連携事例  

他機関と共同で実施する共同研究、他の研究機関

に委託する委託研究を多数実施している。令和7年の

実施状況をそれぞれ表-3、表-4に示す。 

この他にも、協定に基づく国内の大学や海外の研

究機関との連携が行われている。その例として、連

携大学院制度があり、国総研の研究者が大学の教授・

准教授の委嘱を受けて実験施設等を活用しながら実

践形式で研究指導等を実施している。大学としては

優れた環境のもとで研究指導を受けることができる

というメリットがあり、また、国総研としても若手

職員の人材育成や、共同研究の実現につながるとい

うメリットがある。令和7年の連携大学院制度の活用

状況を表-5に示す。学協会の委員会活動として産学

官連携のもとで、研究活動や技術基準改定に取り組

んでいる例もある。また、過去には優れた技術の活

用の促進を目的とした技術公募を実施した例がある。 

 

４．おわりに  

以上で紹介したように、国総研では多様な連携を

実施している。今後も産学官と多様な連携をしなが

ら研究に取り組んで参りたい。 

 

 

 

 

 

技術連携 

表-1 令和7年に実施した総合技術開発プロジェクト 

課課題題名名 研研究究期期間間（（年年度度））  担担当当研研究究部部・・セセンンタターー

建設事業各段階のDXによる抜本的な労働生産性向上に関する研究 R03～R07 
社会資本マネジ

メント 

社会環境の変化に対応した住宅・建築物の性能評価技術の開発  R04～R08  建築、住宅 

新技術等を用いた既成市街地の効果的な地震防災・減災技術の開発 R05～R08 建築、都市 

カーボンニュートラルに資する新技術の導入促進のための研究開発 R07～R10 
社会資本マネジ

メント、建築 

技
術
連
携
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表-2 令和7年に実施した行政部費事項立て予算による研究 
課課題題名名 研研究究期期間間（（年年度度））  担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

RC造マンションの既存住宅状況調査等の効率化に向けたデジタル新技術の適合性評価

基準の開発 
R04～R06 建築 

既存オフィスビル等の省エネ化に向けた現況診断に基づく改修設計法に関する研究 R04～R06 住宅 

脱炭素化の推進に向けた沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の

開発に関する研究 
R04～R06 港湾・沿岸海洋 

効率的な維持管理に向けた既存港湾施設のBIM/CIM構築手法に関する研究 R04～R06 港湾情報化支援 

木造住宅の長寿命化に資する外壁内の乾燥性能評価に関する研究 R05～R07 建築 

省CO2に資するコンクリート系新材料の建築物への適用のための性能指標に関する研究 R05～R07 建築 

既存マンションにおける省エネ性能向上のための改修効果の定量化に関する研究 R05～R07 住宅 

人流ビッグデータを活用した建物用途規制の運用支援技術の開発 R05～R07 都市 

事前防災対策による安全な市街地形成のための避難困難性評価手法に関する研究 R05～R07 都市 

生産性向上のための空港コンクリート構造物の標準規格化に関する研究 R05～R07 空港 

上下水道管路の効率的な改築・点検調査に関する研究 R06～R08 上下水道 

土石流・土砂流の２次元河床変動計算等による細やかなリスク情報に基づく情報提供

手法に関する研究 

R06～R08 土砂災害 

空家の適切な管理と有効活用の促進に資する構造性能評価技術の開発 R06～R08 建築 

建築火災時の避難弱者の行動特性に基づく避難安全設計に関する研究 R06～R08 建築 

民間賃貸住宅ストック活用を考慮した公営住宅供給目標量の設定手法に関する研究 R06～R08 住宅 

新技術を活用した都市の緑の効率的な計測手法及び評価手法に関する研究 R06～R08 都市 

港湾施設の重要性を勘案したリスク概念の港湾技術基準への導入に関する研究 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

飲料水健康機器管理に係る浄水処理技術および給水装置の評価に関する研究 R07～R09 上下水道 

ガス成分分析技術を用いた建築材料の燃焼毒性評価に関する研究 R07～R09 建築 

事務所ビル・学校等における適切な室内空気環境の確保と省エネ評価に関する研究 R07～R09 住宅 

係留施設の地震後の即時利用や容易な応急復旧を可能とする新たな耐震設計法の開発 R07～R09 港湾・沿岸海洋 

ブルーインフラの広域的な環境への効果に着目した新たな評価手法の研究 R07～R09 港湾・沿岸海洋 

表-3 令和7年に実施した共同研究（その1） 

共共同同研研究究課課題題名名 相相手手機機関関
研研究究期期間間
（（年年度度））

担担当当研研究究部部・・セセンンタターー

社会資本分野における技術基準の策定等に関
する共同研究 

土木研究所 R04～R09 上下水道、河川、 

土砂災害、道路交通、

道路構造物、社会資

本マネジメント 

建築・住宅・都市分野における技術基準等に関
する共同研究 

建築研究所 R04～R09 建築、住宅、都市 

DXデータセンターにおける3次元データ利用
環境の官民連携整備に関する共同研究 

オートデスク、川田テクノシステム、フ
ォーラムエイト、福井コンピュータ、
ESRIジャパン、アイサンテクノロジー、
三栄技研 

R04～R06 社会資本マネジ 
メント 

多能工施工によるコンクリート躯体工等の土
木現場施工の生産性向上に関する共同研究 

定置式水平ジブクレーンの活用促進及
び建設技能者の働きがい向上技術組合、
加藤組、砂子組、フクザワコーポレーシ
ョン、宮坂建設工業 

R04～R07 社会資本マネジ 
メント 

木造建築物の外壁通気工法の性能評価に関す
る共同研究 

大学、ハウスメーカ、関係財団法人等 12
者 

R04～R06 建築 
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表-3 令和7年に実施した共同研究（その2） 

共共同同研研究究課課題題名名 相相手手機機関関
研研究究期期間間
（（年年度度））  

担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

既設道路構造物群の維持管理計画の策定・更
新手法に関する共同研究 

京都大学大学院、大阪大学大学院、建設
コンサルタンツ協会、日本デジタル道路
地図協会、京都府、茨城県、富山大学 

R04～R08 道路構造物 

地球規模の気候変動に対応する土砂災害警戒
避難技術に関する共同研究 

筑波大学 R04～R08 土砂災害 

カーボンニュートラルを含めた海上土木工事
における作業船の運用最適化に関する共同研
究 

港湾空港総合技術センター R05～R07 港湾・沿岸海洋 

DXデータセンターにおける3次元データ利用
環境の官民連携整備に関する共同研究 

日本建設情報総合センター、パスコ、ビ
ィーシステム、建設システム、Box Japan 

R05～R06 社会資本マネ 
ジメント 

異種材料を活用した鋼橋の合理的な性能回復
技術の開発に関する共同研究 

大学、学校法人、関係財団法人・社団法人、

高速道路会社、地方自治体、研究所等17者 
R04～R08 道路構造物 

硝化抑制運転および脱窒抑制運転がN2Oの排
出量に与える影響に関する共同研究 

神戸市 R05～R06 上下水道 

道路橋の耐久性能の信頼性評価法に関する共
同研究 

土木研究所、日本橋梁建設協会、プレス
トレスト・コンクリート建設業協会、日
本鉄鋼連盟 

R06～R08 道路構造物 

部分係数法による吊橋・斜張橋の性能評価に
関する共同研究 

本州四国連絡高速道路、土木研究所 R06～R08 道路構造物 

気候変動に対応する大規模土砂災害発生危険
度評価技術に関する共同研究 

筑波大学 R06～R09 土砂災害 

下水処理場における脱炭素化に資する雨天時
浸入水の経路探索に関する共同研究 

北海道大学 R06～R07 上下水道 

防護柵開発・改良における3次元シミュレーシ
ョンの活用に関する共同研究 

鋼製防護柵協会（JFE建材、東京製綱、日
鉄神鋼、ダイクレ） 

R06～R08 道路交通 

次世代の土砂災害危険度評価方法の実用化に
向けた共同研究 

京都大学 R06～R10 土砂災害 

洪水中観測データの水位予測への利活用に関
する共同研究 

プロドローン R06～R09 河川 

港湾施設のアセットマネジメントの高度化に
関する共同研究 

京都大学 R06～R08 港湾情報化支援 

外貿コンテナ貨物を対象とした港湾・経路配
分モデル構築に関する共同研究 

東京大学、京都大学、神戸大学 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

港湾施設における桟橋等の固有周期の推定手
法に関する共同研究 

西村耐震防災研究所、みらい建設工業 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

道路舗装における力学的理論設計の実用化に
関する共同研究 

大学、学校法人、関係社団法人、民間企
業等17者 

R07～R09 道路構造物 

気候変動適応のための離岸堤・人工リーフの
改良手法の開発に関する共同研究 

民間企業等16者 R07～R09 河川 

木造建築物の外壁通気工法および小屋裏換気
工法の性能評価に関する共同研究 

足利大学、ものつくり大学 R07～R09 建築 

下水処理場における放流水質・エネルギー消
費量・N2O排出量の3軸を考慮した最適な運転
方法に関する共同研究 

京都大学、東京農工大学 R07～R08 上下水道 
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表-4 令和7年に実施した委託研究 

類類型型 審審議議会会等等名名称称 件件数数

研究所公募型 1 

本省審議会等公募型 

新道路技術会議 6 

 河川砂防技術研究開発制度（河川分野） 6 

 河川砂防技術研究開発制度（砂防分野） 2 

 下水道革新的技術実証事業 8 

上下水道一体革新的技術実証事業 8 

表-5 令和7年の連携大学院制度の活用状況

相相手手機機関関 職職名名 期期間間 担担当当者者（（所所属属・・氏氏名名））

関西大学 総合情報学研究科 
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

道路交通研究部 道路情報高度化研究官 

  関谷 浩孝 

筑波大学 システム情報工学研究群 
教授 R06年04月～ 

R07年03月 

建築研究部長  

長谷川 洋 

筑波大学 システム情報工学研究群 
准教授 R06年04月～ 

R07年03月 

都市研究部 都市開発研究室長 

石井 儀光 

筑波大学 システム情報工学研究群 
准教授 R07年04月～ 

R08年03月 

都市研究部 都市計画研究室長 

石井 儀光 

筑波大学 人間総合科学研究群 
准教授 R06年04月～ 

R07年03月 

建築研究部 設備基準研究室長 

山口 秀樹 

筑波大学 生命地球科学研究群 
教授 R06年05月～ 

R08年03月 

土砂災害研究部 

 山越 隆雄 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻 
客員教授 R06年04月～ 

R07年03月 

都市研究部 都市開発研究室長 

樋本 圭佑 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻 
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

建築研究部 設備基準研究室 

山口  秀樹 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻 
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

建築研究部 構造基準研究室長 

向井 智久 

※所属・氏名は実施当時のもの 
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国際研究活動 

１．国総研における国際研究活動 

国総研では、以下の3つの視点を中心に国際研究活

動を実施している。 

（１）国内政策に対する技術面からの貢献 

国総研・国土交通本省が締結した協定、国際会議、

多様な調査研究スキーム（行政部費事項立て、BRIDGE、

科研費等）等を活用しながら、海外政府機関等とネ

ットワークを構築し、最新の研究情報の共有や調査

研究等を行い、国内の政策提案や技術基準等への反

映を行う。 

（２）海外への技術協力による貢献 

国総研に蓄積された知見や成果物を活用し、国総

研・本省が締結する協定、JICA等との連携により、

開発途上国をはじめとする海外の政府機関等が抱え

る技術的課題への対策や技術基準策定、政府職員の

能力向上のための支援等を行う。 

（３）日本が強みを持つ技術の海外展開への貢献 

国総研に蓄積された知見や成果物を活用し、ISO

（国際標準化機構）等の国際標準化活動や、海外政

府機関、本省・JICA等のネットワークを通じた技術

相談・職員派遣・来訪者受入等により、日本が強み

を持つ技術の国際標準化や海外展開に貢献する。 

 

２．2025年度の主な国際研究活動  

2025年度に国総研が実施した国際研究活動のうち、

主要なものを紹介する。 

（１）国内政策に対する技術面からの貢献 

①ドイツ連邦建設・都市・空間研究所との研究協力 

国総研は、ドイツ連邦建設・都市・空間研究所

（BBSR）と研究協力に関する覚書を2019年に交わし

ており、建築研究所と連携し、住宅及び建築物の省

エネを中心にBIMの活用など様々な研究開発につい

て、定期的に意見交換等を行っている。 

2025年度は、「建築分野における気候保護」と「持

続可能な建設」に対する認識を高め、建設業界にお

ける民間企業、研究者、政府関係者のネットワーク

構築を促進するため、4月23日に大阪にて、「気候中 

 

写真-1 気候中立な建築ストック戦略シンポジウム 

立な建築ストック戦略」シンポジウムをBBSR、建築

研究所と共同で開催し、日本とドイツの建築分野に

おける資源の効率的な活用、建築物LCAの手法及び取

組事例等に関する研究成果の発表や意見交換を行っ

た。 

②韓国国土研究院との研究協力 

韓国は、首都圏一極集中や人口減少・少子高齢化

といった日本と共通の都市計画上の課題を抱えてい

る。国総研と韓国国土研究院（KRIHS）とは、2012

年に調印した研究協力に関する覚書に基づき、都市

計画の分野で継続的に研究協力を行っている。 

2025年8月に、KRIHSが日本を訪問し、つくば市ス

ーパーサイエンスシティ構想、藤沢SST、柏の葉スマ

ートシティについて、ヒアリング及び視察を実施す

ることにより、日本のスマートシティの取組の現状

や課題に関する情報を共有した。 

2026年2月には、国総研が韓国を訪問し、釜山市庁

において、自然と人間が共存する「バイオフィリッ

クシティ」の取組についてヒアリングを行うととも

に、わが国の「まちづくりGX」の取組みを紹介した。 

 

写真-2 洛東江河口の渡り鳥の生息地の調査状況 
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さらに、洛東江河口エコセンター、エコデルタシテ

ィ地区及び釜山市民公園を視察し、都市における生

物多様性の確保、身近な緑の設置による住民の

Well-being向上に関する技術的知見を得た。 

③ベトナム建設省道路総局との研究協力 

ベトナム建設省道路総局とは、2012年締結のベト

ナム交通運輸省と国土交通省道路局の覚書に基づき

研究協力を行っており、更に2020年に道路橋の維持

管理等に関する協力について個別に覚書を締結し、

研究協力活動を深めている。  

2025年10月、ベトナムで道路橋に関する越道路総

局・国総研会議を開催した。会議では、ベトナムの

大規模な河川を渡る長大橋等の設計、施工、維持管

理の課題を聴取するとともに、我が国の技術基準や

その運用に係る基準類の導入可能性や課題の解決に

向け、協議した。 

④ベトナム建設省交通科学技術研究所との研究協力 

2024年9月、国土交通省港湾局とベトナム国運輸省

（現・建設省、MOC）交通科学技術研究所(ITST)の間

で「港湾施設の国家技術基準策定に関する協力覚書」

が更新された。関連文書に基づき、国総研とITSTが

ベトナムにおける港湾の気候変動適応策や脱炭素化

に向けた対応方針について議論を行っている。2025

年度は、日本の港湾における気候変動適応策や脱炭

素化の取組を紹介することを目的として技術セミナ

ーを開催し、現地の技術者・専門家らとともに実装

に向けた意見交換を実施した。 

⑤日伊土砂災害防止技術会議 

日伊科学技術協定に基づく第14回日伊土砂災害防

止技術会議が2025年6月5日にイタリアヴェネティア

市で開催された。会議では、被害の予測や監視に関

する研究開発の動向や今後の対応について、情報共

有・議論を行った。 

⑥日越下水道セミナー 

国土交通省とベトナム建設省は、建設及び都市開

発分野の協力に係る覚書を締結しており、2026年1

月に、第18回日越下水道技術セミナーが開催された。

国総研の研究者が下水道管路の維持管理の基準・技

術に関する調査研究等に関する発表を行い、日本技

術への理解を促進するとともに、今後の調査研究連

携に向け、意見交換を行った。 

⑦米国ハリケーン被災地の現地調査 

2025年4月に、2024年のハリケーンヘリーン、ミル

トンによる大規模な高潮被害を受けたフロリダ州の

調査に国総研の研究者が参加した。被災状況調査の

結果、潮位上昇のみではなく、波の影響が大きかっ

たことが確認された。また、ピネラス郡政府等の関

係機関との意見交換により、事前のリスク情報の提

示やそれを踏まえた避難オペレーションの取組など、

日本では大規模な高潮被害の経験が限られる中、今

後の高潮防災に活用できる知見が得られた。 

 

写真-3 マディラビーチの被災状況の調査状況 

⑧日米欧三極ITS協力会議 自動運転ＷＧ 

 日米欧三極ITS協力会議自動運転WGは、本省道路局、

米国運輸省、欧州委員会が締結する協定に基づき、

自動運転分野の施策・研究開発について、議論・情

報共有を行う会議である。2025年5月にイタリア共和

国イスプラ市で開催された会議では、国総研の研究

者が日本の路車協調によるレベル4自動運転トラッ

クの実証実験について情報発信するともに、欧州各

国の協調ITSによる自動運転に関する研究開発の最

新の動向・展望について情報収集した。 

⑨PIARC（世界道路協会）TC2.5会合 

 PIARC（世界道路協会）は、加盟各国における道路

の建設、維持、利用及び経済的発展等の進捗を支援

し、道路分野の知識・技術の普及促進を目的とする

機関である。このうち、TC2.5は「コネクテッド、協

調型、自動モビリティに対応した道路」、「自動運

転とインフラ」、「公共機関と道路管理者向け組織、

体制とビジネスモデル」等を扱う技術委員会である。
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2025年6月にオーストリア、11月にチュニジアで開催

されたTC2.5会合では、国総研の研究者が我が国の自

動運転施策と国土交通省が実施するレベル4自動運

転のプロジェクトを情報発信しながら、成果報告書

の構成・作業事項等について議論した。 

⑩PIANC WG259 港湾における気候変動ガイドライン 

PIANC（国際航路協会）は、港湾の気候変動に対す

るレジリエンスを評価するためのガイドライン策定

に向けたWG259を2024年に設置した。国総研の複数の

研究者も本WGの委員等として参画し、日本での気候

変動適応策の取り組みや実装方針等を可能な限り本

ガイドラインに反映できるよう議論している。また、

本ガイドラインの草稿を執筆するため、2025年10月

にドイツ・ハンブルクを訪問し、気候変動に対する

ストレステストの実施方針などを議論した。 

⑪北東アジア港湾局長会議実務者会合 

北東アジア港湾局長会議は、2000年より日韓港湾

局長会議に中国が加わり拡大したものであり、日中

韓3か国の港湾の発展のため港湾行政全般にわたり

広範に意見交換を行うものである。この北東アジア

港湾局長会議の実務者会合において、今年から3か年

の共同研究プロジェクト「港湾における気候変動適

応策の実装」の活動の一環として、港湾における気

候変動の影響評価に関する日本国内での取組みを紹

介し、評価手法などの技術的な意見交換を実施する

とともに、この他の進行中の共同研究プロジェクト5

件についても意見交換を実施した。 

⑫建設工事の労働条件・生産性等に関する調査 

2025年4月、11月にスイス及びドイツの発注機関、

建設会社との意見交換や、建設現場の調査を行い、 

 

写真-4 スイス連邦道路庁との会議 

欧州と日本の労働・施工条件（施工体制、支払、安

全・環境配慮、施工環境、使用機材、多能工活用、

職業訓練等）の相違を踏まえ、建設工事の生産性向

上を図る上で参考となる知見、留意点を得た。 

特に、2024年の担い手3法の改正により、労働者へ

の賃金支払いや労働時間の把握が発注者の努力義務

となり、スイス、ドイツの取組を確認し、我が国の

制度設計の参考となる知見が得られた。 

 

（２）海外への技術協力による貢献 

①タイの建築物の地震被害調査 

2025年3月28日にミャンマーで発生した地震によ

り、バンコクの高層ビルなどの建築物に多くの被害

が発生した。タイ内務省から日本政府への要請を踏

まえ、建築物の耐震性や安全性確保に関する助言を

行うため、JICAの依頼として、2025年4月、国総研の

研究者が調査団の一員として、タイに派遣された。 

②アルジェリア既存建物の地震リスク評価 

2025年5月、JICAの依頼により、既存RC造建物の地

震リスク評価手法の向上を図り、既存建物の耐震化

に貢献するため、国総研の研究者を短期専門家とし

てアルジェリアに派遣した。現地では、日本の耐震

診断・改修設計手法の解説、パイロットプロジェク

トとしての試行等を行った。 

③ベトナム港湾技術基準策定・普及支援 

2025年6月、ベトナム国ハノイ市およびホーチミン

市において、JICA技術協力プロジェクト「港湾技術

基準策定・普及支援プロジェクト(2023-2027（予

定）)」で策定された、港湾技術基準とこれを補完す

る設計事例集等の普及を目的としたセミナーが開催

された。本セミナーでは国総研の研究者も登壇し、

日本の港湾技術基準のこれまでの経緯や特徴を紹介

するとともに、現地の技術者・専門家からも多くの

質疑があった。 

④日尼ＥＰＡに基づく港湾研修講師 

日・インドネシア経済連携協定(EPA)に基づき、国

土交通省港湾局とインドネシア運輸省海運総局が主

催するインドネシア港湾研修（Japan Indonesia EPA 

Port Seminar）が2025年7月にインドネシア・ジャカ

 

ルタで開催された。本研修は、インドネシア政府の

港湾分野における能力向上等を目的としたものであ

り、日本の港湾技術基準及び気候変動適応策の現状

について、国総研の研究者による研修講師を行った。 

 

写真-5 インドネシア港湾研修 

⑤不動産・建設産業プログラム海外行政官受入 

国総研は、本省不動産・建設経済局国際市場課が

実施する「海外行政官に向けた不動産・建設産業政

策プログラム」に協力し、2025年11月27日に、バン

グラデシュ、インドネシア、フィリピン、タイの行

政官5名に対して、国総研の研究者が日本の品質管理

の取組についてオンラインで講義した。また、2026

年1月28日に、行政官5名は、国総研を訪問し、河川

模型実験施設にて荒川の実験模型等を視察した。 

 

写真-6 河川模型実験施設を視察する海外行政官 

⑥JICAの訪日研修員受入 

2025年度は、以下に例示する課題別（多国参加）・

国別の訪日研修員を国総研で受け入れ、国総研の研

究者が講義や施設案内を行った。 

・水災害被害の軽減に向けた対策（課題別） 

講義：流出予測とダム操作方法 

・土砂災害リスク削減（課題別） 

講義：土砂災害対策研究の最前線 

施設：勾配可変型実験水路 

・ダム安全管理（課題別） 

講義：ダムの調査設計・施工他 

・社会基盤整備における事業管理（課題別） 

講義：CIMの活用による建設生産性の向上 

・建築物耐震性診断能力強化（ドミニカ共和国） 

・橋梁維持管理能力向上（バングラデシュ） 

 

（３）日本が強みを持つ技術の海外展開への貢献 

①ＩＳＯ技術委員会における国際標準化活動 

2025年度は、以下のISO技術委員会(TC)に国総研の

研究者が参画し、日本規格の強みを踏まえながら国

際標準化に取り組んだ。 

・TC205（建築物の省エネルギーや室内環境に関する

設計手法） 

・TC98/SC3（荷重・外力及びその他の作用） 

・TC261（付加製造） 

・TC8/SC27（港湾及びターミナル） 

②職員派遣 

2026年2月、インフラ老朽化対応のための投資拡大

を予定するドイツに国総研の研究者を派遣した。イ

ンフラ管理者との協議、老朽化橋梁の現地視察等を

行い、本邦技術による貢献の可能性を調査した。 

③技術相談・来訪者受入等 

2025年度、海外政府機関からの問合せ、大使館・

本省等を通じた相談等を踏まえ、以下の技術相談・

来訪者受入に対応した。こうした取組は、日本の技

術、安全・品質管理等への理解を広げ、質の高いイ

ンフラシステム海外展開にも貢献する。 

・海上部架橋技術 

・トンネル掘削技術 

・再生アスファルト技術 

・道路交通安全対策 

・地下空洞調査技術 

---------------------------------------------- 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研Webサイト「国際活動」  

https://www.nilim.go.jp/lab/beg/foreign/ko

kusai/kokusaitekikatudou.htm 

2) 国総研Webサイト「国際業務研究室」 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kanri/k

okusai/ 
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2025年6月にオーストリア、11月にチュニジアで開催

されたTC2.5会合では、国総研の研究者が我が国の自

動運転施策と国土交通省が実施するレベル4自動運

転のプロジェクトを情報発信しながら、成果報告書

の構成・作業事項等について議論した。 

⑩PIANC WG259 港湾における気候変動ガイドライン 

PIANC（国際航路協会）は、港湾の気候変動に対す

るレジリエンスを評価するためのガイドライン策定

に向けたWG259を2024年に設置した。国総研の複数の

研究者も本WGの委員等として参画し、日本での気候

変動適応策の取り組みや実装方針等を可能な限り本

ガイドラインに反映できるよう議論している。また、

本ガイドラインの草稿を執筆するため、2025年10月

にドイツ・ハンブルクを訪問し、気候変動に対する

ストレステストの実施方針などを議論した。 

⑪北東アジア港湾局長会議実務者会合 

北東アジア港湾局長会議は、2000年より日韓港湾

局長会議に中国が加わり拡大したものであり、日中

韓3か国の港湾の発展のため港湾行政全般にわたり

広範に意見交換を行うものである。この北東アジア

港湾局長会議の実務者会合において、今年から3か年

の共同研究プロジェクト「港湾における気候変動適

応策の実装」の活動の一環として、港湾における気

候変動の影響評価に関する日本国内での取組みを紹

介し、評価手法などの技術的な意見交換を実施する

とともに、この他の進行中の共同研究プロジェクト5

件についても意見交換を実施した。 

⑫建設工事の労働条件・生産性等に関する調査 

2025年4月、11月にスイス及びドイツの発注機関、

建設会社との意見交換や、建設現場の調査を行い、 

 

写真-4 スイス連邦道路庁との会議 

欧州と日本の労働・施工条件（施工体制、支払、安

全・環境配慮、施工環境、使用機材、多能工活用、

職業訓練等）の相違を踏まえ、建設工事の生産性向

上を図る上で参考となる知見、留意点を得た。 

特に、2024年の担い手3法の改正により、労働者へ

の賃金支払いや労働時間の把握が発注者の努力義務

となり、スイス、ドイツの取組を確認し、我が国の

制度設計の参考となる知見が得られた。 

 

（２）海外への技術協力による貢献 

①タイの建築物の地震被害調査 

2025年3月28日にミャンマーで発生した地震によ

り、バンコクの高層ビルなどの建築物に多くの被害

が発生した。タイ内務省から日本政府への要請を踏

まえ、建築物の耐震性や安全性確保に関する助言を

行うため、JICAの依頼として、2025年4月、国総研の

研究者が調査団の一員として、タイに派遣された。 

②アルジェリア既存建物の地震リスク評価 

2025年5月、JICAの依頼により、既存RC造建物の地

震リスク評価手法の向上を図り、既存建物の耐震化

に貢献するため、国総研の研究者を短期専門家とし

てアルジェリアに派遣した。現地では、日本の耐震

診断・改修設計手法の解説、パイロットプロジェク

トとしての試行等を行った。 

③ベトナム港湾技術基準策定・普及支援 

2025年6月、ベトナム国ハノイ市およびホーチミン

市において、JICA技術協力プロジェクト「港湾技術

基準策定・普及支援プロジェクト(2023-2027（予

定）)」で策定された、港湾技術基準とこれを補完す

る設計事例集等の普及を目的としたセミナーが開催

された。本セミナーでは国総研の研究者も登壇し、

日本の港湾技術基準のこれまでの経緯や特徴を紹介

するとともに、現地の技術者・専門家からも多くの

質疑があった。 

④日尼ＥＰＡに基づく港湾研修講師 

日・インドネシア経済連携協定(EPA)に基づき、国

土交通省港湾局とインドネシア運輸省海運総局が主

催するインドネシア港湾研修（Japan Indonesia EPA 

Port Seminar）が2025年7月にインドネシア・ジャカ

 

ルタで開催された。本研修は、インドネシア政府の

港湾分野における能力向上等を目的としたものであ

り、日本の港湾技術基準及び気候変動適応策の現状

について、国総研の研究者による研修講師を行った。 

 

写真-5 インドネシア港湾研修 

⑤不動産・建設産業プログラム海外行政官受入 

国総研は、本省不動産・建設経済局国際市場課が

実施する「海外行政官に向けた不動産・建設産業政

策プログラム」に協力し、2025年11月27日に、バン

グラデシュ、インドネシア、フィリピン、タイの行

政官5名に対して、国総研の研究者が日本の品質管理

の取組についてオンラインで講義した。また、2026

年1月28日に、行政官5名は、国総研を訪問し、河川

模型実験施設にて荒川の実験模型等を視察した。 

 

写真-6 河川模型実験施設を視察する海外行政官 

⑥JICAの訪日研修員受入 

2025年度は、以下に例示する課題別（多国参加）・

国別の訪日研修員を国総研で受け入れ、国総研の研

究者が講義や施設案内を行った。 

・水災害被害の軽減に向けた対策（課題別） 

講義：流出予測とダム操作方法 

・土砂災害リスク削減（課題別） 

講義：土砂災害対策研究の最前線 

施設：勾配可変型実験水路 

・ダム安全管理（課題別） 

講義：ダムの調査設計・施工他 

・社会基盤整備における事業管理（課題別） 

講義：CIMの活用による建設生産性の向上 

・建築物耐震性診断能力強化（ドミニカ共和国） 

・橋梁維持管理能力向上（バングラデシュ） 

 

（３）日本が強みを持つ技術の海外展開への貢献 

①ＩＳＯ技術委員会における国際標準化活動 

2025年度は、以下のISO技術委員会(TC)に国総研の

研究者が参画し、日本規格の強みを踏まえながら国

際標準化に取り組んだ。 

・TC205（建築物の省エネルギーや室内環境に関する

設計手法） 

・TC98/SC3（荷重・外力及びその他の作用） 

・TC261（付加製造） 

・TC8/SC27（港湾及びターミナル） 

②職員派遣 

2026年2月、インフラ老朽化対応のための投資拡大

を予定するドイツに国総研の研究者を派遣した。イ

ンフラ管理者との協議、老朽化橋梁の現地視察等を

行い、本邦技術による貢献の可能性を調査した。 

③技術相談・来訪者受入等 

2025年度、海外政府機関からの問合せ、大使館・

本省等を通じた相談等を踏まえ、以下の技術相談・

来訪者受入に対応した。こうした取組は、日本の技

術、安全・品質管理等への理解を広げ、質の高いイ

ンフラシステム海外展開にも貢献する。 

・海上部架橋技術 

・トンネル掘削技術 

・再生アスファルト技術 

・道路交通安全対策 

・地下空洞調査技術 
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☞詳細情報はこちら 

1) 国総研Webサイト「国際活動」  

https://www.nilim.go.jp/lab/beg/foreign/ko

kusai/kokusaitekikatudou.htm 

2) 国総研Webサイト「国際業務研究室」 

https://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kanri/k

okusai/ 
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＜国土技術政策総合研究所資料＞

番号 タイトル 課室等名 執筆者名 刊行年 月

1282
B-DASH プロジェクト  No.39
中小規模処理場間の広域化に資するバイオマスボイラによる
低コスト汚泥減量化技術導入ガイドライン （案）

下水処理研究室 下水処理研究室 2025 3

1299
国土交通省国土技術政策総合研究所
緑化生態研究室報告書 第 39 集

緑化生態研究室 緑化生態研究室 2024 11

1301
港湾地域強震観測網から得られる速度 PSI 値を用いた港湾単位での係留施設の被害有無の概略
判定手法

港湾施設研究室
港湾空港技術研究所

宮田 正史、 竹信 正寛、 秋山 吉寛
菅原 法城、 野津 厚、 長坂 陽介、
小濱 英司、 大矢 陽介、 福永 勇介

2025 1

1302 日本沿岸の主要港湾における高潮 ・波浪への気候変動の影響評価
港湾 ・沿岸防災研究室
港湾空港技術研究所
京都大学

本多 和彦、 成田 裕也、 千田 優
平山 克也、 髙川 智博
森 信人

2025 1

1303
B-DASH プロジェクト  No.40
IoT と AI を活用した効率的予防保全型マンホールポンプ維持管理技術の技術導入ガイドライン
（案）

下水道研究室
岡安 祐司、 吉田 敏章、 安田 将広、
濵田 知幸

2025 1

1304 都市公園のデザイン向上に関する資料 都市防災研究室 影本 信明、 岩見 達也 2025 1

1305
B-DASH プロジェクト  No.41
災害時に応急復旧対応可能な汚水処理技術導入ガイドライン （案）

下水処理研究室 重村 浩之、 田隝 淳、 松橋 学 2025 1

1306 令和 4年度下水道関係調査研究年次報告書集 上下水道研究部 上下水道研究部 2025 2

1307
道路構造物管理実務者研修 （橋梁初級Ｉ）
道路橋の定期点検に関するテキスト （その２） 2025 年版

橋梁研究室
白戸 真大、 手間本 康一、 青野 祐也、
西森 聖人

2025 1

1308 令和５年度道路橋に関する基本データ集 橋梁研究室 白戸 真大、 岡田 太賀雄、 吉延 広枝 2025 2

1309 既存建築物の屋根ふき材の耐風診断 ・耐風補強評価マニュアル （案） 建築研究部 喜々津 仁密 2025 2

1310 生活道路への物理的デバイス設置における合意形成のための参考資料 道路交通安全研究室
大橋 幸子、 藤田 裕士、 村上 舞穂、
上野 宇悠、 黒澤 明史、 森山 真之介

2025 3

1311 国土技術政策総合研究所研究評価委員会 令和６年度 分科会報告書 研究評価 ・推進課 研究評価 ・推進課 2025 3

1312 令和６年度国土技術政策総合研究所研究評価委員会報告書 研究評価 ・推進課 研究評価 ・推進課 2025 3

1313 コンクリート舗装の Westergaard 自由縁部載荷プログラムの再構築 空港新技術研究官 坪川 将丈 2025 3

1314 維持管理情報データベースを活用した係留施設 ・外郭施設の劣化度の遷移率に関する検討 港湾情報化支援センター 藤木 峻、 辰巳 大介、 坂田 憲治 2025 3

1315
移動式荷役機械等の走行性能に着目した荷さばき地における地震時の性能規定に関する設定事
例

港湾技術センター 岩原 克仁、 竹信 正寛 2025 3

1316 UAV による消波工の形状把握の出来形管理 ・維持管理 ・災害対応への適用性検討 港湾業務情報化研究室
廣瀬 大輔、 里村 大樹、 辰巳 大介、
川上 司

2025 3

1317 マルチビーム測深を活用した基礎捨石均しの出来形管理に関する検討 （その２） 港湾業務情報化研究室
大倉翔太、 辰巳大介、 川上司、
里村大樹

2025 3

1318
非住宅建築物の外皮 ・設備設計仕様とエネルギー消費性能の実態調査
– 省エネ基準適合性判定プログラムの入出力データ (2023 年度 ) の分析 –

建築環境研究室 宮田 征門 2025 3

1319
道路環境影響評価の技術手法 「13. 動物、 植物、 生態系」 における環境保全のための取り組み
に関する事例集

道路環境研究室

緑化生態研究室

檜垣 友哉、 上野 裕介、 大河内 恵子、
橋本 浩良
飯塚 康雄

2025 3

1320 令和６年能登半島地震土木施設被害調査等報告
国土交通省 国土技術政
策総合研究所
（国研） 土木研究所

国土交通省 国土技術政策総合研究所
（国研） 土木研究所

2025 3

1321
B-DASH プロジェクト No.42
管路情報の一元管理技術導入ガイドライン （案）

下水道研究室

岩﨑 宏和、 岡安 祐司、 吉田 敏章、
安田 将広、 川島 弘靖、 田本 典秀、
茨木 誠、 末久 正樹、 橋本 翼、 鈴木 
航平

2025 4

1322 道路環境影響評価の技術手法　4. 騒音　4.1 自動車の走行に係る騒音 （令和 7年度版） 道路環境研究室 澤田 泰征、 橋本 浩良 2025 6

1323
都市 ・ まちづくりと連携し基幹的交通軸を成す魅力あるバス輸送システムの計画ガイドライン
－公共交通ネットワークとウォーカブルが融和した骨格軸の形成へ－

都市施設研究室 小笠原 裕光 、 吉田 純土 、 新階 寛恭 2025 6

1325
B-DASH プロジェクト No.44　AI を活用した下水処理場運転操作の先進的支援技術導入ガイドライ
ン （案）

下水処理研究室
重村 浩之、 田隝 淳、 石井 淑大、
松橋 学

2025 6

1326 鉄骨造 ・木造建築物における実建物と実験室間の重量床衝撃音遮断性能の比較 設備基準研究室 平川 侑、 山口 秀樹 2025 6

1327 下水道技術開発レポート２０２４
下水道研究部
下水道研究室
下水処理研究室

三宮 武、 小川 文章、 山下 洋正
安田 将広、 細井 遵敬
重松 浩之、 太田 太一、 陣屋 昂汰

2025 7

1328 DX データセンターにおける３次元データ利用環境の官民連携整備に関する共同研究報告書 社会資本情報基盤研究室
西村 徹、 大手 方如、 光谷 友樹、
夜久 将司、 山口 知記

2025 8

1329 令和 6年度道路調査費年度報告

道路交通研究部
道路構造物研究部
社会資本マネジメント研究
センター

道路交通研究部
道路構造物研究部
社会資本マネジメント研究センター

2025 9

1330 維持管理に着目した既存港湾施設の 3次元モデルの要件設定及び簡易作成手法 港湾業務情報化研究室 辰巳 大介、 里村 大樹、 川上 司 2025 10

＜国土技術政策総合研究研究報告＞

番号 タイトル 課室等名 執筆者名 刊行年 月

76 建築物と地盤に係る構造規定の合理化による都市の再生と強靱化に資する技術開発 建築研究部、 都市研究部 建築研究部、 都市研究部 2025 1
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国総研公式ソーシャルメディア一覧 

 

国総研公式ソーシャルメディアにおいて、HP の新着情報や研究の取

組に関する情報等の発信や研究施設、実験等の動画を紹介しておりま

す。 

 

 

１．X（旧 Twitter） 
国総研公式 X（旧 Twitter） 

＜https://twitter.com/mlit_NILIM＞ 

 
 
２．YouTube 
国総研 YouTube チャンネル 

＜https://www.youtube.com/channel/UC5 

l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q＞ 

 

 

 

 

 

【フォロー、チャンネル登録のお願い】 
ご利用のソーシャルメディアに合わせて、どなたでも、フォローやチャン

ネル登録できます。是非ご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国総研レポートのイメージカラーである「赤色」は、 
現在そして将来にわたって安全・安心で活力と魅力ある国土と社
会の実現を目指す研究者の「熱意」を表しています。 

＜https://twitter.com/mlit_NILIM＞

＜�https://www.youtube.com/channel/UC5�

l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q＞

https://twitter.com/mlit_NILIM
https://www.youtube.com/channel/UC5l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q
https://www.youtube.com/channel/UC5l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q
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